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2019年度版「現状と課題」発刊のご挨拶
～『目覚めて変化する』～

一般社団法人　日本損害保険代理業協会

会　長　　金　子　智　明

全国の代協会員の皆さま、日頃は各地で様々な活動を展開いただき、改めて御礼申し上げます。
会長就任４年目となりましたが、引き続き全国の代協会員の皆さまとの対話を大事にしながら、明るく、
元気に、全力で取り組んで参ります。何卒よろしくお願いいたします。

さて、今年も皆さまのお手元に本冊子をお届けできることになりました。
私たちを取り巻く環境は大きく変化しており、代理店にも様々な課題がありますが、変化の背景や現状、
今後の展望を知ることで、より正確な理解ができ、今後の経営計画やビジョンを描く手助けになります。

本冊子には、日本代協が行っている活動情報や業界の動向とともに、代理店経営に役立つ様々な気付きが
盛り込まれています。是非とも一読をお願いしたいと思います。

さて、今後我が国は、人口減少の中で高齢者が増加する未経験の時代を迎えます。並行して、AIなどの
デジタルの進化によって、社会のあり方自体も大きく変化していくことになります。環境が変われば消費者
の意識や行動も大きく変わっていきますので、私たち代理店も、変化を先取りしながら、的確に対応してい
くしか生き残る道はありません。
　
ただし、本当に重要な変化は目で見えていないところで起きていますので、変化の本質をしっかりと見極
め、適合していくことが必要です。このような認識から、今年のスローガンは『目覚めて変化する』としま
した。サブタイトルは、～未来は我々が「今」何をなすかにかかっている～（マハートマ・ガンジー）です。
変化を憂いながら、あわよくば逃げきろうとするのではなく、変化の本質が何であるか、自分なりに考え、
受け止めて、「今」できることに取り組むことが大事なのだと思います。

一方で、変化の時代だからこそ、変えてはいけないものをしっかりと再確認することも重要です。自分の
何を変え、何を変えないのか、その理由を突き詰めることが、不確実性に満ちた未来に踏み出す第一歩とな
るのではないか、変化に流されない自社の軸が定まることになるのではないか、と考えます。
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いずれにしても、これから全ての思考や行動の基軸となるのは「お客さまの視点」であり、「お客さま本
位の業務運営」です。「歴史は繰り返すが時代は繰り返さない」という言葉がありますが、これから先、ど
んな変化が起こったとしても、お客さま「不」本位の時代が来ることはありません。どんな事業であっても
「お客さま本位」の精神を組織の隅々まで浸透させて、真の企業文化として根付かせる以外に選択肢はない
のです。

たとえ地味であっても、お客さまの役に立ちたいと願い、お客さまの目線に立って考え、行動する、その
ためにそこで働く人たちが活き活きと働ける環境をつくる、この「お客さま本位」と「社員満足」を一体の
ものとして位置付け、その軸をぶらさずに経営を行うことが未来への唯一の道であると私は確信しています。

皆さんと私は「今」を共に生きる同士です。
互いに切磋琢磨しながら、私たち自身の未来を、私たち自身の手で創っていきましょう！

（2019年８月）



―　4　―

特別寄稿

デジタル社会化の到来で保険代理店が躍動する時代の到来

～顧客像の変化に対応しコンパクト代理店に新たな活路～

保険ジャーナリスト / 有限会社　ナカザキ・アンド・カンパニー取締役

Inswatch共同編集人 / 日本代協アドバイザー

中崎　章夫

◇クオリティ（質）重視の時代

デジタル社会の到来とともに、保険の世界も営業数字第一主義から顧客本位の質（クオリティ）重視の時
代に入った。保険代理店の経営、業務品質、ガバナンス（統治能力）、透明性、従業員重視、社会との調和
が求められている。代理店としての立ち位置はどこにあるのか？代理店の経営理念や思い、ビジョンが問わ
れている。
まさに顧客の支持の獲得をめぐる代理店同士（ネット販売など新規参入含め）の競争時代に突入した観も
ある。そのため、他の代理店にはない自らの独自性、売り、得意技の明確化や、自由闊達で居心地の良い明
るい組織風土が求められる時代になったことは確かだ。背景には、金融庁が推進している顧客本位の業務運
営に沿った代理店への体質転換の見える化、KPI（成果指標）など数値データの公表化などが進展していく
ことにより、顧客サイドの代理店選別指標が明確化されていくこともある。業務プロセスを見える化すると
ともに、データに基づく業務運営を組織的に徹底させていくことが大きなテーマとなっている。
またデジタル社会化の潮流の下でのスマホの普及に伴い、保険業界では顧客像の変化、具体的には個性化
と多様化に対応し、顧客接点を受け持つ代理店のシステムの活用、情報対応力が課題になってきている。デ
ジタル社会化の急激な進行が、社会や経済の在り方に全く新たな局面を作り出しているからだ。新たな発想
に立ち、デジタル技術、ネットワーク技術を活用し、従来の常識にとらわれない、柔軟性と機動性あるビジ
ネス展開が必要だ。

◇五感に根差すデータを扱う保険業界の特性

保険のビジネスは、他の金融ビジネスと同様、顧客のデータを収集、解析して展開されるが、とりわけ、
現実（リアル）の世界における事故や災害、個々人の健康状況といった人間の五感を通して得られる感覚的
かつ物的な裏付けのあるリスクデータに基づいているという点で独特のものである。
どれほどAIやIoT、センサーなどを通じてデータが収集され、解析されようと、それは単にデジタルの世
界で処理されるだけでなく、災害や事故現場での人間の感覚、感性、感情を通して初めて成り立つことは見
逃してはならない。顧客に寄り添い、他人事ではなく我が事として顧客の昨日、今日、明日を考えて相談に
乗る代理店の社会的役割は、防災・減災、健康増進などの面でますます重要になってくることは言うまでも
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ない。
とかくAIが活躍するデジタル社会は純粋機械化に向かい、働く人が要らなくなる究極の効率化社会とし
て単純化して描かれがちだ。だが一方で、価値観の面で個性化・多様化が進む時代の到来は、新たなリスク
への挑戦（冒険）、人間の結びつき、ネットワーク、コミュニティといった価値が改めて浮上してくるわけ
で、新たな技術的な成果を人間がどのように活用するかという視点が極めて大事である。

◇変化する顧客像に即応できる代理店像とは？

顧客像が一律にマス（大衆）で括られ、情報や商品サービスの受け手に終始していた時代から、スマホや
センサーを通じて容易に個人のデータが取れるようになって顧客主導の情報の流れができると、顧客が直接
声を上げたり、価値観を共有する顧客同士が連携するなど、顧客が主導する個性化・多様化の時代になって
いる。所有から利活用の時代、自動車産業も移動サービス産業への転換を図るなど、デジタル化によりスマ
ホやセンサーなどを通じてオープンネットワークで余剰資源を有効活用し、顧客の個別で多様な要望に応え
ていく時代に直面しつつある。
代理店の経営モデルも分極化が進む。大規模化や高品質化を掲げるのはいいのだが、個性化・多様化が求
められているにもかかわらず、効率化を急ぐあまりに没個性の画一的・ピラミッド型の組織モデルを特効薬
と勘違いしていないだろうか。旧来の伝統的な事業の延長線上に次のビジネスモデルを設定するのは危険だ。
果たして、個々の代理店の個性や特性、顧客構造を踏まえた活路の提案になっているのだろうか、各地で顧
客に寄り添い課題解決の支援に情熱を燃やしている代理店の役割を踏まえた即応体制がとれているのだろう
か？首をかしげたくなる。デジタル社会化は、保険サービスも含め、衣食住のあらゆる分野で定型的・標準
的なサービスコストを極限まで引き下げる方向に向かうとともに、独創的で付加価値の高いサービスを水平
分業型のネットワークで創造することに道を拓くからだ。
従来の大規模、自前、垂直型のピラミッド型の組織モデルから脱却し、小規模・コンパクトかつ多様な働
き方を認める全員参加型の独立経営体で、外部の同業種・異業種との協力・連携を活用した緩やかな水平分
業型の組織モデルが求められる時代が到来してきている。

◇拡がるコンパクト代理店モデルの可能性

デジタル社会化は、小規模組織モデルのコンパクト代理店（５～10名を基本単位とする全員参加・情報共
有型）のこれからの可能性を間違いなく広げるはずだ。同時に、デジタル技術に習熟し、ネットリテラシー
を向上させていくことはこれからの保険に携わるものにとって不可欠になってくる。人のネットワーク（つ
ながりの力）を有効活用するとともに、標準化した業務は自動化、RPA（ロボティック・プロセス・オー
トメーション）を活用して生産性を上げることも必要になってくる。
高い品質のサービスは、有効活用できる外部からのネットワークを構築することで対応する知恵も必要だ。
今後は代理店も、フル装備型から得意技への特化型など、代理店機能の役割分担も検討課題だろう。顧客支
援に特化し、バックオフィス機能や人事労務、教育、監査などの機能を相互補完・支援する水平分業型の
オープンネットの仕組みづくりも模索していく余地がある。
保険会社も「小規模代理店は非効率」とばかりに無理な大型化・集約化を図るのではなく、「地域の安心
の灯台」たる代理店の個性を生かすことを前提に、その弱みをバックアップ・補完する仕組みづくりになぜ
本腰を入れないのだろうか。
なお、代理店業界のネットリテラシーの自主的向上という観点では、時あたかも代理店のネットワーク力
を生かして経営の高度化、品質強化を図る取り組みとして「日本代協アカデミーネットチャンネル」がス
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タートすることは象徴的であり、デジタル技術の利活用を含め、その成果を大いに期待したい！

◇販売業から支援業へ

「保険販売業」を続けてきた代理店のビジネスモデルも顧客本位の経営を基本としてどのような展望を描
いていくのか、待ったなしに問われている。実は、保険代理店はもともと顧客の求めに応じて各分野の専門
家や専門業者と連携し、人のネットワークビジネスを自然体で展開して顧客からの圧倒的な支持を得てきた
のである。代理店は、顧客の「問題解決支援業」として顧客に寄り添い、顧客の抱える様々な悩みや課題の
解決をサポートする地域のよろず相談サービス窓口であった。その強みを顧客像の変化に合わせて磨き上げ、
新たな次元で発揮していく付加価値サービスの創造が求められる。いうなれば保険代理店のビジネスモデル
を「生活支援業、事業経営支援業」として再構築していくということだ。そのためには、小規模故の小回り
の利く機動性を発揮し、独立性を有し、デジタル化の利便性を取り込み、顧客対応力をさらに強化しつつ、
足らざるところは外部との協力・連携・ネットワークを通じて柔軟に補完しながら顧客満足を向上させてゆ
くことが肝要だろう。そのためには、組織内で事案進捗管理や情報等を共有し合えるグループウエアなどの
システム環境の整備と活用も欠かせない。
デジタル化を活用してスタッフの個性・働き方の多様性を活かし、目指す理念やビジョンの方向性を合わ
せ、物心ともに居心地の良い仕事環境を作り出し、顧客、取引先、地域社会など周りの方々と楽しく仕事を
している代理店に自ずと支持が集まる時代の到来だ。　
地域でどのような役割を担っているか、という社会との関わり方も大きな価値も持つ時代になっているか
らだ。その場合に問われるのは、やはり原点となる経営理念であり、ビジョンだ。「顧客支援業」というビ
ジネスモデルをどのように展開していくのか、代理店全員で共有し、周りの顧客、地域社会に思いや志をき
ちんと伝えていけるか、そこがカギとなるのではないか。

以上
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参　考

日本代協2019年度通常総会 金融庁保険課長　横尾　光輔 様ご挨拶
〈2019年６月14日（金）10時00分～10時15分　損保協会大会議室〉

※�日本代協総会時の金融庁監督局保険課長 横尾　光輔 様のご挨拶の概要を記録したものです。代理店経
営上参考とすべき内容ですので掲載します。

こんにちは。金融庁保険課長の横尾でございます。
日本損害保険代理業協会および会員の皆様には、日頃より金融行政に深いご理解を賜るとともに保険代理
店・募集人に対する教育・研修活動をはじめ、保険契約者保護にご尽力頂いておりますことを承知していま
す。また、災害時における被災者に寄り添った対応に対して、御礼と感謝を申し上げます。
本日は、総会の機会ということもありますので、一言ご挨拶申し上げます。

■保険業法改正を踏まえた保険代理店への期待
改正保険業法は平成26年５月に成立・公布され、同28年５月に政府令・監督指針とともに施行いたしまし
た。施行から丸３年が経ち、皆様はこの間、業務を適切に行う体制の整備を進めるとともに、確実な顧客本
位の業務運営に取り組んで頂いたと承知しています。今後は、現体制を維持するにとどまらず、さらにより
良い顧客本位の業務運営を行えるようＰＤＣＡサイクルを回し、それぞれの代理店・募集人の皆さまが創意
工夫を発揮して取り組むことが重要と思われます。

代理店の皆さまが、実務等に関するスキルアップ教育や研修に十二分に取り組んでいることは承知してい
ます。また、日本損害保険代理業協会として、保険募集人や代理店経営者の資質向上のため、様々な取り組
みを遂行しておられることに感謝を申し上げます。こうした取り組みを継続して頂く中で、保険募集の品質
向上を目指して頂きたいと存じます。

保険会社および保険代理店は、真に顧客ニーズや顧客の利益に適う保険商品を提供することが第一です。
保険事業は、国民の皆様に不測の事態が生じたとき、安心してその後の生活を継続できるように備える機能
を果たしていますが、それを考慮すると、保険代理業は重要な産業と位置付けられます。皆様が、わが国経
済の成長や国民生活の安定に今後より一層貢献されることを期待しています。また、金融庁が保険代理店に
要請している顧客ニーズや知識、経験、財産の状況に見合った保険商品の販売が、顧客の立場に立った商品
説明や販売後のフォローアップなど、皆様の前向きな業務運営の改善に繋がることを期待しています。

■保険代理店に対する検査を踏まえた留意点
改正保険業法に関連して金融庁および財務局が実施する保険代理店の検査は、皆様が取り組む体制整備の
状況を確認するために実施しています。代協会員の皆様に限らず、全般的な観点で、その一端についてお話
します。
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保険募集人の皆様は、顧客に対し、推奨商品について説明していると思いますが、その選定理由について、
お客さまに十分に説明できる体制になっていない事例が見られました。また、社内規定上では、個々の契約
についてお客さまの意向および比較説明や比較推奨販売の記録を義務付けているにもかかわらず、これらの
記録がきちんと取られておらず、事後検証として個々の営業が適切か否かを検証できる体制が整っていな
かった事例も見られました。また、募集人から勤務状況等を報告させ、管理することにしていたにもかかわ
らず、報告させる内容を具体的に周知していなかったことから、募集人の出勤状況等を経営者が把握してお
らず、就業規則等に違反している募集人に対して適切な指導が行われていない等の事例も見られました。ま
た、危機管理面の体制が必ずしも十分に整備されていない事例も見られました。

金融庁および財務局では、引き続き保険代理店に対する検査を行っていきます。こうした検査は、外部の
目を通して自社経営をチェックする機会と捉え、その後の事務管理あるいは業務品質の向上に繋げるきっか
けとして頂きたいと存じます。保険代理店の皆様には、引き続き保険募集の適切性を担保するため、体制整
備にご協力を頂きますようお願いを申し上げます。

５月１日から、新たな時代『令和』がスタートしました。『令和』の美しく調和するイメージは、全国各
地域で様々な活動を行う保険代理店が架け橋となり、調和を築くようご尽力される姿と重なります。
地域に根差した保険代理店として、保険業界全体のさらなる発展と契約者保護にご貢献頂きますようお願
いを申し上げます。

（記録：日本代協事務局）
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１　日本代協の概要

■性　　　格
本会は、損害保険代理業界を代表する一般社団の職業団体である。
（略称：「日本代協＝にほんだいきょう」）
本会は、長年にわたり個々の損害保険代理店を正会員とする団体として運営されてきたが、平成21年度の
公益法人制度改革を契機に、全国の損害保険代理業協会（略称：「代協」）が一般社団法人格を取得したこと
を受けて、組織運営をより適正なものとし、厳しい環境変化に迅速に対応できる機動性を確保するため、正
会員資格を「法人となった47都道府県の代協」に変更する組織改革を行った。
日本代協本体は、元々旧民法第34条で認可を受けた公益法人であったが、平成25年４月１日付けで一般社
団法人に移行し、現在に至っている。（法人改革の経緯は後段に記載）
なお、本会は、正会員・特別会員・賛助会員の会費で運営されており、各活動は役員・委員が無報酬で
行っている。

■組 織 目 的
本会は、「損害保険の普及と保険契約者及び一般消費者の利益保護を図るため、損害保険代理店の資質を
高め、その業務の適正な運営を確保し、損害保険事業の健全な発展に寄与するとともに、幅広く社会に貢献
するための活動を行うこと」を目的としている。（定款第３条）共益性よりも公益性が強い団体として長年
活動を行ってきた歴史がある。

■事　　　業
　本会は、上記組織目的実現のために、次の事業を行っている。（定款第４条）
　①　損害保険代理店及び損害保険募集人に対する教育研修事業
　②　損害保険代理店の制度、業務に関する調査研究及び関係諸機関への提言
　③　損害保険の健全な普及に関する啓発、宣伝及び防災運動
　④　地球環境の保護、地域社会に貢献するためのボランティア活動
　⑤　社員及び賛助会員への情報伝達と相互理解を図るための会報等の発行
　⑥　損害保険代理店に関する広報活動
　⑦　損害保険代理業に対する支援事業　他、本会の目的を達成するために必要と認めた事項

■組織の沿革
・昭和15年10月　東京火災保険代理業懇話会創立
・昭和18年12月　東京損害保険代理業協会設立
・昭和24年２月　全国損害保険代理業協会連絡協議会設立
・昭和25年５月　全国損害保険代理業協会連合会設立（全代連）（事務所を東京・丸の内に置く）
・昭和39年12月　大蔵省より社団法人の認可取得（社団法人全国損害保険代理業協会連合会）
・昭和55年４月　社団法人日本損害保険代理業協会発足（「日本代協」を商標登録）
・平成20年12月　全国47都道府県の損害保険代理業協会が一般社団法人を設立
・平成21年８月　正会員資格を47代協に変更する定款変更の認可を取得
・平成22年５月　正会員資格変更に伴う理事数削減のための定款変更認可を取得
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・平成25年３月　４月１日付の一般社団への移行認可証受領
・平成25年４月　一般社団法人日本損害保険代理業協会の登記完了　現在に至る

■運 営 指 針
本会は、「倫理綱領」、「募集規範」、並びに、「反社会的勢力への対応に関する基本方針」を組織運営の理
念的・倫理的基軸に置き、定款並びに諸規則に基づいて運営されている。

■会 員 構 成
⑴　正会員（名簿は巻末に掲載）
全国47都道府県の代協に所属する損害保険代理店は12,145店（2019年３月末現在）。損害保険代理店の

登録があれば各代協への加入資格に制限はない。日本代協グループとしては、資質の向上・消費者利益の
保護を前提とした「プロの保険代理店」の集団を目指している。このため、志高く使命感を持って保険代
理業に取り組み、資質向上に対する不断の努力を怠らない代理店は、専業・兼業といった画一的なチャネ
ル区分やその他の属性に囚われることなく、広く仲間に迎えることとしている。

⑵　特別会員

特別会員は、定款で「一般社団法人日本損害保険協会、損害保険料率算出機構、公益財団法人損害保険
事業総合研究所（損保総研）等及びこれらに所属する社員または会員」と定められており、現在は次の通
り、損保協会加盟の13社と外国損害保険協会（FNLIA）加盟の１社となっている。
＜損保協会加盟＞　�あいおいニッセイ同和、AIG損保、共栄火災、ジェイアイ傷害、セコム損保、セゾン

自動車、損保ジャパン日本興亜、大同火災、東京海上日動、日新火災、三井住友海上、
明治安田損保、楽天損保

＜FNLIA加盟＞　　Chubb損保
⑶　賛助会員

賛助会員は、定款で「本会の目的及び事業に賛同し、本会の事業を賛助または後援する法人、個人」と
定められている。現在は、株式会社JCM（JU傘下の車両買取・リース業者）が会員となっている。

■組織機構図
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※ブロック協議会：�北海道、北東北、南東北、上信越、東関東、南関東、東京、東海、北陸、近畿、阪神、
東中国、西中国、四国、九州北、九州南　（計16ブロック）

■役　　　員
本会は、定款で「理事15名以上30名以内、監事３名以内の役員を置く」と定めている。
2019年７月１日現在の役職名、人数は以下の通りである。（理事18名・監事３名）
①　会長（代表理事）	 ：金子智明
②　副会長	 ：３名（小平髙義、山口史朗、横山健一郎）
③　地域担当理事	 ：６名（丸山邦夫、小俣藤夫、津田文雄、黒石光壽、小澤正志、井上浩一）
④　委員会担当理事	 ：６名（高橋克之、木下幸太郎、小田島綾子、中島克海、野原早織、石川英幸）
⑤　専務理事、常務理事	：各１名（野元敏昭、小見隆彦）
⑥　監事	 ：３名（杉本恭三、渡辺眞一、吉川正幸［公認会計士］）
その他、名誉会長（岡部繁樹）、顧問（佐藤貞一朗・荻野明廣）、相談役（小出冨春）を置いている。

■アドバイザー
　本会は、会の事業目的に賛同し、専門性に限らず多様な視点や見識から会の方向性や事業運営等にアドバ
イスいただくことを目的として、アドバイザーを委嘱している。現在の布陣は以下の通り。（就任順）
・栗山 泰史 様（株式会社 保険教育システム研究所 シニア・フェロー）
・中﨑 章夫 様（保険ジャーナリスト / Inswatch共同編集人）
・日本創倫株式会社 様（内部監査 / 代表取締役 山本 秀樹 様・専務取締役 風間 利也 様）
・DAVID N. BLAKSLEY 様（損害保険教育コンサルタント・CPCU,  CIC,  ARM）San Francisco 在住
・錦野 裕宗　様（中央総合法律事務所　弁護士）
・岩崎 邦彦　様（静岡県立大学 経営情報学部教授 / 小規模企業のマーケティング）
・望月 広愛　様（株式会社 MATコンサルティング / 代表取締役 経営コンサルタント）
・圡川 尚己　様（株式会社 名案企画 代表取締役 / 代理店経営支援・IT活用支援）
・吉田 佳公　様（のぞみ総合法律事務所　弁護士・公認不正検査士）
・粕谷 　智　様（株式会社　粕谷企画 / 代理店経営支援　元損保ジャパン日本興亜社員）

■活 動 状 況
本会では、損害保険代理業界を代表する団体としての使命感と責任感を持ち、消費者保護の実現と業界の
健全な発展を目指して日々活動を展開している。主な内容は以下の通り。
⑴　委員会・研究会活動

①　企画環境委員会：�募集実態のモニタリング、代理店賠責の加入促進、共通化・標準化の推進
　　　　　　　　　　チャネル競争力強化、消費者等に代理店の価値を伝える施策の検討　等
②　組 織 委 員 会：「仲間づくり」推進、情報と熱が伝わる組織作り、各代協のHPの活用推進　等
③　教 育 委 員 会：�日本代協アカデミーの展開、「損害保険大学課程」の運営・検証・改善、代理店の

収益向上・体制整備強化に資する好取組事例の収集・展開　等
④　C S R 委 員 会：�ぼうさい探検隊の積極推進、中小企業のサイバーセキュリティ対策の啓発活動、防

災・減災の具体的な活動内容の検討　等
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⑤　広 報 委 員 会：�日本代協HPの抜本改定、PR施策の検討・実施、代協の魅力を伝える動画の制作、
お客様向け情報紙の活用　等

⑥　ビジョン委員会：�会員資格と会費モデルの提供、大規模災害時の代理店の役割の検討、代理店の体質
強化に向けた支援策の検討　等

⑦　機 関 紙 編 集 室：「日本代協ニュース」の発行　等
⑧　活力ある代理店制度等研究会：代理店の活性化に向けた特別会員４社との意見交換、共同研究　等
⑨　コンベンションPT：コンベンションのアクションプラン策定・推進・運営　等

⑵　その他各種活動

・「コ ン ベ ン シ ョ ン」：�2011年度から、全国の代協加盟代理店が集い語らう場として毎年11月に東京で
開催。式典・基調講演・分科会・業界関係者懇談会等を実施。本年は９回目。

・「日本代協政治連盟」：�東京都選挙管理委員会届出団体。日本代協の事業目的実現のために必要な政治活
動を行っている。日本代協とは表裏一体の関係にあるが、組織としては全く別個
の個人任意加入の団体であり、経費も分離されている。税制や法律の改正に関し
ては、損保協会と連携して調査・要望活動を行っている。

⑶　各種要望・提言

本会は、金融庁、損保協会、各保険会社等に対し、様々な機会を捉えて各種要望、提言活動を続けてい
る。公的な会議体等の場で本会が意見陳述や提言を行う機会を得た主なものは以下の通り。なお、行政や
損保協会、各保険会社等とは随時頻繁に意見交換、情報連携を行っている。
・平成３年　　　保険審議会臨時委員（会長）
・平成６年　　　大蔵省「保険ブローカー制度懇談会」に参加（会長）
・平成７年　　　大蔵省「地震保険制度懇談会」に出席（副会長）
・平成９年　　　保険審議会・基本問題部会において銀行窓販に対する意見陳述（会長）
・平成17年～　　金融庁「保険商品の販売勧誘のあり方に関する検討チーム」委員（副会長）
・平成18年　　　政府「郵政民営化委員会」において意見陳述（会長）
・平成19年　　　損保協会「消費者の声諮問会議」に出席（会長）
・平成19年　　　政府「郵政民営化委員会」において意見陳述（会長）
・平成19年　　　金融審議会「保険の基本問題に関するWG」において銀行窓販に関し意見陳述（会長）
・平成21年　　　金融審議会「保険の基本問題に関するWG」に参考人として出席（会長）
・平成22年　　　公正取引委員会に対し優越的地位の濫用に関するパブリック・コメント提出
・平成23年５月　｢銀行等による保険募集に関する金融庁副大臣ヒアリング」にて意見陳述（会長）
・平成24年６月　金融審議会「保険の基本問題に関するWG」実務者委員就任（名誉会長）…　１年間
・平成24年９月　�損保協会「よりわかりやすい募集文書・説明のあり方に関するタスクフォース」委員就任

（企画環境委員長）…　約１年間
・平成24年９月　内閣府に対し「ゆうちょ銀行損害保険募集業務認可申請反対」の意見書提出
・平成24年10月　内閣府「第86回郵政民営化委員会」において意見陳述（会長）
・平成25年６月　早稲田大学保険規制問題研究所シンポジウムにて意見陳述（会長）
・平成26年２月～金融庁保険課において代理店の募集実務に関するプレゼン実施（事務局・会員）
・平成27年３月　金融庁に対し改正保険業法の政省令・監督指針に関するパブリック・コメント提出
・平成28年５月　公正取引委員会に独禁法対応に関するアンケート提出
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・平成29年１月　金融庁による代理店直接ヒアリングサポート（経営理念・顧客本位／事務局）
・平成29年２月　金融庁において代理店手数料体系・代理店認定時の経営品質指標説明会開催（事務局）
・平成29年５月～金融庁による代理店直接ヒアリングサポート（代手体系・乗合制度／事務局）
・平成31年７月　関東財務局による生損保代理店100店に対する直接ヒアリングサポート（体制整備）

⑷　代理店対象の各種制度の改善

上記⑶の他、代理店を対象とした様々な制度に対して、代理店経営支援の観点から関係各所への改善提
案や折衝調整を行い、具体的な成果につなげている。主な事例は以下の通りである。
・昭和41年　地震保険制度の創設
・昭和48年　ノンマリン代理店制度の改定
・昭和53年　国民金融公庫の代理店向け融資の実現
・昭和55年　地震保険制度の大幅改定（現行制度のベース）
・昭和57年　住宅金融公庫の契約取扱規定の改善
・昭和57年　中小企業金融公庫の代理店向け融資の実現
・昭和58年　別途保管口座の預金種類に定期預金の追加実現
・昭和60年　中小企業信用保険法保証対象業種への指定実現
・昭和61年　代理店登録手続きの改善
・平成４年　中小企業新技術体化投資促進税制適用業種の指定実現
・平成５年　全国損害保険代理業国民年金基金の創設
・平成22年　政府「景気対応緊急保証」の対象業種に損害保険代理業の追加実現
・平成24年　代理店乗合承認制度の改善（回答方法・期限明示等）
・平成25年　消費税簡易課税制度に関する「みなし仕入率」引き下げ時期の繰り延べを実現
・平成26年　乗合代理店における推奨販売方針の一つとして「募集人毎指定」の追加を実現
・平成29年　金融庁による代理店直接ヒアリングの実現

【参考：公益法人制度改革への対応（記録）】

■組織改革の変遷
本会は、昭和15年10月に設立された「東京火災保険代理業懇話会」を起源とするが、法人としてのスター
トは、昭和39年12月に大蔵省の認可を受けて設立された「社団法人日本損害保険代理業協会連合会」である。
その後、昭和55年４月に現在の「社団法人日本損害保険代理業協会」に改組し（同時に「日本代協」を商標
登録）、保険代理業の発展にかける諸先輩の熱い思いと先見性、会員一体となった弛まぬ努力のお陰で、損
害保険代理業界を代表する全国組織の職業団体として歩み続け、現在に至っている。
この間、様々な環境変化に対応しながら活動を続けてきたが、本会の存立根拠となる公益法人制度につい
ては、社会環境に合せて抜本的改革が行われることとなり、平成18年６月２日に公益法人制度改革関連３法
が公布され、平成20年12月１日に施行された。
本制度改革により、旧来の公益法人は、一般社団・一般財団法人と公益社団・公益財団法人のいずれかに
移行することとなり、公益法人の認定は、公益認定等委員会の意見に基づき内閣府が行うこととなった。
本会としては、時代の要請や環境変化に機敏に対応し、消費者の利益のために活動し続ける保険代理店の
プロ集団になる必要があるとの認識の下で、制度改革に一歩先んじる形で組織内論議・検討を続けてきた。
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その結果、本会としては、募集人に対する教育・研修事業を柱にして公益認定を得られる可能性があると判
断し、組織や事業内容の変更を行わず、現状の姿のままで公益認定にチャレンジすることとした。
また、これに併せて、長年の懸案となっていた全代協の法人化を実現することとした。法人化実現のため
に各代協に法人化特別委員会を設けるとともに、日本代協にはフォローアップ小委員会及び法人化推進特別
委員会を設置してサポートを行い、全代協足並みを揃えて取り組みを進めた。

■全代協の法人化（平成20年12月〜平成21年１月）
平成20年４月16日の熊本県代協を皮切りとして各代協の通常総会が開催され、既に中間法人に移行してい
た群馬県代協（※）を除く46代協は、一般社団法人化に係わる次の内容を決議した。
・平成20年12月中に一般社団法人の形態で新法人を設立すること
・現組織の会員全員が新法人に移行すること
・新法人への移行に伴い現組織を解散すること
（※）群馬県代協については、整備法の規定により、新法施行日付けで自動的に一般社団法人に移行
以後、フォローアップ小委員会が作成した「代協標準定款」並びに「一般社団法人設立のためのマニュア
ル」に沿って設立手続きが進められ、平成20年12月１日～翌年１月にかけて各代協が一般社団法人格を取得
した。これにより、本会の長年の悲願であった全代協の法人化が実現し、新たな活動のステージへと歩みを
進めることとなった。

■会員資格変更の先行実施（平成21年８月）
平成20年の金融庁検査において会員資格変更が未改善事項として指摘を受けたままになっていること、ま
た、公益認定の審査状況を踏まえると、先ずは現組織において会員資格の変更を行った後、公益認定申請を
行うのが望ましいとの判断に至ったため、平成21年６月の総会に「会員資格を変更する定款変更」（正会員
を個々の代協会員から法人格を取得した各代協とする変更案）を付議し、承認された。
その後、平成21年８月に金融庁に定款変更を申請し、同25日付で認可を取得した。これを受けて、平成21
年10月に正会員資格変更後初の全47代協による臨時総会が開催され、公益認定申請に向けた定款変更案等が
審議、承認された。

■公益認定申請とその後の状況（平成21年10月〜平成22年３月）
臨時総会の決議を受けて準備を進め、平成21年10月20日付で内閣府に対し公益認定申請を行った。
その後、５ヵ月に及ぶ審査中、追加資料提出やヒアリング等にも迅速な対応で応えてきたが、平成22年３
月に開かれた予備審査の結果を踏まえ、現状では公益認定の取得は難しいと判断されたため、内閣府の事務
局からの示唆も踏まえ、本審査に至る前に申請を取り下げ、時機をみて再申請を行うこととした。
長期間に亘る審査期間中、委員会事務局に対し、真摯に、かつ、信念を持って本会の活動の公益性を主張
したが、①（当時の時点では）委員会の委員には保険業そのものが有している公益性に対する認識が薄いこ
と（一般の物品販売と同じであり、保険の募集も車の販売も一緒との認識）、また、②本会が行っている代
理店・募集人の教育・資質向上の取り組みが消費者の利益につながるものであることへの理解が不十分であ
ること（消費者への利益が反射的であり、消費者に直接的に利益を及ぼさないとの理由）から、本審査に臨
んだとしても公益認定を得る可能性は低いと判断し、「不認定」判定が正式に公表される前に、申請を取り
下げたものである。
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■理事数削減の定款変更（平成22年５月）
公益認定申請を取り下げたため、予定していた定款変更は先延ばしせざるを得ない状況となった。しかし
ながら、理事総数については、①平成21年８月の会員資格変更認可時に、金融庁から早い段階で新しい会員
資格に応じた数に削減するよう求められていたこと、②平成22年度は役員改選期に当たっていたため、６月
に開催される臨時総会までには変更認可を取得しておく必要があったことから、迅速に適正化を図る必要が
あった。そのため、平成22年２月に金融庁に対して理事数を「30名以上60名以内」から「15名以上30名以
内」に削減する定款変更申請を行い、平成22年５月10日付で認可を取得した。

■一般社団法人への移行
本会としては、平成22年３月に公益認定申請を取り下げた後、その後の審査状況を見ながらしかるべきタ
イミングで再申請を行う方針としていた。
しかしながら、その後の他団体の審査状況等を踏まえると、再申請を行っても公益認定の取得は難しい状
況であると判断された。また、本会のような特例民法法人は、平成25年11月末が移行期限という時間的制約
があり、ここで再申請を行うことには大きなリスク（※）が伴うことが懸念された。（※再び取り下げとなった
場合、即座に臨時総会を開き、その決議を得た上で、新たに一般社団法人移行の申請が必要となるため、時
間的なリスクが大きい）
そのため、先ずは一般社団法人に移行した上で事業内容等を再検討し、中長期的な時間軸の中で公益認定
申請を行う方が望ましいとの判断に至り、平成24年度の通常総会において、一般社団法人移行を停止条件と
した定款変更案が承認され、平成24年10月20日付で移行認可の申請を行った。
その後、５ヵ月余りの審査を経て平成25年３月19日付で移行許可証を受領し、同年４月１日付で一般社団
法人の登記を行った。

■一般社団法人移行後の取り組み
今後、本会としては、一般社団法人として活動を行いながら、引き続き公益認定のチャンスを伺うことと
しており、その選択肢を捨てたわけではない。一方で、本会は公益認定を取得するために活動を続けてきた
わけではなく、一般社団に移行したとしても本会の理念や目的、事業内容には何ら変更の必要はない。従来
通り、募集人の資質向上、防災・減災への取り組み、各種提言、本業を通じた社会貢献などを柱として、
様々な活動を展開していく方針である。
特に、本会の基本的な目的である募集人の資質向上を図る観点から、①損害保険大学課程の受講者拡大と
同課程の安定稼働、並びに、②日本代協アカデミーの活用推進（ID登録推進、コンテンツの充実）が重要
であり、活動の中核と位置付けて取り組みを進める。
なお、移行認可法人に求められる「公益目的支出計画」の達成については、平成28年度の決算をもって計
画完了済みである。今後は監督官庁である内閣府の検査入検も予想されるが、これまで通り適正な業務運営
を行っていく。
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２ 　日本代協の活動状況（2018年度総括・2019年度方針）

Ⅰ　2018年度の活動状況総括
2018年度は、対外的には行政、損保協会、保険会社、業界団体等との論議や情報交換を精力的に重ねてき

た結果、業界において一定の存在感を示すことができた。対内的には会員増強の取り組みや国民年金基金の
加入者募集を除き、概ね計画通りに推進することができた。

しかしながら、各代協の取り組みには依然として温度差があり、意識・行動のバラツキを是正できていな
いことは大きな課題である。諸課題（役割分担、意欲、行動量、事務局体制、会費体系、仲間づくり、収益
事業の取り組み等々）が解消されていない代協があり、組織活性化の進捗には、濃淡が見られる。
「情報と熱が伝わる組織づくり」が課題であるが、理事間ならびに委員会委員間では、ビジネスチャット

directを活用した迅速な情報交換と共有化が行われ、情報連携が大きく前進した。また、Web会議も教育委
員会プロジェクトチーム打合せで試行を行い、実用性ありと判断されるため、今後、迅速な情報共有と意思
決定のために活用を図っていく方針である。

2018年度の特記事項は以下の通り。

①　防災・減災に向けた取り組み

昨年度は、全国各地で発生した大規模自然災害への脅威を日本全体が痛感する年となった。大阪府北部
を震源とする地震、北海道胆振東部地震については合計1,371億円、７月豪雨・台風21号・24号について
は、合計１兆5,694億円という過去最大額となる保険金が支払われた。

こうした環境の中で、地域のリスクマネージャーとして奮闘した会員の対応状況を収集し、各種会議・
セミナーの場およびニュース配信等で情報提供を行うとともに、テレビ番組の収録（MXTV、BS放送）
やセミナー講演に協力するなど、防災・減災に向けた取り組みを出来る範囲で推進した。

また、損保協会・損保各社、防災経済コンソーシアムメンバー、日本復興学会などと産学官連携を行い、
本会の取り組み紹介を行う等により情報共有を進めた。

代理店が行う防災・減災のイメージが明確になっていない点が課題であり、2019年度のCSR委員会諮問
事項として具体的な検討を行う方針である。

なお、災害時に迅速に行動を起こし、その価値を発揮すべき代理店自身におけるBCP対策が遅れている
（未着手）実態があるため、2019年度に設置する「代理店経営サポートデスク」の最初の支援策として、
規模の小さな代理店向けのBCP策定ツール類を提供する予定である。

②　会員増強状況

昨年度末の会員数は12,145店となった。300店の増店目標に対し、対前年比で▲122店と大きく未達に終
わった。環境変化対応と収益構造の改善を目的とした損保各社の販売基盤改革や代理店同士の連携により、
代理店のM&Aや統廃合が一段と進んだこともあり、過去６年続けてきた増店から一転減店という残念な
結果となった。また、保険会社によっては専業トップ層の加入が少ないという課題もあり、各社毎の対策
も強化する必要がある。

こうした中で、各代協においては、業法改正の関連情報や代理店の賠償責任、日本代協アカデミーに関
する情報などの提供を通して､ 代協加入のメリットをチャネルを問わず「保険のプロ」に認識いただく取
り組みを進めた結果、499店の入会につながったが、退会が621店（内合併等による退会404店）に上り、
総計ではマイナスとなった。
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③　損害保険大学課程の運営

創設７年目となる損害保険大学課程「コンサルティングコース」の受講者募集においては、昨年の
2,235名に迫る2,055名の受講者に応募いただいた。会員の割合も67.5％（1,326名/代理店申込者1,963名）
を占め、業界内に一定の存在感を示すことができたが、制度の浸透はまだまだ不十分な状況であり、一層
の取り組み強化が必要である。カリキュラムのブラッシュアップはもちろんのこと、認定者への魅力アッ
プ策や消費者への周知策を検討し、実施する必要がある。

④　「日本代協アカデミー」ネットチャンネルの構築と試行開始

事業環境が激変する下では、会員個々の経営努力はもちろんだが、組織を挙げて代理店の経営品質なら
びに業務品質強化に向けた支援に取り組む必要がある。本会では３年越しの検討を経て、「日本代協アカ
デミー」ネットチャンネルを構築し、３月４日より試行を開始した。（本年９月末まで無料お試し登録期
間を設定）体制整備で求められる「エビデンスの整理」ができる「教育コンテンツ」、「好取組事例の共有
のための情報」等を提供できるWebシステムであり、今後の教育研修事業の柱と位置づけて取り組みを
始めた。コンテンツは以下のカテゴリーに沿って順次提供していく。

１．代理店経営の高度化に対応するための「組織力強化研修」メニュー
２．募集人ひとり一人のレベルアップを図るための「基礎教育研修」メニュー
３．収益向上のための「実践的研修」メニュー
＜その他＞　情報提供メニュー

⑤　活力研の開催

第１回（７月）は、「地域マーケットにおける専業チャネルの将来展望」、並びに、「販売基盤の構造改
革」について論議を行った。第２回（２月）は、「顧客本位の代理店とはどういう代理店か」というテー
マで論議を行った。議事録は開示し、情報の共有化を図った。

⑥　全国損害保険代理業国民年金基金の業務運営の終了

国民年金基金は、加入員・受給者の利便性の向上や事業運営基盤の安定等を図るため、本年４月１日、
全国47都道府県の地域型国民年金基金と22の職能型国民年金基金が合併し、「全国国民年金基金」となっ
た。日本代協が母体となって1992年９月１日創設された「全国損害保険代理業国民年金基金」も合併の道
を選択し、26年７か月行ってきた基金業務を閉じ、「全国基金」に合流を行った。（職員も全国基金に転籍
し、継続雇用となった。）

26年にわたる自主運営の有終の美を飾るため、キャンペーンを始め加入員獲得の活動を推進したが、32
代協が未稼働となり、達成率も27.5％（33/120ポイント）に終わった。（11代協は見事に目標を達成した。）

⑦　グリーン基金制度の廃止

1999年度に創設し、19年間運営してきたグリーン基金（寄付金）であったが、近年では寄付先の固定化、
代協の取り組みの濃淡等、運用が硬直的になっていること、および落選時の風評リスクもあることなどの
理由から、基金としての役割は一定程度終えたとして、制度の廃止が決議された。

また、寄付金予算（200万円上限）は、今後代理店経営支援メニューの開発に充てることとなった。

⑧　第８回コンベンションの開催

2018年も全国の代協会員が集い、語らう場としてコンベンションを開催した。行政や各損保社社長を始
めとする業界関係者と一堂に会し、526名が情報交換、経験交流を行った。

テーマは、「変化の時代だからこそ“変えるもの”と“変えないもの”を考える」とし、基調講演は、
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「私の経営理念～人を活かす経営～」という演題で、株式会社 ふくや 代表取締役会長 川原 正孝氏にお話
しいただいた。「企業理念、商売の秘訣などが参考になった」、「地域、人を大事にする姿勢に感銘を受け
た」、「“変化に対応できる会社になれ”という言葉が心に沁みた」、「代理店業にも当てはまる点が多かっ
た。」などの好評価が多数寄せられ、所定の狙いを達成できた。

翌日は、分科会として中﨑ゼミ（中﨑章夫氏）、尾籠ゼミ（尾籠裕之氏）、岩崎ゼミ（岩崎邦彦氏）、栗
山ゼミ（栗山泰史氏）の４つのゼミを開催し、335名が熱心に聴講した。

本格的な保険募集改革の時を迎え、厳しい環境の中で積み残した課題はあるが、理事会、各担当委員会で
は使命感をもって取り組みを進めており、2019年度においても「立てた目標を達成する」ために何ができる
か、情報と熱が伝わる組織づくり、組織活動を展開していく。

なお、都道府県代協別では、京都代協、山梨県代協、熊本県代協、奈良県代協が三冠王（会員増強、国民
年金基金新規加入員獲得、損保大学課程コンサルティングコース受講者募集）を５連覇し、滋賀県代協が３
連覇、新たに福井県代協、福岡県代協が三冠王を獲得した。また、福岡県代協は会員増強目標の15連覇を達
成し、組織の強さを内外に示した。

Ⅱ　2019年度の主な取り組み
2019年度は、以下の事項を主な事業活動とし、組織一体となって、明るく、楽しく、本気で取り組む。
活動に際しては、以下の点に留意する。
①　個々の取り組みにあたっては、課題毎の背景、理由、目的、具体的な活動方法等を簡潔に整理して明

確に情熱を持って伝え、認識の共有化を図る。（手段と目的を履き違えないようにする）
併せて損保協会、各保険会社、各団体等との関係強化を図り、外部環境を整える。

②「定款自治」を前提に理事会主体の運営を行う。各会議体の議事録には意見等も付記して論議の透明性
を高めるともに、迅速な配信に努める。

１：教育・研修事業

◦　「損害保険大学課程」の円滑な運営とカリキュラムの充実、魅力度向上に取り組む
◦　コンサルティングコースの受講者募集に主体的に取り組む
◦　損害保険トータルプランナーの認知度向上を図る
◦　�「日本代協アカデミー」を今後の教育研修事業の柱と位置づけ、情宣と展開ならびにカリキュラムの

充実を図る　

２：消費者保護・保険普及

◦　各チャネルの保険販売に対するモニタリングを継続する
◦　銀行窓販の弊害防止措置の存置、郵便局の保険事業拡大を注視する
◦　業界標準化・共通化に向けた提言を行う

３：地球環境保護・社会貢献活動

◦　地域防災・減災に資する具体的な活動内容を検討し、推進する
◦　「ぼうさい探検隊」マップコンクールへの応募支援を推進する
◦　地震保険の情宣に努め、普及を図る
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◦　サイバーセキュリティー対策の啓発・普及に取り組む

４：組織力強化

◦　チャネル区分に囚われず「プロの志を有した代理店」を代協会員に取り込む
◦　「入会数502店」を日本代協全体の目標として取り組む
◦　「会員増強」「トータルプランナー受講者募集」「各代協の自主的取り組み項目」を３本柱とする
　　※　代協独自取り組み項目は以下の通り（達成できた項目に応じて表彰する）
　　　１．日本代協アカデミーのID登録数
　　　２．ぼうさい探検隊マップコンクール提出団体数
　　　３．出前講座の実施
　　　４．代協の体制整備（会費体系の見直し）
◦　支部・代協・ブロック協議会を通して情報と熱が伝わる組織作りに取り組む

５：代理店経営支援

◦　改正保険業法対応に関し、必要な支援策を提供する
◦　「活力研」を通して保険会社との対話を継続し、課題解決につなげる
◦　代理店賠責の普及に取り組む
◦　代理店経営支援策を検討・提供するサポートデスクを配置し、具体的な支援メニューを提供する
　　（第一弾：小規模代理店向け「BCP策定支援ツール」と「事業承継支援メニュー」の提供を予定）

６：その他共益関連事業

◦　第９回日本代協コンベンションを開催する（11月１日～２日）
◦　日本代協HPを全面的に改定する
◦　委員会におけるWEB会議を本格的に展開する
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３ 　代理店・募集人の資質向上への取り組み

■日本代協における教育研修事業の位置付けと基本的な考え方
日本代協の最大の目的は、損害保険の普及と保険契約者の利益保護を図るため、「損害保険代理店の資質

を高め、その業務の適切な運営を確保すること」（定款第３条）にある。指を自分に向けた終わりのない取
り組みであるが、全ての代協会員（企業経営者）とその募集人は、常に自己啓発、自己研鑚に努めるととも
に、様々な研修・セミナーの機会を活用して自らのレベルを向上させ、その成果を日々の業務を通して発揮
し、消費者・契約者の信頼に応え続けることが重要である。

特に、2016年５月29日に施行された改正保険業法は、社会全体の消費者重視の大きな流れの中で、代理店
に対してより一層の顧客対応力向上と代理店経営の高度化を求めており、各代協会員は、こうした社会的要
請を正面から受けとめ、「お客様の信頼と業務の品質において業界を代表する代理店」になるとともに、保
険を活用したリスク対策の「プロ」として社会に認知されることが必要である。

日本代協では、長年にわたり、募集人の教育研修事業を最も重要な業務と位置付け、取り組みを続けてい
る。特に、1998年度以降は、「保険大学校」と「（日本代協）認定保険代理士」の制度運営に注力し、資質の
高い募集人の育成に注力してきた。

その後、業界共通の基盤の上に募集人教育・資格認定制度を構築しようとの機運が盛り上がり、損保協会と
日本代協で協議を重ねた結果、日本代協の「保険大学校」は、損保協会の「専門試験」と発展的に統合すること
となり、2012年度に業界共通の募集人資格認定制度となる「損害保険大学課程」として新たなスタートを切った。
同時に、日本代協はその指定教育機関となり、業界全体の募集人教育を下支えする役割を担っている。これに
伴い、これまでの「認定保険代理士」も、損保協会認定の募集人資格の最高峰である「損害保険トータルプラン
ナー」に生まれ変わることとなり、募集人の資格認定制度は、業界統一のステージに引き継がれることとなった。

日本代協の長年にわたる募集人の資質向上に向けた努力が損保業界から評価され、業界共通の資格認定制
度創設という大きな成果につながったものであるが、保険大学校を支えてきた基本精神・理念は何ら変わら
ず新制度に引き継がれている。日本代協としては、「募集人の資質向上こそが業界の信頼の基盤」との信念
に基づき、損保協会と力を合せて、円滑な制度運営と受講者募集、並びに、教育プログラムの更なる充実に
取り組む方針である。

■日本代協が掲げる「目指すべき募集人像」
資質向上の目標となる募集人のイメージは以下の通りである。

①　消費者を取り巻くリスクとニーズ（意向）を的確に捉え、最適な商品選択のアドバイスができる
　　消費者の状況によっては、保険商品以外の選択肢も提示できる
②　約款・規定を熟知し、契約に当たって重要な事項を、正確かつ分かりやすく説明できる
③　契約者へのアフターフォローが確実・迅速にできる（契約の変更・保険金請求手続き支援　等）
④　契約者に有益な最新情報やサービス提供を継続的に実行することができる
⑤　リスクの回避や被害を最小限にとどめるためのアドバイスができる（防災・減災）
⑥　コミュニケーション力に優れ、親身な対応ができる
⑦　迅速、的確な事務処理ができる
⑧　万が一、募集上の誤りがあった場合は、常に自ら責任を負う覚悟と資力を有している
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■教育研修事業の歴史
教育研修事業は、本会の創立以来最も重要な施策として、組織を挙げて取り組みを進めてきた。
1965年度～：全国規模の「日本代協ブロックセミナー（旧全代連セミナー）」と各代協主催のセミナーか

ら活動を開始
1979年度　：外国研修（「太平洋保険学校（PIAS）｣ を初めて実施
1981年度　：新たに学校方式による教育活動を導入し、教育事業体系を「セミナー系列」、「外国研修系

列」、「学校系列」の三本立てに再構築
　　　　　　「セミナー系列」（日本代協ブロックセミナー）は、損保協会並びに各損保会社の協賛のもと、

毎年ブロック毎に開催してきたが、1981年度より開催ブロックを２ヵ所に拡充
　　　　　　「学校系列」（学校方式による教育活動）は、大蔵省の指導ならびに損保協会の後援のもと、

1981年度より開校（年１場所）し、1983年度からは毎年２場所に拡充
1991年度　：新たに「代協人材育成研修会」を新設
1995年度　：学校方式の教育活動の開催を年１回に変更
1996年度　：「新任理事研修」（現在は新任会長オリエンテーション）を実施
1997年度　：学校方式の教育活動は埼玉での開校を最後に終了（新たに創設された「保険大学校」へと引

き継がれた。（この間、通算27回開校・受講者総数10,251名）
　　　　　　外国研修として新たに「ヨーロッパ損害保険代理店研修｣（EIAS）を実施したが、翌年は最

少催行人数を満たさず中止となり、以降実施せず（PIASは継続実施中）
1998年度　：損害保険の急激な自由化、規制緩和に対応した教育・研修体制の確立を図るため、教育研修

事業を「保険大学校（PIASを含む）」、「人材育成研修会」、「代協セミナー」の三本立てに再
構成して実施

2012年度　：業界共通の「損害保険大学課程」が開講（日本代協の教育体系の新たなステージ）
2018年度　：業法改正で求められる体制整備や顧客本位の業務運営の推進のためには、募集人ひとり一人

のレベルアップと代理店経営の高度化が不可欠であり、日本代協独自の新たな教育の枠組み
として「日本代協アカデミー」を構築し、展開中

代理店にとって継続的な教育の仕組みは非常に重要であり、今後は「日本代協アカデミー」を日本代協の
教育事業の柱と位置づけ、推進する方針である。

■日本代協の現在の募集人教育体系
⑴　「保険大学校」（第１期～第14期［最終］）

1998年度に開講した日本代協保険大学校は、2011年度の第14期で最終期となり、2012年度以降は「損害
保険大学課程」に発展的に引き継がれた。この間の累計受講者数は12,960名となり、累計修了者数は、
11,640名となった。
⑵　「損害保険大学課程」（注）

2012年度に開講した「損害保険大学課程」は、損保協会の中核事業の一つに位置付けられているが、日
本代協はその指定教育機関として、業界全体の募集人教育の下支えを行っている。引き続き損保協会と強
固な連携を図りながら、制度の安定稼働に注力するとともに、より実践的で有益なプログラムとなるよう
取り組みを進める。
⑶　太平洋保険学校（PIAS）

1979年度に第１回目の研修団を派遣して以降、継続的に実施中である。2017年度から研修の受け入れ先
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を従来のIEA（米国保険教育協会）からCPCUサンフランシスコ支部に変更し、2019年度も５月31日から
第38次として実施した。

損害保険という仕組みは世界共通であるが、その制度や実態は法制・税制・社会保障制度・歴史・文
化・消費者の意識等によって大きく異なる面があり、米国の事例がそのまま日本で適用できるわけではな
い。しかしながら、米国の代理店・ブローカー・募集人の強烈なプロ意識とリスクマネジメントに基づく
高い業務レベル、先進的なITの活用状況を肌で感じる機会は貴重である。また、日常業務を離れて視野
を広げ、自分の仕事を見つめ直すことで、今後の代理店経営改善の気付きを得る有益な機会にもなるため、
若手を中心に一度は参加することが望まれる。
⑷　人材育成研修会

本会並びに代協の次代を担うリーダーの育成は極めて重要な課題であり、日本代協では毎年４つのブ
ロック毎に順に開催していく方針としている。なお、変化の激しい時代にブロック単位では４年に１回の
開催でいいのかという課題はあり、今後予算も睨みながら検討を行う必要がある。
⑸　代協・代協支部セミナー

代協・代協支部におけるセミナーは「集い、語らう」代協活動の基本であり、継続的・計画的な開催が
何よりも望まれる。

　（＊注）「損害保険大学課程」

　　❖　｢損害保険大学課程」の創設と日本代協との関係

損保協会と日本代協は、「損害保険大学課程」の創設に向けて論議を積み重ね、2012年７月から業
界最高峰の募集人資格認定制度として開講するに至った。業界に先駆けて1998年度から保険大学校・
認定保険代理士制度を創設・運営し、以後着実に拡大を図ってきた多くの本会関係者の努力が認めら
れるとともに、新たな業界共通制度の構築という形で実を結ぶこととなったわけであり、日本代協に
とって画期的な成果となった。なお、既存の認定保険代理士の新制度への移行も可能となり、保険大
学校を卒業して認定保険代理士となった多くの募集人の努力が新しいステージの中で報われる形と
なった。

　　❖　指定教育機関としての日本代協の役割

「損害保険大学課程」の主催者は損保協会であるが、日本代協はその指定教育機関として、教育プ
ログラムの運営を担っている。主な役割は、以下の通りである。
　○　受講申込の受付・受講者の管理・受講料収納
　○　教育プログラムの作成、｢コンサルティングコース」テキスト等の作成
　○　セミナーの運営（講師選定・会場手配・事務局業務）
　○　通信教育の運営（発送、採点・解説等）
　○　受講者からの照会応答対応

また、受講者募集についても、従来の保険大学校での受講者実績をベースに、本会として能動的、
主体的に取り組む必要がある。

　　❖　本課程の運営状況

　　　⑴　コンサルティングコース教育プログラムの実施状況

　　　各年度の状況は、下記の通りである。
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受講年度
（受講料）

受講
申込者

受講者 修了者 修了率 受験者 合格者 合格率

2013年度
（76,000） 804 798 735 92.1% 750 680 90.7%
2014年度
（77,760） 803 780 732 93.8% 745 663 89.0%
2015年度
（77,760） 1,210 1,196 1,135 94.9% 1,123 1,075 95.7%
2016年度
（77,760） 1,498 1,451 1,361 93.8% 1,322 1,309 99.0%
2017年度
（77,760） 1,759 1,725 1,645 92.0% 1,653 1,604 97.0%
2018年度
（77,760） 2,235 2,207 2,048 92.8% 2,109 2,076 98.4%
2019年度
（69,980） 2,055 2,042

　　　⑵　「損害保険トータルプランナー」「同・プランナー」認定状況

　　　□ ｢損害保険トータルプランナー」：2019年７月１日現在 有効認定者 13,362名（累計 15,035名）
　　　□ ｢損害保険プランナー」：2019年７月１日現在 有効認定者 41,465名（累計 68,142名）

■2019年度の教育研修事業計画
⑴　「損害保険大学課程」の運営

①　指定教育機関としての役割発揮
・日本代協は本課程の指定教育機関であり、教育委員会を中心に、損保協会との連携を図りながら制度

の企画・改善・運営に当たる。運営に当たっては、教育委員会傘下のプロジェクトチームが主体とな
り、各代協と連携して進める。より良いプログラム構築と制度改善は、損保協会との「定例合同運営
会議」（４半期に１回・年４回損保協会にて開催）における論議を通し、継続的に進める。

②　「損害保険大学課程」受講生の募集推進
・「損害保険大学課程」の受講者募集に関しては、損保協会とともに取り組みを進める。併せて、損保

各社に対し、本課程取得を代理店手数料体系の業務品質基準における評価や代理店認定要件のマスト
項目として織り込むよう要望を行う。（未導入の会社に対し、アプローチを行う）また、認定者実数
や認定者割合の要件化の導入、また、既に何らかの評価を盛り込んでいる場合はその要件の強化等に
ついても要望を行う。ただし、こうした施策も一巡すれば効果は薄まるため、自発的な継続教育の必
要性を啓発していくことが何よりも肝要であり、地道に活動していく必要がある。

・受講者募集に関しては、日本代協として自主目標を掲げて推進する。（本年度目標 840名）
③　「損害保険大学課程」の認知度向上の取り組み

　「損害保険大学課程」に対する営業第一線の認知度には依然としてバラつきがあるため、損保協会、
損保各社と連携を図り、制度の周知徹底に取り組む。併せて、プロ代理店を中心に多くの募集人に積
極的なチャレンジを促していく。

⑵　日本代協アカデミー（日本代協独自の教育制度）の検討・実施

改正保険業法は、社会全体の消費者重視の大きな流れの中で、代理店に対しより一層の顧客対応力向
上と経営の高度化を求めており、顧客本位の業務運営の徹底は、代理店の創意工夫を促し、市場原理に
基づく顧客本位の競争を求めている。募集人の資質向上と代理店としての経営能力向上は喫緊の課題と
なっており、日本代協としても新たな教育制度の提供ができないか検討してきた。その結果、保険教育
専門会社である株式会社日企の全面協力を得て、「教育コンテンツ」と「情報提供コンテンツ」で構成
される「日本代協アカデミー」を構築することとなった。（2019年９月末までを試行期間とし、10月１
日から本格展開予定。受講者１IDにつき年間5,000円という破格の価格設定となっている。）
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　　教育コンテンツ

以下の３本柱によるｅ-ラーニングやWeb動画によるコンテンツの提供
学習、検証、採点、記録がシステム的に管理されるため、体制整備上必須となる受講記録の証跡（教

育のエビデンス）を残すことができる。オンラインセミナーやリアルセミナーの収録版が主体となる。
　　

Ⅰ．代理店経営の高度化に対応するための「組織力強化研修」メニュー（注）

Ⅱ．募集人一人ひとりのレベルアップを図るための「基礎教育研修」メニュー
Ⅲ．収益向上のための「実践的研修」メニュー

　　情報コンテンツ

各種映像コンテンツ、教育番組やセミナー等の情宣など、業界関連の最新情報を提供する代協会員専
用のインターネット放送局であり、生中継も行なう。

契約者から信頼され、必要とされる代理店・募集人であるために継続的な教育の仕組みは非常に重要
であり、今後は「日本代協アカデミー」を日本代協の教育事業の柱と位置づけ、情宣と展開、ならびに
コンテンツの充実を図る。

　　＜注；「組織力強化」を優先テーマとした理由＞

代理店も創業者の時代から後継者の時代へと変わり、また、成長市場から成熟市場に移ってきたこと
と相まって組織力が必須の環境となっている。特に更新契約主体の専業代理店では、事務担当を含めた
組織的な活動の成否が業績に大きな影響を及ぼすこととなる。また、改正保険業法が求めている体制整
備の構築、PDCAサイクルの定着を図るためには個人の頑張りでは限界があり、組織の力を発揮して組
織でお客さまを守り抜く体制を構築（注）することが重要である。（注；2016年秋の金融庁代理店ヒアリン
グ結果においても「組織力を発揮し、『地域に密着し、顧客本位の業務運営を行い、社員満足を高める
仕組みを取り込み、その結果、持続的発展を実現する』ことが重要」と指摘されている。）　　

そのためには、スーパー営業マンのカリスマ経営者ではなく、組織の力を最大限に発揮させられるマ
ネジメント力をもった経営者と明るく働きやすい職場が必要となる。このような観点から、組織力の強
化に焦点を当てた研修プログラムを提供していく方針としたものである。

⑶　人材育成研修会

2019年度は、定期開催分として北東北、東関東、阪神、九州南の４ブロックで開催する。
⑷　代協セミナー・代協支部セミナー

全代協会員が定期的に最新情報に触れ、旬のテーマについて意見交換を行う機会を持つために、各地域
において継続的な教育・研修の機会が必要である。また、そうした取り組みは代協活動の原点でもある。
引き続き、各代協で創意工夫を発揮しながら計画的に開催し、会員に対する有益な情報提供に努めていく。

■ ｢損害保険トータルプランナー」認知度向上の取り組み
⑴　社会的信認度向上の取り組み

消費者に募集人選択時のメルクマールとして認識してもらうためには「損害保険トータルプランナー」
の存在と実力を社会から認めてもらうことが必要である。大事なことは損害保険トータルプランナー自身
が日々の活動の中でお客様本位の営業活動を展開することであり、その積み重ねの上に立って信頼度を高
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めていくことが重要である。
⑵　「３つの基本行動」の実践

損害保険トータルプランナーが消費者保護及び資質向上に取り組む姿勢を対外的に示すために、下記の
「３つの基本行動」を各代協、代協会員において実施する。

①　代理店事務所に「損害保険トータルプランナーポスター」並びに「認定証」を掲示する
②　募集時に「認定証（ゴールドカード）」を提示する
③　契約者に「チラシ」を手交する（損保協会作成）
なお、損保協会のホームページに掲載されている「損害保険トータルプランナーのいる代理店検索」へ

の登録も漏れなく行い、広く周知を行うことが重要である。
⑶　ビジュアル媒体の活用

損害保険トータルプランナーの日々の活動を支援するため、ビジュアル媒体を活用したPR活動を継続
して実施する。

2017度は、「感動バズ動画＋ふうたアニメ」を作成し、42万回再生（目標10万回再生）を達成した。
2018年度は、代理店の「地域親密性」をキーワードに、「47都道府県代協別動画」を各地毎にゆかりのあ
る女子アナウンサーを起用して制作・配信し、合計で９万回を超える再生を数え、「損害保険」検索の
チャンネルでは１位表示となっている。2019年度は、オリンピック熱とともに、47都道府県代協をリレー
形式でつないだストーリー性ある動画「言葉（基礎的保険用語）でつなぐ信頼のリレー」を制作する予定
である。
⑷　業界ベースの取り組み

従来からの取り組みに加えて、以下の新施策を検討中であり、早期実現を目指す。
・トータルプランナー認定者用「専用バッジ」
・トータルプランナー認定証（ゴールドカード）への写真掲載
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４－１　実力で評価される市場の構築に向けた取り組み①
〈公平・公正な競争環境をつくるために〉

■基本方針
既得権益や規制にすがりつく業界では、消費者の満足を高めるイノベーションが起こることもなく、創意
工夫の機運も生まれない。また、初めから条件が異なる環境ではまともな競争にはならず、「人のために頑
張る」やる気を失わせてしまうことになる。
活力あふれる業界にするためには、顧客対応の第一線で働く代理店・募集人の努力が正当に報われる環境
の構築が重要であり、不公正な取引を排除し、代理店・募集人が消費者の信頼を求めて実力で競い合える公
平・公正な環境を確保する必要がある。
「公平」と「平等」は異なるため、代理店の品質や規模や収益性などで保険会社が対応に差を設けたとし
ても、そのこと自体は問題ではないが、それが商品内容や保険料の相異を生むことになれば、一物二価状態
となり、契約者間の不公平を生んでしまう。
現状では、同一保険会社の全く同じ商品を購入するのに、たまたま契約者が選んだ窓口（チャネル）に
よって保険料や加入できる内容に差が生じたりすることがいくつもあるが、これは消費者にとって不公平で
ある。募集時の情報提供の点でも問題があり、顧客本位の業務運営とはとても言えない。リスク分析力、防
災・減災のアドバイス力、商品提案力、商品説明力、事故発生時の対応力、更には顧客に安心してもらえる
人間力に溢れる募集人が契約者から選ばれる環境にしなければ、代理店・募集人の真の資質向上は望めず、
消費者の利益保護には結びつかないのである。
日本代協としては、こうした認識の下で、本会の目的である「保険契約者の利益保護」および「損保業界
の健全な発展」のためにも、引き続き、公平で公正な競争環境の構築に向けて努力を続ける。

＜活動を進めるにあたっての基本的な行動指針＞

①　募集の公平性を維持し、不公正な競争を排除することは、保険契約者の利益保護並びに損保業界
全体の健全な発展のために重要であり、重点施策として取り組む。

②　個別事案等において、早期対応が必要な案件は、日本代協組織委員会とブロック協議会・各代協
との連携を密にしながら、現地にて迅速・最善の対応を実行する。

③　法律や諸制度、ルール等に及ぶ問題であれば、直接、あるいは活力研等の保険会社との対話の場
を通じて改善を求めるとともに、必要に応じ金融庁・財務局に対して情報提供を行う。

④　その前提として、法律や制度の内容を正確に理解し、誤解や無知に基づくことなく、冷静かつ論
理的に対応を行うよう留意する。

■活動に当たっての留意点
「おかしい」と声を上げること、「正しいと思うこと」を発言することは重要なことだが、ビジネスの世界
においては、「何を言っているのか」ではなく、「誰が言っているのか」によって相手の受け止め方が変わる
ことも認識しておく必要がある。
相手に公平・公正な対応を求めるためには、それを求める側も、コンプライアンスの徹底は勿論のこと、
倫理的な側面も含めて外部から揶揄されることのないよう、しっかりとした座標軸を持って行動することが
大前提であり、先ず問われるのは自分自身の行動と自社の経営のあり方である。
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各代協会員は、「自立と自律」を旨とし、他律規範（人が決めたルールがあるから守るしかないという姿
勢）ではなく、自ら定めたルールの下で自らの責任で事業を行う「自律規範」の精神のもとで行動し、消費
者、保険会社、同業者から信頼される存在になることが何よりも重要である。
日本代協の教育研修事業にはこうした強い思いが込められており、募集人個人においては、専門性向上は
勿論のこと、倫理観や人間力の面においても周囲から尊敬される人材の育成を目指している。
併せて、企業としての代理店に対しては、以下の状態を実現し、他の代理店の模範となる存在になること
を目指している。
〇　企業としての理念が会社経営の軸になっている

〇　組織として顧客本位を徹底することができる

〇　社員が活き活きと活動している

〇　社会に認知され、地域において存在感がある

〇　他にはない独自の強みを持っている

〇　顧客から高く評価されている

〇　経営が持続している

■個別事案への対応
2006年度から付加保険料の商品審査が簡素化され、保険料の合理性・妥当性・公平性は、金融庁が事後に
行う損保各社の事業費に関するモニタリングによって確保されることになり、料率は自由化されている。
（自動車、火災保険等の個人分野の商品の保険料は、損害保険料率算出機構が算出する「参考純率」をベー
スに各社別の「付加率」を加算して算出している。参考純率を使わず、全く独自の料率体系を使用すること
も可能である。）
募集現場では日々様々なケースに遭遇するが、個別事案の対応においては、公平・公正な募集環境が損な
われていないか、消費者が不利益を被っていないか、モニタリングを続ける必要がある。
募集環境整備において先ず大事なことは、問題事案が発生した時に速やかに改善を求めることである。各
代協を中心に、ブロック協議会や企画環境委員会と連携して事案の対応に当たり、再発防止のための取り組
みを求めていく。
また、代協会員からの生の情報は「現場で起こっていること」をいち早く知るために重要であり、問題事
案については、各代協経由企画環境委員会にて集約を行い、改善、解決につなげていく。
なお、情報の信憑性を高めるため、事実関係の具体的な把握が必要となる。（口頭の情報では真偽を確認
できないため、紙や写真、録音などの「現物」が必要である。また、当事者の一方のみの発言に偏った情報
では信憑性を疑われることにも留意が必要である。）

■■制度的な問題に対する取り組み
⑴　業際問題

保険業界の枠を超えた制度的問題で主要な課題となるのは、現時点では「金融機関の窓口における保険
販売」と「郵便局における自動車保険販売（ゆうちょ銀行における火災保険販売を含む）」であるが、こ
れらについては、それぞれ別章に掲載しているので参照願う。（第４-２章・第４-３章）

⑵　保険会社との間の制度問題

保険会社との間の制度問題は、民と民の間で解決につなげることが基本であり、相互信頼をベースにし
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た冷静かつ論理的な意見交換が必要である。日本代協としては、損保７社との定期的な懇談会や「活力
研」などの意見交換の場を通し、継続的に対話を行っていく方針である。

■ディーラーの抱き合わせ販売等への対応
不公正取引の不満が最も多いのがディーラーの保険販売である。主な問題事例とその対応は以下の通りで
あり、各現場で当該ディーラーと引受保険会社に対し、即刻改善を求める必要がある。また、ディーラー代
理店は乗合保険会社間の競争が激しく、保険会社も適正指導がしにくい面があることも想定されるため、本
会としては、金融庁や財務局に対しても問題事案の報告を行い、対応を求めていく方針である。

〈主な事例〉

１．自動車購入の際に、「自動車保険も同時に加入してもらえば、車両購入代金を更に割り引きます！」
とPRして切り替えを勧誘するケース

　⇒�2017年２月に公表された金融庁見解に基づく損保協会のガイドラインにおいて、兼業代理店が保険募
集に関して本業で販売している商品の価格を割り引くケースは、特別利益の提供に該当する違反行為
であることが改めて明確化されている。

２．自動車保険加入に際して、既存契約を中途解約させるに当たり、契約者に対してデメリットを十分に
説明せず、強引に手続きを進めるケース

　⇒�2016年５月施行の改正保険業法において義務化された募集人の「情報提供義務」を怠っており、違反
行為である。また、自社の利益のために行っている行為であり、顧客本位の業務運営に反している。

３．乗合代理店なのに推奨方針の明示がなく、特定の保険会社の商品を当然のように奨めてくるケース
　⇒�改正保険業法において義務化された代理店の「追加的体制整備義務」を怠っており、違反行為である。

なお、一般代理店の不満が最も大きいディーラー等モーターチャネルの「少額損害修理補償サービス（い
わゆる“スモール・リペア・サービス”）」については、本会としては「特別利益の提供に当たるのではない
か」と考え、金融庁に対して直接見解を求めたが、同サービスは、①　金銭の提供ではなく役務の提供であ
ること、また、②　サービス提供に要する１件当たりの費用がノベルティの範囲内（＠1,500円程度）に収
まっていることから、法律で規制された特別利益の提供とまでは言えないというのが公式見解となっている。
本会としては、打開策がないか検討を続ける方針ではあるが、補償額が３万円を超えるケースや、セン
サー付きのバンパー交換代金（例えば、16万円の部品代で３万円のみ自己負担＝実質13万円の無償サービ
ス）の補償、修理後の現金事後払も可（注）、といったように野放図に拡大しているケースもある。これらは
ノベルティの範囲を超える可能性があるため、当該ディーラー・引受保険会社に改善を要請し、サービス提
供にストップをかけるための取り組みを行う。（注：現金事後払は保険業法違反の可能性あり）

�補足 　個社でいくら頑張っても業界全体の信頼を超えることないが、一方で、個社がそれぞれ頑張らな
い限り業界全体の信頼が高くなることもない。従って、（現時点では簡単なことではないが、）本来は
ディーラー代理店にも代協に加盟してもらい、互いの立場を理解しながら、顧客本位の実現のために協力
し合って、公平で公正な市場環境を作りあげていくことが筋である。
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４－２　実力で評価される市場の構築に向けた取り組み②
〈銀行等の保険販売に対する対応〉

■基本的な考え方
「銀行等の金融機関による保険販売」（以下、銀行窓販）に対する本会の考え方は以下の通りである。今後
も、金融庁、損保協会並びに政連支援議員に対し、問題点を指摘して消費者保護の徹底を求めていく。
銀行窓販は、2001年４月以降、徐々に解禁され、2007年12月には全面解禁されたが、銀行等の融資先等に
対する圧力募集の懸念から、解禁当初から独禁法による事後規制に加えて事前規制としての「弊害防止措
置」が設けられ、現在も維持されている。
銀行窓販に関しては、国内外の各種報道を見ても、中小企業に対する優越的地位を利用した圧力募集の他、
高齢者に対するリスク性生保商品の押し付け販売や保険を預金と誤解させたうえでの販売などの事例があり、
「顧客本位の保険販売」が定着しているとは言えない状況である。また、近年は長引く低金利の影響で、収
益減を失った金融機関が手数料確保のために保険販売に注力しており、不公正募集が懸念される環境も続い
ている。従って、本会としては、引き続き事前規制としての本措置の存置を求めていく。
また、消費者保護徹底の観点から、本措置の内容については消費者に周知する必要があるため、注意喚起
チラシ等の配布等により情宣を行っていく。
なお、優越的な地位を利用した圧力的な保険募集の問題は、闇に潜り表面化しないおそれ（注）があるため、

当局における深度あるモニタリングの継続を要請し、形式的な議論だけで本措置が廃止されることのないよ
う注視していく。（注：中小事業者においては、融資拒否や貸付資金の引上げを恐れ、保険加入のニーズが
なくとも、やむを得ず銀行のノルマ達成に付き合わざるを得ないケースもある。こうした現場の実態を、監
督官庁に対し具体的に伝えていく必要がある。）

■銀行窓販に対する現時点の規制内容
銀行窓販については、1997年６月の保険審議会において、「子会社又は兄弟会社の保険商品に限定したう
えで、住宅ローン関連の長期火災保険及び信用生命保険の販売を認める。その際、影響力を行使した販売の
禁止等の実効性のある弊害防止措置を講じ、その遵守のための必要な監督を行うとともに、必要に応じ措置
を見直し、常に実効性を確保する。2001年を目途に実施」と決まり、条件付きで認められたことがスタート
である。これを受けて、2001年４月１日の「第一次解禁」以降、2002年10月の「第二次解禁」、2005年12月
22日の「第三次解禁」と順次緩和され、２年後の2007年12月22日に生保・損保・第３分野の全ての商品が販
売可能となって（商品規制の面では）全面解禁となった。
これに伴い、監督上の対応措置として銀行窓販の前提となっている弊害防止措置についても、数度にわた
り緩和・強化両面での見直しが加えられながら規制が維持されている。現行の措置内容については、2012年
４月１日に見直し（一部緩和・一部強化）が行われ、施行されている。
見直し後の内容は次頁の通りであるが、全体としては概ね本会の従来の主張が反映された内容となってい
る。併せて、「次回見直しの時期を定めない」とされた点は大きな成果となった。

（※銀行窓販解禁の経緯と本会の対応については、「平成28年度版代協活動の現状と課題」（P35～ P41）を
参照願う。同内容は日本代協HPにもPDFで掲載している。検索方法は以下の通り。
日本代協HP：  日本代協HP   ＞トップページ  新着情報   ＞右下   過去の新着情報  ＞   2016.９.16  ）
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＜弊害防止措置見直し内容（2012年４月１日施行）＞ … 下線部が主な変更点

� A：融資先募集規制等 �
⑴　融資先募集規制：
＜現行措置内容＞�　一定の保険商品は、事業性資金の融資先（従業員50人以下の小規模事業者の従業

員を含む）に対し、手数料を得て保険募集をしてはならない。
【見直し内容】�　引き続き存置。但し、一時払終身、一時払養老、積立傷害、積立火災、及び事業関連

保険（銀行等のグループ会社を保険契約者とするものに限る）の募集は、規制対象から
除外。

⑵　タイミング規制：
＜現行措置内容＞�　融資先募集規制の対象となる保険商品については、融資申込者に保険募集を行っ

てはならない。
【見直し内容】�　引き続き存置。但し、非事業性資金の融資申込者に対する保険募集については、規制

対象から除外。
⑶　地域金融機関の特例：
＜現行措置内容＞�　地域金融機関については、①融資先募集規制の対象となる保険募集に関し、担当

者分離規制の代替措置をとること、及び、従業員数20人超～50人以下の融資先の従
業員等に対する保険募集を可能とする一方で、②融資先の従業員（従業員数50人超
の融資先を含む）を保険契約者とする保険契約に関する保険金額が一定の枠内に制
限されている。

【見直し内容】�　当該措置は存置。但し、担当者分離規制の適用を受ける場合は、保険金額制限の対象
となる保険募集は、従業員数50人以下の融資先の従業員等を保険契約者にするものに限
る。（50人以上の場合は一般規定に従う。）

� B：実効性確保のための措置 �
⑴�　保険商品と預金の誤認防止のために、顧客が当該説明内容を理解したことについて、書面を用い
て確認すること。（規制強化）

⑵�　非公開金融情報の保険募集業務への利用については、顧客の事前同意を得る際に、保険勧誘の手
段、利用する情報の範囲、同意撤回の方法等について、明示すること。（規制強化）

⑶�　住宅ローン関連の保険募集に際しては、当該保険への加入がローンの条件ではない旨を顧客に対
して書面で説明すること。（規制強化）

� C：次回見直しの時期 �
○　今後の見直しについては、特段の期限を設けず、必要が生じた場合に行う。

■弊害防止措置を巡る今後の課題
⑴　金融庁の基本的な立場

2012年４月１日付けの見直しの際し、金融庁から、下記内容の厳しい見解が示された経緯もあるため、
今後の動向に十分注意する必要がある。
・�独禁法との二重規制の観点から、事前規制として過剰規制となっている本措置そのものを全廃するの
が法の枠組みとして妥当（独禁法で事後規制を行えば規制目的は達成される。事前規制は不要。）
・�中小企業に対するリスクコンサルティングの機能を金融機関に担ってもらう観点から、事業性融資先
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企業に対する保険募集の全面解禁や従業員規制は撤廃が必要（融資先の企業や従業員に対して、銀行
がどんな保険商品でも販売できるようにする。なお、現在金融庁は縮小する国内マーケットの中で、
銀行のあり方そのものの見直しを強く求めており、特に地銀に対しては、融資の枠を超えた企業経営
に対する支援機能の強化を求めている。こうした方向感は、地場企業にとって、地銀を中心にした地
域金融機関の存在感をより高めることにつながる。）

・�再加入困難性がある生保のみ規制を残し（注）、１年契約で弊害が少ない損保は規制を全廃しても大き
な問題はない（注：解約すれば保険料が上がる、契約時とは異なる病歴が加わると加入そのものがで
きなくなるおそれがある）　等

⑵　今後の課題

銀行窓販の拡大に否定的見解を表明しているのは、本会の他は生保労連などに限られており、欧米の政
府機関や外資系保険会社等は完全解禁を強く求めている。
こうした状況を踏まえると、銀行窓販の適正化が進んで消費者・預金者苦情が激減すれば、事前規制の

必要性は薄れ、規制措置廃止の機運が盛り上がることが容易に想定される。
従って、弊会としては、銀行窓販に対するモニタリングを継続するとともに、消費者保護（＝顧客本位

の業務運営）の観点から、銀行窓販の問題点を主張し続けるとともに、政連支援議員との意見交換を続け
て本会の考え方に理解を得ることが必要であると考える。
一方で、各代協会員においては、銀行等の地域金融機関との間で主戦場となる中小企業に対するリスク対

策の総合提案を早急に進める必要がある。規制措置が存置されている間は、中小企業開拓に注力するために
与えられた猶予期間と考え、総合的なリスク分析や保険を含めた顧客企業のリスクヘッジ策の提案（リスクマ
ネジメントとリスクファイナンシング、BCP、事業承継支援など）を着実に実行する必要がある。特に多くの
国内損保の専業代理店は、自動車や火災以外の様々な企業リスクの提案・開拓が遅れており、賠責や費用利
益、約定履行、リコール回収費用、取引信用保証等のエコノミック・ロスに対する提案が十分ではない実態
がある。金融機関対抗の観点のみならず、新規マーケット創出の観点からも、中小企業経営に踏み込んだ総
合的なリスク対策は専業プロ代理店にとって重要な取り組みとなる。そのためには、新種リスク対応の専門
性を高め、中小企業に対する総合的なリスク対策に関する提案力を磨く必要がある。また、銀行本体が非幹
事代分で単にシェアインだけを求めてきた場合（眠り口銭的な分担（注））にも対応できるよう、顧客企業との間
で保険に限らない複層的な取引関係、並びに、リスクの専門家としての信頼関係を構築しておく必要がある。
�（注：公正取引委員会では、独禁法ガイドライン「金融機関の業態区分の緩和及び業務範囲拡大に伴う不
公正な取引方法について」の「第２部2.2銀行等の保険募集業務に係る不公正な取引方法」を定めており、
銀行窓販に際して十分留意するよう金融機関に求めている。これに関連し、2007年12月に本会から金融庁
に対し、「代理店間分担契約」に関して質問・照会を行った際に、以下の回答を得ている。）

本　会：�代理店間分担契約は、当該代理店が保険の募集、保険事故の受付及び相談等を実際に分担し
て実施する等、合理的な理由がない場合は行ってはならないことを保険契約者、銀行等に周
知徹底する策を講じるべきではないかと考えるが、貴庁の見解如何？

金融庁：�銀行等が、優越的地位を不当に利用して保険募集を行う行為は既に禁じられており、仮に、
銀行等が優越的地位を利用して、実態として保険募集を行わず、対価性のない募集手数料を
収受するような行為を行っていれば、保険監督上問題となるものと考えられる。

　　　　�（注：これにより、銀行代理店との間の実態を伴わない名目的な代理店間分担契約は禁止さ
れていると考えられる。）
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［参考］＜国民生活センター（注）が示した銀行窓販に対する問題意識＞（2012年６月金融審保険第２回WG）

掲記会合において、国民生活センターから、銀行窓販のトラブルの多さについて懸念が示されている。指
摘された問題点は以下の通り。こうした状況が抜本的に改善されない限り、銀行等の保険販売に対する事前
規制は維持される必要があるものと考える。　（注：消費者庁管下の独立行政法人）
　〔国民生活センターの発表内容〕

　�銀行等金融機関、巨大乗合保険代理店の販売責任等の明確化を図るべき。消費者の現場から見ると、
銀行窓販でのトラブルが多数あって一向に減っていない。保険会社が銀行等金融機関をコントロー
ルできていないのではないか。

　�銀行は保険を保障商品として売っているのではなく、預金を上回る高リターン商品として販売をし
ている現実がある。併せて、製販分離の中で、販売側＝銀行側が、商品の内容を変える力を有して
いる。ほとんどの消費者トラブルの原因は保険商品の中に内在してあるのではなく、募集時の顧客
ニーズの把握の不適切さ、説明の不適切さの中にある。➡ （事実認識は日本代協と同じ）

　�保険会社が募集人教育の責任を負い、銀行の募集人への指導教育を実施することになっているが、
多数商品の中からの選択を含め、現実に保険会社のコントロールは困難ではないか。販売趨勢を見
れば、銀行等金融機関への消費者の信頼が非常に高いので、保険販売のほうに力点を置くと、銀行
での消費者被害がこれから増える可能性があり、それを放置していいわけがない。➡ （今回の業法改
正で、全代理店に体制整備義務が課されるとともに、「規模の大きな特定保険募集人」（一定基準以上
の大型乗合代理店）は金融庁の直接監督を受けることとなった。）

　�トラブルをなくすために一定規模以上の乗合代理店に対して以下の対応を検討して欲しい。
　　①体制の確保：

�多数ある商品を管理する能力や商品の比較選別能力、多数の商品の説明能力の確保を制度として仕組
んだらどうか。➡ （今回の業法改正で、「比較推奨販売を行う乗合代理店に対する追加的体制整備義
務」として取り入れられた。）

　　②販 売 責 任：

�銀行で買った保険についてのトラブルは、消費者センターやADRで対応するが、販売上の問題があ
るにもかかわらず金銭負担をしているのは現実には保険会社である。適切・慎重な販売のために銀行
サイドに金銭負担をさせることはできないのか。保険業法283条との関係を検討して欲しい。
�➡　（今回の業法改正では、保険業法283条の整理は見送りとなり、保険会社による求償の義務化は織
り込まれなかった。しかしながら、今後は、保険会社も求償すべきは求償するというスタンスに転じ
るとともに、代理店サイドの責任割合は従来よりも大きくなることが想定される。従って、代理店と
しては、万が一の場合の賠償資力の確保が従来以上に必要な環境になっていることを認識する必要が
あり、代理店賠責「日本代協新プラン」の重要性は更に大きくなっている。）

　　③商品選択の公正性の確保：

�銀行代理店もあくまで保険会社の代理店（代理人）なのでベストアドバイス義務はないが、顧客に販
売する商品選択の公正性や顧客に適合した保険販売の担保が必要である。その観点から考えれば、
「手数料の開示」も１つの方策である。➡　今回の業法改正では、比較推奨販売を行う乗合代理店に
対して追加的体制整備義務が課されたこと等を受けて、一定の適切な体制が整備・確保されると考え
られることから、代手の開示については、現時点において一律に要求する必要はないとされた。一方
で、乗合代理店に対して支払われる手数料の多寡によって商品の比較・推奨のプロセスが歪められて
いないか、当局の検査・監督によって検証を行っていくこととされた。日本代協としては、今後、こ
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うした検査等の結果、手数料開示の必要性が改めて課題として取り上げられることも想定しておく必
要がある。なお、現在は、生保の投資性商品（外貨建・変額等）については、投資信託と併売してい
る金融機関における販売の際には、手数料が自主的に開示（％表示）されている。
一方で、代理店としては、顧客に対する自身の価値の明確化を図るとともに、組織としての生産性

向上に取り組む必要がある。すなわち、代理店は、代手開示の問題とは関係なく、「代手はあなたに対
する私の価値の対価」と自信を持って言えるだけの価値提供を行っていくことが必要である。更には、
将来的な代手率そのものの引き下げに備えて、生産性向上と価値向上を両立させていく必要がある。

　　　【参考】銀行等の金融機関に関する様々な動向

　　　〇　確定拠出年金の銀行窓販を解禁　⇒　事前規制の廃止

　　　・�厚労省は、老後に備えた個人の資産形成を促すため規制を緩和（注１）する。2018年度中に、銀行
などの窓口（注２）で個人型確定拠出年金（iDeCoイデコ（注３））に加入できるようにする方針。希望
者は銀行の窓口で、イデコ等の説明だけでなく、年金口座の開設手続きもできるようになる。

　　　　（�注１：価格変動リスクや販売手数料の高い金融商品に誘導することを防ぐため、現在は厚労省
の規制によって銀行職員が通常の業務とイデコの受付業務を兼務することは禁止されている。）

　　　　（�注２：現在は業務効率化のため専門職員ではなくコールセンターで一括受付を行っているが、
書類のやりとりが煩雑で普及を阻害する要因の一つとなっていた。）

　　　　（�注３：イデコは20歳から加入でき、原則として60歳まで年金を引き出すことはできない。加入
者は2018年２月時点で約82万人。NISAの10分の１以下。企業年金を持たない中小企業の従業員
がイデコを始める場合、掛金限度額［月2.3万円］の範囲内で企業が追加拠出できる。掛金は全
額所得税の控除対象になり、運用益は非課税とされる。中小企業（30人～99人）の企業年金を
持つ比率は13年調査で16.6％に過ぎず、イデコの活用が期待されている。）

　　　・�なお、個別の金融商品の推奨や助言は引き続き禁止される。また、加入者の利益保護のため、イ
デコと通常の業務を兼務する行員には、一定の資格取得を義務付けることが今後検討される。

　　　〇　銀行の店舗業務の規制緩和　⇒　人口減少に備えた業務の効率化

　　　・�金融庁は18年夏に銀行の店舗業務に関する規制を緩和する。企業間の決済に使う当座預金業務を
行う店舗は、休日を土日・祝日、年末年始のみとしていたが、この規制を撤廃（注）する。地域の
実情に応じた柔軟な営業を可能にし、人口減少で店舗採算が厳しくなる中、各行は店舗運営を続
ける道を探ることになる。また、複数の銀行が共同店舗を設けやすいよう監督指針も改定する。
これにより以下のような運営が可能になる。

　　　　＊商業施設に入る店舗が施設の営業日に合わせて店舗を開く
　　　　＊土日営業の代わりに平日を休みにする
　　　　＊過疎地で複数の地銀が１か所に店を構え、事務の兼務や窓口の一本化を行う
　　　　（�注：2016年夏には「午前９時～午後３時」としていた営業時間の規制を変更している。これに

より予約制店舗や昼休みの導入などが既に広がっている。）
　

　　　〇　メガ銀行　金融インフラの軽量化　⇒　キャッシュレスの進展に対応

　　　・�低金利に苦しむメガ銀行各行はコスト削減が急務になっており、ITを活用して顧客の利便性を
落とさずに構造改革を進めている。将来のATMの共同利用も視野に入っている。
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　　　　�［三菱UFJ］…来店客が10年で４割減少しているため、従来型の店舗は515店から半減。新型店舗
「MUFGネクスト」を増やしていく計画。高機能ATMを使い窓口業務を自動化した「セルフ型」
や対面コンサルティングなどの特定機能に特化した店舗などにより、全体での店舗減は２割に留
める。ネットを活用して顧客接点は減らさず、むしろ増やしていく計画。

　　　〇　銀行手数料　課金の動き　⇒　マイナス金利を奇貨として無料が定着（注１）したサービスを改定

　　　・�三菱UFJ…18年４月～、紙幣10枚超の両替を有料に（現在は50枚までなら窓口でも無料・三井住
友銀行やみずほは引き上げ済み）

　　　・�ゆうちょ銀行…ATMを使った自行あての送金手数料を月４回目以降は＠133円と有料に。無料
での振り込みは月３回までに制限。

　　　・�三井住友銀行…キャッシュカードで本支店のATMから現金を引き出す場合、預金残高が10万円
以上なら平日の午後６時以降も無料だったが、2016年10月から＠108円徴収している。

　　　・�みずほ…ATMの時間外手数料が無料になる条件を、それまでの預金残高10万円以上から30万円
以上に引き上げ。

　　　　（�注１：わが国では戦前から金融機関が預金獲得競争に明け暮れたため、預金周辺の取引で手数
料を取る考え方は長く稀薄だった。一方で、銀行が通帳発行にかかる年200円の印紙税は業界全
体では年700億円を超しており、マイナス金利下での負担は大きい。日銀も「適正な対価を得ず
に銀行が預金口座を維持し、決済サービスの提供を続けることはできない」としており、こう
した声をバックに銀行サイドは「適正な対価」（注２）を求めて動きだしている。本丸は「口座維
持手数料」と言われている。

　　　　（�注２：日銀の低金利政策によって銀行が厳しい環境にあることは理解できるが、決済手段の革
新やATMの共同化など、費用削減の意識が希薄であり、営業経費が高止まりしているのでは
ないか、決済にかかわる顧客の利便性向上及び費用の効率化を図ってきた欧州の金融機関と比
べて取り組みが遅れているのではないか、そうした改革を全て行った後でないと、「適正な負
担」と言われても身勝手だ、との指摘もある。）

　　　〇　ウエルズ・ファーゴ銀行　保険販売の不正行為発覚（2017年11月）

　　　・�米国第３位の巨大銀行ウエルズ・ファーゴは、同銀行の自動車ローンを利用して車を買った60万
人近くの顧客に、長年にわたり顧客が必要としなかった衝突補償を付帯した自動車保険の保険料
支払いを強要していた。

　　　・�通貨監督庁から厳しい指導を受けた同行は、該当顧客に、計110億円の補償金をキャッシュで支
払い、33億円分の不正契約の勘定訂正を行った。

　　　・�同行に対しては過去５年間で４回の業務停止命令が出されており（注）、業界の問題というよりは
個別企業のコンプライアンスの問題と言えるが、顧客に対して優位性を有する銀行であるが故の
不正でもあり、今後、銀行窓販に対する本会の主張を構成する上で参考にしたい。

注：他にも以下のような不正行為あり
・住宅ローン申込者の適用金利を延長するために不適切なフィーを請求
・架空の顧客情報あるいは顧客の同意なしに顧客情報を使って350万もの口座を開設
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　　　〇　政府規制改革会議　地銀による企業への出資規制緩和を検討（2019年２月）

　　　・�政府の規制改革推進会議は地方銀行による企業への出資規制の緩和を首相に答申。
　　　・�現在、財務の健全性や貸し手による悪用を防ぐために設けられている原則５％の上限を引き上げ、

地銀が一時的に株式の受け皿になることを認めて、中小企業が後継者探しや事業承継を円滑に進
められるようにする。承継先の企業・人材が見つかるまで株式を保有し、経営者引退後に株式が
分散することを防止する。全額出資も可能とする方向。

　　　・�併せて、企業再生などで地方創成を後押しする規制緩和も議論。現在、地銀は、官民ファンドの
地域経済活性化支援機構（REVIC）が再生支援している企業には10年間限定で40％未満まで出
資できるが、例外措置を拡大し、地銀がより踏み込んだ再生支援をできるようにする。

　　　〇　金融庁　低収益地銀に改善命令も視野に（2019年３月）

　　　・�金融庁は地方銀行に対する監督指針を見直し、足元の自己資本比率に軸足を置いてきた健全性の
目安を将来の収益力を重視したものに広げる。

　　　・�本年度、存続可能性の一斉点検に入り、本業が赤字で低収益体質の銀行には店舗・人員配置の見
直しや配当の抑制など早期の対策を求め、リストラを先送りする体質からの脱却を迫る。

　　　・�改善がなければ経営責任の明確化を含む業務改善命令の発動も視野に入れる。
　　　　�（2018年度決算は全国106行のうち54行が本業赤字。うち23行は５年連続で赤字。金融庁は、23県

の地銀は地域で独占的な存在になっても生き残りは難しいと指摘。こうした限界地銀は、再編や
廃業も不可避の状態にある。）
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４－３ 　実力で評価される市場の構築に向けた取り組み③
〈郵政民営化・保険販売への対応〉

■基本的な考え方
本会としては、国が過半の株式を保有（注１）する日本郵政のグループ各社が、民間企業と同列で市場競争

に参入することはアンフェア（注２）であり、日本郵政の政府保有株が全て市場で売却されない限り、民間企
業と同列の取り扱いは不可というのが基本方針である。
（注１）日本郵政グループの2019年８月時点の政府保有株式割合は以下の通り。改正郵政民営化法の下で

民営化されたというのが政府の立場であり、本会の主張を通すのはハードルが高いのが実状ではある
が、下図の通り、依然として政府保有の国策機関であることは明らかであり、心ある支援議員に訴え
かけを続けていく。

日本政府  → 日本郵政  株を57％保有

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 日本郵便 　　　100％ 保有

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ゆうちょ銀行 　 89％ 保有

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 かんぽ生命 　　 64％ 保有

※なお、日本郵政はかんぽ生命株の売却で得た資金でアフラックの株式７％を取得する方針

（注１補足）日本郵政は2015年11月に新規株式公開（IPO）を実施。政府の株式保有比率は上場前まで
100％だったが、IPOにより80％強に下がり、2017年９月の第二次売却で56.87％まで低下している。
郵政民営化法ではできるだけ早く保有比率を30％強（３割）まで下げると定めており、また、2022年
までに郵政株売却で計４兆円の収入を確保し、東日本大震災の復興財源に充てることが決まっている。

　　　財務省は2018年度予算に郵政株の売却収入（１兆円以上）を盛り込んでいたが、その後の株価の動
向から2019年度秋にずれ込む見込みである。政府としては保有する25億株あまりの郵政株のうち最大
10.6億株を売却する方針であるが、できるだけ高値で売却したい考えであり、株価をにらみつつ最終
的な売却時期を探る模様である。なお、今回のかんぽ生命による数多くの不正行為の発覚が郵政の株
価に影響することも想定され、現時点では予定通りの売却を危ぶむ声も出ている。

　　　なお、現行法のもとでは、本年秋に予定されている売却により政府保有比率を30％強まで下げて郵
政株の売却は終了するため、弊会や全銀協が求める全株売却の道筋は全く見えていない状況である。

（注２）郵政民営化法では既存の民間事業者の利益を不当に侵害することを防ぐため、以下の規定が設け
られている。

［参考］郵政民営化法第92条には「同種の業務を営む事業者への配慮」が規定されている

「郵便局株式会社は、郵便局株式会社法第４条第２項第２号に掲げる業務及びこれに附帯する
業務並びに同条第３項に規定する業務（以下、「届出業務」）を営むに当たっては、郵便局株式会
社が公社の機能を引き継ぐものであることにかんがみ、届出業務（当該届出業務が他の事業者の
委託を受けて行うものである場合には、当該委託に係る業務を含む。）と同種の業務を営む事業
者の利益を不当に害することのないよう特に配慮しなければならない。」
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■対応方針
本会としては、上記認識に基づき、郵政グループ各社の事業の拡大には以下の方針で臨むこととしている。
○　日本郵便…平成19年10月に自動車保険の販売が開始されているが、これ以上の拡大（特に火災保険の

取り扱い）には反対。モニタリングを継続し、消費者保護に反する事案が生じていないか注視する。
○　ゆうちょ銀行…住宅ローンへの新規参入申請と併せて損害保険代理業への参入（ローン長火）の動き

があり、参入阻止のために働きかけを続ける。
○　かんぽ生命…商品認可の条件緩和に反対していくとともに、金融庁に対し保険募集に関するコンプラ

イアンスの徹底を求めていく。なお、かんぽ生命の民間事業参入のイコールフッティングの観点から、
既存の保険代理店に対しかんぽ生命の商品販売を認めるよう働きかけてきたが、今回のかんぽ不正を
巡る一連の問題が解決するまでアテンドは見合わせることとする。

■日本郵政の損保商品販売参入の経緯
⑴　実施計画の骨格の公表（2006年７月）

「日本郵政公社の業務等の承継に関する実施計画の骨格」が公表され、この中で郵便局株式会社が損害
保険商品販売に参入する計画であることが明らかになった。

本会としては、上記方針に沿って日本郵政との直接交渉、郵政民営化委員会での荻野会長（当時）の反
対意見陳述、総務省への反対意見の表明、支援議員への陳情などの活動を展開した。

⑵　日本郵政が実施計画を提出（2007年４月）

日本郵政は「日本郵政公社の業務等の承継に関する実施計画」を政府に提出。その中で、「民営化時よ
り首都圏の23局において自動車保険販売の取り扱いを開始し、その後段階的に取扱郵便局を拡大。その他
の生損保商品についても早期取扱開始に向けて準備を進める。」と記載された。

そこで、本会は日本郵政に対して以下の申し入れを行うとともに、郵政民営化委員会に対しても同趣旨
のパブリック・コメントを提出した。
　✧　日本郵政への申し入れ事項は以下の通り。

⒜　�試験的に実施する際には、郵政民営化法第92条等のモニタリングを十分に行うこと。保険契約の
継続手続も検証する観点からは、少なくとも１年間は販売局を拡大しないこと

⒝　販売局および販売する損保商品を拡大する場合には、事前に本会に連絡をすること
⒞　本会と郵便局との業務提携の検討のため、共同研究会等を設けたいこと

　✧　これに対する日本郵政の当時の回答は以下の通り。

⒜　⇒　「試行の検証結果を踏まえて冷静に判断する」（⇒現在自動車保険は1,495局で取扱）
⒝　⇒　「了解」（⇒日本郵便からの事前通知は実行されている。その後も定期的な報告はあり。）
⒞　⇒　「前向きに考える。研究会については持ち帰り検討する」（⇒未開催）
　　　　併せて、今後とも、本会と協議をしながら進めたいとの意向を表明
✧　�なお、かんぽ生命の商品開放に対しては、「前向きに考えたいが、現状は民営化準備のため新た

な取り組みは難しい」（⇒その後も動きなし。本会としても上記の通り当面は働きかけを止める）
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⑶　政府が実施計画を認可（2007年９月10日）

2007年６月、郵政民営化委員会は、内閣総理大臣に対して「日本郵政公社の業務等の承継に関する実施
計画に対する郵政民営化委員会の意見について」を提出。この中で、「実施計画は政府方針に適合」との
見解を示した。これを受け、政府は実施計画を2007年９月10日に認可し、郵便局における自動車保険販売
についても同年10月から首都圏で試行することが決定した。

⑷　郵便局株式会社等との交渉

郵便局における自動車保険販売の試行は決定されたが、本会としては、一定の信頼関係のもとで定期的
な情報連絡を行うよう要請し、大きな動きがあれば日本郵便本部から連絡が入る状態にはなっている。

一方で、本会は、2008年４月の理事会において、下記理由から「簡易郵便局の受託先」として協力する
ことを決議し、これを受けて、代協会員関係で３局の簡易郵便局が開業した。

・�代協会員の多くは、独立した店舗を構えて損保・生保商品を販売しており、簡易郵便局業務（郵
便・貯金・保険）との親和性があることから、ビジネスチャンスと考えられること

・地域社会貢献の観点から、郵便局業務の受託は意味があること
・地域ブランドになる可能性があること

■自動車保険の販売状況と本会の対応
⑴　販売状況（日本代協調べ）

＜金融商品取扱局の状況（取扱局数）＞
　〇変額年金保険　　　　　　 ：1,079局
　〇がん保険　　　　　　　　 ：20,076局（アフラック専売局）
　〇生保事業保険（経営者向け）：200局
　〇自動車保険　　　　　　　 ：1,495局（収保60億円程度？・実稼働募集人３万人程度と推定）

販売する自動車保険商品は一般代理店と同一であり、東京海上日動社を幹事とする共同保険となって
いる。また、郵便局では顧客への価値提供の観点から、対面募集を義務付けている。一方で、事故の際
には保険会社のフリーダイヤルを案内し、郵便局における事故対応は行わない。

⑵　課題と対応

郵便局における自動車保険販売は、保険商品販売の難しさ（商品説明、コンプライアンス対応、収益の
低さ、局内共済の存在等）に加えて、郵便局職員の業績評価において、かんぽ生命のウエイトが高く（注） 
動機付けが行いにくい等の課題があり、販売が急速には拡大しないという悩みを抱えている。
�（注：現状、給与の25％程度を占めると言われ、公務員で歩合給が支給される唯一の業種である。今回の
一連の報道で手当目当ての悪質な販売が横行していたことが次々に明らかになっているが、日本郵便の人
事・評価・賃金体系自体がそれに拍車をかける仕組みとなっており、現場の責任では済まない経営自体の
問題であることも明らかになっている。問題の根は深く、信頼回復の道は遠い。）

また、対米通商の関係で、アフラックとの共同開発商品であるがん保険の販売強化が求められているた
め、より一層自動車保険には注力しにくい環境になっているものと思われる。（販売の優先順位は、かん
ぽ＞アフラックのがん＞自動車。今回の不正が明らかになり、全件実態調査を行うとしておきながら、ア
フラックの商品販売は続けるところに顧客よりも優先するものがあることが透けて見える。なお、郵便局
で販売している自動車保険や傷害保険、変額年金保険などに関しても不適切な販売の有無を調査するが、



―　39　―

販売は継続すると報じられている。）
本会としては引き続き販売状況を注視していく方針である。なお、現状において消費者保護上の大きな

問題は発生していないが、運送会社のフリート契約が郵便物の運送委託を行っている郵便局に圧力を受け
て切り替えらえる事案が発生している。

■ゆうちょ銀行の損害保険募集業務認可申請に対する対応
⑴　日本郵政の動き：損保募集業務の認可申請（2012年）

○　日本郵政は国の持株比率を３分の１まで下げる道筋を示す見返りに、ゆうちょ銀行の「住宅ローン」
参入を計画し、認可申請を行った。

○　同時に、顧客の利便性の向上、収益源の多様化、収益構造改善の観点から「損害保険募集業務（ロー
ン長火の取り扱い）」の認可申請を行った。保険関連では、他にかんぽ生命の学資保険の改定（返戻
率引き上げ等）の認可申請も行われた。

⑵　パブリック・コメント提出

○　日本代協は、2012年９月25日付で内閣府郵政民営化推進室に対し、パブリック・コメントを提出した。
ポイントは次の通り。

①　事実上の官業銀行であるゆうちょ銀行による損害保険募集への参入は、郵政民営化法の基本理念
（民でできることは民に委ねる）に反しており、損害保険代理業者の利益を不当に害する。

②　完全民営化の道筋が見えないままのなし崩し的な参入は、地域経済の健全な発展と市場に与える
影響への配慮を欠いており、既存代理店の経営を圧迫する。

③　官業銀行が一般事業者よりも有利な条件で参入することは（※例えば、大幅な債務者団体割引の
適用を想定）、対等な競争条件の確保を求める「国会審議確認事項」に違反する。

④　保険の取扱店舗が限定されており、顧客利便性があるとは言えない。
⑤　ゆうちょ銀行が地域の収益を独占するのではなく、当地の民間事業者との協力、連携、役割分担

を進め、各事業者との共存・共栄の下で地域経済の発展に貢献すべきである。

⑶　第86回郵政民営化委員会における意見表明

○　内閣府と折衝の末、2012年10月12日開催された第86回郵政民営化委員会に岡部会長（当時）が出席し、
西室委員長（注）他の民営化委員に対し、以下の通り「断固反対」の意見を表明。
�（注：西室氏はその後日本郵政社長に就任。同委員会は郵政事業拡大を前提としており、反対意見の
表明は「意見は聞いた」というアリバイ作りのような印象であった。）

　・火災保険は自動車保険と並んで既存損害保険代理店の収益の柱。国策会社の参入は影響が大きい。
　・火災単品の商品販売では顧客ニーズに応えられない。保険はプロに任せるべき。
　・民間金融機関においては圧力募集防止の観点から弊害防止措置が設けられているが、郵便局にはない。
　・日本郵政の政府持分の全株式売却の道筋を示すべき　等

〇　その後、政権交代を受けて小泉郵政改革の見直しが行われ、一旦上場方針は凍結されたが、東日本大
震災の復興財源確保のため、再び上場方針に変わることになった。民営化を進めるためには、日本郵
政の収益改善は国にとって喫緊の課題であり、郵政民営化委員会は本申請に対し「容認」の意見書を
提出した。

〇　一方で、かんぽ生命の保険金不払い事案の発覚に危機感を持った金融庁は、「がん保険の認可」並び
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に「新学資保険」（保険料を引き下げ販売しやすくした商品）の認可（注）に対して慎重姿勢を取り続け、
総務省「容認」・金融庁「慎重」の状態となった。これを受け、2013年４月開始予定だったゆうちょ
銀行の融資業務への参入は実現せず、振り出しに戻った形となっている。（注：「がん保険」について
は下記⑷の通り、TPPの一環としてアフラックとの共同開発・販売で合意に至り、「新学資保険」も
その後認可されている。）

⑷　米国の動き

かんぽ生命の肥大化に強い危機感をもった米国（注）は、TPP（米国）の事前協議で、ゆうちょ銀行の
「住宅ローン」参入と併せて認可申請が行われていたかんぽ生命の「がん保険」参入を棚上げすることで
合意に持ち込み（2013年４月10日日経新聞記事）、本件の解決には米国の権益（＝アフラックの利益）が
絡む極めて政治的な判断が介入することが明らかになった。（注：米国企業であるアフラックは、利益の
８割を日本市場で稼いでおり、同社の本音は、日本郵政グループの中で同社商品の販売拡大を実現するこ
とにあると思われる。）

その後、2013年７月になって、日本郵政とアフラックが、がん保険分野で業務提携を強化することで合
意し、日本郵政が日本生命との間で検討してきた独自商品開発は撤回されることとなった。

これにより、2013年秋から、全国２万店舗の郵便局とかんぽ生命の約80の直営店舗でアフラックのがん
保険が販売されている。当時、TPPの対米主要分野の交渉を有利に進めたい日本政府が、米国の意向を踏
まえて意図的に働きかけた結果と見られている。いずれにしても、本会としては、なし崩し的な参入には
反対であり、国の出資が全て無くなる完全民営化のスケジュールの明示を求めて、今後も関係各所に対す
る折衝を継続していく。

【参考１】生保協会の郵政民営化委員会に対する要望（2017年４月25日付け）
生保協会は、かんぽ生命から同３月31日に金融庁・総務省に提出された①終身保険②定期保険③入院特約

等の見直しを内容とする新たな認可申請に対し、郵政民営化委員会に対し、慎重な対応を要望した。
要望の趣旨は以下の通りであるが、基本的なスタンスは本会と同じである。なお、生保労連も同様の主張

を行っている。
『かんぽ生命の業務範囲拡大については、民間保険会社との「公正な競争条件の確保」や、かんぽ生命に

おける「適切な態勢整備」が前提になっているが、かんぽ生命に対する実質的な政府出資が存在し、完全民
営化（政府保有株の全株売却）に向けた道筋も示されていない現状では、民間保険会社との「公正な競争条
件の確保」が実現しているとは到底言えない。その中で、終身保険および定期年金保険の見直しは到底容認
できない。郵政民営化委員会では、生命保険業界全体の発展を十分に考慮し、公正・中立な立場で十分かつ
慎重な調査審議を行うよう要望する。』

【参考２】ゆうちょ銀行・かんぽ生命の上場問題の経緯（注１）（記録）
改正郵政民営化法は2012年に民主党・国民新党政権下で成立したが、旧法にあった金融２社（ゆうちょ銀

行・かんぽ生命）の売却期限を撤廃し、「できる限り早期に処分」との表現にとどめていた。これを受け、
日本郵政が作った上場計画は、先ず持株会社の日本郵政が2015年度中に上場し、その後も日本郵政の株式が
半分程度売却されるまで、金融２社の売却は保留する、という不透明な内容であった。日本郵政グループの
資産は金融２社に集中しており、日本郵政自体の資産価値はほとんどない。そこで、日本郵政上場に当たり
金融２社の株式を一定期間日本郵政が持ち続ける方針を示すことによって、投資家が持株会社である日本郵
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政の株式を買いやすくする方針であった。（注１：前述の通り2015年11月４日に３社同時上場済み）
上場計画の転機になったのは、2012年末の自民党への政権交代であった。小泉（元）首相の完全民営化路

線を支持する菅義偉氏が官房長官に就き、前政権が事実上指名した日本郵政の取締役はほぼ全員が解任され
ることとなった。

ゆうちょ銀行（貯金残高約180兆円・総資産約210兆円）もかんぽ生命（旧簡易生命保険分を含め総資産80
兆円）も、各業界でダントツの資産規模を有する。（因みに、三菱UFJ銀行や日本生命を上回る）巨大な日
本郵政グループには常に民業圧迫の批判があり、実際に規制が業務拡大を抑えている。金融２社が新規業務
を行う場合は金融庁と総務省の認可が必要であり、貯金には限度額1,000万円、生命保険には最大1,300万円
の補償限度額（注２）が設けられていた。（注２：その後、ゆうちょ銀行の預入限度額は2016年４月１日から
1,300万円に、かんぽ生命の加入限度額は一定条件の下で2,000万円に引き上げられた。さらに、郵便貯金に
関しては、2019年４月１日からは、郵便貯金・定期性貯金それぞれの上限が1,300万円となり、実質2,600万
円に倍増している。）

日本郵政の収益構造は、金融２社が赤字の郵便事業を支える仕組み（注）になっている。郵政グループが民
間企業として成長戦略を描くためには金融２社の業務拡大が不可欠であり、上場で株式の売却が進めばそれ
だけ経営の自由度が増す公算が大きい。政府は、日本郵政の株式の60％弱を保有しているが、2007年のグ
ループ発足以降、時の政権の方針によって会社の方向性も人事も強制的に決められてきたのが日本郵政であ
る。（注：ゆうちょ銀行が日本郵便に支払う業務委託費は年6,006億円、かんぽ生命は3,581億円と巨額）

また、業界団体の全国郵便局長会（全特）が、60万票以上といわれる集票能力を背景にした与党のパイプ
を通じて郵政グループ各社の経営に強い影響力を持っており、郵政の経営には政治の意向が色濃く反映され、
そのリスクは今後も続くものと思われる。

本会としては、その動向を注視するとともに、少なくとも、民間事業への安易な参入や既存事業者に対す
る不当な利益侵害に対しては、政連支援議員の理解も得ながら、引き続き粘り強く反対していく方針である。
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４－４　実力で評価される市場の構築に向けた取り組み④
〈「活力ある代理店制度等研究会」〉

■基本的な考え方
保険の自由化による消費者意識の変化、来店型ショップ店や大資本異業種の保険販売への参入、利用者
ニーズの重視と利用者保護を柱とした金融行政の強化や経済のグローバル化等を受けて、保険募集のあり方
を現代化するとともに、代理店経営を高度化することを目的として2015年５月に保険業法が改正され、翌16
年５月から施行された。
本改正により、保険募集に関して「意向把握義務」と「情報提供・確認義務」からなる基本的なルールが
導入されるとともに（＝“保険募集の現代化”）、代理店・募集人に対しても直接「体制整備義務」が課せら
れ（＝“代理店経営の高度化”）、代理店の日常業務のみならず、その経営のあり方自体も大きな変革を求め
られている。
一方、超高齢社会に入った我が国の将来を見据えて、国内損保会社は揃って海外展開を加速させるととも
に、医療・介護・年金を中心とする生保分野や健康・介護事業などへ経営資源を投入している。
更には、ASV・自動運転などによる事故を起こさない車の登場やAIの高度利用等が急速に進展し、保険
募集は勿論のこと、保険という既成概念そのものにも大きな影響を及ぼそうとしている。
このような環境の中で、日本の消費者のために日々地域密着で取り組んできた国内の損保代理店、とりわ
け保険募集を主業とする専業代理店はどこに向かっていく必要があるのか、将来に向けた成長戦略が描ける
のか、大きな課題が突きつけられている。
我が国の損害保険は、その約91％が代理店扱であり、代理店は長年に亘り消費者のニーズに応えてきた。
この実績は極めて重い。しかしながら、環境は変化し、社会も進化しているため、現状維持では衰退を意味
するのみである。市場のあり方は“消費者が決める”ことを認識し、変化を先取りして成長に向けた変革を
図る必要がある。
こうした課題は、代理店制度を主要な販売チャネルとする国内損保会社にとっても同じであり、有能な人
材が保険代理業、特に専業プロ代理店を仕事に選ぶような「活力ある代理店制度の構築」は業界全体の重要
な課題であると言える。これから環境はどう変わるのか、その中で日本の消費者が保険に対し何を求めるの
か、代理店と保険会社はどうすれば消費者の期待に応えることができるのか、といった論議が今こそ必要で
あり、そのための努力が代理店と保険会社の双方に求められているのではないだろうか。
本会は、このような認識の下で、2007年度に「活力ある代理店制度等研究会」（活力研）を設け、代理店
と保険会社が同じテーブルに着き、目指すべき代理店像とそれを実現するための代理店制度の論議を始めた。
それは、当事者による「冷静な心ある対話」の場であり、以降、継続して論議を行っている。
活力研は表面的な結論を出すことを目的としているわけではないし、結論が出せる場でもない。代理店も
チャネルや属性、経営状態等によって課題は様々であり、保険会社の販売戦略も様々である。各課題にはそ
れぞれ背景もあり、一朝一夕に変えられるものでもない。活力研の論議は、保険会社の地域営推担当部門に
代理店の現状を「頭」で理解してもらい、その思いを「心」で感じ取ってもらった上で、各社の戦略に反映
してもらうことを期待したものであり、結局はそれが実効性のある変革につながるのである。そのためには、
代理店サイドも保険会社の戦略・方針、施策の背景などをしっかりと理解することが必要であることは言う
までもない。対話は「相互理解」が大前提であることを改めて認識する必要がある。
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■「活力ある代理店制度等研究会」の構成
⑴　メンバー・頻度

◇ �保険会社：協会長会社４社（あいおいニッセイ同和・損保ジャパン日本興亜・東京海上日動・三井住
友海上）の営業企画・代理店営推担当部長

◇ �日本代協：会長、副会長、企画環境・ビジョン各委員長、日本代協栗山アドバイザー、事務局
◇ �開催頻度：年１or２回（毎年７月・２月～３月予定）
⑵　論議テーマ

・活力ある代理店制度の構築
・環境変化に対応し、顧客から選択される代理店像
・消費者保護、消費者メリットに反する募集現場の諸課題への対応
・保険会社の販売戦略、チャネル戦略、リテール営推戦略に関する論議　等

⑶　論議内容報告

本研究会は毎回議事録を作成し、公表している。本会HP等にも掲載を行っている。

■活力研の論議内容
⑴　2007年度の内容

消費者の声、保険会社の専業代理店政策を確認後、損保代理店の現状と問題点（代理店の悩み）や代理
店の活力を喪失させている内外の諸課題について、現場の実態を踏まえて意見交換を実施した。

⑵　2008年度の内容

消費者団体や有識者の意見等を踏まえた上で、以下の諸課題について論議を行った。
①　保険契約者の利益保護につながる代理店の資質向上　②　公平・公正な募集環境の確立
③　目指すべき損害保険代理店像の共有化　　　　　　　④　代理店手数料の基本的考え方

⑶　2009年度の内容

代理店と保険会社の関係を規定する現行の「代理店委託契約書」（内容は各社毎に異なる）に関し、募
集現場の実態との乖離について、今日的見地から問題点と課題解決の方向性について論議を行った。
主な論議項目は以下の通り。
委託契約書全体に対する基本的な問題認識
�委託業務の範囲（計上業務、保険契約の変更・解除等の申出の受付、保険契約の維持・管理（特に満
期管理業務）、その他保険会社が別に定める業務）

経費等の取り扱い（負担者等）
�保険事故発生時の対応（保険事故発生時の対応、損害調査の補助業務に対する報酬・費用支払い）
他の保険会社との損害保険委託契約（乗合申請・承認手続き）
�代理店手数料規定（一方的通知による水準改定、引き下げ規定、損害率のポイントへの反映）
用語の定義
委託契約書に関する保険会社の社員教育　　など

⑷　2010年度の内容

我が国損害保険マーケットの将来展望を踏まえた「求められる代理店像＝特に、プロ代理店の存在価値
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とあるべき姿」について論議を行った。主な論議内容は次の通り。
①　損保市場における専業代理店の位置付けと今後の戦略並びに必要な支援策
②　代理店を取り巻く外部的な競争要因の整理と対応策の検討
　ⅰ．競合チャネルの強み・弱み比較
　　　�＜対象チャネル＞　銀行窓販・郵便局・ディーラー・ダイレクト（直販）・ニューチャネル

（SHOP店等の来店型店舗）・少額短期保険会社・保険会社直資代理店・保険仲立人
　ⅱ．一般代理店にとって競争上不公平と感じる各種割引への対応策
　　　＜対象割引＞　債務者団体割引・大口団体割引・退職者団体割引・各集団割引
③　代協正会員実態調査（2010年度実施）の「代理店の声」を踏まえた意見交換
④　代理店の目指す方向性と職業魅力の向上　　　⑤　活力ある代理店制度の構築に向けて
　ⅰ．前提認識
　　国内損保マーケットの位置づけ　　　　　国内マーケットにおける代理店の役割の再確認
　　若くて有能な人材が参入してくる保険代理業界に対する思いの共有
　　損保業界の信頼性向上は募集人の資質向上が鍵
　ⅱ．マーケット環境の整備
　　努力が報われる市場環境の整備　　　　　商品内容やサービスを巡る本質的な競争環境の構築
　　“保険募集は専門家の仕事”という環境の構築
　ⅲ．今後の損保代理業のあり方
　　お客様との永続的な関係　　　　　　　　代理店従業員一人当たりの生産性の向上
　　成功確率の高いビジネスモデルの構築　　代理店における経営管理の実践
　ⅳ．保険会社との関係のあり方
　　納得感のある代手体系の提示　　　　　　消費者の多様なニーズに対応できる態勢の構築
　　代理店、保険会社の役割の明確化と必要な能力の確保　　代理店の能力の活用（権限移譲）
　　良好なパートナーシップの構築　　　　　保険代理業の原点の確認
また、特別編として、「東日本大震災と代理店の存在価値」についても報告書に付記した。

⑸　2011年度の内容

2007年度以降の論議により、代理店制度・募集制度に関する主要課題については一応の荒論議ができた
ので、次の主要課題である「成長戦略＝代理店の成長・発展を実現していくための取り組み＝」について
論議を行った。概要は以下の通り。（東日本大震災関連対応のため、本研究会の開催は下期１回のみ）
〇�　安東邦彦氏（株式会社ブレインマークス代表取締役）を講師に招いて「専業代理店が継続的に成長す
るための『保険営業の仕組みづくり』と『組織化』について」をテーマに、情報提供型営業の開拓力強
化モデルについて講演の後、同氏を交えて意見交換を行った。

⑹　2012年度の内容

前年度に引き続き、代理店の成長・発展を目的として論議を継続した。概要は以下の通り。
①　第１回：�栗山泰史氏（損保協会常務理事；当時）に、「今後の業界展望を踏まえ、代理店の明日を

考える」をテーマに話を伺った。代理店の目指す方向性、業界としてのあり姿、損保各社
への期待等について提言をいただき、意見交換を行った。

②　第２回：�小坂学氏（株式会社ソフィアブレイン常務取締役（現・同社代表取締役社長）；千葉県代
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協）を講師に招き、「若手代理店に聞く」と題して、同代理店の事業拡大の取り組みにつ
いて講演いただいた。成長・発展のための取り組み、企業開拓における独自の強み、代理
店を「普通の企業」にして若い人が働きたくなる会社にするための取り組み、保険会社と
の関係のあり方、保険会社に対する期待、他の代理店へのメッセージ等をお話しいただき、
意見交換を行った。

⑺　2013年度の内容

代理店の成長・発展を目的とし、かつ、保険会社の戦略検討の際の参考になると思われるテーマについ
て、有識者の提言を踏まえながら論議を行い、共有できるミニマムの土台を作ることを目指した。
①　第１回：2013年10月24日
・テーマ：①各社の専業代理店戦略・支援策、並びに、②自動車等級制度改定をめぐる諸問題
・内　容：�損保各社の戦略をヒアリングしながら、今後代理店が向かうべき方向性について意見交換

を行った。また、自動車保険の等級制度改定に関する顧客対応上の問題点について、本会
から現場の実態を踏まえた改善提言を行った。しかしながら、双方の認識には大きな相違
があり、特に等級制度のあり方については根本的な認識の差があることを痛感した。

②　第２回：2014年２月27日
・�栗山泰史アドバイザー（2013年９月就任）から金融審議会WG報告を踏まえた「保険募集・販売
ルールの変革への対応」について基調提言をいただき、今後の代理店のあり方、保険業界のあり方、
ならびに、両者の関係性のあり方等について意見交換を行った。

✧�　なお、2011年度～2013年度の論議については、保険会社と協議の結果、議事録を作成しないことになっ
たため、各代協会員への具体的な情報提供が不十分であったことを踏まえ、2014年度以降については、改
めて参加者の事前承認を得た上で、議事録の形で報告できるようにした。

⑻　2014年度の内容

・開催日：2015年２月12日
・テーマ：�これからの代理店経営の重要なポイントとなる「一人当たり生産性の向上（＠1,000万円以上

目標）」を確保するために、代理店・保険会社双方において、何をどう取り組む必要があるの
か、実現のためのボトルネックはどこにあり、どう手を打つ必要があるのか等について、「外
的要因（代理店サイドでは解決できない外部の問題）」と「内的要因（代理店自身の取り組み
で解決できる課題）」別に、日本代協で作成した資料に基づき、論議を行った。併せて、各社
の来年度の専業代理店戦略並びに代手体系について、各社の方針を確認し、意見交換を行った。

⑼　2015年度の内容

①　第１回：2015年７月22日
・テーマ：�前年度論議に引き続き、代理店の一人当たりの生産性向上を図る際に課題となる要因を中心

に論議を行った。
　　　　　　�⇒議事録は「平成28年度現状と課題（P59〜P66・P74〜P76）」冊子、または  日本代協HP  �

から上記検索を行い、  2016.9.16付「平成28年度現状と課題」 PDFを参照
②　第２回開催日：2016年２月17日
・テーマ　　　：�代理店が感じる現行代手体系上の問題点について意見交換を行い、次に、地域代理店
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の大きな課題である生産性向上策の論議を行った。本会サイドから代手に関し提示し
た現場の声（「日本代協に寄せられる現行代手体系に関する代理店の主な疑問・不満
の声」）の主な内容は以下の通り。（＊実際に現場では“こういう声”がある、との紹
介の位置づけで例示したものであり、スクリーニングは行っていない。）

　　①　代手ポイント制度問題

　✧　代手ポイント制度を見直して欲しい（➡自由化前の種別制度への復帰？）
　　　ポイントの中身は短期的な保険会社施策の押し付けであり、代理店経営の独自性を阻害している
　✧　代手が代理店経営の活性化のためではなく、会社の施策推進のためになっている

　　②　改定頻度の問題

　✧　�一方的かつ短期的な水準変更・改定が繰り返され、長期的視点に立った代理店経営ができにくく、
先行投資の意欲を阻害している

　　③　損害率ポイントの問題

　✧　専属代理店は契約付保先のコントロールができないので、損害率のポイント化は止めて欲しい
　　④　業務プロセスの変化と現行代手体系の納得感の問題

　✧　�業務プロセスの改革の中で、代理店サイドの業務経費は増加しているが、代手にはこうした費用
が織り込まれていない

　　⑤　改正保険業法等との適合性の問題

　✧　�比較推奨販売は顧客ニーズに応える上で重要な戦略になるはずなのに、専属だからポイントを加
算するというのは、顧客本位の業務運営に反しているのではないか

　✧　�乗合代理店に対し、特定商品の実績を織り込むことは、業法改正の趣旨に反するのではないか

⑽　2016年度の内容

2016年度第１回目は「代理店の一人当たり生産性向上」他について継続論議、２回目は2017年１月に実
施された金融庁による「代理店ヒアリング」ならびに「代手体系の課題」について論議を行った。
⇒議事録は各代協会長・事務局宛に配信済
①　第１回：2016年７月20日
　・テーマ：ａ．代協正会員実態調査の考察　ｂ．代理店の一人当たり生産性向上に向けて
　　　　　　ｃ．業法改正対応の現状と今後の課題
　・内　容：�上記ａ．において、現行の代手ポイント制度に関し様々な声が寄せられているため、次回

は論議の視点を提示したうえで意見交換を行うこととなった。
②　第２回：2017年２月９日
　・テーマ：ａ．金融庁追加ヒアリングに関する意見交換　ｂ．代手体系の課題と今後の展望
　・内　容：�ｂ．については、特に“代手ポイント制度の評価”について論議を行った。その結果、ポ

イント制度自体の有用性は認めた上で、経営努力を行う代理店にとって納得感があり、保
険会社には合理性があり、何よりも顧客本位の取り組みを後押しする適正なポイント制度
のあり方を考えることが必要との認識で一致し、項目を絞り込んで次年度に論議を行うこ
ととなった。

⑾　2017年度の内容

2017年度第１回目は、「代手ポイント制度の評価」ならびに「乗合承認問題」について論議、第２回目
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は「代手体系の課題と今後の展望」ならびに「高齢募集人対応」について論議を行った。

〔第１回：2017年７月19日〕

・テーマ：a．代手ポイント制度　　b．乗合承認問題
・内　容：�第１回目は、昨年度論議で時間切れとなった「代手ポイント制度」の論議に加え、新たに

「乗合承認問題」について今日的見地から論議を行った。
　　　　　�「代手ポイント制度」については、論点が多岐にわたり、議論が広がりすぎるため、以下の

項目を優先して論議を行い、その他については継続論議を行うこととした。
　　　　＜代手ポイント制度＞　以下の項目について優先論議を行った。
　　　　　・改定頻度の抑制による経営安定化　　・損害率の減点方式の廃止と加点方式への変更
　　　　　・増収率の加点方式への転換　　　　　・規模の格差の反映　
　　　　　・損害サービス業務の評価方法
　　　　＜�乗合問題＞「平成29年度現状と課題第７-１章（P71～79）」に掲載した内容（本会としての

見解と現行制度の改善提案）を参考材料として論議を行った。

〔第２回：2018年２月14日〕

・テーマ：a．代手体系の課題と今後の展望　　　b．高齢募集人（代理店）対応
・内　容：�前回に引き続き、論議を進めた。特に今回は、2017年９月に行われた金融庁と損保協会との

意見交換会において、代手に関し提示された内容ならびに各社の次年度以降の営業戦略を踏
まえ、意見交換を行った。

　　　　　�また、「高齢募集人対応」について、金融庁からの指摘事項も踏まえ、各社の方針を確認し、
現場の声を共有した上で意見交換を行った。

　【論点①】代手体系の課題と今後の展望（この間出された意見等）

　　〇　代理店の業務品質をバランスよく評価する制度

　　⇒規模・増収に過度に偏重した制度となっているのではないか
　　・小規模代理店（収保１億未満）でも募集品質が高い代理店もいるのではないか
　　・規模や増収による上下の配分差が大きすぎるのではないか （100～70％の枠内）
　　・委託年数に対する考慮が必要ではないか （ex.委託後５年間は一定P確保　など）
　　・�現行体系は「顧客から業務品質を評価された結果としての増収」を評価する内容になっていると

言えるのか
　　・「業務品質」とは、具体的にどのような内容をイメージしているのか
　　　☛　�コンサルティング能力・不備の少ない事務・お客さま接点の程度と内容・損害サービス対応

力・持続的にお客さまを守ることができる態勢
　　・増収率を短期（１年）で見るのは損保契約の特性上無理があるのではないか
　　　２年あるいは３年期間で評価する方が適切ではないか
　　　減収していなくてもポイント減になるのは納得感がない
　　⇒代理店自身が取り組む業務品質向上を阻害するものになっていないか
　　　・保険会社が求める品質は、保険会社サイドの効率化のためではないのか

　　〇　業法改正の趣旨に沿った制度

　　⇒業法改正の求める内容とは異なるものとなっていないか
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　　　・�比較推奨販売を選択した代理店に対する特定保険商品の販売額・ウェイト評価は法の趣旨に反
するのではないか

　　〇　業務品質確保のため「一定規模」を品質要素とみる金融庁の指摘をどう受け止めるか

　　・�BCP対応、事務ミス、不正防止、顧客対応の観点から一定上の規模（損保収保１億以上、社員３
名以上）は業務品質の確保に必要との金融庁の指摘をどう受け止めるのか

　　〇　代手ポイント制度に対する代理店との丁寧な対話

　　・�保険会社からの説明・情報発信や代理店からの声を聴く機会を具体的に設ける必要があるのでは
ないか。一方的通知の状態を見直す時期に来ているのではないか

　　・現場の社員にその余裕はあるのか
＊　�小規模代理店は、小規模であるだけで全否定されているように感じている。代手ポイント制度の理
念、目指している姿、そのための具体策が代理店・保険会社双方で共有されていないケースが多く、
代理店の経営方針を無視した一方的な押し付けと感じている。また、代理店の意見を言う場がなく、
言っても考慮されないとの思いがある。結果として、同じ課題を長年繰り返し、生産的ではない

＊　�保険会社は“求める代理店像”を明確に打ち出した上で、丁寧な対話を行うべきではないか

　【論点②】募集リスク・事業承継リスク等が顕在化している高齢代理店等への対応

　　〇　�金融庁は、社会変化に応じた提案や正確かつ迅速な業務の実施や事業の継続に課題のある小規模な

高齢代理店については、契約者保護上喫緊の対応が必要との指摘

　　⇒　�代手ポイント制度上の対応だけではなく、他代理店への円滑・円満な合流やリタイヤメントプ
ランの充実など総合的な対策が必要との指摘があるが、どう考えるか

　　　・具体的にはどう進めていくのか、進める場合に必要な条件は何か
　　　・一方的な年齢条件の設定や合流先の指定等は、代理店の理解・納得を得られない
　　　・高齢だからと言って一律委託解除や募集停止は受けいれられない

　　〇　契約者保護と代理店の納得感が両立する形での取り組みをどう進めるのか

　　・他代理店への合併や合流以外の方法はないのか
　　〇　代理店内の高齢募集人対策をどう支援していくのか

　　・募集人自身の選択プランの情報提供、財政的な支援策はあるか
＊　�顧客対応上必要な業務品質要件ならびに今後の求める代理店像を明確に示した上で、丁寧な対話を
積み重ねる必要があるのではないか

＊　�小規模・高齢とはいえ、長年にわたって保険会社に貢献してきた代理店であることへの感謝と敬意
がないと、進む話も進まないのではないか

⑿　2018年度の内容

　【第１回論議　概要】

・第１回開催日：2018年７月25日
・テーマ：�今後の地域専業チャネルの将来像を考えるために、論点を絞って意見交換を行うこととした。

事前提示の論点は以下の通り。
　　　　　　〇　地域マーケットにおける専業チャネルの将来展望をどう描くのか？

　　　　　　・顧客の視点から専業チャネルの位置づけと将来性をどう考えるか？　
　　　　　　・�マルチチャネルの中で地域の誰に対し、どのような価値の発揮を求めるのか？
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　　　　　　〇　�将来展望を実現するために必要な代理店の態勢、能力、数、配置をどう考えるか？

　　　　　　・�地域エリアの核となる代理店のモデル（組織、要員、構成、規模、収益…）は？
　　　　　　・単体でも委託を維持できるミニマムの水準をどう考えているか？
　　　　　　・�地域の顧客対応に必要と考える代理店の配置（数・展開のあり方）をどう考えるか？
　　　　　　・必要な能力をどうやって習得・維持・向上させていくのか？
　　　　　　〇　�専業チャネルの将来展望の中で、直資代理店の位置づけをどう考えているのか？（該当保

険会社）

　　　　　　・配置の基本方針、今後の展開方針
　　　　　　・地域の核となる専属プロ代理店と戦略面で違いがあるのか？
　　　　　　・直資の組織マネジメント、持続的発展をどうやって実現していくのか？
　　　　　　〇　�上記を前提に、現在の販売構造をどのように変えていき、どういう姿にしたいのか？

　　　　　　・時間（期間）軸、方法
　　　　　　・小規模代理店の展望（専属/乗合）
　　　　　　・高齢代理店の展望（高齢とは何か？）
　　　　　　・後継者不在代理店の展望
　　　　　　・兼業代理店（本業付随のモノライン）の展望

　【2018年度　第１回論議　議事録】

・参加メンバーが一部替わったこともあり、事務局より「代協活動の現状と課題」（2017年度版）の第４
章-４にて活力研の基本的な考え方や過去の実施状況を説明し、表面的な結論を出すことが目的ではな
く、相互理解を前提とした「心ある対話」の場であることを説明した。

・続いて、事前に提示した以下のテーマについて具体的な問題意識を説明した。
○地域マーケットにおける専業チャネルの将来展望をどう描くのか？
○�将来展望を実現するために必要な代理店の構造（態勢）、能力、数、配置をどう考えるか？
○専業チャネルの将来展望の中で、直資代理店の位置付けをどう考えているのか？
○�現在の販売構造をどのようにして変えていき、どういう姿にしたいのか？（小規模・高齢・後継者不在等）

・加えて、組織内では「代理店手数料のあり方」や「乗合問題」に関心が高いが、本質的には本日のテー
マが、根幹であり、先にこの点を整理した上で改めて個別の課題を論議する、と補足した。

・その上で、保険会社は専業チャネルの将来像を環境変化とマルチチャネルの中でどう考えるのか、小規
模代理店の悲鳴をどう考えているのか、代理店は自身の将来展望をどう考えているのか等を本音ベース
で意見交換したい旨、提起した。
�（以下、「ア」＝本会アドバイザー、「保」＝保険会社出席者、「代」＝日本代協出席者、「事」＝事務局）

ア	 ・��歴史を辿ると地域の専業代理店に対抗するチャネルとの対立構造が浮き彫りになってくる。
ヨーロッパでは30年程前に、代理店に対する対立軸として銀行窓販が台頭し、その後、日本
でも銀行窓販が問題となったが、結果的には生保を中心とした金融商品（特定保険契約）に
収斂してきた。ほけんの窓口グループが地銀と連携し、第三分野等の補償性商品販売にも参
入してきた点が気懸かりではあるが、銀行窓販と代理店の棲み分けは一応、できている。

　	 ・�二つ目の対立軸は、ダイレクトと代理店である。決着はついていないが、ダイレクトのシェ
アの推移をみると、ある程度落ち着くところまできている気がする。



―　50　―

　	 ・�1996年の保険業法改正で、ブローカー制度が導入され、これも一応の対立軸ではあったが、
殆ど影響は無かった。

　	 ・�直近では2016年の保険業法改正により、「２以上の所属保険会社を有する保険募集人」という
法律上の定義のもとに乗合代理店が歴史上初めて本格的に認知され、「比較推奨販売を行う
乗合代理店」が対立軸として出てきた。多くの地域の専業代理店は「専属」または「比較推奨販
売を行わない乗合代理店」であるため、比較推奨販売を行うか否かが対立軸になる。ブロー
カー対専業代理店の延長線上に位置付けられ、保険業法改正後の現代的な対立軸と言える。

　	 ・�このことに重なっているのが、ほけんの窓口グループのようなデパートメント型代理店と地
域密着専業代理店のブティック型代理店の対立軸である。

　	 ・�現行代理店制度の枠組みの中で、消費者に対して全方位的にリスクマネジマントに基づいて
保険を提供できる代理店（除く兼業代理店）を、比較推奨するか否か（下図y軸）、規模の大
小（下図x軸）の２つの対立軸で位置付けると、以下の４象限に分類できる。

　　　　

 

 

　	 ・�比較推奨するか否かの視点では、①の代理店は、保険会社が戦略上最重要パートナーと位置
付けており、今後どのようにして更に成長・発展するかが問われている。当然、保険会社と
の連携は不可欠である。②の代理店は、従来のイメージの乗合代理店とは全く異なる。新し
い保険募集ルールの下では、保険会社に対して消費者に支持される商品の供給を求める以外
には保険会社との連携は無く、正に「製販分離」という言葉が似合う。更に言えば、この
ゾーンには、ほけんの窓口、イオン、NTTドコモ、日生や住生の設立した乗合代理店等、資
本力を武器にした代理店が多くいる。

　	 ・�問題は③・④のゾーンである。これらは、今のままでは生き残ることが難しい。③・④の代
理店が生き残る選択肢として、（③→）④→②と（④→）③→①の道筋がある。しかし、④
の代理店が②を目指し、ほけんの窓口に代表される②のゾーンの代理店と競うことは現実的
ではない。そうなると、再度③に戻り、①を目指すことが論理的な選択と言える。

　	 ・�規模の大小について触れると、①と③の分岐点は金融庁が例示した「収保１億円以上・募集
人３名以上」が現時点でのボーダーラインになると思われる。ただし、②と④の分岐点につ
いては、②の現状での規模を考えると、ボーダーラインは更に上がると考える。
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　	 ・�この全体像が理解されていないため、代手ポイントや保険会社の日常対応等での不満が理由
で③が④に移行するケースも見受けられる。また、保険会社が他社の③に乗合を促進するよ
うな理屈から言えば説明が難しい事象が起こっている。

　	 ・�このように整理した上で、本日のテーマを論議してはどうか。

保	 ・�この20年を振り返ると、損保業界にも荒波が押し寄せてきたが、専業代理店は生き残れてき
た。IT企業を中心に保険業界へ元請業者としての新規参入が顕在化する中、特定の顧客層や
マーケットを席巻することも予想され、専業チャネルならではの価値提供ができないと、今
まで通りにはいかないと考える。

保	 ・�モーター代理店のトップ層の募集人は、日々のロープレ等により、募集スキルが高度化して
おり、侮れない存在である。地域のモーター代理店が、専業代理店のライバルチャネルとし
て台頭する可能性も否めない。

保	 ・�モーター代理店でもロープレの実践により、保険販売の標準化に取り組んでいる事例が増え
てきている。地域の専業代理店を買収して、別会社を設置して保険販売を強化している事例
も数件報告されている。

　	 ・�企業代理店で自力自走が困難と決断し、専業代理店に任せたいという案件も増えてきており、
専業代理店が存在感を示すチャンスも到来している。

代	 ・��モーター代理店のプロ化とは、自動車保険に限定した動きなのか確認したい。

保	 ・�自動車保険の先行きを懸念し、生命保険販売にシフトしているモーター代理店の事例もある。

保	 ・�モーター代理店向けのロープレ研修も自動車保険から火災保険へ変遷している。ロープレ研
修は、専業代理店にもニーズが顕在化している。

保	 ・�組織化されたモーター代理店では、何かにつけ顧客接点を創出し、囲い込みを図っており、
専業代理店にとって脅威であると感じる。

ア	 ・���家電販売業界では、規模の大きさを武器に価格競争や比較販売を仕掛けて、量販店が台頭し
てきた。保険販売においては、保険会社の値決めに従うため、同じ保険会社であれば代理店
間での価格競争は不可になる。従って、お客様接点を如何に作るかが、専業代理店の活路で
はないか。また、先ほどから話のあったモーター代理店が取り組んでいることや、ほけんの
窓口が取り組んでいる「安心の輪サポート」や「３＋①運動」はベスト・プラクティスであ
り、地域の専業代理店でも十分できる取り組みである。

代	 ・�一部の専業代理店は、生き残りの展望もなく、現状維持の状態でも何とかなった環境に甘ん
じてきた面もある。保険会社へ不満の矛先を向け、代手ポイントや乗合といった民民問題に
政治を利用するなど、自立という観点からどうかと思う点もあり、我々が自浄作用を働かせ
ることも必要と考える。

代	 ・�環境変化に対する保険会社の認識も甘く、代理店に自助努力を促す対話が不足していると感
じる。

代	 ・�この20年で募集環境が変わってきたのに代理店は生き残れている。代理店の危機感も不十分
に思える。保険会社は、現状維持に留まっている代理店を今後どのようにしていくのか聞き
たい。

保	 ・�対象となる代理店に対して、対話により様々な選択肢を示すも現状維持を希望するのが実情
であり、悩ましい問題である。営業現場において、必ずしも真意を伝え切れていないのかも
知れない。
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保	 ・�対話による解決を目指すも、短期決戦で解決できる中身ではなく、実際丁寧な対話ができて
いない、という反省がある。

代	 ・�代理店側も自分に紐付いた顧客が永久に残ると勘違いしている節があり、意識転換が必要で
ある。

保	 ・�会社としても代理店の集約は一定必要と考えているが、営業現場は時間に忙殺され、粗々な
対応をしている実態がある。丁寧な対応により、妥結点を見出すように現場へ指示している。
また、お客様ベースで優劣を考えて、合併した後も自在に分離できる仕組みをトライアルで
検討している。

保	 ・�合併する際の理由として、これまでは代手ポイントが主であったが、ここ最近変わってきて
いる気もする。

保	 ・�感情論での合併も未だに多いのが実態だ。

保	 ・�品質維持を目的とした合併が理想と考えるが、実態は高い代手ポイントを求めて合併している。

ア	 ・�個人代理店は法令違反をしていなければ、憲法上は職業選択の自由が保障されており、委託
契約書上も解除することはできない。唯一できる局面があるとすれば、お客様から選ばれな
くなった場合のみである。今回の業法改正に加え、「顧客本位の業務運営」が打ち出された
ことで、ベスト・プラクティスをベースにした競争促進が生じる。ベスト・プラクティスの
競い合いであるから、飲食業界にあるような星印レストランに代理店がなれるか否かが問わ
れている。また、保険会社の担当社員にも真の意味で代理店のメンター（仕事上（または人
生）の指導者・助言者）になれるかが問われているが、現実はほど遠い。

保	 ・�個人代理店の場合、顧客は旧知の間柄が多く、苦情が発生しにくい環境下にあるのが実態で
ある。

保	 ・�女性営業社員が増え、表面的な対応に終始し、本質的な対話ができていない面もある。

保	 ・�本来、営業社員は代理店経営の相談相手となるべきと考えており、現状その領域には達して
おらず、現地の支社長が補完している。代理店とのコミュニケーション不足の解消が課題と
感じている。

代	 ・�保険会社の営業社員が代理店の懐に飛び込んで来ないのが、不満に感じる時がある。

事	 ・���業務品質やコンプラ面で問題のない小規模代理店（収保１億円未満）が委託契約存続を希望
した場合、どう対応するのか確認したい。

保	 ・�募集人が店主のみの場合や健康上の理由で十分な顧客対応ができない事態などを想定し、対
策を考える必要がある。

ア	 ・�一部保険会社で導入済みの「部長・支店長を経験した社員の活用」を再検討し、コンサルタ
ント的な役割発揮をさせてはどうか。

保	 ・�当社は代理店経営をサポートする社員を100名規模で配置しており、若手社員の研修・指導
にも重宝している。

保	 ・�５年後、10年後を見据えたことも考慮した上での対話が必要と考える。

代	 ・�各社にてモデル代理店の定義をどの程度明確に伝え切れているか、営業担当社員と未来の話
ができているか、会社方針がどこまで伝わっているか、を伺いたい。

代	 ・�保険会社の社員と言っても、目先の事しか考えられない社員もいれば代理店と中長期的な展
望を共有できる社員もいるなど、社員の質も様々である。



―　53　―

保	 ・�代理店の認定制度以外のミニマム基準のようなものを出せていない。

保	 ・�代理店のブランド力をどう発信するかが課題である。

保	 ・�トップ層には指標を認定要件の評価項目に含めて開示している。

代	 ・�代理店にはそれぞれ思いや哲学があり、それが保険会社の営業政策にマッチングしているか
が重要である。我々はお客様との信頼関係はあるが、保険会社とも同様の関係が必要と考える。

事	 ・�保険会社の担当社員が、代理店の実情を必ずしも完全把握していないことで、表面的な要
求・要請に終始している感がする。

代	 ・�我々も業界の未来が見えていない中で、将来展望を模索している状況である。

代	 ・�代理店側も自社の経営は自社で考える、といった自助努力が必要である。

代	 ・�対象が相当数存在する後継者不在代理店をどう考えるか、お聞きしたい。

保	 ・�対話材料の優先順位としては高く、問題の核心はフォーカスし易いと考える。

保	 ・�対象代理店は出向型研修生制度を活用し、保険会社と一緒になって後継者の採用活動を行っ
ている。無関心な層へは時間を費やして丁寧に対話している。

ア	 ・�一つの解決策として代理店の売却が考えられる。代理店の価値を高めて、マーケットで高く
売却するという考え方が定着していけば、解決のスピードは上がるのではないか。今の時代、
自分の会社が高値で売れれば、それも一つの成功と言えるように感じる。

保	 ・�高齢募集人と地域の専業代理店の双方のニーズをマッチングさせている。

保	 ・�代理店買収に関し、資金面が課題となるケースがある。当事者にどう思ってもらえるかが大
事である。

事	 ・�代理店同士の売買に保険会社も介入してきたが、相場観が崩れてきている。売却は敗北では
ないとの認識を当事者に持ってもらうことも必要と考える。また、不測の事態に備え、どう
すべきかを個々に話し合っておくべきである。

　【第２回論議　概要】

・第１回開催日：2019年２月27日
・テーマ：�今求められている「顧客本位の代理店」のあり方と、その進捗を評価する「共通KPI」につい

て考える機会とするために、以下の内容で論議を行うこととした。論議に当たっては、下記論
点に沿って事前に各社に質問事項を投げかけ、回答内容を集約した上で実施した。

　　　　　⑴　各社が考える「顧客本位の代理店」のイメージ（定性評価）は？
　　　　　　　日本代協（代理店）サイドのイメージは？
　　　　　⑵　上記を実現するために代理店において必要な取り組みは？
　　　　　⑶　上記⑵の達成状況を把握できるデータとして考えられる指標は？
　　　　　⑷　�上記⑶の中で、代理店を評価する観点で見た場合、公平・公正で顧客にも代理店にも納得

感がある指標は？
　　　　　⑸　各社における代理店の「質」と「量」のバランスに対する考え方は？
・論議の前提となる問題意識
　【環境認識】

�人口減少、高齢者増、デジタルの進化に伴い社会基盤自体が未経験の変化を迎える。消費者の意識も
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変わる中で過去の成功体験は通用しなくなる。
�そうした環境の中で、金融庁は代理店に対し、顧客本位の業務運営の徹底を求めており、代理店による
顧客のための創意工夫の競争を促し、その評価を消費者に委ねようとしている。（プリンシプルベース）

�これは金融庁による市場原理による競争政策の導入であり、市場のあり方は「消費者が決める」ことを
根底においた意識・行動の変革が求められている。いつの時代もリスク自体はあるとしても、その引
き受け手が保険会社なのか、それをつなぐのが代理店なのか、も「これまで通り」ではなく、その価
値や利便性、納得感等（UI/CX）から消費者が選ぶことを認識する必要がある。

�今後、保険業界（個社）が消費者に信頼され、選ばれるためには「顧客本位による社会課題　　への貢
献が企業発展の唯一の道」となる。

〈課題〉
�そもそも顧客本位とはどういうことを指しているか、そのために何をすべきなのか、更には　それが
どのような指標に表され、評価にどう連動するのか、あるいはしないのか、それは顧客の視点と符合
しているのか

�消費者の選択という観点から、一定のイメージの共有ができないか。　⇒　共通KPI
�比較推奨型の乗合代理店がある中で、「乗合代理店における定義」と「保険会社における定義」の関係
をどう考えるか　⇒　商品選択への影響

�「募集品質」と「企業品質」の関係をどう考えるのか　⇒ コンプライアンス最優先
�代理店が企業として持続的に発展するためには、「顧客本位」「従業員重視」「社会との調和」「独自能
力」を実現する「戦略（リーダーシップ・理念・コンプライアンス・戦略策定等）」・「組織（組織能
力・人財の質）」・「実行（マーケティング・業務プロセス・価値創造等）」とそれに伴う「結果（理念
から顧客満足、生産性、財務まで全ての評価と改善）」の設計図が必要ではないか。

　
　【第２回論議　議事録】顧客本位の代理店とは？

・最初に、事務局より経済・社会構造の変化とそれに伴う行政の動きによる環境認識を説明した上で、代
理店が顧客本位に取り組む上での課題を提示した。

・続いて、各社への５つの事前質問について説明し、集約内容を確認した。
①　貴社が考える「顧客本位の代理店」のイメージ（定性評価）は？
②　①を実現するために代理店において必要な取り組み（募集品質の向上・経営基盤の安定）は？
③　②の達成状況を把握できるデータとして考えられる指標は？
④　③の中で、代理店を評価する観点で見た場合、公平・公正で顧客にも代理店にも納得感がある指標は？
⑤　各社における代理店の「質」と「量」のバランスに対する考え方は？

・論議に当たっては、最初に上記の①と②について、各社の説明を聞いた上で意見交換することとした。
なお、念のため、各社の考えを揃える意図はないことを補足した。
（以下、「ア」＝本会アドバイザー、「保」＝保険会社出席者、「代」＝日本代協出席者、「事」＝事務局）

保	 ・�当社が考える「顧客本位の代理店」は、しっかりとした募集品質と最適な補償内容を提案で
きることが原理原則と考える。お客様に高い満足度を提供し、型に嵌らず様々な顧客ニーズ
に、代理店の創意工夫で柔軟に対応できる体制が理想である。一例として、世代別募集人の
配置が必要と考えており、若手募集人の採用には研修生制度を活用いただいている。

　	 ・�募集品質の向上には、お客様の声（アンケート含む）を収集し、経営改善に活かすことに加
え、事故・災害対応時の満足度アップや社内規程・ルールの策定及び全社員への徹底等が必
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要と考える。経営基盤の安定には、PDCA運営を保険会社と一緒にチェックしたり、人事評
価制度を確立して社員満足度を上げ、実効性のあるBCPを策定すること等が必要と考える。

代	 ・�世代別募集人の考え方は、高齢募集人を一律で排除しない姿勢が打ち出されており、高く評
価したい。

代	 ・�後の③・④にも関連するが、保険会社が実施するアンケート結果と我々が日頃顧客と接して
得られる生の声には、ギャップがあるように感じている。アンケート結果が我々の経営改善
に活かせる質問内容となるよう検討いただきたい。

保	 ・�アンケート実施に関しては、賛否両論がある中、先ずは幅広くお客様の声を一定数集めるこ
ととしている。質問内容は、代理店の意見が反映するよう適宜見直すことも検討している。

保	 ・�当社のアンケート回答率は13％程度であるが、今後の課題として、真のお客様の声を収集す
る仕組みを構築する必要があると考えている。

事	 ・�先日出席したセミナーで、お客様の声は重要と位置付け、社員に１件あたり300円の奨励金
を支給して、会社全体で収集に取り組んでいるプロ代理店の事例報告があった。

保	 ・�当社ではアンケートをWeb方式で実施しているが、募集の実態を正しく把握するだけの収集
量にまだ課題があると考えており、アンケート結果を代手ポイントに反映させることを見送っ
た。一方で、代理店がシステム入力する顧客対応履歴は相当数集まっており、内容を分析し、
データ化した上で営推に利活用できるのではと考えている。

保	 ・�アンケートの目的は、弱み・強みを知ることと考える。プロダクトアウトではなく、マーケッ
トインの発想が必要で、システム化して中身を分析し、データ化することがあるべき姿と考
える。

代	 ・�アンケート実施に関して、代理店の実態に即した質問形式（個々の代理店としての独自項目
を盛り込む等）の採用を検討いただきたい。形式的ではなく、経営改善に活かせることが重
要である。

保	 ・�当社が考える「顧客本位の代理店」は、高い募集品質と事務品質を兼ね備え、お客様目線で
主体的に創意工夫を発揮し、お客様の期待を上回るサービスの提供を行う代理店である。

　	 ・�その実現に向けては、「お客様の声を中心としたPDCAサイクルの構築」「お客様対応品質・
お客様評価の向上のための募集・事務品質の向上」「全ての下支えとなる体制の整備」に複
合的に取り組むことが必要と考える。

　	 ・�会社としては、全国の代理店の規模別好取組事例を掲載した冊子を提供し、業務改善に活用
いただいている。また、認定制度を軸に規模に応じた経営コンサルティングを専門のサポー
ト部隊に担わせている。

保	 ・�当社でも営業現場での対応力強化に取り組んでいる。例えば、新種保険を中心とした商品知
識豊富な社員による同行支援部隊を組成し、代理店にも活用いただいている。現場の若手社
員にもその様子を間近で学ばせ、教育にも役立てている。今年度は大型代理店の経営相談に
乗れる社員の研修にも着手した。

保	 ・�当社は、現場社員に経営アドバイザーの役割を担わせる方針であり、サポート部隊は必要最
低限の要員となっている。また、直資代理店の社長に社員を就任させ、代理店経営を学ばせ
ている。

保	 ・�当社が考える「顧客本位の代理店」は、安心感・専門性・永続性・親密性・一体感といった
５つのキーワードでリンケージした代理店である。
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　　	 ・�知識の修得・業務プロセスの標準化や採用により「組織でお客様を守る重層的な態勢構築」
に取り組み、組織化・企業化することを基本としている。若手からベテランに至る一定規模
数のバランス良い要員配置や中期計画の立案と実践、振り返りに実効性が伴うことが重要と
考える。認定要件にも以上のことを盛り込んでおり、代理店にも理解を求めている。

　　	 ・�採用に関しては、支店ビルで合同説明会の場を提供している。実態は営業社員の募集が中心
である。業務社員に関しては、現状在籍している社員のレベルアップのための支援策を検討
している。

代	 ・�単純な事務業務ではなく、管理業務を担う業務社員の採用を検討しているが、苦慮している。
サポート役・即戦力の観点から保険会社の業務社員の出向も検討いただきたい。

ア	 ・�今後、もちろん一定の時を要するが、代理店の経営、組織両面での高度化により、保険会社
の営業社員は量的にも質的にも業務の変革を余儀なくされる。保険会社は高度化した代理店
がどのような人材を欲しているかを見据えて、これからの代理店との連携がどうあるべきか
を課題として認識する必要がある。実際、保険会社から代理店への出向も増えていると聞い
ているが、これは更に本格化するのではないか。究極のところでは保険製造会社（保険会社）
と保険販売会社（代理店）における人材の流動化と捉えるべきかもしれない。現実にアメリ
カには日本のような営業社員は存在しない。

　　	 ・�一方、高度化までの過渡的な時期において、保険会社の営業社員と代理店経営の両方をサ
ポートするために、経験・知識豊富な専門社員（部支店長経験者等）を営業現場に投入する
ことは有益と考える。それは、本来は部支店長や課支社長の職務という整理はあると思うが、
営業現場の実態を考えれば、営業社員をサポートする専門社員の役割・使命は非常に価値あ
るものと思う。

　	 ・�少し観点が異なるが、金融庁が示した「顧客本位の業務運営に関する原則」をベースにした
これからの代理店を考える上で、より本質的なものとして、デジタル化の進展を意識するこ
とが必要なのではないか。代理店の最大の価値は顧客との親密性である。代理店が持ってい
る顧客のリアルな情報は、今は生身の人間が保有していて記憶や経験の中でしか活用できて
いない。リアルな情報をデジタル化することで、代理店の活動は劇的に変化する可能性があ
る。それは、代理店と保険会社のWin-Winの関係のモデルケースを作り出すようにも思える。

　	 ・�地域のプロ代理店はデジタル化の中で募集の形が変化するとしても、顧客対応のラストワン
マイル（情報はWebで得るが、最後の判断はプロに相談して決める）の役割を担う。まさに、
保険屋さんのDNAである「人の温かみ」を武器に生き残ることが可能である。保険会社に
とっても、最大の現有戦力であるプロ代理店は将来的にも価値のある資産であると考えてい
るのではないか。

代	 ・�我々は顧客との親密性があるから生の声が集まる。収集した情報をデジタル化して、組織内
で共有化できることが理想と考える。

代	 ・�地域のプロ代理店はお客様に寄り添っている。現にお客様から様々な相談を受け、自身の
ネットワークを活用し、問題解決に導いている。

代	 ・�お客様に寄り添っていれば永続性も担保できる。その姿勢を打ち出すことで保険会社との信
頼関係も良好になると考える。

保	 ・�当社が考える「顧客本位の代理店」は、代理店の規模・体制等で受け取り方は異なるが、適
切な保険募集体制が整備されており、顧客本位の業務運営を意識した活動が社員一人ひとり
に徹底されている代理店である。

　　	 ・�募集品質・業務品質の向上には、リスク・商品ラインナップ・商品内容等の知識習得や、最
適商品の提案・事故対応等のお客様サポート等に取り組む必要があると考える。加えて、防
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災・減災や周辺知識の提供にも取り組む必要がある。

　　	 ・�また、デジタル戦略を軸に、顧客ロイヤリティを様々な視点で分析したデータを積上げて提
供したり、顧客ニーズに沿ったソリューションを提供できる仕組みを構築するなど、代理店
に喜ばれる保険会社を目指したい。

代	 ・�知識の習得を品質向上の一要素と捉えているように感じるが、会社としてどのように考えて
いるのか確認したい。

保	 ・�幅広い知識を習得することで、高度な専門性が発揮できると考えており、募集人向けの研修
プログラムも提供している。サポート部隊も活用し、現場支援を行っている。

ア	 ・�従来、代理店が経験と勘のようなもので維持してきた生の情報をデジタル化し、営業活動に
活用することが代理店にとってのInsurTechの第一歩ではないか。また、専門知識を具備し
たサポート部隊が現場支援することは、高度な個別相談にも即応でき、高く評価したい。

代	 ・�現実を直視すると、残念ながら現場社員の対応では不十分であり、専門的な支援は大変あり
がたい。

事	 ・�保険会社にとって代理店は財産であり、一体となって代理店の価値向上に取り組むことで生
き残ることができるのではないかと考える。

　　	 ・�続いて、③＋④について説明をお願いしたい。

保	 ・�主な評価軸として、品質のミニマム基準を示した制度と最高品質の代理店を認定した制度の
指標で評価しており、顧客にも代理店にも納得感のある指標と考えている。

　　	 ・�次年度から損害保険トータルプランナーの人数を認定制度の必須要件化することも検討して
いる。

代	 ・�顧客本位にかこつけた会社都合が見受けられる。保険会社の立場上、品質保持のために全代
理店に取り組ませる意図は理解できるが、それは手段であって目的ではない。目的を達成す
るためには様々な手段があり、顧客本位に照らしてどうかという視点で検討いただきたい。

　　	 ・�例えば、継続率を評価することに異論はないが、早期更改率は全てのお客様が望んでいるこ
とではないと考える。

保	 ・�ベスト・プラクティスが求められるこの時代に、品質を「これが出来たから『品質が高い』」
と端的に言うことは難しい。品質については、プロ代理店の強みを発揮できるよう、実践い
ただきたい「あるべき顧客接点」と紐付けて、安心感を提供するための面談やモバイル活用
による正確な手続き等の指標を評価項目とした。その際、地域性も考慮して、所属支店の平
均値を上回っていることを充足要件としている。

　　	 ・�パートナーシップも重要と考えており、認定制度ともリンクさせている。また、独自価値で
顧客数を増やしている取り組みも評価し、会社としても支援していく方針である。

　　	 ・�中小企業を中心とした法人開拓も大事であり、どのような指標で評価するかを検討中である。

保	 ・�代理店がお客様に選ばれている証左としては、顧客数が増えていることが重要と考える。シ
ステム面を改善し、その時点で最も信憑性のあるデータを提供することが課題だ。

　	 ・�また、お客様本位の業務運営方針とそのKPIの策定を認定制度の必須要件とすることを検討
している。

保	 ・�品質制度は必須項目と選択項目で評価している。
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　	 ・�選択項目の中に「入庫誘導件数」が含まれているが、顧客本位との関係性では、事故車修理
先の当てがないお客様が高い修理技術を保持する工場で修理を受けることができ、対応に満
足いただいたお客様が車検・販売へ繋がったケースも報告されている。年間７台以上の入庫
で最高評価としている。

　	 ・�経営基盤の安定を評価する項目に、人事評価制度の導入状況を入れている。評価規定や面談
記録を確認することとしている。

代	 ・�我々も個別に提携している修理工場がある中、保険会社が指定する修理工場への入庫協力を
要請されるが、工場の概要を確認すると、保険会社が新たに取引きしたい先やシェアアップ
したい先が含まれており、営業戦略が見え隠れしている。

代	 ・�人事評価制度は、代理店経営上、悩ましい問題である。

保	 ・�当社では、今年度より人財マネジメント研修を開講し、具体的な制度設計や面談のロープレ
等を盛り込み、受講者から好評を得ている。

代	 ・�人を評価することは難しいことであり、運用面にも課題があると感じている。

事	 ・�人事評価制度は、代理店を組織化していく過程で出てくる新たな課題であり、今後この場で
論議する機会を設けたいと考えている。

⒀　2019年度の内容

　【第１回論議　概要】

・第１回開催日：2019年７月24日
・テーマ：「今後の代理店経営を考える」
　　　　　⑴　論議用資料：
　　　　　　　�現在、本会が代理店向けに使用しているセミナー時の配布資料、特に第２章「ITの進化

と市場環境の変化」、第３章「今後の代理店経営を考える」を基に論議を行った。
　　　　　　　（配布資料PPTは本冊子末尾に掲載）
　　　　　⑵　ポイント
　　　　　　　�第２章について：業界に影響を及ぼす今後の変化のうち、特に代理店に対して影響の大き

なものを絞って提示しているが、以下の点の確認を目的に意見交換を行った。（なお、変
化のうち、対応が自明な自然災害の多発については省略した。）

　　　　　　　・�他に抜けはないか、変化の見方が誤っていないか
　　　　　　　・�変化対応の観点から、地域密着型代理店の向かう方向性にズレはないか　他
　　　　　　　�第３章について：今後の地域密着型代理店が向かうべき方向性について提示しているが、

以下の観点から論議を行った。
　　　　　　　・�現時点も顕在化してる課題（前段）について漏れや認識誤りはないか
　　　　　　　・�取り組むべきこと（後段）について、漏れや取り組み内容の誤りはないか

　�　上記を踏まえ、地域密着の代理店を負の遺産にすることなく、その有形無形の力を活用する前提で、
時代の変化に適応しながらどのような変革を行うべきか、代理店の現場の悩みや声、保険会社への要望、
改革に向けた手順、明日からの取り組み、困難を克服するブレークスルーポイント等を踏まえて意見交
換を行った。
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　【第１回論議　議事録】今後の代理店経営を考える

・事務局より、日本代協が各代協・保険会社等で「今後の代理店経営を考える」というテーマで開催して
いるセミナー資料の記載内容に関して、意見交換を行いたいと案内した。

・地域密着型代理店を前提として、提示している今後の大きな方向感に対する各社の見解について確認す
ることが目的であると補足した。

　⑴　環境変化の認識（事務局）

　・環境変化の要因を以下のように整理した。
　　①人口減少
　　②事故を起こさない自動車
　　③ITの進化
　　④人リスクを巡る顧客獲得競争
　　⑤保険会社の営業体制の大転換
　　⑥新しいマーケットへの対応
　・参加者の自発的発言に基づき、意見交換を行った。
　　（以下、「ア」＝本会アドバイザー、「保」＝保険会社出席者、「代」＝日本代協出席者、「事」＝事務局）

代	 ・�今後、自動車保険が厳しくなる中、そのスパンをどのように考えているか、その際に代理店
にどのようなことを求めているかを確認したい。

保	 ・�自動車保険の今後の動向としては、自動運転の普及等により、事故頻度は下がり、部品単価
は上がることが予想される。全車両が一斉に自動運転に代わる訳ではなく、時期的なことは
明言できないが、2030年以降に影響が出るのではないかと思われる。既存の自動車保険を重
要な顧客接点として大事にしながら、損生合わせて顧客シェアを上げていく必要がある。

ア	 ・�自動車保険に関しては各社とも主要種目との位置付けは変わらず、個々の営業戦略の中での
シェア争いは、足下では重要な課題である。しかし、その場合にも「顧客本位の業務運営」
に留意することが絶対に必要である。今年５月に野村證券等に下された行政処分からも分か
るように、金融庁として「コンダクトリスク」（※）という捉え方で処分を行う動きが生じてい
る。顧客基盤を固める上で自動車保険をベースにすることは、個々の会社のミクロの世界で
は当然と言えるが、業界全体というマクロの観点では、行き過ぎたシェア拡大による弊害の
発生を避けることが大事であろう。

　	 　�（※）「顧客保護」「市場の健全性」「有効な競争」に対して悪影響を及ぼす行為が行われるリ
スクを指す。言い換えれば、「企業がその役職員による行動により、企業を取り巻く幅広い
関係者の利益を侵害する行為、或いは金融機関に求められる社会的役割に反するリスク」と
捉えることができる。

保	 ・�代理店の募集品質の確保や体制整備は勿論のこと、トップラインだけでなく、安定的な収益
も重要と考えている。持続性を展望する中で、現状で大きなウェイトを占める自動車保険は
日々の顧客接点そのものであり、損害サービス等、特に専業代理店にとっては価値を提供す
る絶好の機会として考えている。然しながら、顧客グリップが弱いことで他代理店に契約を
奪取されている実態も散見され、今後お客様を広げていく機会を失ってしまっているという
点で危機感を抱いている。

ア	 ・�かつての保険会社同士のマーケットシェア争いは、ともすれば他社契約の奪取の方向にドラ
イブがかかっていた。そのようなことが再燃すると、それは不祥事の温床となる。法令を超
えた広い意味でのコンプライアンスとして「コンダクトリスク」が唱えられるようになった
現在、かつてのような競争に乗り出さないことである。当然、独禁法の問題はあるとしても
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保険会社間の過度の競争は地域代理店の経営基盤の弱体化を招くことになる。代理店は他社
の契約を取りに行くよりも既存契約を完璧にフォローすることで経営基盤を確かなものにす
るべきだ。保険会社が代理店にそれを求めれば、不必要な契約の奪取・被奪取はそれほど発
生しないと考える。

保	 ・�目先の数字に縛られ、料率競争を仕掛ける考えはない。既存顧客を大事にしながら、地域に
根差した持続性を保つことに取り組む必要があると考えている。

事	 ・�自動車保険を核に顧客接点を強化することは重要である。単品顧客は既契約者とは言わず、
当該顧客のリスクマップを全てカバーする手配をして既契約者となる、と定義する代理店も
いる。

保	 ・�非公式見解ではあるが、2030年に自動車保険の減収は20％超になるというホラーストーリー
の可能性も考えられ、チャネル間や地域間の格差が生じると想定される。自動車保険単品で
はプロチャネルは劣勢になる可能性もあり、企業向けの新種保険等に活路を見出すことを代
理店に浸透させる必要がある。

保	 ・�テレマティクス自動車保険においては、事故を起こす１割程度の契約者にしっかり対応する
と共に、事故を起こさないための保険を目的に、残り９割の契約者に運転レポート提供のコ
ンサルティング等により、総合リスクを提案するなどストックマーケットをしっかり見るこ
とも大事である。ディーラーチャネルとも敵対することなく提携し、相互に専門領域を補完
し合うという考え方も今後検討している。

保	 ・�自動車保険を核としながら、ポートフォリオを変革する流れには抗えない。自動車保険を
ベースにマルチリスクに対応し、予測困難な今後の技術革新をつぶさに見ながら、顧客接点
を強化することがポイントである。

　	 ・�環境変化には消費者側の行動の変化の視点も必要と考える。デジタル化の進展で、直接的な
接点だけが正しいかの判断も必要となる。

代	 ・�顧客側の事情によって接点の認識も変わる。生命保険や保険以外のものが最大ウェイトかも
知れない。代理店も自動車保険だけで顧客接点が維持できると思わないことである。

ア	 ・�デジタル化という言葉が出ているが、デジタル革命は、歴史時間でのマクロの観点と生活時
間でのミクロの観点では認識に大きなズレが生じる。かつてのイギリスの産業革命は70年間
にも及んだ動きだが、今もこれと同じである。デジタル革命という名の下でマクロ的に大き
な変化が起こっており、代理店経営の質と量にも大きな影響を及ぼすことが確実だ。しかし、
ミクロ的にはなかなかこれに気付きにくいという問題がある。

　	 ・�デジタル革命は、「デジタル化に対してどう対応するか」という代理店の方針とは関係なく、
外的要因によって、ある時期に安定期を迎えるまでの間、世の中全体にとんでもない大きな
変化をもたらす。代理店側がどうこうするということではなく、世の中がどのように変化し、
それに伴って消費者の意識がどのように変化するのかを見極め、それに自社の経営を適合さ
せるしかない。

　	 ・�但し、必ずしも方向は一つではない。かつての産業革命の際に「帆船効果」というが、蒸気
船が帆船を排除していく中で、蒸気船に抗うことで帆船の技術はむしろ向上したという事実
もある。地域の代理店を帆船に例えるつもりはないが、独自の強みをより発揮することで、
顧客からの支持をより強めることもできる。しかし、大きな変化の中で、原点はデジタル革
命にどう対応するかである。デジタル革命に関してはまずは技術論よりも感覚論で全体把握
することが重要と感じる。今が歴史の中でもめったに生じることのないデジタル革命の真っ
盛りであるとの認識が必要だ。それを大前提として個別の動きへの対応を決めることになる。
例えば、保険会社が巨額の開発コストを投じてモバイル等のツールを提供しているが、こう



―　61　―

したものは一も二もなく無条件で活用すべきなのではないだろうか。デジタル革命の下での
競争におけるコストを考えた時、代理店単独では手が届かず保険会社との連携が絶対に必要
となるからだ。

代	 ・�現業務のAI活用で、将来的に代理店の業務や役割はどのように変化すると考えるか。

保	 ・�顧客の流動化に注視すると、個人は一定数、ネット・デジタル関連にシフトすると予想され
る。プロ代理店が法人に強みを持ったと仮定し、CSV（共通価値の創造）・SDGs（持続可能
な開発目標）・地方創生と親和性を持って活動できるかが課題となる。また、それらを掛け
合わせた仕組みが描けるかもポイントとなる。

保	 ・�単なる顧客情報だけでは価値がない。AIを使えば一般的な保険プランニングのヒント程度の
ものは出せる。プロ代理店は生の顧客情報を持っていることが最大の強みであり、この生の
情報とデジタルデータを紐付けることで、よりニーズに合った提案が可能となる。

代	 ・�代理店にとって生の顧客情報は財産であるが、実際は記録保存しているだけで、活かしきれ
ていないのが実態である。また、AIを活用するからと言って、貴重な情報を保険会社へ提供
することには躊躇いを覚える。

ア	 ・�デジタル革命の下では、IoTによってビッグデータを創造し、それをAIによって分析するこ
とで想定外のマーケティング情報を生み出すことができる。先ずは個々の代理店が持ってい
るリアルな顧客情報をベースに保険会社のところでデジタル化することが重要である。その
結果として保険会社が提供するマーケッティング情報を代理店がどう活用するかが問われて
いる。個々の代理店の持つ個別情報を保険会社が奪って何か仕掛けてくるというように理解
するのは間違いだ。デジタル革命の本質を理解すれば、顧客情報の保険会社への提供は、む
しろ必然のことと言ってもよいだろう。

　	 ・�お客様に対する保険事業者（代理店を含む）の仕事全てがデジタル化の対象である。デジタ
ルの世界に置き換わっていく中で、既に多くのスタートアップ企業が保険事業者の事務プロ
セスを抜本的に変えることに携わっている。大きな変化によって弊害が生じることもあるだ
ろうが、その際にはそれを個別の課題として丁寧に排除しながら世の中は進んでいく。何か
問題があるからといってデジタル化の流れそのものを否定することは最早できない。

代	 ・�現場感覚で言えば、ビッグデータで把握して判断した消費行動が、本当に正しいかは別問題
と考える。

保	 ・�様々なデータが異業種間で情報交換されており、今後は保険会社によって分析された結果を
上手く活用し、変化に対して代理店としての方針を決めていくことが大事である。

ア	 ・�インシュアテックを武器に保険業界に参入しようとしている企業は、当初既存勢力に敵対す
るスタンスであったが、今ではその多くが協調路線に転向している。多くのスタートアップ
企業が保険会社と提携し、保険事業における既存業務を細分化し、その中で自らが得意な領
域を請け負うようになっている。この動きは、保険代理店の担っている業務にも及ぶという
認識を持つ必要がある。

代	 ・�デジタル化で新しい技術が導入されているが、顧客目線・現場目線でなければ活用されない。

事	 ・�世の中の変化に合わせて変える部分を変えることは当然である。保険業界のデジタル化は銀
行業界の動きとは違い、保険会社と協同する方向で世界的にも進んでいる。また、デジタル
の進化によってお客様の意識や行動が変化することにも着目することが重要である。
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　⑵　保険会社の営業体制の大転換（事務局）

　・�事務局より、各社が既存の販売網の再構築をどのようにしようとしているのか、意見交換したいと説
明した。

代	 ・�自立している代理店やフェードアウトしていく恐れのある代理店以外の中間層を今後どうす
るのか。代協内にも多い層で会員の関心も高いので、各社の戦略を是非聞きたい。

保	 ・�どういう代理店がお客様に選ばれるかという観点が大事である。保険会社側で示している理
想像も見据えて、一定の規模や品質・業務知識・デジタル化等が必要である。経営基盤の安
定も必要である。示しているレベルに及ばないとお客様に選ばれなくなると思われる。

代	 ・�お客様に選ばれている基準を認識できているか疑問に感じる代理店も少なからず存在するの
で、保険会社からも的確に指摘すべきと考える。

代	 ・�保険会社への依存度が高く、能動的に動いていない代理店も一定数存在すると思われる。

代	 ・�営業現場の社員が腹落ちして、この先の進路（選択肢）を膝詰めで対話できているかが重要
である。代理店ごとに課題は異なるので、答えは一つではないはずである。より丁寧な対話
が必要と考える。

事	 ・�現時点でお客様に選ばれる代理店像を示すことはあまり意味がない。今後の環境変化を踏ま
えて、この先もお客様に選ばれ続ける代理店像について、保険会社と代理店のベクトルが一
致することが必要である。

保	 ・�対話は大事であるが、つい保険会社目線になってしまっている。当社では、数字だけで判断
しない方針である。但し、事業の継続計画が描けていないようでは困る。

保	 ・�会社方針としては、丁寧な対話重視のスタンスで現場へ周知している。現場において、真意
が理解されていないことが課題である。

事	 ・�目の前のお客様に安心を提供することに加えて、どんな時も、更には将来にわたって代理店
としてお客様を守ることができるかという投げ掛けをして対話しないと進展しない。

保	 ・�代理店を切り捨てるという感覚は全くなく、これまでの会社へ貢献いただいたことには感謝
をしている。募集は続ける前提の場合、この先、代理店主として残るのか、募集人として残
るのかを選択いただくことになるが、簡単に決断できない話であることも理解している。自
分の営業スタイルを変えることには抵抗があるので、丁寧な対話が必要と考える。

事	 ・�営業現場において、対話する際のアプローチの仕方を工夫することで結果が大きく異なるこ
とも認識すべきと考える。「会社のため」ではなく、「お客様のため」にどうすべきかを代理
店が納得できる形で考えていくべきである。

代	 ・�代理店は意気に感じるタイプが多いので、もっと上手くやるべきである。

代	 ・�多くの代理店の心情として、今のような状態がいつまで続くのか不安に思っているのではな
いか。ネガティブにならないような具体的な提案をしていただきたい。保険会社が上から目
線で答えを求めてくるので相談したくない、相談してもしょうがないと思っている代理店も
存在することを理解いただきたい。

保	 ・�「自分だけは大丈夫」と考えている代理店が多いと感じていた。不安があるのであれば、今
後あるべき姿やその実現に向けた方策を一緒に考えていきたい。

代	 ・�これだけ騒がれているのだから、代理店は今後の環境変化を理解している。不安というより、
どうしたらいいかという迷いがある。保険会社は安易な対応をせず、責任を持って対話を進
めていただきたい。
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事	 ・�会社戦略の都合で対話するのではなく、これまでの会社貢献に敬意を払い、相手の考えを引
き出す対話を続ける努力が必要である。関係者にとってハッピーな形でなければ禍根が残る。

代	 ・�切り捨てる訳ではないという真意が、十分伝わっていない気がする。

代	 ・�代理店が個人事業として、お客様のために365日・24時間対応することは最高のサービスで
あった。かつての委託型募集人は保険業界にフィットしていたが、適正化に伴い雇用に軸足
を移したことで、制約が厳しくなった感がある。

ア	 ・�個人代理店が募集人として生き残ることを決断した際に、他の代理店に雇用されることに対
する抵抗感はあるのか。

保	 ・�雇用や業務委託等の問題ではなく、看板や管理・処遇を気にしているのではないか。雇用す
るとなると、受皿代理店の負担感もあり、双方のニーズが合わない。

ア	 ・�看板や管理のスピリチュアルな問題が障害になっているのならば、日本代協が意識改革を主
導することも検討に値する。自分の商権の価値を最大限に高めて他の代理店に売る、または
保険の代理店に使用人として属するという行動は、世の中一般でいえば高く評価される成功
事例と言えるのではないか。

保	 ・�吸収合併等で代理店の名前が変わることで、お客様に廃業したと思われることに抵抗感があ
るケースもあるのではないか。

代	 ・�お客様を守る社会的使命を果たせるかという点を伝え方に留意しながら、対話して気付いて
もらうことが重要である。受皿代理店も雇用が絡むと難しい問題もあり、三者間スキームの
ような制度であれば導入しやすい。

ア	 ・�三者間スキームはどこか「手あかが付いた」感じがあるが、これを再評価する運動をしては
どうか。大事なのは意識改革である。日本代協としての標準モデルを作り、これをベースに
保険会社とディスカッションし、合意形成することも可能と考える。

代	 ・�保険会社の戦略が反映する施策であり、全社同じ考えではないと思うが、将来的なことも含
めて定年や年金等を手当てした制度にすることで、安心して選択できる制度となるのではな
いか。

保	 ・�現行の三者間スキームは定年制がないが、仕組みを変えれば、将来的に活用できると考えて
いる。

保	 ・�当社では、安心して募集に専念できる手段として、三者間スキームを案内する。教育・指導・
管理をできる受皿代理店が職場見学会や経営計画発表会等を企画して、積極的にPRするこ
とも効果大と考える。

保	 ・�当社は活用しない方針にしている。当初、受皿代理店の受入れ体制に懸念があり、選定でき
る対象代理店が比較的少なかったことも背景にある。

保	 ・�受皿代理店が多種目化を展望した際に、雇用の壁に課題があると考える。

事	 ・�三者間スキームは、今後の構造改革に活用できるという前提で制定された経緯もあるが、各
社の戦略に違いがあり、対応に差があることは事実である。

ア	 ・�恒久的な制度であるが、これができるまでのプロセスに色々あったためイメージが悪いよう
な気がする。制度としてのメリ・デメ等を整理して、意識改革にこれを活用する。また、名
称変更等で負のイメージを刷新するべきである。その際、保険会社として、これが広がって
いくことで代手がアップするという懸念はないのか。

代	 ・�制度活用による生産性向上とのバランスではメリットはある。
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事	 ・�最終目的はお客様への対応品質を上げることである。目的と手段を誤ってはならない。

保	 ・�保険会社側に手数料負担増ベースでの懸念はない。

代	 ・�代理店同士の動きでも、手数料目当ての合併が多すぎた感がある。

代	 ・�高品質の代理店と協調することで推進可能ではないか。今後の展望と言っても、人生の決断
をさせることであり、より良い条件を求めて複数の選択肢を示すことは必要である。

事	 ・�当事者がハッピーになる仕組みにしないと物事は進まない。

ア	 ・�保険会社の営業社員も、代理店に重大な決断を迫るプレッシャーと会社からの代理店を減ら
せというプレッシャーの板挟みにあり、三者間スキームは一つの打開策になり得るのではな
いか。

代	 ・�全会員が真意を理解できる情宣に課題があると考える。発展的な話し合いでしっかりした仕
組みを作ることが大事である。

代	 ・�将来にわたってお客様を守り、企業としての社会的使命を果たせるかというロジックが前提
で、規模・年齢等で判断しないメッセージと今後のあるべき姿をどう伝えるかである。また、
どのようなソリューションを選択肢として提供できるかも必要である。

ア	 ・�「本当は素敵な三者間スキーム」といったようなスローガンを掲げることで、潮目も変わる
と考える。

保	 ・�将来展望が描け、業績面においても成長を実現できる制度が望ましい。

事	 ・�三者間スキームを活用したことで、お客様対応に優れている人が募集行為に専念できるよう
になり、結果として顧客満足度が向上し、増収に繋がって、収入も増えた事例もある。各社
の戦略の問題であるため、活用の可否についてはそれぞれの判断があると思うが、より魅力
的なスキームにできないか、日本代協としても検討したい。

　	 ・�その前提として、顧客本位の基準充足に必要な項目を共有し、自社の現状を冷静に把握・分
析することも必要である。

　	 ・�本日は、環境変化の方向感については一定の確認ができたが、今後の代理店のあり方につい
ては論議未了であり、次回に繋げさせていただきたい。

（以上）
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５－１　顧客本位の業務運営の実現に向けて①
〈保険行政と業界の動向〉

■新しい検査・監督の姿
⑴　行政の監督のあり方：

バブル崩壊後の不良債権問題を解決するために、金融庁は検査マニュアルと監督指針を徹底的に厳格化
し、「重箱の隅」を突くような過酷な検査で恐れられ、「金融処分庁」と呼ばれるようになった。あの「半
沢直樹」の世界である。これが今、「金融育成庁」に変わろうとしている。処分から育成への監督行政の
大転換であるが、この背景にある金融庁の認識は以下の通りである。
『厳しすぎるルールの結果、金融事業者は委縮し、ルールさえ守っていればそれで十分という状況に
なっている。活気溢れる業界に変えるために、ルール遵守はミニマム・スタンダード（最低基準）に位置
づける。そして、ルールに変えて「顧客本位」というプリンシプルを設定（注）し、その下で金融事業者が
利用者の満足や利便性向上を求めて創意工夫を凝らした好取組み（ベスト・プラクティス）を競い合う環
境を創ることが必要』
これは、言い換えれば金融庁による保険業界に対する競争政策の導入である。最低基準に満たない事業

者は、従来通り行政が排除するが、自分本位の姿勢が改まらない事業者は、市場原理に基づき、消費者が
排除する環境を創ろうとしているのである。この先代理店は、顧客本位を組織の隅々まで浸透させて企業
文化にまで高めることが必須であり、それができなければ市場からの退場を余儀なくされることを強く認
識しておく必要がある。
（注：行政の監督のあり方の３つの類型）

①　�実体的監督主義…保険自由化前の「裁量行政」・「通達行政」を指す。法律に書いていないことで
も行政（担当官）が細かく決めて事業が行われる。護送船団行政の要因の一つにもなった。事業
者にとっては担当官の考えを知ることが最も重要な仕事になっていた。

②　�ルール・ベース…法律をベースにした監督指針に基づく行政が行われる。日米構造協議で行政手
続法が定められた（1994年10月１日施行）ことを受けて①から転換。ある程度細かいルールや規
則を事前に定め、それらを個別事例に適用していくものであり、行政の恣意性の排除や規制を受
ける側の予見可能性の向上が期待できる。反面、ルールが行政の力の源泉になるとともに、金融
事業者はルールに抵触しないか事前に行政のチェックを受けることが常態化し、創意工夫の風土
が失われた面があり、③に移行していくこととなった。

③　�プリンシプル・ベース…金融機関が尊重すべき重要ないくつかの原則や規範を示した上で、それ
に沿った行政対応を行っていくもの。金融事業者の自立と自律を求めるものであるから、主体性
が何よりも重要となる。各事業者の自主的な取り組みや創意工夫を促進する、金融事業者の経営
の自由度を確保する、などの点でメリットが大きい。

それぞれメリット・デメリットはあるが、不特定多数の者に共通のルールを適用するなどルール・
ベースになじむ分野と、金融機関の経営管理等の態勢整備を促すプリンシプル・ベースになじむ分野が
ある。また、金融イノベーションが飛躍的に進む中、全ての事象を予め想定してルールでカバーするこ
とは不可能であり、こうした隙間はプリンシプルで補う必要がある。従って、プリンシプル・ベースと
ルール・ベースは相互に排他的ではなく、むしろ“相互補完的”なものであり、プリンシプル・ベース
を基軸におきながらルールを絡めるベストミックスが妥当な考え方である。



―　66　―

⑵　コンプライアンス・リスク管理基本方針：

金融庁は2018年10月15日、「コンプライアンス・リスク管理に関する検査・監督の考え方と進め方（コ
ンプライアンス・リスク管理基本方針）」を確定させた。これに先立ち確定させた「金融検査・監督の考
え方と進め方（検査・監督基本方針）」に続く重要文書であり、後者が総論、前者が各論に当たる。
これに伴い、金融庁による金融・保険に対する検査・監督は新たな時代に入ることとなり、保険会社は

勿論のこと、新たに行政の直接監督を受けることとなった代理店は大きな影響を受けることになる。
「検査・監督基本方針」に掲載されたポイントによれば、「金融行政の質を高め、日本の金融力を高め、
経済の潜在力が十全に発揮されるようにするためには、どのような検査・監督とすればいいか」との観点
から、以下の通り、従来のやり方への反省が表明された上で、今後の態勢が示されている。
　【従来のあり方に対する問題意識】

・重箱の隅をつつきがちで、重点課題に注力できないのではないか
・バブルの後始末はできたが、新しい課題に予め対処できないのではないか
・金融機関による多様で主体的な創意工夫を妨げてきたのではないか
　【今後の新しい検査・監督】

・普段から金融機関についての理解を深め、重点課題に焦点を当てる「全体を見た、実質重視の最低基準
検証」

・将来の健全性を分析し、前広に対応を議論する「動的な監督」
・横並びでない取り組みに向けた動機とヒントを提供する「見える化と探求型対話」
　【具体策】

・検査マニュアルの廃止
・外部からの提言・批判が反映されるガバナンスと品質管理
・人材育成、人材確保、組織改革

上記に関連した形で、「持続的な健全性を確保するための動的な監督の位置づけ」と題して、モニタリ
ングの着眼点と行政のアプローチが示されている。これによれば、“現時点の最低基準検証”と“将来的
な最低基準検証抵触の蓋然性”の観点から、金融事業者（代理店を含む）は大きく３つ（累計は４つで行
政のアプローチは大きく３区分）に分けられ、それぞれに対する金融庁の対応が明示されている。概要は
以下の通りであるが、この４の類型に当たる金融機関が新しい検査・監督の理念に合致することになる。
保険代理店の場合、過去からの課題に加え、法定要件となった体制整備義務が充足できていないところも
多く、多くは２もしくは３の類型に入ると考えられる。代理店として先ず取り組むべきことは、「最低基
準の充足」と「持続可能性がある収益・ビジネスモデルの確保」である。

１． 最低基準を満たしていないもの 　→　是正措置

２． リスク顕在化時に、最低基準抵触の蓋然性が高いもの 　→　改善に向けた監督・対話

３． 収益・ビジネスモデルの持続可能性に課題があり、今後最低基準抵触の蓋然性が高いもの

　　→　改善に向けた監督・対話

４． 最低基準も収益・ビジネスモデルの持続可能性も問題がないもの

　　→　ベスト・プラクティスの追及に向けた探求型対話
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■内部監査態勢
⑴　経営者の責任：

「コンプライアンス・リスクに関する検査・監督の進め方」のポイントとして掲載された金融庁の資料
は下図の通りである。ここで重要なのは、「改善の方向性」に記載されている「経営陣において、ビジネ
スモデル・経営戦略・企業文化とコンプライアンスを表裏一体であるとの認識の下、経営目線での内部管
理態勢を主導」という部分である。要点は、「コンプライアンスは経営戦略上、極めて重要な位置づけで
あること」、しかもそれが「当たり前の企業文化にまで高められていなければならないこと」であり、内
部管理態勢の主役は経営陣であるとされていることである。
内部監査や自主点検を、組織内に合理的で実効性のある形で定着させる責任は、経営者にあることを強

く認識する必要がある。

⑵　内部監査に対する金融当局の考え方：

金融当局の考え方は、以下の通りである。
・�必ずしも独立した部門が求められるわけではないが（注）、代理店の規模・特性に応じ、十分に合理的
で実効性のあるものであることが必要

　�（注：代理店の状況によって、「独立した部門」、「専任者」、「兼務者」、「店主自ら」といった体制が考
えられるが、いずれの場合も、「合理的で実効性があること」が必要となる。）

・�ビジネスモデル、経営戦略、企業文化とコンプライアスは表裏一体であり、経営目線の内部管理態勢
が必要

・�重要な問題に焦点を当てたリスク・ベースのモニタリングの実施が必要
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⑶　内部監査のポイント：

組織の健全性を確保し、消費者の信頼を得ながら発展していくために必要な目線は以下の通りである。
経営のチェックがポイントであり、実効性確保のためには、保険会社の適正な業務監査の実施とともに、
外部専門機関（弁護士、日本創倫株式会社他）の活用も有効な施策となる。
・�経営者の収益至上主義的な姿勢が問題発生の根本原因となっている場合、そこに厳しくメスを入れて、
経営者をけん制できる体制か？　☛　経営のチェックが最大のカギ

・�問題事象の背景、原因を多角的に分析できる企業文化があるか？
・�自分の不正行為を正当化させない組織風土・企業倫理の定着に努力しているか？
・�きれいな結果を求めていないか？　☛　改善点は必ずある。それを見つけて改善することが大事
・�顧客本位の観点でチェックが行われているか？　☛　チェックのためのチェックでは意味がない
・�監査の結果、改善したことはあるか？　☛　“やりっぱなし”にしないこと　

■「顧客本位の業務運営の原則」の策定・公表の要請…プリンシプルの提示
⑴　原則の内容

2014年度以来の金融庁による金融改革の総決算ともいうべきものが、2017年１月19日に示された「顧客
本位の業務運営の原則」である。その内容は、同年３月30日に確定したが、各金融事業者は顧客本位の業
務運営実現のためにベスト・プラクティスを目指す上で有用と考えられる原則を自発的に策定し、公表す
ることが求められている。
原則は７つの柱で構成されており、その内容は以下の通りである。代理店も金融事業者であり、当然本

要請の対象となるため、内容については正確に理解しておく必要がある。
この「顧客本位の業務運営に関する原則」こそが、金融庁がルール・ベースからプリンシプル・ベース

への転換を図る上で中核となるプリンシプルそのものである。さらに重要なことは、民間事業者（代理店
を含む）が、このプリンシプルを採択するかどうかを自ら判断し、具体的な中身に関しては自らの手で作
成するという仕掛けが施されていることである。原則の構成は下記の通りである。

　【顧客本位の業務運営の原則の構成】

【原則１】顧客本位の業務運営に係る方針等の策定・公表し、取組状況を公表　等

【原則２】顧客の最善の利益の追求

【原則３】利益相反の適切な管理

【原則４】手数料の明確化

【原則５】重要な情報のわかりやすい提供

【原則６】顧客に相応しいサービスの提供

【原則７】従業員に対する適切な動機付けの枠組み

　⇒�本原則は、金融事業者がとるべき行動について詳細に規定する「ルール・ベース」のアプローチで
はなく、金融事業者が各々の置かれた状況に応じて、形式ではなく実質において顧客本位の業務運
営を実現することができるよう、「プリンシプル・ベース」のアプローチが採用されている。従っ
て金融事業者は、本原則を外形的に遵守することに腐心するのではなく、その趣旨・精神を自ら咀
嚼した上で、それを実践するためにはどのような行動をとるべきかを適切に判断し、実行し、成果
につなげていくことが求められる。要は「形ではなく実質」を問うものであり、具体的な取り組み
が重要となる。
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⑵　本原則を採択する場合の対応と注意点

・�【原則１】に基づき顧客本位の業務運営を実現するための明確な方針を策定・公表し、その取り組み
状況を定期的に公表し、当該方針を定期的に見直す必要がある。

・�定期的な公表の頻度については、少なくとも年に１度は行うことが適当とされている。また、見直し
については、定期的な公表を行う際には検討を行うことが適当とされている。

・�【原則２～７】について、実施する場合は原則に付されている（ 注）の部分も含め、その対応方針を、
実施しない場合はその理由や代替策を、分かりやすい表現で盛り込むことが求められる。

・�自らの状況に照らして実施が適切ではないと考える原則があれば、一部の原則を実施しないことも想
定されているが、その際には、それを「実施しない理由」を十分に説明することが求められる。

　⇒�金融庁が打ち出した代表的なプリンシプルとして、「コーポレート・ガバナンスコード」と「ス
チュワードシップ・コード」がある。これらは、内容が詳細に決まっており、民間事業者としては
「採択する」と表明すれば足りる。ただ、それでは採択したまま放置される懸念もあるため、「コン
プライ・オア・エクスプレイン」が適用されることになっている。すなわち、採択する場合は「遵
守を宣言」し、採択しない場合は、「採択しない理由」を説明することが必要になる。

　⇒�これに対し、「顧客本位の業務運営の原則」は、民間事業者としては、単に原則を「遵守する」と
表明するだけではダメであり、「顧客本位の業務運営を実現するための明確で具体的な方針の策定」
を、顧客に分かりやすい表現で明らかにすることが求められている。即ち、形ではなく実質を問う
ものであり、定めた方針に対する取り組み状況を具体的に、かつ定期的に公表し、消費者に知らせ
ることが必要になる。また、方針の策定に当たり、【原則２から７】のうちの一部を実施しないと
いう選択肢もあるが、その場合は、「実施しない理由」を十分に説明しなければならない。このこ
とから、今回の原則は「コンプライ・アンド・エクスプレイン」であると解されている。

　⇒�本原則は「自社の方針と取り組み」であり、「それ自体が競争戦略の一つ」であるため、業界団体
がひな形を提供したり、事業者同士で相談することはできないし、全く意味もない。

　　�また、委託保険会社が本原則に基づき方針を定めたとしても、代理店にはその効果は当然には及ば
ない。保険会社は、自社の委託先の代理店（特に専属代理店）を含めて方針を定めることもできる
し、代理店は、代理店自身で自社の方針を定めることもできる。

　⇒�金融庁は、取組方針を策定した金融事業者の名称とそれぞれの取組方針のサイトを集約し、HP上
で定期的に公表している。保険業界関連では、2019年８月時点で369社（2018年６月末では242社で
あり＋127社）が掲載されている。（うちKPI提示：159社）

　　・生命保険会社　　　42社
　　・損害保険会社　　　31社
　　・保険持株会社　　　５社
　　・少額短期保険会社　105社
　　・保険仲立人　　　　４社
　　・乗合代理店　　　　195社　（企業代理店、全国展開の来店型ショップ店、大型専業代理店等）
　　・生命保険代理店　　４社
　　・損害保険代理店　　２社　（計369社）

⑶　７つの原則の相互関係

「７つの原則」の関係性について、金融庁総務企画局審議官の中島淳一氏（当時）は、「金融事業者の取
り組みと課題」（Regulations 2017年９月号）において、次の通り示している。
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３．利益相反の
　　適切な管理

４．手数料等の明確化

５．重要な情報の
　　分かりやすい提供

６．顧客にふさわしい
　　サービスの提供

２．顧客の最善の利益の追求

７．従業員に対する適切な動機付けの枠組み等

１．顧客本位の業務運営の原則

【原則１】は、【原則２から７】と異なり、「原則」を採択する場合の手続きを示している。この点で、
【原則１】は「how（手続き）」にあたり、【原則２から７】の「What（内容）」とは異なる位置づけで
あることを示している。
また、【原則３から６】は【原則２】の構成要素となり、【原則７】は【原則２】を実現するための従

業員への動機づけという位置づけになっていることがわかる。

⑷　KPI（成果指標）

・�金融庁は、金融事業者の取り組みを「見える化」するために、顧客本位の定着度合いを客観的に評価
できるようにするための成果指標（KPI＝Key Performance Indicator）を、取組方針や実施状況の
中に盛り込んで公表するよう求めている。これは「数値目標」であるが、これを公表することは金融
事業者にとっては当局も含めた“対外公約”となり、うまくいかないからといって簡単に撤回するわ
けにもいかないので、各事業者にとっては悩ましい問題となる。

・�また、金融庁は、検査の際にKPIに関して「金融事業者との対話を実施する」としているため、事業
者サイドの悩ましさは倍増することになる。そのため、原則の策定・公表数と比較してKPIを設定し
ている事業者は少なく、現時点では見送っているところも多いのが実態である。

・�なお、KPIは数値目標であるため、数値を実態より良く見せるための操作（改ざん）が行われるおそ
れがあることを認識し、何のための数値目標であるか、原点となる目的を忘れず取り組むことが重要
である。

⑸　代理店におけるKPIの表示例

現状における表示例は以下の通り。なお、現時点では、保険業界における共通KPIはない。また、代理
店の仕事は生身の人間同士の間で行われるものであり、不確実性に満ちた計測できない世界に向き合って
いることも真実である。経営者は指標の数値だけに捉われることなく、“全体としての代理店のあり方”
に常に留意することが重要である。
・商品ラインナップ・取扱商品数

・顧客向けセミナーの開催数・参加者数

・相談受付件数

・契約者数・契約件数

・継続率・更新率



―　71　―

・契約事務日数

・早期解約・失効件数

・証券内容説明実施率

・お客さまの声の件数・改善事案

・顧客満足度調査・お客さまアンケートの結果

・外部覆面調査結果（ミステリーショッパー）

・社内規定の整備状況

・専門資格保有者数

・募集実務研修・商品研修実施回数

・コンプライアンス研修実施回数

・点検・監査の実施回数・改善件数　など様々　☛　答えがあるわけではない

⑹　各原則の留意点（パブリック・コメントから）

【原則１】顧客本位の業務運営に係る方針等の策定・公表し、取組状況を公表　等（Howの部分）

・本方針に違反・抵触した場合、業法違反になるのか？
⇒�違反・抵触が直ちに違反となるものではないが、法令違反と判断される事象があった場合には、法
令に則り厳正に対処（注）する。（注：法令はかろうじて「合格」のミニマムラインであり、本原則はベ
ストプラクティスを目指す上での取り組みを求めるもの。法令違反は「不合格」であり、処分が下さ
れる。）

・業界団体が標準的な指針を示すことは望ましくないことを意図していると理解すべきか？
⇒�各金融事業者の創意工夫の発揮を求めるものであり、（内容にもよるが）業界団体が指針等を設け
ることは望ましくない。（人に頼る話ではなく、自分で考えて自分で決めるべし、との趣旨）

【原則２】顧客の最善の利益の追求（WHATの部分・以下同じ）

・�最善の利益とは経済的なリターンではなく、サービスに対する顧客満足度の向上を含め、総合的なベ
ストプラクティスを目指すということでいいか？
⇒�本原則を採用した場合は、何が顧客のためになるかを真剣に考え、横並びに陥ることなく、より良
い金融商品・サービスの提供を競い合うことが求められる。

⇒�適正な手数料を顧客から収受することは妨げないが、その水準については、顧客本位の業務運営の
観点から、各事業者において検討することが必要。

⇒�ベストプラクティスを追及した結果、類似の取り組みが行われることはあり得るが、絶えず創意工
夫が競われることが望ましい。

【原則３】利益相反の適切な管理

・�委託手数料の支払いを受ける場合の利益相反の可能性とは？
⇒�販売会社が金融商品の顧客への販売・推奨に伴って、当該商品の提供会社から委託手数料の支払い
を受ける場合、受領する手数料が高い商品と低い商品があれば、高い商品に関し利益相反の可能性
が高まると考えられる。（すなわち、利益相反を引き起こす可能性があるのは「保険代理店」その
ものということである。）

 �保険代理店は、顧客よりになり過ぎることで保険会社にとって好ましくない契約を生み出して保
険会社の利益に反することがある。一方で、保険会社寄りになることで、場合によっては、顧客
を好ましくない契約に導き、顧客の利益に反することもある。そしてその場合、「自己の利益のた
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め」という理由が存在することも忘れてはならない。
 �「保険会社から手数料をもらうことが利益相反」ということには違和感があるが、金融庁が指摘し
ているのは「利益相反の可能性」ということである。そもそもこうした行為は、今回の業法改正
で禁止されている。しかし、“ルールを理由にした対応”ではなく、プリンシプルの下でより一層、
保険会社よりも顧客の利益を優先すべき気運を生み出そうとしているとみるべきである。求めら
れているのは、「顧客本位の企業文化」の醸成と浸透であり、それに基づく具体的な行動の実践と
定着である。

【原則４】手数料の明確化

・「顧客が負担する手数料その他の費用」に含まれるものは？
⇒�基本的には各事業者の判断に委ねられているが、｢名目を問わず」顧客が負担する手数料その他の
費用の詳細について情報提供することが求められる。

・顧客が直接負担しない代理店手数料や営業職員の給与の取扱はどう考えるか？
⇒�「名目を問わず」顧客が負担するものはは情報提供すべきとしていることを踏まえ、開示の対象と
すべきか、顧客本位の観点で整理する必要がある。

・開示方法は各社で判断していいか？
⇒主体的に創意工夫を発揮し、顧客が理解できるように開示することが必要。

・手数料等の明確化が可能なものから情報提供していくことでいいか？
⇒主体的に創意工夫を発揮することを求めており、可能なものから提供する（注１）ことは否定されない。
　�（注１：例えば、リスク性の金融商品から対応することも可。なお、代理店が保険会社から得る手
数料はフィーではなくコミッションであり、その多寡によって契約者が支払う保険料や受領する保
険金が変わるわけではないし、保険業法で開示が求められているわけでもない。日本代協としては
コミッションの開示には反対（注２）の立場である。）（注２：2018年度「現状と課題」第６-２章参照）

　【原則５】重要な情報のわかりやすい提供  

・知識豊富なプロが相手の場合は本原則を適用しないことでいいか？
⇒�プリンシプル・ベースなので当局は判断しない。実施しない場合はその理由や代替策を分かりやす
い表現で盛り込むことが求められる。

 �本原則は、顧客と直接接点を持つ一人ひとりの募集人のあり方に関わる内容であり、次の【原則
６】と並んで極めて重要なことを示唆している。

　【原則６】顧客に相応しいサービスの提供  

⇒パッケージ商品の場合は、当該パッケージ全体が顧客にとって最適か留意すべき。
⇒�商品の組成に当たっては、商品特性を踏まえて販売対象として想定する顧客属性を特定するとともに
それに沿った販売がなされるよう留意すべきである。

⇒�複雑またはリスク性の高い金融商品を販売・推奨する場合や金融商品の被害を受けやすい属性の顧客
グループに対して販売・推奨を行う場合は、商品や顧客の属性に応じ、その商品の販売・推奨が適当
かより慎重に審査すべきである。（注：高齢者対応など）

⇒�金融商品の販売に当たっては、従業員教育に努めるとともに、顧客に対しても、その属性に応じ、金
融取引に関する基本的な知識が得られる情報提供を積極的に行うべきである。

【原則７】従業員（注）に対する適切な動機付けの枠組み

・報酬・業績評価体系について、社員の能力や収益アップを評価するインセンティブは廃止すべきか？
⇒�具体的な報酬体系については、顧客の最善の利益、それを追及するための行動、顧客の公正な取り
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扱い、利益相反の適切な管理等を促進するように設計される必要があり、この趣旨を踏まえて各事
業者において検討して欲しい。

 �キャンペーンによる「押し込み販売」のような顧客の意向を無視した保険募集は、意向把握・確認
義務等の法定化によって今後は無くなることになる。ただし、それは単にミニマムレベルの話に
すぎず、ルールを守ったからといって代理店が成長・発展するわけではない。大事なことは、
ルールを遵守した上で、常にベスト・プラクティスを追及していくことである。

 �この原則を考える上では、募集人に対する「歩合給」をどのように取り扱うかという点は極めて重
要であるが、上記記載の行間を読めば、金融庁としては歩合給に否定的であると考えるべきであ
ろう。

　�（注：代理店も保険会社も、給与制度や評価体系などについて、経営者と従業員の関係で考えるこ
とになる。保険会社と代理店間は代手やインセンティブ報酬、表彰、代理店認定等の枠組みの中で
考えることになる。）

⑺　本原則を公表しない場合の対応

本原則の対象には保険代理店も含まれるため、原則として専属・乗合、専業・兼業を問わず全ての代理
店の検討課題となる。既に公表している代理店もあり、今後も徐々に増えてくるものと思われる。
ただし、行政としては、先ずは保険会社や来店型ショップ店等の大型代理店の対応を注視するものと思

われるため、一般の代理店が検討不十分なまま慌てて公表する必要はなく、しっかりとした組織論議を行
うことが先決である。
多くの代理店にとってはどうすればいいかよく分からないというのが実態だと思われるが、採択するか

しないかは個々の代理店が自由に決めればいいし、採択しなくても罰則はない。しかし、全ての代理店が
策定・公表の対象にはなっているため、採択しない場合であっても、少なくともその理由は明確にしてお
く必要がある。
中小規模の代理店の場合は、「今は体制整備義務の履行に取り組んでいる段階であり、原則の策定・公

表は次の段階の課題として検討する」としておいても現時点では問題ないものと思われる。
一方、「規模の大きな特定保険募集人」等、一定規模以上の代理店の場合は、取締役会等の場で経営と

しての原則の勉強、採決の可否に関する検討、採決しない場合はその理由の明確化等の手続きを行い、記
録を残しておく必要がある。
今後、徐々に策定・公表する代理店が増えてくるため、いつまでも「放置」はできないが、公表する、

しないに関わらず、本原則に照らし合わせながら、自社のあり方を見直すことが重要である。

■関東財務局による代理店との「対話」の実施
関東財務局においては、2019年度の取り組みとして、代理店との対話を実施する計画である。
対話の概要は以下の通りであるが、今後（注１）詳細が決まり、10月から実施される見込みである。
（注１：９月の本冊子刊行時には詳細が判明している見込み）

～保険代理店との「対話」の新たな在り方について～（2019年６月）

　実施時期：2019年10月～12月
　実施要領：・対象となった代理店に対して、事前に質問票を当局が作成のうえアンケートを実施
　　　　　　　・�アンケート調査の回答を基に、実際に各保険代理店に赴いて対話を行う保険代理店を当
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局において選定のうえ、体制整備状況（主に研修・監査並びに不祥事件を防止する策　
等）の検証などを行う。

　実施主体：関東財務局金融監督第４課（損保募集、生保募集　計４名）
　　　　　　　関東財務局理財部検査官
　実施対象先：管内（１都９県）保険代理店　約60社　（アンケート調査先は約100社程度を想定）
　対話内容：保険募集人に求められる法294条の３（注２）に対する対応状況　等
　　　　　　　主に、体制整備の実効性を調査するため、監査（内部・外部）、教育を重点に聴取予定）
　　　�（注２：保険業法294条の３では、代理店に対し、自らの業務の規模や特性に応じて、保険会社に課

せられている体制整備に準じるものとして、保険募集の業務に関し、以下の体制を構築することを
求めている。

　✧　保険募集業務に係る重要な事項の顧客への説明
　✧　保険募集の業務に関して取得した顧客に関する情報の適正な取扱い
　✧　保険募集の業務を第三者に委託する場合における当該保険募集の業務の的確な遂行
　✧　比較・推奨販売
　✧　保険募集人指導事業
　✧　その他の健全なかつ適切な運営を確保するための体制）

　その他：�アンケート調査については保険会社及び保険代理店の業界団体等と連携しながら実施する。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

【参考】 金融庁と損保協会の意見交換の概要（2018年７月～2019年２月）
金融当局は各金融事業者団体と定期的な意見交換を実施しており、その際、当局が提起した事項は金融

庁HP上で開示されている。
参考までに2018年度版掲載分以降の記録を掲載する。（次頁以降）
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【参考】
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５－２ 　顧客本位の業務運営の実現に向けて②
〈「消費者意識調査」から見えるもの〉

■消費者アンケートの概要
１．目的：代理店における顧客本位の業務運営の実現、並びに小規模事業者が多くを占める地域型代理店の

経営の参考にするため、一般消費者を対象にアンケート方式で損害保険に関する意識調査を実施
２．調査名：「損害保険に係る消費者調査およびマーケティング研究」
３．調査時期：2018年度（2018年10月～2019年３月）
４．調査対象：全国の20歳～69歳の男女で、「自動車保険」の個人契約者（任意の自動車保険の加入者、か

つ、自分自身で保険契約をしている人）。回答数1,000名。年代別・男女別に偏りなく対象者を抽出。
５．調査方法：株式会社ネオマーケティングが運営するアンケート専門サイト「アイリサーチ」を用いた

Webによるアンケート方式
６．調査・分析：静岡県立大学委託研究事業（経営情報学部岩崎邦彦研究室　教授　岩崎邦彦氏）
７．調査項目：

①　保険が消費者にもたらす価値は何か　─ 保険ビジネスを再定義する ─
②　消費者の保険契約に関連するニーズなど
③　自動車保険をどの代理店で行ったか
④　保険代理店に関する情報入手経路　─ 現在利用している保険代理店をどのように知ったのか ─
⑤　複数の「商品」「保険代理店」の比較検討の有無
⑥　消費者の保険代理店選択の決め手は何か　─ なぜ、消費者はその代理店を選んだのか ─
⑦　利用している保険代理店の評価 ─ 契約時の評価、担当者評価、満足度、継続利用意向、信頼度 ─
⑧　顧客満足度、継続利用意向などの規定要因の分析
　　─ どうすれば、顧客満足度、継続利用意向などが高まるのか ─
⑨　地域の保険代理店のマーケティングの方向性

■調査結果のポイント
Ⅰ 保険が消費者にもたらす価値は何か　― 保険ビジネスを再定義する ―

✧　保険が消費者にもたらす価値：

消費者が買うのは、保険という「商品」ではなく、保険がもたらす「価値」である。そこで、保険が
もたらす価値を把握するため、下記の文章の空欄に、自由に言葉を入れてもらった。

「保険が、私にもたらしてくれる価値は、（　　　　　　　　　　）である。」

結果、圧倒的に多い回答は、「安心」であり、1000人中442人がこの言葉をあげている。（「安心感」ま
で加えれば549人）保険業界は、「保険」という商品を販売しているのではなく、「安心」という心の価
値を人々に提供しているということである。このことから、保険業界は、「保険ビジネス」というより
も、「安心提供業」、「不安解消業」と再定義することができる。

✧　消費者の不安：

では、消費者は、何に不安を感じているのだろうか。下記の文章の空欄に言葉を入れてもらった。
「私が、身の回りのリスクで困っていること・不安を感じていることは、（　　　　　）である」

回答は、①「事故・災害」　②「健康・病気」　③「お金・生活」の３分野に分類できる。これらが、
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消費者が認識する３大リスクであることが示唆される。なお、「ない・わからない」と回答した人が、
約20％いた。具体的なリスクが見えない人が多いということである。保険業における消費者への「提案
力」の重要性を示す結果といえる。

✧　保険代理店＋X＝満足:

保険代理店の大切な使命は、顧客に「満足」を提供することである。では、どうすれば顧客の満足度
が高まるのであろうか。下記の式を消費者に提示し、空欄に相当する言葉を自由に上げてもらった。空
欄に入る言葉は、保険代理店が顧客満足度をあげるためのカギになるはずである。

保険代理店 ＋ （　　　　　　　　　　　） = 満足

回答では、「安心」がもっとも多い。前記と同様、この結果からも、保険代理店は「安心提供業」と
再定義できることが分かる。消費者が欲しいのは「保険証券」ではなく、「安心」なのである。

次に多い回答は、「対応」「信頼」「説明」となっている。保険代理店（募集人）と顧客とのコミュニ
ケーションや信頼感が満足度を高めるポイントであることが示唆される。

✧　保険代理店＋X＝不満：

逆に、どのような要因が、保険代理店に対する顧客の不満につながっているのであろうか。下記の式
を消費者に提示し、空欄に相当する言葉を自由に上げてもらった。空欄に入る言葉は、保険代理店が顧
客の不満を解消するためのカギになるかもしれない。

保険代理店 ＋ （　　　　　　　　　　　） = 不満

回答では、「高い」がもっとも多い結果となった。保険料に関する不満の表れであるが、視点を変え
れば、保険は契約したが、支払った保険料に見合う価値を感じていないということであろう。次に、

「対応」「勧誘」「説明」となっている。この結果から、保険代理店のコミュニケーションの問題が消費
者の不満要因になっていることが示唆される。「コミュニケーション力」は顧客満足に結び付く一方で、
コミュニケーションの失敗は不満に結び付いてしまう。保険代理店のマーケティングにおいて、コミュ
ニケーション力の大切さを示している結果である。

✧　今後どのような保険商品があるといいか：

消費者は、今後どのような保険商品があるといいと思っているのであろうか。下記の文章を消費者に
提示し、自由に言葉をあげてもらった。

「あなたは今後どのような保険商品があるといいと思いますか。」

回答では、５％程度の人が「災害・自然災害・台風」を挙げて記載があった中では上位となっている
が、一方で、「ない・わからない」と回答する人が、1000人中432人と圧倒的に多くを占めている。この
結果からも保険代理店の「提案力」の重要性が示唆される。

✧　保険代理店に保険以外に行ってほしい業務やサービス：

消費者は、保険以外に、どのようなサービスを保険代理店に求めているのだろうか。下記の文章を消
費者に提示し、空欄に自由に言葉を入れてもらった。

「保険の代理店に、保険以外に行ってほしい業務やサービスは、（　　　　　　）である」

回答は多様であるが、その中で、数自体は3.5％程度と少ないものの「相談」や「情報提供・アドバ
イス」が上位にきている。保険業におけるコミュニケーション力、カウンセリング力、コンサルティン
グ力の重要性が伺われる。保険業は、「コミュニケーションビジネス」といってもよい業態であること
がわかる。

なお、「ない・わからない」と回答する人が、1000人中632人と圧倒的に多い。消費には「不安」があ
り、不安を解消したいと思っていても、具体的なサービスやイメージが見えないということである。こ
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のことからも、保険業者の「提案力」の重要性が示唆される。
✧　消費者が抱く保険の代理店のイメージ：

消費者は、「保険の代理店」にどのようなイメージを持っているのだろうか。下記の文章を消費者に
提示し、空欄に自由に言葉を入れてもらった。

「『保険の代理店』と聞いて思い浮かぶイメージは、（　　　　　　　　　　）である。」

回答は、「ない・わからない」が181人ともっとも多い。「保険代理店のあるべき姿」「各代理店のあり
たい姿」を明確にし、消費者の頭の中に明確なイメージを形成していくことが欠かせない。なぜなら、
消費者はイメージがわかないものを選ぶことはないからである。逆にイメージが頭に浮かべば、消費者
に選ばれやすくなる。　

Ⅱ 消費者の保険契約に関連するニーズなど

✧　全国チェーンか地域密着か：

「全国チェーンの保険代理店」と「地域密着の保険代理店」のどちらに魅力を感じるかを聞いたとこ
ろ、年代に関わらず、６割程度の回答者は全国チェーンに魅力を感じているが、４割程度の回答者は、

「地域密着の保険代理店」に魅力を感じている。地域に生きる代理店の活路は確実にあると言える。
✧　複数の担当者がいる大規模代理店か、個人事業者もしくは小規模事業者か：

「複数の担当者がいる大規模事業者」と「個人事業者もしくは小規模事業者」のどちらに魅力を感じ
るかを聞いたところ、年代に関わらず、約７割の回答者は規模が大きい方に魅力を感じているが、３割
超の回答者は、「個人事業者もしくは小規模事業者」に魅力を感じている。太宗は大規模事業者に安心
感を持つのであろうが、小さな事業者に惹かれる人々も確実に存在していることが分かる。

✧　保険料の安さかサービスの質か：

「保険料の安さ」と「保険サービスの質の高さ」のどちらを重視するかを聞いたところ、年代に関わ
らず、７割程度は価格に惹かれているが、３割程度の回答者は「サービスの質の高さ」を重視している。
上記を合わせると、全体で３割程度の人は、“地域に所在する比較的小規模で、サービスの質が高い代
理店”を選ぶ傾向にあることが分かる。

✧　非対面か、対面か：

「非対面の保険のアドバイス」と「対面での保険のアドバイス」のどちらに魅力を感じるかを聞いた
ところ、年代に関わらず、５割程度の回答者が「対面での保険のアドバイス」に魅力を感じている。
ネットの時代においても、対面の価値は高いと言える。むしろ、ハイテク社会が進むほど、逆に、ハイ
タッチの重要性も高まることが想定されることから、対面コミュニケーション力を磨く必要がある。

✧　対面の場合、どのような手段を希望するか：

「対面」での保険契約で、どのような手段を希望するかを聞いたところ、地域の代理店においては、
自宅訪問希望は44％、「代理店や営業所に行く」は54％となり、来店希望が自宅訪問を上回った。

✧　年代別・自動車保険料の支払い手段の希望：

自動車保険料はどのような方法で支払いたいのかを「年代別」に聞いたところ、20代～60代まで年代
に関係なく、53.8％の回答者が「クレジットカード」を希望しており、銀行口座振替希望の25％を大き
く上回った。

✧　チャネル別・自動車保険料の支払い手段の希望：

地域代理店、ショップ店、勤務先、自動車関連等、どのチャネルにおいても「クレジットカード」の
利用意向が高かった。（36.8％～77.6％の幅はあるが、口座振替の17.5％～34.5％を大きく上回った。）
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✧　自動車保険の情報入手方法：

〔代理店の担当者と対面で〕回答者全体で「その通り」「ややその通り」の合計は、43.9％。年代間で統
計的な差異はない。対面でのコミュニケーションは年代に関わらず有効であることが示唆される。

〔インターネットで〕回答者全体で「その通り」「ややその通り」の合計は57.8％。情報はネットで得る人
たちが過半になっていることが分かる。なお、電話やはがきによる入手意向は21％～29％程度である。

Ⅲ 自動車保険をどの代理店で契約したか

✧　年代別の傾向：

現在加入している「自動車保険」の契約をどの事業者で行ったかを聞いたところ、回答者全体では
「Webによるダイレクト保険」（32.6％）がもっとも多く、「地域の保険代理店」（26.6％）、「自動車関連
業者」（17.5％）と続いている。

ダイレクトのウエイトが実際のシェア（約８％程度）と比して大幅に高くなっているが、本アンケー
トがWebによる調査であったことが影響しているものと思われる。

各業態において、「年代別の利用者」をみたところ、下記の傾向がみられる。なお、地域別の傾向も
確認したが、有意な差はみられなかった。

①　「地域の代理店」は年代別に大きな違いは存在せず、20代～60代まで満遍なく利用されている。
②�　「来店型店舗の保険代理店」は20代の利用者が突出しており、年代が高くなるほど利用者は減少

している。
②　「Webによるダイレクト保険」については、40代以上の利用割合が高くなっている。

✧　大都市・非大都市別の傾向：

現在加入している「自動車保険」の契約をどの事業者で行ったかを「大都市（注）と非大都市の別」で
聞いたところ、「地域の保険代理店」は、非大都市の利用者割合が高く（大都市20％・非大都市28.3％）、

「Webによるダイレクト保険」は、大都市の利用者割合が高い結果（大都市40.0％・非大都市30.8％）と
なった。（注：東京都、札幌市、仙台市、横浜市、名古屋市、大阪市、神戸市、福岡市）

✧　契約の所要時間の希望：

商品内容説明や契約手続きなどを含め、全体でどの程度の時間で済ませて欲しいか聞いたところ、回
答者が希望する契約時間の平均値は34.4分、中央値は30分であった。契約者の話を聞きながらニーズ把
握を行い、必要な情報を的確に要領良く伝えて30分以内に手続きを終えるためには、属人性を改善し、
プロセスのマニュアル化や業務スタンダードの構築が求められることになる。

Ⅳ 保険代理店に関する情報入手経路

✧　現在利用している代理店をどのように知ったのか：

消費者は、現在加入している「自動車保険」の代理店をどのように知ったのだろうか。代理店の業態
別に情報の入手経路をみてみた。情報入手経路がわかれば、効果的な情報発信のための示唆を得ること
ができるだろう。結果は、下記の通りである。

〔地域の保険代理店〕「知人の紹介、口コミ」が37.2％と最も多く、これに「家族から」「昔からの付き
合い」が続く。上位３つで78.3％を占める。

〔Webによるダイレクト保険〕「インターネットの情報」が70.6％と突出している。
〔来店型店舗〕地域の代理店の次に「知人の紹介、口コミ」が多く、28.6％となっている。
〔自動車関連業者〕「代理店の営業」が27.4％、「昔からのつきあい」が25.1％となっており、他チャネ

ルと比べて特徴的である。
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Ⅴ 複数の「商品」「保険代理店」の比較検討の有無

１．直近の契約について

✧　複数の「商品」「保険代理店」の比較検討の有無：

　〔商　品〕回答者全体の50.1％が複数の「商品」を比較している。
　〔代理店〕回答者全体の29.8％が複数の「保険代理店」を比較している。

２．今後の契約について

✧　今後、複数の「商品」「保険代理店」の比較の希望：

〔商　品〕�全体の60.3％が今後の契約で複数の「商品」の比較を検討している。
　　　　 特に、来店型店舗の契約者（60.3％）、Webダイレクト契約者（77.9％）の比較意向が強い。

〔代理店〕�全体の45.8％が今後の契約で「保険代理店」の比較を検討している。
　　　　 �勤務先関連代理店（63.7％）と地域代理店（59.0％）は、比較希望よりも比較しないと答えた

回答者が多く、夫々の関係性の深さが伺える。

Ⅵ 消費者の保険代理店選択の決め手は何か　― なぜ、消費者はその代理店を選んだのか ―

✧　現在利用している代理店を選んだ理由：

今回の調査の回答者は、任意の自動車保険の加入者であり、かつ、自分自身で保険の契約をしている
人である。回答者は、どのような理由で、現在利用している保険代理店を選択したのだろうか。保険代
理店の選択理由が分かれば、保険代理店のマーケティングの方向性に関して、示唆が得られるかもしれ
ない。そこで、次の文章を消費者に提示し、空欄に自由に言葉を入れてもらった。

「その保険代理店を選んだ理由は、（　　　　　　　　　　　）である。」

結果は、163人が「安い」と回答し、最も多かった。（「保険料」を加えれば226人）次いで、「紹介」
「安心」「信頼」「家族」…となっている。

ただし、保険代理店の選択理由は、代理店の業態によって異なる可能性がある。以下、代理店の業態
別に選択理由をみていく。

✧　地域の代理店を選んだ理由：

「地域の保険代理店」の利用者に、その代理店を選択した理由を自由に記述してもらった。
回答文章中の単語の出現頻度をみたところ、「家族」「紹介」「知り合い」「付き合い」「安心」「信頼」

といった単語が上位に来ている。「地域の保険代理店」は、信頼をベースに口コミが生まれ、顧客を生
み出していると言える。

✧　Webによるダイレクト保険を選んだ理由：

同様に、「Webによるダイレクト保険」の利用者に、選択理由を自由に記述してもらった。
その結果、「安い」という語句が突出しており（13％）、「保険料」「価格」も上位に並んでいる。これ

らを合わせて考えると、“価格選好”が強いことが分かる。口コミで顧客が生まれる「地域の代理店」
とは対照的な結果であり、そもそも依って立つ顧客層が異なっていることが分かる。

✧　来店型店舗を選んだ理由：

「来店型店舗の保険代理店」の利用者に、その代理店を選択した理由を記述してもらったところ、回
答文章中の単語の出現頻度では、「対応」「安心」といった単語が上位に来ている。

✧　勤務先や関連会社の保険代理店：

同内容で聞いたところ、「安い」という回答が最も多くなっている。
✧　自動車関連業者：
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同内容で聞いたところ、「担当者」「紹介」「安心」「信頼」といった単語が上位に出現している。
✧　消費者の選択理由による保険代理店のポジショニング：

ここまでみてきた業態ごとの選択理由（自由記述）データを用いて、保険代理店のポジショニングを
行った。分析方法は、コレスポンデンス分析（注）という統計手法を利用した。その結果が下図である。

これをみると、業態間の選択理由の類似性（異質性）や、各業態がどのような要因で選択されている
のかが視覚的に把握できる。たとえば、「地域代理店」と「ダイレクト保険」は対極的なポジションに
あることが分かる。つまり、消費者の選択理由が大きく異なるということである。
�（注：「コレスポンデンス分析」とは、統計学上のデータ解析手法のひとつで、アンケート調査などのク
ロス集計結果を散布図にして見やすくする手法。略して「コレポン」と呼ばれる。調査データはクロス
集計表にすることが多いため、項目が多いと内容を把握しにくい場合があるが、そうした際に、項目間
の関係性を、視覚的に分かり易く表現するために使用される。メディアや企画書などでも頻繁に使用さ
れている。）

Ⅶ 利用している保険代理店の評価　― 契約時の評価、担当者評価、満足度、継続利用意向、信頼度等 ―

１．契約時の評価

✧　保険契約の際に、自分のニーズをしっかり聞いてもらえたか：

「保険契約の際に、自分のニーズをしっかり聞いてもらえた」で「その通り」「ややその通り」と回答
する消費者をチャネル別（注）にみると、「地域の保険代理店」が最も高い（69.5％）。次いで、「自動車関
連業者」（66.3%）となっている。最も低いのが「Webダイレクト」であるが（35.9％）、これは自己責
任型の契約であり、ここでの比較対象にはならない。
�（注：地域の保険代理店、自動車関連業者、来店型・勤務先・Webダイレクト・電話ダイレクトのチャ
ネル区分）
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✧　保険契約の際に、十分に説明を受けたか：

「保険契約の際に、十分に説明を受けた」で「その通り」「ややその通り」と回答する消費者をチャネ
ル別にみると、「自動車関連業者」（73.7%）、「地域の保険代理店」（72.1%）の２業態が高くなっている。
３番手の「勤務先代理店」（56.6％）で契約した人の認識度合いとは大きな差が出ている。

✧　保険契約時に受け取った「重要事項説明書」にしっかり目を通したか：

「保険契約時に受け取った重要事項説明書にしっかり目を通した」で「その通り」「ややその通り」と
回答する消費者をチャネル別にみると、「来店型店舗の保険代理店」が最も高い（58.7％）。

２．担当者とのつながり

✧　担当者の顔が思い浮かぶか：

業態別に、担当者の顔が思い浮かぶかを聞いたところ、「はい」の回答率が高いのは、「自動車関連業
者」（76.0%）、「地域の保険代理店」（75.6%）、次いで「来店型店舗」（63.5％）となっている。

✧　担当者の名前を知っているか：

業態別に、担当者の顔が思い浮かぶかを聞いたところ、「はい」の回答率が高いのは、「自動車関連業
者」（76.0%）、「地域の保険代理店」（75.6%）、次いで「来店型店舗」（63.5％）となっている。日常使用
する自動車の所有・使用・管理を通じ、自動車関連業者との結びつきが意外に深いことが伺える。

✧　担当者が、保険に関してどのような資格を持っているか、確認したことがあるか：

業態別に、担当者が保険に関してどのような専門的な資格を持っているか、確認したことがあるかを
聞いたところ、「はい」の回答率がもっとも高いのは、「来店型店舗の保険代理店」（55.6%）である。次
いで、「地域の保険代理店」（41.7％）となっている。“専門的な相談をしたい”が、“対応してくれる人を
知らない”という場合には、人は「品質の手がかり」を求めることが伺える。

３．満足度、今後の利用意向など

✧　満足度…その保険代理店に満足しているか：

「その保険代理店に満足している」で「その通り」「ややその通り」と回答する消費者をチャネル別に
みると、「地域の保険代理店」（78.2%）が最も高い。次いで、「来店型店舗の保険代理店」（68.3%）となっ
ているが、上位２つの間には約10Pの差がある。顧客本位の観点からみると、質の高い地域の代理店を
育てることが重要な施策になることが示唆される。なお、「電話によるダイレクト保険」は48.6％に止
まり、他と比して大きく見劣りする結果となっている。

✧　信頼度…その保険代理店を信頼しているか：

「その保険代理店を信頼している」で「その通り」「ややその通り」と回答する消費者をチャネル別に
みると、「地域の保険代理店」（78.9%）が最も高く、次いで、「自動車関連業者」（72.6%）となっている。
上と合わせて、満足度、信頼度ともに地域の保険代理店の契約者が最も高くなっている。

✧　継続利用意向…その保険代理店を今後とも利用したいか：

「その保険代理店を今後とも利用したい」で「その通り」「ややその通り」と回答する消費者をチャネ
ル別にみると、「地域の保険代理店」（73.3%）が最も高い。次いで、「勤務先やその関連会社の保険代理
店」（67.3%）となっている。「勤務先」の場合は、満足度、信頼度ともに総じて高くはないが、雇用や取
引関係等で簡単に変更しにくい背景もあるものと思われる。

なお、「Webや電話によるダイレクト保険」の継続利用意向は、それぞれ58.6％、48.6％となっており、
価格次第で契約先を変える消費者心理が伺える。

✧　口コミ意向…その代理店を友人・知人に紹介したいか：

「その代理店を友人・知人に紹介したい」で「その通り」「ややその通り」と回答する消費者をチャネ
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ル別にみると、「来店型店舗の保険代理店」（57.2%）と「地域の保険代理店」（56.0%）が高く、いずれ
も５割を超えている。「来店型店舗の保険代理店」や「地域の保険代理店」における口コミの有効性を
示す結果である。「勤務先」（31.8％）、「自動車関連事業者」（38.3％）ともに口コミにはなりにくく、

「電話によるダイレクト保険」では29.7％（うち、「その通り」は８％）に止まっている。
４．顧客とのきずなの業態間比較（「きずな力」）

✧　きずなのモノサシの作成：

安心提供業である保険代理店において、顧客とのきずなの重要性は言うまでもない。ここでは、顧客
とのきずなの強さ（「きずな力」と呼ぶ）について検討した。はじめに、ここでは、下記の４変数を用
いて、「きずな力」のモノサシを作成した。具体的な分析方法は、因子分析である。
・その保険代理店に満足している　　

・その保険代理店を信頼している

・その保険代理店を今後とも利用したい

・その代理店を友人・知人に紹介したい

（いずれの変数も「その通り」を５、「違う」を１とする５ポイントスケールで回答を求めた）
４変数の因子分析を行った結果、下記の表のとおり、１つの因子が抽出された。
この因子を「きずな力」と名付け、この因子スコアを「きずな力」のモノサシとする。
なお、因子スコアは、平均値０、分散１に標準化されている。

　　〈「きずな力」に係る因子分析結果〉

✧　きずな力の業態間比較：

「きずな力」に関するモノサシを用いて、業態間のきずな力を比較したものが次の図である。なお、
数字は、「きずな力」に関する因子スコアであり、平均値０、分散１（±１の範囲内で動く）である。
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このグラフで明らかなとおり、「地域の保険代理店」の「きずな力」が圧倒的に高いことがわかる。
他の業態と比較して、「地域の保険代理店」と顧客との“きずな”がもっとも強いことを示している。

Ⅷ 顧客満足度、継続利用意向などの規定要因の分析

　 ― どうすれば、顧客満足度、継続利用意向などが高まるのか ―

１．満足度の規定要因…代理店の顧客満足度は、何によって決まるのか 　

ここでは、「顧客満足度」の規定要因に関する分析を行う。これが分かれば、顧客満足度を高めるた
めの方向性がみえるはずである。

分析は、現在利用している保険代理店の満足度を従属変数とする回帰分析である。
なお、顧客満足度の規定要因は、代理店の業態によって差異があると思われる。そこで、ここでは

「地域の保険代理店」と「Webダイレクト保険」について、顧客満足度の規定要因の分析を行う。

✧　「地域の保険代理店」に対する顧客満足度の規定要因：

次の図は、「地域の保険代理店」に対する顧客満足度の規定要因をみたものである。
満足度への影響度がもっとも高いのは、「自分のニーズや要望を聞いてくれる」である。その他、ス

ムーズな契約手続き、担当者のマナー、保険の提案など、担当者と顧客とのコミュニケーションや提案
力が満足度につながっていることが分かる。
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✧　「Webによるダイレクト保険」に対する顧客満足度の規定要因：

次の図は、「Webによるダイレクト保険」に対する顧客満足度の規定要因をみたものである。
満足度への影響度が高いのは、「保険商品の内容が優れている」「契約・更新に手間がかからない」で

ある。“ヒト”の要素がない「Web」の特性が現れている。

２．継続利用意向…何が顧客のリピート意向に影響するのか 　

✧　「地域の保険代理店」に対する継続利用意向の規定要因：

次の図は、「地域の保険代理店」に対する継続利用意向の規定要因をみたものである。
継続利用意向への影響度がもっとも高いのは、「迅速な事故対応を受けることができる」である。次

いで、「担当者とのコミュニケーションが良好」、「担当者のマナー・接客態度がよい」となっている。
不安解消とともに、事故対応力や担当者コミュニケーション力が、「地域の保険代理店」の継続利用意
向を高めることがわかる。
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✧　「Webによるダイレクト保険」に対する継続利用意向の規定要因：

次の図は、「Webによるダイレクト保険」に対する継続利用意向の規定要因をみたものである。
継続利用意向への影響度が高いのは、「補償・サービスの品質が優れている」、「契約・更新に手間が

かからない」である。

３．口コミ意向…どうすれば、口コミの発生が促進されるのか 　

✧　「地域の保険代理店」に対する口コミ意向の規定要因：

次の図は、「地域の保険代理店」に対する口コミ意向（“その代理店を友人・知人に紹介したい”）の
規定要因をみたものである。

口コミ意向への影響度がもっとも高いのは、「不安やリスク回避についてアドバイス」である。次い
で、「担当者とのコミュニケーションが良好」「担当者のマナー・接客態度がよい」となっている。担当
者とのコミュニケーションの良さが「地域の保険代理店」に対する口コミを促進することが示唆される。
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✧　「Webによるダイレクト保険」に対する口コミ意向の規定要因：

次の図は、「Webによるダイレクト保険」に対する口コミ意向の規定要因をみたものである。
口コミ意向への影響度が顕著に高いのは、「保険商品の内容が優れている」である。次いで、「パンフ

レットなどの見た目が魅力的」となっている。

４．「地域の保険代理店」と「Webによるダイレクト保険」の比較 　

次の表は、本章の分析結果について、「地域の保険代理店」と「Webによるダイレクト保険」を比較
整理したものである。それぞれ上位３項目を掲載している。

この結果からも、「地域の保険代理店」と「Webによるダイレクト保険」の顧客への価値提供の方向
性が異なること、そして、それぞれの顧客の存立基盤が異なることが示唆される。（即ち、同じ土俵で
競い合う相手ではないことが分かる）
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Ⅸ 地域の保険代理店のマーケティングの方向性

【総括】

「地域の保険代理店」には、地域の保険代理店なりのマーケティングがあり、「Webによるダイレ
クト保険」には、Webによるダイレクト保険なりのマーケティングがある。ここまでの分析を集約
すると、「地域の保険代理店」のマーケティングのポイントは、下記の３要素に集約される。
「安心提供業」として、
①　人を通じた専門性の提供、提案力　　　　＝　ほんもの力（Authenticity）

②　顧客とのきずな、地域とのきずなの構築　＝　きずな力（Bond）

③　顧客との人的コミュニケーション　　　　＝　コミュニケーション力（Communication）

これらの３要素に関しては、規模の大きさは必ずしも関係しない。逆に、小規模故の機動性や親
密性が強みにもなる。消費者をとりまくリスクや不安が高まる今日、地域の人々とのきずなを有し
た「安心提供業」として、地域の保険代理店の役割はますます高まるはずであり、上記３つの力を
磨き上げ、強化することが、消費者に選ばれて生き残っていく地域密着型代理店のカギになる。

（以上）
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６－１　関連法規の動向①
〈代理店の労務管理・社会保険の取り扱いと商慣習の見直し〉

■雇用動向を巡る所管官庁の動向
委託型募集人の適正化に伴い、対象となる募集人が雇用に移行する場合、労働関係法規が全面適用される
ため、全国の労働基準監督署（労基署）や年金事務所で代理店の雇用動向をチェックする動きがある。
特に、委託型募集人の適正化期限が終了した2015年４月以降は、労基署や年金事務所による実態把握や代
理店訪問が行なわれており、厚生年金加入を含め労働関係法規への適正な対応が強く求められている。
年金事務所等が代理店の雇用動向に関心を持つのは、かねてから雇用に伴う社会保険の整備について代理
店の曲解や認識誤りが少なからず散見されており、監督官庁として問題視していたからと言われている。と
りわけ多いのが、社会保険料の支払額を圧縮させようとするもので、例えば、雇用する募集人の給与体系を
固定給と歩合給（事業所得）に分け、歩合給に対する社会保険料の支払いを逃れようとするケースや、募集
人の労働時間がフルタイムであるにも関わらず、社会保険料の支払い対象外となる週数回勤務のパート形態
で形式的に雇用契約を交わすケースなどが指摘されている。
いうまでもなく社会保険料の課税対象は、「報酬の総額（全額）」（健康保険法第３条５項）であり、歩合
給等名称の如何を問わず、報酬の一部を対象から除外するのは違法となる。（受給者が事業所得として経理
処理する場合も同じ）また、労働法は労働者を守るための法規であり、雇用契約よりも労働時間の実態が優
先するため、雇用契約上パート勤務だと言っても実態がフルタイムなら、社会保険の加入義務者となる。つ
まり、パート勤務として雇用契約を交わす場合は、それを示す労働記録の管理と代理店による労働実態の把
握が求められることになる。
この問題は、委託型募集人の雇用への移行のケースに限った話ではない。元々雇用であったとしても、厚
生年金等の適切な手続きが行われていなければ問題は同じであり、早急に対処する必要がある。なお、加入
逃れを指摘された場合、過去２年間分の保険料が追徴されることに留意する必要がある。

■労働基準監督署の動向
委託型募集人の適正化後の状況については、全国の労基署も強い関心を寄せており、各地で順次実態調査
が行われている。調査項目は、就業規則、労働条件の明示、労働時間、残業時間、休日勤務、休暇所得、最
低賃金、労働保険加入状況等多岐にわたる。代理店経営者は、先ず自主点検により実態を把握し、関係法規
に抵触するような事項があれば、速やかに改善を図ることが必要である。

＜参考：「厚生年金、加入逃れ阻止」＞

新聞報道（2014年７月４日日経）によれば、政府は厚生年金に加入していない中小零細企業約80万社（※）
を2015年度から特定し、加入させる方針を固めたとのこと。国税庁が保有する企業情報（所得税の源泉徴収
データ）を使って対象企業を割出し、日本年金機構が加入を求めていく。（※源泉徴収実施事業所250万ヵ所、
厚生年金加入事業所170万ヵ所、未加入80万ヵ所、未加入従業員200万人と推計）

■年金事務所による調査の内容
2015年10月５日のマイナンバー導入に伴い、各法人に固有の番号（法人番号）が設定されたことによって、
時間を要していた社会保険未加入事業者の特定が一気に進み、年金事務所による健康保険・厚生年金保険加
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入実態調査も全国で順次実施されている。（健康保険法第198条第１項・厚生年金保険法第100条第１項に基
づく調査）調査は、未加入事業者のみならず、既加入事業者に対しても適正加入の確認の観点から実施され
ており、年金事務所への呼び出しが行われている。（日時指定だが変更は可能。場所は管轄の年金事務所会
議室。事業主本人の出頭が原則だが、社会保険労務士等の代理者でも可。）
＜持参を求められる資料は以下の通り＞
①　労働者名簿・雇用契約書
②　�賃金台帳または賃金支給明細書（用意できない場合は個人別所得税源泉徴収書）
③　出勤簿またはタイムカード
④　源泉所得税領収証書（所得税徴収高計算書控の直近分）
⑤　�社会保険関係の各種決定通知書の事業所控分（被保険者資格取得届、算定基礎届、月額変更届、賞与
支払届の決定通知書）

⑥　就業規則（労働協約）および給与規定
⑦　事業所名・所在地ゴム印、社印、代表者印（持ち出し可能な場合）
⑧　呼び出し通知書（受付で提示）

＜参考：「国税庁のデータ、毎月チェック」＞

2017年６月８日の日経新聞によれば、同年秋から毎月、国税庁から厚生労働省と日本年金機構に対し、源
泉徴収している企業のデータを提供することが報道されている。（現在は年２回）また、これに先立ち、同
年７月から、企業が新規事業認可を自治体などに申請する場合、厚生年金の加入状況を調査する対象業種も
拡大している。現在の建設・運送業に加えて飲食、理容、社会福祉事務所なども対象とし、未加入の場合は
厚労省に通報する制度が導入されている。

■厚労省・金融庁連名要請文の発出
2017年３月28日には、厚生労働省（年金局事業管理課）と金融庁（監督局保険課）連名で損保協会に対し、

「厚生年金保険法等に基づく届出の適正化の徹底について」という要請文（注）が出されており、未加入の「逃
げ得」は許さない国の方針が示されている。厚生年金等への適正加入は待ったなしの状況であることを認識
し、万一未対応のケースがあれば、一刻も早い対応が必要である。（注：後段に添付／全国社会保険労務士
会連合会から提供）
なお、「厚生年金・健康保険の被保険者となるべきもの」は以下の通りである。
⑴　正規社員：雇用期間の定めがなく、常用的に勤務する者（常用勤務者）を指す。勤務時間等がどのよ
うな定めになっていても厚生年金等の被保険者として取り扱う必要あり

⑵　有期雇用職員：雇用契約や勤務時間に関する規定に基づき、１週間の所定労働時間および１月の所定
労働日数が常用勤務者の４分の３以上である者

⑶　短時間勤務者：勤務時間および勤務日数が常用勤務者の４分の３未満であっても、次の要件全てを満
たす場合は、2016年10月以降、短時間労働者として厚生年金等の被保険者に該当するので注意が必要
①　特定適用事業所に雇用されていること
特定適用事業所とは、同一事業主（法人番号が同一）の適用事業所の被保険者数（短時間労働者を

除き、共済組合員を含む）の合計が、１年で６カ月以上、500人を超えることが見込まれる事業所が
これに該当する。

②　次の５つの要件を全て満たすこと
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ア）週の所定労働時間が20時間以上であること
イ）雇用期間が１年以上見込まれること
ウ）賃金の月額が8.8万円以上であること
エ）学生でないこと
オ）常時501人以上の企業（特定適用事業所）に勤めていること
（注：�就業規則や雇用契約書等で定められた所定勤務時間、所定労働日数、所定労働時間等が⑵、

⑶の基準未満である者であっても、実際の労働時間が連続する２月において当該基準以上と
なった場合で同様の状態が続くと見込まれる場合も対象。なお、保険募集は保険代理店の指
揮監督で労働に従事する時間となることに留意が必要）

■法人企業としての代理店のあり方
法人形態の代理店という事業体が、社会的責任を担う企業として認識されるかどうかをチェックする目は、
金融庁だけではなく、厚生労働省（年金事務所・労基署）等の他官庁やマスコミ、消費者団体等各方面に存
在する。従って、企業運営において法制度の抜け道探しは通用しないことを認識し、規模の大小に関わらず、
企業としての「あり姿」において、どこに出ても恥ずかしくない会社をつくる必要がある。
社会保険未加入の法人はブラック企業であり、オフィシャルな求人もできない。社会と調和しない存在で
あり、改善点があれば、社会保険労務士等の専門家と相談しながら正攻法で対応する必要がある。
また、社員の福利厚生は、法律の定めだからやるという次元の話ではない。社員が安心して働ける環境を
構築することは、人材確保や社員満足の向上による生産性向上、更にはお客様満足度向上のカギとなる取り
組みであることを認識し、経営者として責任を持って主体的に対応していくことが重要である。

【参考】サイバー法人台帳ROBINS

ROBINSは、JIDEC（一般財団法人日本情報経済推進協会）が運営する企業情報データベースである。イ
ンターネット空間上における信頼性の高い企業情報を「誰でも」「どこでも」「簡単に（無料で）」見ること
ができる。掲載されている企業情報は、企業自らが申告した情報を社会保険労務士などの第三者が確認し、
「本物」と認めたもののみを提供している。いわば「ホワイト企業」のお墨付きを与える信頼の証であり、
社会保険等についても適正加入が証明されているため、ブラック企業を警戒する就職予定者や取引先にとっ
て有益な情報源となっている。

■日本代協の方針・支援策
日本代協では、「全国社会保険労務士会連合会」と提携し、全国ネットで対応できる「総合労働相談所」
による対面相談（0570－064－794にTEL・対面相談は事前予約制・一部電話相談も可）やセミナー講師の
派遣、個別相談の受付等の支援策を用意し、各代協並びに代協会員に活用できるようにしている。
脱法や潜脱を避けるためにも専門家の助言を得ることが必要であり、今後も団体間の連携強化を図り、適
正加入を徹底していく。併せて、各保険会社に対しても代理店認定要件への組み入れを要請し、適正加入以
外にありえない環境に整えていく方針である。
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参　考
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■労働契約書作成上の注意点
最近芸能プロダクションと所属タレント等との契約関係を巡り、大きな社会問題となっているが、保険募
集人も一般企業とは異なるルールで働くことが多く、WEBなどで得られる一般的な労働契約書では対応で
きないケースがある。主な注意点は下記の通り。
１．募集人の労働時間管理：

何が「労働時間」に当たるのかを明確にした上で、実態との整合性を確保する必要がある。把握方法は
問わないが、ITを活用した情報共有システムの導入が効果的である。
２．賃金の決め方と支払い方：

ある程度自由に決めることができるが、毎月の生活を安定させて顧客本位の取り組みを促す観点から固
定給が望ましい。歩合給を導入する場合は、個人業績評価だけではなく、顧客本位の対応状況等の判定割
合を大きくするなど、「自分本位の募集」に陥ることがないよう、環境を整えることが求められる。また、
最低賃金や全額払い等の５つのルール（注）に従う必要がある。
（注：�①通貨払いの原則、②直接払いの原則、③全額払いの原則、④毎月１回以上払いの原則、⑤一定期

日払いの原則）
３．時間外労働と割増賃金

“成果で働くので残業は関係なし”では通用しない。時間外に該当する場合は割増賃金を支払う必要が
ある。そのため、１．の労働時間管理が極めて重要である。
４．就業規則・社内ルール

法令条項とは別に会社を守る上で重要な以下の条文がある。
①服務規程（従業員が守らなければならないルール）、②懲戒（ルールを破った場合の処分の内容）
③解雇（解雇理由の明確化）、④その他（秘密保持条項、競業避止条項）

また、入社前のコンプライアンス違反への対応や合併・統合時の定年の定め、退職時の契約の移管、成績
不良の場合の解雇規則など、保険代理店特有のルールを就業規則に盛り込むことが必要である。
日々の労務管理、働き方改革への対応などやることは山積みであるが、提携の社会保険労務士とも相談の上
で課題に優先順位をつけて対応していく必要がある。

■長時間労働につながる商慣習の見直し
今、日本社会は人口動態の構造変化やデジタル化の進展の中で、100年に一度の転換期を迎えている。そ
うした変化の中で、他の先進国と比べて大きく見劣りする労働生産性の向上と、多様な人材が活躍できる社
会の構築は大きな課題となっており、政府としても国をあげて「働き方改革」を進めていることはご承知の
通りである。
「働き方改革」の課題の一つである長時間労働は、損保業界においても長年の問題（注１）であるが、改善し
たとは言い切れないのが実態である。また、この問題は、保険会社と代理店との間の長年の商慣習（注２）が
原因になっていることも多く、両者が一体となって取り組むことが不可欠の課題でもある。契約者対応が疎
かになることはないよう、保険会社と代理店で役割分担を行って補完しあうとともに、契約者自身の理解も
得ながら進めていく必要がある。
（注１：）保険会社⇒代理店：時間外の電話、至急業務依頼　など
　　　　 代理店⇒保険会社：休日の事故相談、自動車保険の試算依頼　など
（注２：）�商慣習とは、取引先との間の商取引において、過去から当たり前のようにやっている対応が習

慣化したものをいう。
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こうした認識のもとで、日本代協と損害保険労働組合連合会（損保労連）の両者で協議を重ねた結果、
「相手の働き方に配慮する」との考えを前提に、日々の行動を主体的に見直していく必要があるのとの認識
で一致し、その理念を共同宣言（後掲）として締結し、2018年８月に公表したものである。
今後は、「相手の働き方に配慮する」との考えを代協会員並びにその従業員一人ひとりが共有し、保険会
社社員のみならず、同僚や取引業者等、あらゆる取引先（相手）の働き方への配慮につながる主体的で具体
的な取り組みを行っていく必要がある。答えは常に現場にあるので、代協会員としても担当の保険会社社員
や支社長等とも意見交換の上で、両社の社員がともに活き活きと働ける思いやりあふれる職場環境の構築に
向けて、能動的に見直しを進める必要がある。
なお、本共同宣言については、経緯、内容、進め方等について、保険会社経営サイドにも認知されており、
保険会社の労使と外部委託先でもある代理店が一体となって進めていくことが重要である。
日本代協としては、今回の共同宣言締結を「長時間労働につながる商慣習の見直し」に向けた今後の取り
組み強化につなげていく方針である。

【参考】

◇ 生保業界：2017年12月21日付「働き方改革に向けた生保産業労使共同宣言」
◇ 経済団体：2017年９月22日付「長時間労働につながる商慣行の是正に向けた共同宣言」
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【後掲参考資料】

長時間労働につながる商慣習の見直しに向けた共同宣言

　超少子高齢化に伴う人口減少やグローバル化、デジタル化の急速な進展など、取り巻く環
境が大きく変化しつつあるなか、多様な人材がより一層活躍できる社会の実現に向けた
「働き方改革」への関心が高まっています。
　「働き方改革」の大きな課題とされている長時間労働は、保険会社・保険代理店双方にみ
られる課題であり、損保グループ産業が今後も魅力ある産業であり続けるためには、課題
解消に向けた取り組みを深化させていく必要があります。
　そのためには、保険会社と保険代理店との間にある長時間労働につながる商慣習を、両者
が一体となって見直していくことが不可欠です。
　われわれは、こうした認識を共有したうえで、消費者や取引先の理解を得ながら、下記の
ような取り組みを各現場で実践していくことを通じ、長時間労働につながる商慣習を見直
し、ひいては、損保グループ産業で働く誰もが「働きがい」「ゆとり・豊かさ」「自負・誇
り」を実感できる職場環境を整備し、安心・安全な社会の実現に貢献していくことを宣言
します。

〇　�自らが関係法令や社内のワークルールを遵守することに加え、相手が違反しないよう
配慮する。

〇　相手の営業時間外や休日における電話や打合せなどは控える。

〇　各種業務の依頼にあたっては、適切な期日を設定するよう配慮する。

〇　自らが対応すべき業務を相手に依頼することを控える。

2018年７月

損害保険労働組合連合会
一般社団法人　日本損害保険代理業協会
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６－２　関連法規の動向②
〈民法改正（債権法）〉

■改正民法成立・施行
消費者保護の理念を盛り込んだ「民法の一部を改正する法律案」が2020年４月１日から施行される。（成
人年齢の引き下げは2022年４月１日施行）今回の改正は、契約等の基本的ルールとなっている「債権法」に
関わるものであり、現在の民法財産編が制定・交付された明治29年以来約120年ぶりの改正となった。近年
の経済環境や社会生活等の大きな変化に対応させるための大改定である。
施行日以降の取引については改正後の民法が適用されるが、民法は、契約、取引など市民の日常生活に深
くかかわる基本的な法律であり、改正の影響は多方面に及ぶことが想定される。従って、代理店としても業
務上の必要性は勿論のこと、契約者へのアドバイスという観点からも概要を把握し、改正内容を理解してお
く必要がある。

■契約の成立（前提）
契約は、申し込みと承諾の意思の合致があれば、口約束でも成立し、特段の取り決めがない限り、注文書
や契約書を取り交わす必要はない。販売者等には商品を約束通り引き渡す義務があり、購入者は代金を支払
う義務がある。改正民法では、その旨を条文で定めている。
一旦契約が成立すると、原則として契約者双方の合意がなければ一方的な解約はできないため、契約を行
う場合は慎重さが求められる。

■改正民法の主な内容
＜約款の位置づけの明確化＞

現行民法には約款に関する明確な規定はないが、携帯電話や各種保険等の契約において、消費者が約款を
読まずに契約し、企業側とトラブルになるケースがある。
こうした課題を解決するために、約款について「不特定多数の人を対象に画一的に行う取引の内容を示し
た文書」（多数の相手方との契約の締結を予定して予め準備される契約条項の総体であって、それらの契約
の内容を画一的に定めることを目的として使用するもの）」と定義し、①当事者の間で定型約款を契約の内
容とする旨の合意をしたときや、②その旨を予め顧客に「表示」して取引を行ったときは、消費者が約款の
内容を理解していなくても個別の条項について合意をしたものとみなし、有効とされることになった。
一方で、約款の内容が「相手方の利益を一方的に害する場合（注）」は合意しなかったものとみなすとされ
ており、消費者保護が図られた。（注：例えば、「いかなる場合も当社は責任を負わない」などの条項は「不
当条項」となり認められない。）
また、定型約款を事業者が一方的に変更する場合は、①変更が顧客の一般の利益に適合する場合や、②変
更が契約の目的に反せず、かつ、変更に係る諸事情に照らして合理的な場合に限って認められることになっ
た。さらに、顧客にとって必ずしも利益とならない変更については、事前にインターネット等で周知（注）す
ることが必要とされた。（注：約款中に「当社都合で変更することがあります」と記載してあっても一方的
に変更できるわけではない。）
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＜法定金利の引き下げ＞

損害賠償の利率に適用される法定利率も変更となる。法定利率とは、契約で金利を定めない場合や支払い
遅延の場合に支払う遅延損害金の算定などに用いられる金利であるが、旧民法は５％に固定されていた。
今回の改正で、この金利を３％に引き下げ、その後３年ごとに市場金利を参考にしながら１％単位で見直
す変動制が導入された。これにより、長期金利の指標となる新発10年物国債の利回りとの大幅なかい離を改
善し、市場環境に則した金利の適用が期待される。
一方で、損保業界としては、対人事故の際の保険金などに影響（支払額の増加）が出てくることが想定さ
れる。

＜認知症の高齢者などが結んだ契約は無効〔意思能力〕＞

交通事故や認知症などにより意思能力（判断能力）を有しない人が結んだ法律行為は無効であることは、
判例等で認められており、確立したルールとなっているが、民法にはその旨を定めた規定がなかったため、
今回無効とすることを法律上で明記した。
また、意思能力がない者が相手方に対して行う原状回復の範囲は、現に利益を受けている限度に止まると
定められた。
なお、契約の相手方が「意思能力がないことは外見では分からなかった」と主張し、医師の診断書などを
求めることも想定されるため、認知症の場合は、成年後見人制度（注）を利用することが適切なケースもある
ことに留意が必要である。
�（注：人の意思能力が低い状態がある程度の期間続いている場合に、本人の判断を他の者が補うことに
よって、本人を法律的に支援するための制度）

＜消滅時効の統一＞

旧民法では、一般的な債権の消滅時効（注１）は「権利行使できる年から10年」と定められていたが、職業
別に以下のような様々な「短期消滅時効」が定められていた。
　・飲食店の飲み食い代金、タクシー代金　　　：１年間
　・動産のレンタル代金　　　　　　　　　　　：１年間
　・小売業の商品代金や弁護士報酬、授業料　　：２年間
　・医療費や工事代金　　　　　　　　　　　　：３年間
　・年金・地代・利息・賃借料などの商取引債権：５年間　など
しかしながら、相手の職業によって消滅時効が異なることを理解することは難しく、トラブルの元にもな
りかねないため、改正民法では職業別の短期消滅時効は廃止され、原則「５年」（ケースによっては最長10
年（注２））に改正された。
［債権の発生］⇒［債権者が権利行使できることを知った日から５年間の間に権利行使しなかった場合は
時効成立］⇒ または［権利を行使できる時から10年間行使しない時（注２）は時効成立］となる。
（注１：一定期間の経過により債権等の財産権が消滅する制度）
（注２：�債権者自身が、自分が権利行使できることを知らない場合（債権者に返済金を過払いしたが、過

払いの時点では返還を求める権利を有することを知らなかったなど）については、権利を行使す
ることができる時から「10年」で時効となる。）
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＜損害賠償請求権の消滅時効＞

現行法では、不法行為による損害賠償請求権の消滅時効は、「損害及び加害者を知った時から３年」であ
り、不法行為（ex.交通事故に遭った等）の時から20年の期間制限（除斥期間）もある。また、債務不履行
による損害賠償請求権（美容手術で、残らないと言われた手術痕が残った場合など）は、権利を行使できる
時から10年で消滅時効となる。
改正民放では、不法行為の場合で「生命・身体損害」に関わる場合は、時効を３年から５年に延ばし、保
護を厚くしている。同様に債務不履行の場合も「生命・身体損害」に関わる場合は、10年から20年に延長さ
れた。また、製造物責任（P/L）の場合も同様に、「生命・身体損害」に関わる場合は５年に延長された。
なお、製造業者が製品を引き渡してから10年経過すると時効となるが、医薬品の副作用のように、身体に
蓄積してから健康被害が生じる場合や、一定の潜伏期間を経て症状が現れる場合については、発症してから
10年で時効とされた。

＜保証人の保護の強化＞

　①　極度額のない個人の根保証契約は無効：

民法の規定では、一部を除いて保証人が負担する限度額を定めておらず、保証人が想定外の弁済を求
められることもあり得るため、改正民法では、個人保証の場合には、債務の内容に関わらず、事前に極
度額（保証人が支払責任を負う上限金額）を定める（注）こととされ、保証人の保護が図られることと
なった。（注：これにより、包括根保証は不可となり、保証額には必ず上限を定めることとなった。）

　②　公証人による保証意思確認の手続きを新設：

会社や個人である事業主が融資を受ける場合に、当該事業に関与していない親戚や友人などの第三者
が安易に保証人になってしまい、結果的に予想もしなかった多額の金銭の支払を迫られる事態が依然と
して生じている。
改正民法では、第三者が保証人になる場合、保証契約締結前１ヵ月以内に公正証書を作成して保証人

になる意思を明らかにすることとされた。但し、主たる債務者と一定の関係があるもの（取締役、従業
員でもある配偶者等（注））は第三者とはせず、連帯保証人になることができるとされた。
（注：以下に該当する場合は第三者とは見做されない）

☛ 主債務者が 法人  の場合：その法人の理事、取締役、執行役や議決権の過半数を有する株主等

☛ �主債務者が 個人  の場合：共同で事業を行っている事業者や主債務者の事業に現に従事している
主債務者の配偶者

＜敷金の原則返還＞

マンションの賃貸等の場合、家賃の数か月分の「敷金」が必要になることが多いが、退去時に返還されな
い、あるいは、敷金以上の原状回復費用を請求される等、トラブルが多く発生している。
一方で、旧民法には敷金に関する規定がないため、改正民法では、下記の通り、敷金を明確に定義し（注）、

併せて借主には退去時の返還義務を定めた。
（注：敷金とは「賃料債務その他の賃貸借に基づいて生じる賃借人と賃貸人に対する金銭債務を担保する目
的で、賃借人が賃貸人に交付する金銭」とされた。関西圏で適用されている「保証金」もこれに含まれるこ
とになる。）
①　敷金：�賃貸借が終了して賃貸物の返還を受けたときに、貸主は賃料などの債務の未払分を差し引いた

残額を返還しなければならない、と定められた。
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②　賃貸借の借主：�賃借人は「賃貸物を受け取った後に生じた損傷（注１）がある場合において、賃貸借が
終了したときは、その損傷の原状回復義務を負う。ただし、「その損傷が賃借人の責
めに帰すことができない事由によるもの（注２）であるときは、この限りでない」と定
められ、原状回復義務の内容が明確化された。

　　　　　　　　　（注１：たばこのヤニ、ペットによる柱等のキズ　など）
　　　　　　　　　（注２：�通常の使用および収益によって生じた賃貸物の通常損耗並びに賃借物の経年

変化…家具の設置による床やカーペットのへこみ、日照などの自然現象によ
るクロスの変色、壁等の画鋲、ピン等の穴　など）

＜欠陥商品の売り手の責任の明確化〔瑕疵から「契約不適合」へ表現が変更→「契約不適合責任」〕＞

購入した商品に欠陥が見つかった場合（商品が破損していた、あるいは、契約とは異なる商品が届いた場
合等）、これまでは売り手に対して契約解除か、その商品がもたらした損害の賠償を求めるしか策がなかっ
たが、改正民法により、売り手に修理・交換・代金減額などを求める選択肢が追加された。
なお、この場合、契約書等との違いを「知ってから」１年以内に契約内容と異なることを「通知」してお
けば、現行法と異なり、損害賠償等の請求や契約の解除などの権利行使自体を１年以内に行う必要はない。
〔参考〕「住宅の品質確保の促進等に関する法律」

新築住宅の請負契約や売買契約については、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」が適用される。「構
造耐力上主要な部分（基礎、土台、柱、壁、屋根など）」と「雨水の侵入を防止する部分」に瑕疵（契約不
適合）があった場合、施行業者や売主に対して最低でも10年（特約により20年まで延長可）の間、契約不適
合責任を追及できる。（なお、この場合でも契約不適合があることを知ってから１年以内にその旨の通知を
行う必要がある。）

■成人年齢の引き下げ（20歳→18歳）
2018年３月13日付けで成人年齢を現行の20歳から18歳に引き下げる改正民法が成立し、2022年４月１日に
施行される。1876年の太政官布告以来140年以上続く「大人」の定義が変わり、既に18歳以上に引き下げら
れた選挙権年齢と合わせ、若者の社会参画を促すこととなる。女性が結婚できる年齢は16歳から18歳に引き
上げ、男女ともに18歳になる。親の同意なく契約した場合に原則取り消せる規定は、18歳、19歳の場合には
適用されなくなる。
なお、健康被害やギャンブル依存症への懸念から、飲酒・喫煙・競輪・競馬などは現在の20歳が維持される。
また、付帯決議で、２年以内に若年消費者を保護する措置を講じるよう政府に求めており、知識や経験、
判断力が不足している消費者を不当に勧誘し、締結した契約は取り消すことができる権利の創設などが検討
されている。マルチ商法など、若年成人の判断力不足に乗じて契約を締結させる行為を行政処分の対象とす
ることも検討される予定である。
一方で、養育費を支払う対象年齢には連動させず、経済的に未成熟であれば養育費の支払義務がある（注）

ことになっている。

（注：2018年10月４日法務省解説）
子の養育費について、「子が成年に達するまで養育費を支払う」との取決めがされていることがありま

す。平成30年６月13日に民法の成年年齢を20歳から18歳に引き下げること等を内容とする民法の一部を改
正する法律が成立したことに伴い、このような取決めがどうなるか心配になるかもしれませんが、取決め



―　113　―

がされた時点では成年年齢が20歳であったことからしますと、成年年齢が引き下げられたとしても、従前
どおり20歳まで養育費の支払義務を負うことになると考えられます。
また、養育費は、“子が未成熟であって経済的に自立することを期待することができない場合に支払わ

れるもの”なので、子が成年に達したとしても、経済的に未成熟である場合には、養育費を支払う義務を
負うことになります。このため、成年年齢が引き下げられたからといって、養育費の支払期間が当然に
「18歳に達するまで」ということになるわけではありません。例えば、子が大学に進学している場合には、
大学を卒業するまで養育費の支払義務を負うことも多いと考えられます。
なお、今後、新たに養育費に関する取決めをする場合には、「22歳に達した後の３月まで」といった形

で、明確に支払期間の終期を定めることが望ましいと考えます。
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７ 　共通化・標準化の推進

■基本的な考え方
保険業界は、少子化・超高齢社会の到来という社会構造の大きな変化の中にあり、市場の縮小に備えざる

をえない状況にある。また、消費者の価格選好が強まる中で、社費の削減が重要な課題となっている。
消費者ニーズへの対応や利便性向上を目的に各社の独自性が発揮されることは望ましいことである。しか

しながら、保険会社間の競争が加速する中で、本来独禁法や職業倫理上の問題もないような分野まで必要以
上に競争を拡大させた結果、業界全体で高コスト体質に陥るとともに、商品の複雑化等によってかえって消
費者の理解を妨げてしまったとすれば本末転倒である。
「競争のための競争」に奔走して「誰のための、何のための競争なのか」が分からなくなっている実態は

ないだろうか。また、乗合代理店では、“各保険会社が何でも競争する”ことで事務処理や内部管理体制の
煩雑化を招き、生産性を阻害する要因になっているとの不満の声は大きい。

こうした状況を踏まえると、共通化・標準化を図ることで契約者にメリットが生じるものについては、消
費者無視のこだわりや根拠なき前例踏襲主義を捨て、10年後、20年後を睨みつつ今から改善に取り組むこと
が必要なのではないだろうか。

日本代協としては、こうした認識の下で、「各社間の相違が消費者のデメリットになっていること、現場
で困る原因になっていること、業界全体で無駄なコストを生んでいること｣ を洗い出して改善要望としてま
とめ、損保労連とも連携しながら、損保協会の検討に活かしてもらう方針である。

■検討の視点
共通化・標準化の検討に際して必要な視点は、以下の３点である。
①　契約者（消費者）にとっての分かりやすさ、利便性の向上（トラブル、不信、無用なロードの抑制）
②　代理店・募集人の業務効率化（顧客対応時間の確保・生産性向上）
③　保険会社のコスト削減（収益改善、保険料引き上げ抑制）
また、こうした課題は、システムやコストの壁に阻まれ、「総論賛成、各論反対」になりがちであるが、

業界全体の向かうべき大きな方向感を共有した上で、出来る限り具体的に事案を洗い出し、時間をかけずに
実行できるものから長期的視点に立って検討するものまで、時間軸を伸ばして検討する必要がある。

更に、最新のデジタルテクノロジーを活用することで、標準化とコストの最小化を図ることが重要である。

■日本代協の取り組み：損保協会への提言・要望書の提出（2012年９月）
日本代協では、2012年度に企画環境委員会が中心となって共通化・標準化が必要と考えられる具体的な案

件を洗い出し、検討結果を84項目にまとめ、同年９月26日付で損保協会に提出した。
本会の提言項目に対する損保協会の検討状況（2019年７月時点）は次頁以降の通りである。損保協会にお

ける検討の結果、実現したものや検討中の事案もあるが、多くの課題は独禁法上を始め、様々な理由で検討
対象から除外されているのが実態である。独禁法は時代や環境によって解釈が変わる面もあるため、聖域化
せずに検討の土俵に乗せてみることが望まれる。

なお、本会としては、標準化・共通化の観点から改善や変革が必要な事項があれば、損保協会に対し、継
続的に提案を行っていく方針である。（2019年度は９月中に提言取りまとめ予定）



―　115　―

※検討状況欄　○・・・検討後に実現・実現済　　×・・・検討後見送り
　　　　　　　△・・・検討中（継続・別課題として検討を含む）
　　　　　　　対象外、「－」・・・検討せず・検討不可

共通化・標準化に向けた提言に対する検討状況
（2019年７月時点）✧変更点は斜字・下線部分

No 分　類 提　言　項　目 共通化・標準化策 検討
状況 損保協会の検討内容

1

帳票

個人分野申込書の
記載ルール・帳票
の共通化・標準化

米国・ACORDフォームのあり方を参
考にして業界全体で標準化を図り、
統一フォームを使用する。（各社特殊
な商品は除く）
併せてUCDAフォントを使用するこ
とにより、字体も共通化する。

△ ・口座依頼書に関しては、業界ベースで「口座
情報登録端末」を開発し、2018年３月から
運用開始済み。（※後掲）

× ・申込書、異動帳票、証券などの各種帳票につ
いては各社の商品内容・システムに拠る部分
が大きく、これらは競争領域であることか
ら、各社にて「わかりやすさ向上」を指向す
ることとし共通化は見送る。
・告知書については各社のアンダーライティン
グ方針に拠る部分が大きいことから同様とす
る。

2 異動帳票の
共通化・標準化

3

その他各種帳票の
共通化（具体的な
帳票名は以下の通
り）

競争する必要がないもの、各社趣向
を凝らす必要がないものは思い切っ
て共通化・標準化を目指し、取り組
みを進める。
（将来的には共同作成も検討する。）

－ ―

4 ○保険料領収証

全社共通フォームとする。

× ・多くの会社においてコスト負担増となるため
採用困難であり見送る。

5 ○クレカ売上票 × ・前記（№１）に同じ

6 ○口座振替依頼書 ○ ・P121以降参照（レジペイ）

7 ○質権設定承認
　請求書 ○

・主に火災保険全般を対象に使用する質権設定
承認請求書について、標準的な記載項目例を
整理した。

8 ○中断証明書 × ・コスト負担が高い一方で効果が限定的である
ため見送る。

9 ○自賠責関連書類 ○
・各種確認書（権利譲渡に係わる確認書、罹災
解約時の確認書）について、標準帳票および
事務ルールを整理した。

10 ○保険料算出基礎
　数字申告書 ○

・保険料算出基礎数字の確認にあたり、各社共
通で必要になると考えられる事項を整理した
資料として、保険料算出基礎数字申告書の標
準記載項目を整理した。

11 ○事故報告書 ×
・各社、商品内容やCS施策などが異なるため
事故受付フォームに差異が生じることはやむ
なく採用困難なため見送る。

12 ○保険会社への�
　送付状 × ・送付状の使用を必須としていない会社もあり

実施は見送る。

13 ○保険金請求書類 ×
・各社の商品内容・システム等に拠る部分が大
きいことから、各社にて「わかりやすさ向
上」を指向することとし共通化は見送る。

14 ○示談書・確認書 － ・第６次中期基本計画における損害調査関連の
重点課題のため、別途検討を進める。

15
○�保険金請求に係
わる個人情報保
護の同意書

－ ・既に各社ほぼ同内容の模様

16 ○代理店勘定�
　精算書 × ・システム開発コストが膨大であり実現困難な

ため見送る。

17

重要事項説明書・
意向確認書類の記
載ルール、帳票の
共通化

内容の簡素化・重複排除とともにデ
ザイン、配置等共通化できるものは
統一し、比較しやすくする。少なく
とも全社重説はパンフレットと、意
向確認書類は申込書と一体化し、分
かりやすい帳票にする。

○

・重要事項説明書等の簡素化について、業界ガ
イドラインへの反映方法や火災保険等の重要
事項説明書の改善案の検討を行い、「よりわ
かりやすい募集文書・説明のあり方に関する
TF」の最終報告書をふまえ、「契約概要・注
意喚起情報（重要事項）に関するガイドライ
ン」および「募集文書等の表示に係るガイド
ライン」を改定した（2013年９月）。

18

募集ツールのモデ
ル化（高齢者に分
かりやすい帳票の
ガイドライン策定）

極力文書を減らし、アニメーション
等を盛り込み、契約者の理解を得や
すいツールのモデルを業界全体で作
成し、各社で活用する。

○ ・上記に同じ
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No 分　類 提　言　項　目 共通化・標準化策 検討
状況 損保協会の検討内容

19

帳票

コンビニ払込用紙
の使用期限の統一

コンビニ払いは「末日期限」で統一
し、払込用紙のフォームも共通化する。 × ・約款に関連する事項であり、また相当のシス

テム開発が必要なため見送る。

20 保険証券のデザイ
ンの共通化

第三者機関による評価基準を参考に
保険証券のデザイン、配列等の共通
化を図る。

×

・各社の商品内容・システムに拠る部分が大き
く、これらは競争領域であることから、各社
にて「わかりやすさ向上」を指向することと
し共通化は見送る。

21

事務処理・
ルール

自賠責保険の異
動・解約手続き窓
口の拡充

自動車検査登録事務所等でも行える
ようにして消費者（手続き代行者）
の利便性を確保する。併せてネット
処理を検討する。

×

・自動車検査登録事務所等を含めた新たなシス
テムを構築する場合は、多大なコストを有す
るため（保険料引き上げへの影響の可能
性）、損保協会・業界全体のシステム改定の
動向を引き続き注視した上で、現時点では対
応を見送る。

22
相続等の手続きに
おける必要書類取
付ルールの共通化

全社ベースでルールを共通化し、必
要書類も削減を図る。 ○

・相続や破産等の事由により契約が終了して返
戻金をお支払いする場合における取付書類の
種類や確認範囲等に関し、各社共通で必要に
なると考えられるものについて、「必要書類
一式（標準例）」を整理した。

23

契約時、確定精算
時、保険金支払時
に取り付ける必要
書類ルールの共通
化

全社ベースでルールを共通化し、必
要書類も削減を図る。 ○

・フリート契約の所有・使用確認（構内専用
車、構内専用車以外）、車の譲渡事実の確
認、準公有車割引の確認について、確認資料
およびルールを整理した。
・保険金請求書については、仮に請求書が共通
化・標準化された場合でも、複数保険会社に
提出すべき場合は保険会社ごとに請求書の記
入が必要であるため、記入枚数は軽減され
ず、お客様利便の向上に資するところは少な
いと考えれられる。一方、現在でも、各社で
は自社の請求書について、書きやすさや事務
効率化の観点からレイアウト等を工夫してお
り、お客様の負担軽減に努めているので、こ
の取組を継続することとする。

24
解約処理の計算方
式の日割り（また
は月割）への統一

解約方式を契約者に納得感がある日
割（契約方式によっては月割）に統
一する。

対象外 ・独禁法上の問題

25

業界ベースでの保
険料引き落とし口
座の会社登録制度
の構築

契約単位ではなく、会社登録方式と
し、登録済みの契約者は口座振替依
頼書の提出を不要とする。（実施して
いる保険会社もある）

× ・コスト・ロードが膨大であり実現困難なため
見送りとする。

26

業界ベースでの地
震保険５年自継の
キャッシュレス支
払いの実現

全社で５年自継キャッシュレスの実
現を図り、地震保険の安定的加入を
推進する。

対象外 ・個社判断の領域

27

クレジットカード
払の業界ベースで
の推進のための環
境整備
（自賠責を含む）

一般的な商品購入の場合と同様に、
業界ベースでクレジットカード払推
進のための環境を整備する。支払回
数は契約者が選択できるようにする
とともに、業界ベースでクレジット
カード協会等と交渉し加盟店手数料
引き下げを実現する。携帯クレカも
推進する。

対象外

・独禁法上の問題
・自賠責保険のキャシュレス化（口座振替。、
クレカ等）に関し、実現可能性を探る検討が
開始されている。（国の制度に関係するため
ハードルは高いが、検討自体は行われている
点は一歩前進と判断する。）

28 電話募集ルールの
共通化

契約者の目線で、対象種目、手続き
の範囲、対象者の範囲、事務処理を
見直し、全社で統一を図る。

－ ・募集コンプライアンスガイドで整理済み。

29

同居以外の親族の
代理人選任ルール
の業界ベースでの
見直し・統一化

同居以外の親族を代理人に指定でき
るよう業界ベースでルールを改め
る。併せて記載ルールも共通化する｡

○

・「代理人による署名・押印方法」については、
代理人手続きルール検討WGにて共通化の方
向性を打ち出し、共通化を実現した（募集コ
ンプライアンスガイドの改定に反映｡）。

30

デイリー精算の全
種目対象化（主に
専業代理店を対
象）

種目等による取扱上の違いの差をな
くし、シンプルで間違えにくい事務
処理プロセスを確立する。

対象外 ・個社判断の領域

31

積立保険の契約者
貸付利用時におけ
る本人確認手続き
の簡素化、共通化

契約者貸付手続きの必要書類を統一
し、かつ最小限に絞り込む。 －

・代理人手続ルール検討WGでは、J33「口頭
委任による代理人手続き」ならびに「法定代
理人による手続き」の共通化を検討・策定し
た。
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No 分　類 提　言　項　目 共通化・標準化策 検討
状況 損保協会の検討内容

32

事務処理・
ルール

地震保険中途付帯
時の別口契約方式
の導入

火災保険証券コピーを添付すれば、
既存の火災保険加入会社、代理店以
外でも地震保険が取り扱えるように
改定し、特に直扱契約の付帯率アッ
プを図る。

対象外 ・地震保険制度のテーマ

33
コンビニ払込票使
用期限の延長と無
責発生日の統一

コンビニ払込票使用期限を月末まで
に統一し、月末までに入金できなけ
れば未払い期間中に発生した事故に
ついては無責として分かりやすい
ルールに改定する。

× ・約款に関連する事項であり、また相当のシス
テム開発が必要なため見送りとする。

34 保険料払込の
共通化

キャッシュレス化を進めるとともに、
「始期翌月払」に一本化する。 対象外 ・約款マター（競争領域）であり、検討の除外

とする。

35
代理店オンライン
システムの一部共
有化

乗合代理店用のオンラインシステム
の基盤を各社共同で構築する。 × ・システム開発コストが膨大であり見送る。

36
（計上前）新規・
異動のリスクア
タッチの共通化

会社報告の様式や通知手段（FAX・
メールなど）を統一する。 × ・所定の様式を用意していない会社もあり見送

る。

37
現契約の異動に伴
う更改後契約への
注意喚起の標準化

早期更改を行った後に更改前契約に
異動が発生した場合、早期更改済契
約に対して異動が発生したことを注
意喚起する仕組みを標準化する。

× ・個社でのシステムにより対応方法が異なるた
め見送る。

38 自賠責保険
制度

自賠責保険制度の
見直し・付保義務
への移行

現行の自賠責保険制度の在り方を根
本から見直す。法律上の付保義務に
移行させて対人リスクを一本化し、
制度全体の仕組みをシンプルにする｡
付保義務の充足状況は、車検とは切
り離し、自動車税納付時に申告させ
る等の方法に移行させる。

対象外 ・自賠責保険制度のテーマ

39

約款・商品・
用語

約款解釈の共通化 約款解釈の共通化を図る。
（例：「火災」の定義） 対象外 ・独禁法上の問題

40 個人分野商品の
約款の共通化

出来る限り共通化を図り、消費者に
とっての分かりやすさを追求する。 対象外 ・独禁法上の問題

41 用語の共通化

外部の目を入れて、さらなる平易化
に努めると共に独自商品以外は用語
の統一化を図る。併せて、約款等の
フォントやポイント、文字の行間も
契約者の目線で損保協会としてのガ
イドラインを策定し、見易さ、読み
やすさを追求する。

－ ・2008年６月に「保険約款および募集文書等
の用語に関するガイドライン」を策定済み。

42 等級制度 自動車保険の等級
制度改定の再改定

契約者が理解できるように等級制度
を一本に戻し、他の共済なども含め
て共通化する。
（少なくとも今回の改定内容を業界全
体で周知に努め、契約者の理解を促
進する。）

対象外 ・参考純率制度のテーマ

43 組織の呼称 お客様窓口の呼称
の統一

「事故受付窓口」「苦情相談窓口」「契
約変更受付窓口」等、各社のコール
センター、カスタマーセンターの呼
称を機能別に統一化し、分かりやす
さを追求する。

－ ・機能別に整理されており、概ね共通化されて
いる。

44

割引・割増
規定

団体類別の統一化

業界ベースで判断基準の統一化を図
り、適用の齟齬をなくすとともに安
易な一物二価を排除する。特に集団
扱は「日本国民総団体化」を招きか
ねず、根拠も希薄であり、廃止する｡

対象外 ・独禁法上の問題

45 退職者団体割引の
適用廃止

根拠が希薄であり、本割引は廃止す
る｡
少なくとも現行規定を改め、退職者
の定義を業界ベースで厳格に定めて
公平性を確保する。

対象外 ・独禁法上の問題
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No 分　類 提　言　項　目 共通化・標準化策 検討
状況 損保協会の検討内容

46
割引・割増
規定

債務者団体割引の
適用廃止

根拠が希薄であり、割引は廃止する｡
どうしても廃止が無理な場合は、少
なくとも該当する契約者に対して
は、取扱代理店がどこであっても、
同一保険会社なら適用できるように
改定する。もしくは、同一保険会社
であれば同水準の保険料が提示でき
るよう料率上の手当を行う。

対象外 ・独禁法上の問題

47 中断特則ルールの
統一

業界ベースで中断特則ルールを統一
する。 × ・各社の引受方針（販売戦略）に係る事項であ

り標準化になじまないため、見送りとする。

48

業務規制

全チャネルの規制
を統一する

チャネル間で対応に齟齬が生じない
ようルールを統一する。特に、
ディーラーにおける仮領収証の発行
は、特別利益提供の隠れ蓑になる懸
念があり、廃止する。

対象外 ・他業界に係る事項

49 募集文書作成
ルールの共通化

業界ベースで作成ルール、記載項目
の簡素化、共通化を図る。 ○

重要事項説明書等の簡素化について、業界ガイ
ドラインへの反映方法や火災保険等の重要事項
説明書の改善案の検討を行い、「よりわかりやす
い募集文書・説明のあり方に関するTF」の最終
報告書をふまえ、「契約概要・注意喚起情報（重
要事項）に関するガイドライン」および「募集
文書等の表示に係るガイドライン」を改定した
（2013年９月）。（日本代協から委員参加）

50

登録制度

乗合承認時の基準
を業界ベースで定
める

乗合承認のルールを業界ベースで定
め、合理的な理由のある乗合の円滑
な実現を図る。（損保協会が定めた期
限のルールに追加する）
具体的案は以下の通り。
１.�乗合申請に当たっては、代理店は
委託契約の基本である相互信頼、
相互理解の精神を堅持し、次の項
目について事前に代申会社と協議
する。

　①�乗合申請を行うに至った経緯、
乗合を行おうとする理由、当該
保険会社選定の理由（顧客ニー
ズへの対応、代理店経営戦略上
の必要性等）

　②�忠実義務を遵守し、現契約の維
持・拡大に努めること

　③�乗合に対応できる態勢（人員・
能力）を整備していること

２.�.保険会社は、代理店の乗合申請理
由に真摯に耳を傾け、申請内容が
妥当であると判断されれば、速や
かに乗合を承認する。

対象外
・個社判断の領域
　（販調委確認ルール（2012.2.7）でもカ
バー）

51 少額短期保険会社
の乗合の自由化

少短保険会社の追加委託は、乗合と
は見做さず、事前承認ではなく事後
通知とするよう業界ルールを整え
る。これにより少短商品の活用を促
し、消費者の多様なニーズに応える
環境を整備する。

対象外 ・個社判断の領域

52
店主死亡時の代理
店登録空白期間の
規定上の手当

規定の明確化を図る。 × ・登録・届出の電子化以降、課題は大きく改善
されており見送る。

53

募集人の届出、変
更に関する運用と
委託契約書との齟
齬の解消

現行の運用と委託契約書の規定との
整合性を図る。 × ・役員・使用人届出に際しての承認・通知ルー

ルの共通化は困難であり見送る。
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No 分　類 提　言　項　目 共通化・標準化策 検討
状況 損保協会の検討内容

54 登録制度 新規募集人の
即日募集の実現

即日募集活動ができるように業界
ベースで即日申請の仕組みを構築す
る。

×

次の理由から見合わせる。
・代理店が直接、代理店登録電子申請システム
にアクセス可能とした場合、募集人の届出・
変更に限定しても営業部門との連携が望め
ず、申請時や不備発生時の対応に支障を来た
すこと。
・募集人届出に関し、監督指針において従前よ
りも厳格な要件が定められたため、代理店か
ら直接届出が行える仕組みの構築は馴染まな
いと考えられること。

55

委託契約書

標準委託契約書の
作成

委託契約書の基本的な内容は、業界
ベースで統一し、乗合代理店におけ
る適用の齟齬を解消する。各社別あ
るいは代理店別に定める必要がある
ものは、別に定める方式に移行する｡

対象外 ・個社判断の領域

56
代理店に対する異
動・解約承認代理
権の付与

現実の対応の実態に合わせて委託契
約書を改定し、代理権を付与する。
これにより消費者のニーズに迅速に
対応できるようにする。

対象外 ・個社判断の領域

57 口座振替手数料
負担ルールの改定

口座振替やクレカ支払いの場合は、
領収と精算が同時に行われてると見
做し、保険会社と代理店双方で分担
（50：50）するように改定する。

対象外 ・個社判断の領域

58
事故発生時の代理
店の役割の業界
ベースでの明確化

委託契約書において代理店の事故時
の役割と代理店手数料との関係を明
確に定める。その上で、お互いの役
割を契約者に事前に提示し、サービ
ス品質を明確にする。

対象外 ・個社判断の領域

59

損害調査

過失割合認定判断
の共通化

第三者機関による調停の仕組みを活
用する等により過失割合認定の共通
化を図り、公平性を担保する。

－ ・６次中計課題として別途検討。

60 事故状況の共同
査定のルール化

複数の保険会社が係わる事故の場合
は、共同査定が実施できるように業
界ベースでルール化する。

－ ・６次中計課題として別途検討。

61 人身傷害保険の
支払基準の共通化 自賠責基準、任意基準を共通化する。 対象外 ・独禁法上の問題

62 対人賠償保険金の
支払基準の共通化

対人賠償の支払基準を改めて共通化
する。 対象外 ・独禁法上の問題

63
キャッシュレス契
約における入金確
認の廃止

キャッシュレス契約においては入金
確認を廃止し、速やかに保険金を支
払う。

× ・固有の事情に基づく事務フローを策定してい
る会社があり見送る。

64
事故当事者への
個人情報提供の
ルール化

事故の当事者にはそれぞれ情報を開
示し、事故処理がスムーズに進めら
れるよう業界ベースで警察庁に働き
かける。

対象外 ・共通化・標準化の範疇外

65

自動車事故におけ
る鈑金修理査定基
準の見直し・共通
化

鈑金塗装修理費の見直しを図り、
ディーラー経由とBS直持ち込みの場
合の二重価格を排除する。（BSに直
接持ち込んだ場合の修理費をベース
に査定基準を見直す）
あわせて、リサイクル部品の積極活
用を図るとともに、業界ベースで自
動車メーカーに対し、事故時の修理
代を低減できるパーツの開発を促す｡

対象外

○

・修理費の標準化は独禁法上の問題

・リサイクル部品の活用はチラシ作成・配布や
動画配信などにより啓発を行っており、今後
も継続的に取り組みを推進する。

66

情報交換

自動車保険の等級
照会制度の改善

保険会社間での等級確認を可能にす
る。 ○ ・契約計上時に同制度へデータ送信するよう運

用面、システム面の改定を行った。

67
代理店不祥事件情
報のデータベース
化と処分の徹底

コンプライアンス上の問題を惹起
し、金融庁に不祥事件として届け出
た代理店の情報は、委託がある生
保、損保全社で共有できるD/Bを構
築する。

○
・代理店不祥事件に関する情報（不祥事件届出
を行った代理店の情報）の損保・生保で共有
できるDBを構築した。
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No 分　類 提　言　項　目 共通化・標準化策 検討
状況 損保協会の検討内容

68

情報交換

反社会的勢力に関
する業界D/Bの構
築

反社該当で契約引受けを謝絶した
り、契約解除したケースに関する情
報を業界ベースで保有し、代理店に
も照会可能な仕組みにする。

－ ・反社対応全般について別途検討中（代理店か
らの直接アクセスは実現困難）

69

反社会的勢力に関
する警察庁D/Bへ
の照会システムの
構築

業界ベースで警察庁に働きかけて同
庁が保有するD/Bへのアクセスを可
能とし、反社排除に損保業界を挙げ
て取り組む。

－ ・上記に同じ

70

コンプライ
アンス

コンプライアンス
マニュアルの共通
化

損保協会作成による募集コンプライ
アンスガイドを使用することでルー
ルの共通化を図り、業界全体のベー
スを統一する。（各社別ルールの部分
は別に定める）。

対象外 ・個社判断の領域

71

不祥事件に対する
代理店処分の業界
統一ガイドライン
策定

不祥事件の際の処分の基準を共通化
し、保険会社間における処分内容の
差をなくす。（乗合代理店の場合は、
委託保険会社間で処分に関する情報
を共有できるようにする）。

○ ・ガイドラインを策定した。

72

特別利益の提供に
関する業界共通の
ガイドラインの作
成

業界ベースで判断基準を統一する。
（実質的な公正競争規約的な位置づけ）
具体的な項目は以下の通り。
・ノベルティ（使用できるものの明
示・広範な規制は不要。限定的に
定めることで可）

・ノベルティの金額の設定（上限・
長期契約の場合の基準）

・本業割引の排除（ノベルティとは
異なる概念であり、安易な適用は
保険料割引につながるため、厳格
に規制する）

・見込み客に対するノベルティ基準
・懸賞キャンペーンの基準

○

・金融庁に対して、特別利益の提供に関する現
行法令・監督指針等の今日的な観点について
論点を整理した上で確認し、2017年１月19日
の説明会で同庁の考え方について同庁から回
答を得た。（生保・損保両協会ともに業界内
周知済み）

73
紹介行為の定義の
業界ベースでの明
確化

見込客紹介の定義を明確化する。 －

74 紹介者への謝礼基
準の共通化

謝礼の基準を業界ベースで共通化す
る（継続・反復的に業として行う紹
介行為は除く）。

○

・金融庁の監督指針改正案（2015年２月）に一
定の解釈要素が示されたこと等を踏まえ、共
通化・標準化ルールとして整理することは見
送り、これまでの検討経緯等を整理した。

75
乗合代理店に対す
るコンプライアン
ス研修の共通化

乗合代理店の場合は、委託保険会社を
代表する１社が実施すれば可とする。 ×

・コンプライアンス研修の内容や頻度などは各
社の経営方針等によること、現状では会員会
社・代理店双方にとって業務効率化に有効な
手段と言えないため、見送ることとする。
・なお、会員会社にとって有効な情報をフィー
ドバックすることが必要と考えられるため、
「代理店コンプライアンス研修の参考事例」
を取りまとめた。

76

標準帳票以外の募
集文書作成時の保
険会社と代理店間
の費用負担ルール
の明確化

業界ベースで負担の考え方を統一
し、代理店によって差が生じないよ
うにする。（50：50など）

対象外 ・個社判断の領域

77

保険料専用口座の
規定の緩和
（実務に即した柔
軟な対応の明確
化）

保険料専用口座の規定を緩和し、実
務に即した運用を認めるとともに保
険会社による対応の違いをなくす。
（保険料入金のための別口座を設けて
いるケースや兼業代理店において本
業口座に他の商品の代金と合せて保
険料が振り込まれるケース等、実務
上の必要性が認められるケースにつ
いては業界ベースで柔軟に対応す
る。必要によっては監督指針の改定
を求める）

○

・銀行側の規則により口座名義に保険会社名を
付すことができない場合の取扱い、預金債権
が保険会社にある旨の念書の効力等を整理し
た。

78 比較広告ガイド
ラインの策定

比較広告を実施しやすいよう業界共
通の具体的なガイドラインを定め、
消費者の商品選択ニーズに応える。

－ ・既に比較ガイドラインを策定しており、除外
する。
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No 分　類 提　言　項　目 共通化・標準化策 検討
状況 損保協会の検討内容

79

コンプライ
アンス

個人情報保護
ルールの見直し

個人情報の定義を改めて明確にし、
ルールの簡素化、限定化を図る。
併せて、飲酒運転や危険運転致死傷
罪の経歴等、社会の安心・安全を脅
かしかねない問題があるケースにつ
いては、当該情報を関係者が閲覧で
き、契約を謝絶できるような環境を
構築する。

○

・2014年５月21日情報セキュリティPT主催「損
害保険会社に求められるスマートデバイスに
おける個人情報管理」をテーマに専門家によ
るセミナーを開催。

80 自己・特定契約の
該当契約の明確化

業界ベースで該当契約・契約者を明
確に定め業務規制の解釈の齟齬をな
くす。併せて、長年に亘って続く既
存代理店に対する「当分の間」とい
う規定文言を廃止し、規定そのもの
をシンプルで分かりやすいものにす
るよう金融庁に働きかける。

○ ・金融庁から意見交換の依頼があったことから
特定者の定義等について意見交換を実施。

81 構成員契約規制の
見直し（撤廃）

業界ベースで見直し（撤廃）を働き
掛ける。 対象外 ・規制改革要望等での検討事項

82 災害対応

業 界 ベ ー ス の
「（広域）損害査定
補助士（仮称）」
認定制度の創設

業界ベースで「（広域）損害査定補助
士（仮称）」認定制度を創設し、業界
を挙げて早期支払いを実行できる態
勢を整える（損保協会で研修と認定
を担う）。並行して、契約者からの自
己申請制度と代理店によるサポート
制度を拡充し、迅速な損害処理を実
現する。

対象外 ・代理店の損害サービスへの関与範囲は各社判
断に拠る

83

CSR活動

学校教育における
保険教育の業界を
挙げた推進

損保協会が主体となって文部科学省
に働きかけ、中学・高校の学習指導
要領に保険教育を織り込む。
実施に当たっては代理店を講師とし
て活用する。その前提として、損保
協会において専任講師の育成制度を
設ける。

－ ・引続き関係部会にて取り組んでいく。

84 CSR活動の業界
ベースでの推進

業界ベースで行うことでファンドも
確保でき、大きな仕掛けにもつなが
ることから、社会全体にとって必要
と思われる活動を思い切って業界
ベースで推進する（ex.離島等への消
防車の寄贈は損保協会だから継続的
に行うことができ、息の長い支援に
つながる）。

－ ・引続き関係部会にて取り組んでいく。

■口座振替・共同決済端末（レジペイ）の導入
上記提言No.１の「口座振替依頼書」の共通化に関連し、損保業界では口座振替登録手続をペーパーレス

で行う専用決済端末「レジペイ」を開発し、2018年３月から実用化を行った。
消費者の利便性を向上させ、代理店・募集人の業務効率化を実現し、保険会社の業務効率化・コスト削減

に寄与する“三方よし”の仕組みであり、また、口座番号や印影を他人にみられたくないという消費者ニー
ズに適うものであるため、積極的な活用が望まれる。
⑴　レジペイの概要（P123～ P124参照）

・携帯電話程度（7.6cm×11cm×3.3cm/225g）の大きさの専用決済端末（Panasonic 製）
　損保５社（注）、野村総研、パナソックソリューションジャパンの共同開発
　（注：５社＝三井住友海上、損保ジャパン日本興亜、東京海上日動、あいおいニッセイ同和、共栄火災）
・参加５社の代理店システムからの連動（共同GW）
・１台の端末で乗合各社の口座登録が可能
・購入代金37,700円（耐用年数５年）…リース有
・システムは野村総研の“NRIモバイルペイメントサービス”を利用
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⑵　目的

・ペーパーレス募集と併せたオールペーパーレス手続きを実現
・業務効率化・コスト削減・情報リスク削減（個人情報保護の強化）を実現
・事務所に１台、共同利用が可能

⑶　メリット

　＜お客さま＞

　・口座届出印の押印が不要
　・口座振替依頼書への記入の手間がなく、手続きが簡単
　・情報漏えいのリスクなし（募集人に口座番号を見られない）
　＜代理店＞

　・口座振替依頼書作成、計上ロードの削減
　・不備対応ロードの削減（手続き平均10％弱で不備（注）が発生）
　　（注：届出印相違、印影が不鮮明、名義人相違、銀行コード・支店コード誤り　など）
　・口座振替依頼書の紛失リスクなし
　結果、お客さま、代理店双方の利便性・生産性の向上につながる。

【参考】～端末代金37,700円（５年間）は年間口座登録数が何件以上でペイするか？～

　＜代理店の負担（１件当たり）＞

　・口座振替依頼書作成時間、手続き等：約300円
　・郵送費用：164円（＠82円×２）
　・お客さま再訪費用（交通費＋時間給分）：約2,000円
　↓
　＜５年間の総コスト推計＞

　・不備発生割合10％、事後対応で郵送：再訪問を50％ずつとした場合…５年間の逸失利益 約44,000円
　　すなわち、年間口座登録数20件（×５年間）で導入費用は十分カバーできる計算になっている。
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８　組織力の強化
〈代協正会員の増強と支部の活性化〉

■組織力強化の基本方針
日本代協並びに各代協は、お客様に直接接する保険代理業者の業界団体として、「損害保険の普及と一般
消費者の利益保護」を図るため、長年にわたり地道な活動を続けている。
日本の損保市場の約91％は代理店扱であり、本会の発展は保険業界発展の礎ともなるものである。一方で、
本会が社会の信認を得て持続的に活動を展開するためには一定の組織力を保持する必要があるが、その指標
の一つとなる組織率は高いとは言えず、長年の懸案事項となっている。
本会の会員は法人格を持った各都道府県代協であり、個々の代理店は各代協の会員という位置づけである。
従って、会員増強は各代協の経営に直結する重要課題であるが、各代協における取組状況に濃淡があること、
また、同時にそれは、本会の事業目的達成のために必要な取り組みでもあるため、当面は、日本代協グルー
プとして全代協一体となって会員増強に取り組む方針としている。

�１．会員増強  
■前提となる基本的な考え方
①　組織率目標：組織の核となる専業代理店については、中期的に各都道府県において過半数を超える組織
率（注：各保険会社の専業代理店数を分母として算出した一種の推計）となるよう取り組む。但し、これ
は通過点であり、代協という業界団体の存在価値を考えた場合、本来の目標は、（現状対比で現実的では
ないものの）「全代理店（約17.6万店）を分母に置いた組織率50％超」という水準であることを認識して
おく必要がある。（この場合、約8.8万店の会員が必要）
②　チャネルの考え方：代協は「保険募集のプロ」として活動する保険代理店・募集人の団体としての役割
発揮を目指している。一方で、業界統計上のチャネルは、画一的な属性区分に過ぎず、専業・兼業という
用語には「プロか否か」という質的概念は含まれていない。また、統計上専業とは「他の事業の収入が全
体の50％を超えない」というだけで、専業代理店が100％専業であることを意味しているわけでもない。
逆に、兼業に区分されていても、保険部門を有して専任者を配置する等、高い専門性と対応力を発揮し、
顧客の期待に応えている代理店も数多く存在している。
　　日本代協の理念と照らし合せた場合、画一的なチャネル区分で会員資格を縛るのではなく、｢保険募
集・顧客対応のプロ」としての志と能力を持った代理店であれば、チャネルを問わず広く仲間として迎え
入れ、互いに切磋琢磨しながら発展していくことが重要である。
③　組織を挙げた取り組み：会員増強運動は、一部の役員・委員長だけの仕事ではなく、組織全体で取り組
む課題である。そのためには、意思決定の透明化や情報の共有化、全員参画型の組織運営を行い、共通の
目的に向かって楽しく取り組む雰囲気を作りながら、活動の実行部隊を増やしていく必要がある。

■各代協にとっての会員増強の位置付け
2009年８月25日付の定款変更により、個々の代理店は各都道府県代協の正会員という位置づけになり、会
員増強は各代協の組織問題となっている。従って、各代協においては、自らの組織運営上必要な運営経費を
賄える会員数・会費額を念頭におき、計画的に会員増強活動を推進する必要がある。
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■代協正会員の増強（仲間づくり推進）と2019年度の取り組み
⑴　2018年度の総括と会員増強に当たっての心構え

日本代協の組織目標は、先ずは換算専業組織率50％超の達成であるが、現実を踏まえたステップとして、
2018年度は、前年度末正会員数＋300店（12,567店）を目指して取り組みを行ってきた。その結果、一定
の加入は確保したが、合併等の統廃合による退会数が上回り、６年連続の増店基調から一転減店となり、
前年度正会員数▲122店の12,145店となった。
具体的な取り組みとしては、会員増強は「通年運動」が基本であるという原点に立ち、「連クォーター

稼働（４半期ごとにステップを刻んで加入増目標達成）」を推進したが、達成代協はなく、定着・浸透に
は至っていない。
2018年11月末の進捗状況を踏まえ、また、合併等統廃合による退会者の増加で滅入る心境を前向きにす

るために、新たに「入会数」に焦点を当て、2019年２月に「会員入会キャンペーン（増店目標の80％確保
が入賞基準）」を実施した。結果は、目標とした526店の入会には及ばず、達成率は32.9％（昨年度11.6％）
止まりで、目標達成代協も８代協（昨年度は４代協）と不振に終わったが、この活動を契機にして３月の
ラストスパートが実った代協も見られた。
最終的には、山梨Ｖ５（＋５店）、福井Ｖ１（＋４店）、滋賀Ｖ６（＋３店）、京都Ｖ５（＋４店）、奈良

Ｖ５（＋３店）、徳島Ｖ３（＋４店）、福岡Ｖ15（＋21店）、長崎Ｖ５（＋４店）、熊本Ｖ５（＋７店）、鹿
児島Ｖ１（＋11店）、沖縄Ｖ１（＋６店）の11代協が年間会員増強の自主目標を達成した。
各社が進める販売基盤の構造改革や合併・M&A等の進展に伴って総代理店数は減少傾向にあり、会員

増強の面では難しい環境に置かれている。しかしながら、こうした環境下においても、福岡県代協が15年
連続で目標達成（注）という素晴らしい成果を残していることは注目すべきである。具体的な目標を持って
組織をあげて取り組みを進め、「出来るまでやる」ことを実践してきた成果である。
また、上記の通り８代協が自主目標達成で連覇を果たした。連続目標達成を強く意識して一体感をもっ

て取り組んだ結果であり、全国代協の模範となった。
⑵　仲間づくり推進（正会員増強運動）【2019年度の取り組み】

2019年度は、代協正会員「502店」の“入会数を目標”とし、下記の「仲間づくり推進」を展開する。
①　各代協においては、安定的かつ積極的な運営を行うために必要な会員数を目標として、増強を図る。
日本代協全体の取り組みにおいては、各代協の増強運動を盛り上げるため、新たに「入会ベース」の目
標を定めて取り組む。

②　2019年度の入会数目標ガイドラインを以下の手順で定めた。
　ⅰ�．組織委員会において、各代協の組織率に応じた下記アップ率を設定し、2019年２月理事会で承認さ
れた目標ガイドラインを各代協に提示した。

　【換算専業組織率】　70％以上：1.0％ / 60％以上：1.5％ / 50％以上：2.0％ / 40％以上：2.5％ /
　　　　　　　　　　30％以上：3.0％ /  30％未満：3.5％
　【全体組織率】　　　（分母をオールチャネル代理店総数としたオールチャネル組織率）
　　　　　　　　　　10％以上は＋１店、平均値6.9％以上は＋２店、6.9％未満は＋３店を加算
　ⅱ�．各代協では、組織率50％達成のために策定した中期増強計画を踏まえ、上記ガイドラインを「入会
数ミニマム基準」として2019年度の目標数を事業計画に定め、各代協の総会にて組織決定する。

③　仲間づくり推進は年間を通して推進する。中間ラップの状況によっては、下期の特定期間において、
日本代協全体で入会キャンペーンの実施を検討する。

④　「仲間づくり推進（入会数基準）」、「損保コンサルティングコース受講者募集」、「代協の重点取組項目＊」
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を『三冠王』とし、目標達成代協・ブロックを表彰する。
　３冠：三冠、４冠：ゴールド三冠、５冠：プラチナ三冠、６冠：ダイヤモンド三冠として表彰する。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
　＊「代協の重点取組項目」…　以下の各取り組みの達成状況に応じて表彰する
１．日本代協アカデミーの本登録ID数：ミニマム表彰基準＝各代協正会員数（ID数に置き換えた数値）
２．ぼうさい探検隊マップコンクール応募団体数：ミニマム表彰基準＝３団体（マップ数ではなく団体数）
　　但し、正会員数500名以上の５代協は５団体･･･東京、大阪、北海道、福岡、愛知
３．出前講座の実施：ミニマム表彰基準＝５校実施（レジュメを含む実施報告書の提出）
４．代協の体制整備（会費体系の見直し）：表彰基準＝各代協の総会で議決を得ること（総会議事録の提出）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
⑤　「紹介の仕組み作り」を行い、会員・組織一体となった取組を推進する。
　　・既存会員に紹介を依頼する（１会員年間１紹介の依頼など）
　　・保険会社に協力を依頼する。（「保険会社にとっての代協加入のメリット」を伝える）
⑥　代理店賠責や各種情報入手の場以外の代協加入のメリットを明確化し、情宣を行う。（組織委員会）
⑶　新入会員オリエンテーションの実施

①　新入会員の参画意欲向上のため、各代協において原則第一四半期にオリエンテーションを実施する。
　併せて、可能な限りフォローアップ研修を実施する。（参考：東京代協の取り組み）
②　新入会員には具体的な活動への参加の仕組みをつくり、参画を促す。（全会員をどこかの委員会やPT、
イベント担当等に割り振る　等）

⑷　ブロック協議会活動の強化

①　各ブロック協議会は年４回会合を開催して情報共有化を図り、各代協の取り組みを共有する。
　併せて、他代協の取組事例等を参考にして相互の活性化を図る。
②　ブロック協議会の役割、運営要領等については、ビジョン委員会策定の「ブロック協議会運営ガイド
ライン」を参照する。

③　ブロック協議会の開催費用は日本代協負担とし、その額は実態を踏えて適宜見直す。
⑸　各保険会社研修生の勧誘

損保各社の研修生卒業代理店（注）に対し、各社の協力を得て入会関係書類の配布を行い、会社としての
推奨を要請する。（注：出向型研修生制度の保険会社等を除く）
⑹　損保各社との連携強化

①　各代協において、損保各社との面談、共同企画の実施等を通して協力体制構築に取り組む。（総会、
賀詞交歓会、各セミナー、社会貢献活動等のイベント等）

②　本部においては、国内損保７社との合同懇談会を実施し、会員増強等の協力依頼を行う。（本年度は
７月11日開催済）

［参加会社（50音順）］
AIG損害保険・あいおいニッセイ同和・共栄火災・損保ジャパン日本興亜・東京海上日動・日新火災・
三井住友海上（各社の地域営業推進・専業代理店担当部長）／ 損保協会（募集・教育企画部長）

�２．基盤強化  

■人材育成研修会
人材育成研修会は、募集人の資質向上とともに、代協活動の次代の指導者を育成するために重要な取り組
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みである。また、本研修会を計画的に開催している代協は、退会抑制とともに会員増強にも成果を出してい
るところが多い。各ブロックは、参加者にとって有意義な研修となるよう取り組む必要がある。（2022年度
までの開催スケジュールは以下の通り）

年　度 開催ブロック

2019年度 北東北・東関東・阪　神・九州南

2020年度 南東北・南関東・東中国・九州北

2021年度 北海道・東　海・北　陸・西中国

2022年度 上信越・東　京・近　畿・四　国

■組織の強化と基盤整備
⑴　基本的な考え方

組織が人の集りである以上、組織の活性化は組織を構成する人、とりわけそのリーダーの資質に負うと
ころが大きい。代協活動はボランティアではあるが、役を引き受けた以上、各代協会長・支部長は高い倫
理観をベースにした明確なビジョンと責任感を持ち、リーダーシップを発揮して組織運営に取り組むこと
が求められる。この場合、最も大事なスキルは「バランス感覚」と「傾聴」の姿勢であり、会員の声に謙
虚に耳を傾け、対話をベースにした組織運営の実践が必要である。
全ての代協が法人であるが故に、社会の期待も社会に対する責務も大きなものがある。変化が激しい時

代だからこそ、改めて代協活動の原点に戻り、支部・代協・ブロック協議会の更なる活性化を図り、対外
的なパワーの源泉となる組織力を強化することが必要である。
一方で、各代協間の活動には温度差があるため、ブロック協議会の場を通して認識や課題の共有化を図

り、代協会長のサポートを行う必要がある。
なお、業界団体という特性上、各代協のリーダー役は、代協活動と本業（保険代理業）を両立させるだ

けでなく、自らの本業を発展させることで、他の会員の模範となることが求められる。
⑵　支部活動の強化

①　支部活動は代協活動の原点である。“集い語らう”代協の基本精神に則り、定期的な意見交換の場や
セミナーを開催し、支部メンバーの参画を促す。支部の運営に当たっては、以下に留意する。

　・定期的な会合を設ける（集まりやすいよう特定日の昼食時間に合わせる等）
　・全会員が支部の活動に参加するように仕組む（参加しやすい社会貢献活動から始める等）
　・イベントの際は、広く声をかけて盛り上げを図る
　・地域の名士や各団体との関係構築を図る
②　組織委員会では好取組事例の情報収集を行い、発信する。
③　代協会長は、支部長をサポートし、支部活動の活性化を実現する。
④　支部体制（支部数・所属代理店数）については、所属会員の負担増に留意しながら、必要に応じて新
設や統合を検討する。

⑶　代協内における認識・情報の共有化

各代協においては、会員に対する情報発信（メール、FAX、WEB配信）を強化し、日本代協の方針や
活動の状況、各代協会員の好取組事例、業界関連動向等に関する情報の共有化を図る。
⑷　若手会員・女性会員の育成・登用

各代協においては、将来の指導者育成と組織の活性化のため、若手や女性会員を登用し、育成を図る。
（人数目標を定めて取り組む等）

―　128　―



⑸　組織運営のガバナンス確保

①　各代協においては、関連法規を遵守し、「一般社団法人運営マニュアル」を参考に組織運営を行う。
特に、事務局の労働関係法規遵守に留意する。（代協版各種ひな型参照）

②　日本代協においては、各代協の運営に資する情報収集と知識習得に努め、専門家のネットワークを活
用しながら、各代協の個別問題をサポートする。

⑹　代協事務局職員への出張支援

〇　代協事務局職員の交代等で新職員に対する業務支援が必要な場合、日本代協職員が直接現地に出向い
て現物に基づき具体的な支援を実施する。（年３場所程度を想定）
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９ 　日本代協コンベンション

■コンベンション開催の経緯
2009年８月に、本会の正会員資格を個々の代理店から法人格を取得した全国47都道府県代協の代表に変更

する定款変更の認可を取得した。これによって本会の総会参加者は、個々の代理店から各代協の会長に変更
になり、全国の代協会員が集う機会が失われることとなった。そこで、新たな交流の機会を設けるため、
2011年度にコンベンションという形に装いを変えて、総会とは別の時期に開催することにしたものである。

開催に当たっては「小さく生んで大きく育てる」を合言葉とし、先ずは従来の総会規模（参加者数350名
程度）を前提にした。また、開催プランの検討は、関東圏各代協の若手会員と東京代協・日本代協事務局に
よるプロジェクトチーム（PT）で進めることとし、2010年２月から活動を始め、翌2011年11月に最初のコ
ンベンションを開催した。以後、毎年11月に定例イベントとして開催している。

■コンベンションの目的
従来の総会に代わる全国の代協会員が集い、語らう場と位置付け、併せて業界関係者を含めた情報交換と

経験交流を行うことを目的として開催している。（ただし、会場の収容人数の関係から、参加者は事前報告
制としている）

業界関係者を交えた懇談会については、従来は損保協会主催で実施されていたが、コンベンションを開始
する際に、これを日本代協主催の会費制の懇親会に改めた。

■第１回コンベンション　…『震災を通して代理店の価値を考える』
⑴　テーマ：

2011年３月11日に発生した東日本大震災において、自ら被災しながらも契約者のために尽力した被災地
代理店の経験、教訓を踏まえ、全体テーマを上記とした。なお、震災からの復旧の最中であるとともに、
原発の影響が現実の危機として続いていたことを踏まえ、華美を排し、手作り感を出しながら開催した。

⑵　日程・内容：
◇2011年11月18日（金）12：30～17：00　式典の部［於：ヤクルトホール（約350名）］

①　式典［来賓］
金融庁監督局保険課長　小原　広之 様・日本損害保険協会 専務理事　浅野　広視 様

②　功労者表彰式［功労者］
加納　敏孝 様（愛知県代協）・髙山　本丸 様（京都代協）・前田　房夫 様（大阪代協）・
須藤　正巳 様（故人・岡山県代協）・平岡　俊二 様（徳島県代協）・千守　隆 様（愛媛県代協）

③　キャンペーン表彰式［2011年２月会員増強キャンペーン目標達成代協］
26代協（北海道、宮城、やまがた、福島、新潟、栃木、茨城、千葉、岐阜、三重、富山、滋賀、京
都、奈良、大阪、兵庫、和歌山、島根、徳島、香川、高知、福岡、大分、佐賀、宮崎、熊本／代
表：福岡県代協）

④　代協会員懇談会［コーディネーター：山中副会長］
⑤　被災地代理店によるパネルディスカッション［コーディネーター：岡部会長］

［パネリスト］藤原　真琴 氏（岩手県代協副会長／ MS岩手株式会社）
小林　良昭 氏（宮城県代協副会長／株式会社エス・ハート）
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尾形　京平 氏（宮城県代協／東海あんしんサポート株式会社）
石塚　健二 氏（福島県代協／有限会社S・BC）
山本　惠一 氏（福島県代協／有限会社ハート・＆・ハート）

◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：東京第一ホテル（約450名）］
①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会 会長　隅　修三 様（東京海上日動社取締役社長）
②　被災地からのメッセージ：被災地代協代表挨拶、復興への決意表明、名産品紹介と支援のお願い

◇11月19日（土）10：00～15：00　分科会の部［於：損保会館（約300名）］
①　基調講演：日本損害保険協会 常務理事　栗山　泰史 様「損保代理業の明日を考える」
②　分科会（ゼミ形式）：
［野崎ゼミ］：「ハザードマップを活用した防災・減災活動」	 野村総研　野崎　洋之 様
［中崎ゼミ］：「お客様目線の事業承継を考える」	 保険ジャーナリスト　中崎　章夫 様
［北村ゼミ］：「やりがいのもてる職場環境とは」	 臨床心理士 医学博士　北村　　勉 様
［𡈽川ゼミ］：「I-netを活用した地域密着型保険経営のヒント」	 名案企画　𡈽川　尚己 様

⑶　備考：
全体を通して高い評価をいただいたので、次年度も同規模・同内容にて開催することとした。

■第２回コンベンション…『地域における代理店ブランドを考える』
⑴　テーマ：

第１回目のコンベンションは「代理店の価値」を再認識する機会となったが、価値は消費者が決めるこ
とであり、「価値がある」ことを認めてもらう必要がある。そのためには、「困った時に真っ先に顔が浮か
ぶ存在になる」ことが必要であり、第２回目のコンベンションは、代理店ブランドを考える契機にするこ
ととした。一方で、地域の専業代理店のような小規模事業者にブランド構築はできるのか、という問いか
けに答える必要があるとの問題認識の下で、上記をテーマに開催した。

⑵　日程・内容：

◇2012年11月16日（金）12：30～17：00　式典の部［於：ヤクルトホール（約350名）］
①　式典［来賓］

金融庁監督局保険課長　小原　広之 様・日本損害保険協会 専務理事　浅野　広視 様
②　功労者表彰式［功労者］

長尾　忠正 様（北海道代協）・長野　稔泰 様（埼玉県代協）・剣持　正明 様（山梨県代協）
坂上　正則 様（三重県代協）・本田　勝久 様（京都代協）　・藤本　宏志 様（山口県代協）
葛石　賢秀 様（香川県代協）・平田　正次 様（佐賀県代協）・前田　　清 様（宮崎県代協）
大城　勝也 様（沖縄県代協）

③　キャンペーン表彰式［2012年２月会員増強キャンペーン目標達成代協］
14代協（山梨・岐阜・石川・福井・滋賀・京都・奈良・和歌山・岡山・香川・高知・福岡・大分・長崎）

④　代協会員懇談会［コーディネーター：泉副会長］
⑤　基調講演　テーマ：「小が大を超える―マーケティングの法則」

講　師：静岡県立大学経営情報学部 教授　岩崎　邦彦 様
◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：東京第一ホテル（約450名）］

①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会 会長　柄澤　康喜 様（三井住友海上社代表取締役社長）
②　ご当地ブランド紹介：南九州ブロック（宮崎県・鹿児島県・沖縄県の名産品・銘酒紹介）
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◇11月17日（土）10：00～15：00　分科会の部［於：損保会館（約300名）］
［岡部ゼミ］：「実践者に聞く『地域に認知される代理店』のあり方とは」（司会：岡部会長）

・株式会社dii 代表取締役　永井　伸一郎 様（岐阜県代協）
・株式会社藤吉保険事務所 代表取締役　藤吉　友子 様（岐阜県代協）

［中崎ゼミ］：「不況下でも躍進する代理店に学ぶ　これからの専業代理店の事業のあり方」
保険ジャーナリスト　中崎　章夫 様

［𡈽川ゼミ］：「インターネットを活用した地域密着型保険代理店経営のヒント」
名案企画株式会社 代表取締役　𡈽川　尚己 様

［安東ゼミ］：「地域密着の代理店としてのブランドづくり」
株式会社ブレインマークス 代表取締役　安東　邦彦 様

■第３回コンベンション…『“魅力ある企業”としての代理店を考える』
⑴　テーマ：

代理店としての存在価値やブランドの前提となるのは、人のために活き活きと働く社員の存在であるが、
一企業として見たときの代理店の魅力を高めないと人材は集まらず、持続的発展も望めない。そうした認
識の下で、社員にとって働きたい会社、働きやすい会社はどうあるべきか考える機会を持ちたいとの思い
で、第３回目のテーマを上記に定め、経営品質向上の機会にすることを目的とした。

⑵　日程・内容：

◇2013年11月15日（金）12：30～17：00　式典の部［於：ヤクルトホール（約350名）］
①　式典［来賓］

金融庁監督局保険課長　諏訪園　健司 様・日本損害保険協会 専務理事　浅野　広視 様
②　功労者表彰式［功労者］

武田　忠穂 様（宮城県代協）・関根　　茂 様（埼玉県代協）　・大江　金男 様（岐阜県代協）
瀧山　健次 様（滋賀県代協）・保田　定昭 様（和歌山県代協）・田中　　仁 様（福岡県代協）

③　代協会員懇談会［コーディネーター：泉副会長］
④　日本代協アドバイザー就任ご挨拶［丸紅セーフネット株式会社 常勤監査役　栗山　泰史 様］
⑤　基調講演　テーマ：「成果の出る組織と出ない組織の違い」

　　　　～オペレーション能力ではなくマネジメント能力に着目せよ～
講　師：株式会社静鉄ストア 代表取締役会長（当時）
　　　　名古屋商科大学大学院マネジメント研究科（MBA）客員教授　望月　広愛 様

◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：東京第一ホテル（約450名）］
①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会 会長　二宮　雅也 様（日本興亜損保社代表取締役）
②　ご当地ブランド紹介：西中国ブロック（山口県・広島県の名産品・銘酒紹介）

◇11月16日（土）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館（約300名）］
［ＰＴゼミ］：「夢を持てる保険代理業とするために」（司会：杠葉PTサブリーダー）

・株式会社ウォーム　奥田　耕平 様（東京代協）
・株式会社小酒保険 代表取締役　小酒　廣士 様（石川県代協）

［中崎ゼミ］：「製販分離時代の代理店組織化の留意点」保険ジャーナリスト　中崎　章夫 様
［𡈽川ゼミ］：「魅力ある企業としての代理店を考える」

ファシリテーター：名案企画株式会社 代表取締役　𡈽川　尚己 様
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パネラー：株式会社コスモワーク 代表取締役　朝倉　憲太郎 様
　　　　　伊藤保険株式会社 代表取締役　伊藤　由美子 様
　　　　　有限会社トータルサポート 代表取締役　田村　淳 様

［安東ゼミ］：「プロ代理店が『家業』から『企業』になる方法」
株式会社ブレインマークス 代表取締役　安東　邦彦 様

■第４回コンベンション…『代理店におけるコミュニケーションのあり方を考える』
⑴　テーマ：

代理店とお客様、保険会社、社員、地域社会他全ての関係者との信頼関係構築の基盤となる「コミュニ
ケーション」の原点を学ぶ機会とすることを目的として、上記をテーマに開催した。

⑵　日程・内容：

◇2014年11月14日（金）12：30～17：00　式典の部［於：ヤクルトホール（約350名）］
①　式典［来賓］

金融庁監督局保険課長　諏訪園　健司 様・日本損害保険協会 専務理事　堀　　政良 様
②　功労者表彰式［功労者］

大島　昭夫 様（愛知県代協）・髙橋　幸雄 様（奈良県代協）・大畠　晏 様（大阪代協）
松村　建造 様（和歌山県代協・故人）・村上　公明 様（愛媛県代協）
酒匂　康男 様（鹿児島県代協）

③　代協会員懇談会［コーディネーター：小出副会長］
④　基調講演　テーマ：「現役道化師から学ぶ組織・社内環境をプラスに変えるコミュニケーション手法」

講　師：NPO法人 日本ホスピタルクラウン協会 理事長　大棟　耕介 様
◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：東京第一ホテル（約450名）］

①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会 会長　櫻田　謙悟 様（損害保険ジャパン社代表取締役）
②　ご当地ブランド紹介：近畿ブロック（滋賀、京都、奈良の名産品、銘酒紹介）

◇11月16日（土）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館・ホテル聚楽（約300名）］
［ＰＴゼミ］：名案企画株式会社 代表取締役　𡈽川　尚己 様（ファシリテーター）

「好取組代理店によるパネルディスカッション」
渡辺　 健一 様（有限会社渡辺総合保険事務所 代表取締役：宮城県代協）
絹田 翠々英 様（株式会社ABC 代表取締役：岡山県代協）
葭谷 　広行 様（ユナイテッド・インシュアランス株式会社 代表取締役：埼玉県代協）

［中崎ゼミ］：保険ジャーナリスト　中崎　章夫 様
「法改正動向を踏まえた保険会社の事業戦略・プロ代理店に期待していること」

［増島ゼミ］：森・濱田松本法律事務所 弁護士　増島　雅和 様（元金融庁保険課在籍）
「募集制度の変革に伴う代理店のあり方」
～小規模損害保険代理店における体制整備のあり方を中心として～

［松本ゼミ］：株式会社A.I.P 代表取締役　松本　一成 様（東京代協）
「リスクマネジメント視点からの法人マーケット開拓」
～企業経営の支援者としての保険提案について～

⑶　備考：

プログラム自体は参加者からは概ね高い評価を頂いた。一方で、会場使用（喫煙マナー）について、会
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場管理者から改善要請があったが、全面的に禁煙にするのは現実的に難しいため、翌年度は会場変更を検
討することとした。

■第５回コンベンション…『代理店のマネジメントのあり方を考える』
　　　　　　　　　　　　　～個人の能力を高め、組織の力を高める～
⑴　会場の変更：

前年度に指摘された課題を受けて、今後の開催場所についてビジョン委員会で検討を行った。その結果、
会場手配、交通手段、講師手配、損保協会役員や各保険会社の社長等の懇親会への出席、企画運営の負担
等を考慮し、当面は東京地区での開催を前提に進めることとなった。

これを受けて、各代協へのアンケート結果を踏まえ、開催規模を拡大できて予算も妥当な範囲に収まり、
会場の移動がなく、喫煙スペースも確保できる東京・お台場のホテルLE DAIBA（現在のグランドニッ
コー東京　台場）にて開催することとした。

⑵　テーマ：

多様な人材の能力を引き出し、組織としての力を発揮しながら持続的に成果を生み出すために最も重要
な「経営者の資質（マネジメント能力）」について考えることとし、上記をテーマに開催した。

⑶　日程・内容：

◇2015年11月13日（金）12：30～17：00　式典の部［於：ホテル LE DAIBA（約350名）］
①　式典［来賓］

金融庁監督局保険課長　井上　俊剛 様・日本損害保険協会 専務理事　堀　政良 様
②　功労者表彰式［功労者］

米川　武夫 様（千葉県代協・故人）・鈴木　啓喜 様（愛知県代協）・関本　誠一郎 様（京都代協）
山本　　誠 様（大阪代協）・都筑　定宣 様（高知県代協）

③　代協会員懇談会［コーディネーター：小出副会長］
④　基調講演　テーマ：「チームマネジメント ～今治からの挑戦～」

講　師：サッカー日本代表 元監督　岡田　武史 様
◇同　17：30～19：30　懇親会の部［於：同上（約470名）］

①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会 会長　鈴木　久仁 様（あいおいニッセイ同和社 代表取締役）
②　ご当地ブランド紹介：北海道代協

◇11月14日（土）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館・ホテルジュラク］
［高林ゼミ］：「保険業法改正とコンプライアンス」

高林　真一郎 様（イーエデュケーション株式会社 顧問）
［中崎ゼミ］：「改正保険業法を踏まえた、製販分離時代の勝ち残れるプロ代理店の目指す姿」

中崎　章夫 様（保険ジャーナリスト・日本代協アドバイザー）
［𡈽川ゼミ］：「成果の上がる強いチームのつくりかた」𡈽川　尚己 様（ファシリテーター）
＜パネラー＞安島　 裕子 様（有限会社ハロー保険サービス 代表取締役：福島県代協）

加藤 　　睦 様（株式会社ベストパートナー 代表取締役：神奈川県代協）
三根生 啓太 様（株式会社イーズコーポレーション：愛媛県代協）

［弘田ゼミ］：「直資代理店を経営して気づいたプロ代理店の経営マネジメントと事業戦略のヒント」
弘田　拓己 様（三井住友海上 営業企画部部長）
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⑷　備考：

会場を変更しての開催であったが、参加者からは高い評価を頂くことができた。式典会場と懇親会会場
が隣り合わせとなって移動がなくなったこと、懇親会会場が従来の２倍の広さになったこと、喫煙場所が
十分確保されたこと、ホテル故にフロアが広く開放感があったことなどにより、参加者・運営サイドとも
に環境は大きく改善されることとなった。

一方、式典会場については手狭な印象があり、椅子の配置や演台の高さ等、細かな改善が必要であるこ
とが判明したため、次回に活かすこととした。

■第６回コンベンション…『消費者から見た代理店のあり方を考える』
⑴　テーマ：

改正保険業法の施行により、募集プロセスを中心にお客さまとの接点のあり方が大きく変わりつつある
中、改めて消費者から求められる（選ばれる、必要とされる）代理店の価値、経営品質を考える契機とす
ることを目的として、上記をテーマに開催した。

⑵　日程・内容：

◇2016年11月４日（金）13：00～17：30　式典の部［グランドニッコー東京 台場（約420名）］
①　式典［来賓］

金融庁監督局保険課長　岡田　大 様・日本損害保険協会 専務理事　堀　政良 様
②　功労者表彰式［功労者］

師岡　邦雄 様（神奈川県代協）	・小西　泰弘 様（岐阜県代協）・中田　　博 様（富山県代協）
森田　　雄 様（滋賀県代協）	 ・田中　研一 様（大阪代協）　・穴田　一善 様（広島県代協）
丸山　満秋 様（徳島県代協）	 ・橋本　安彦 様（福岡県代協）・村上　暢敏 様（熊本県代協）

③　代協会員懇談会［コーディネーター：小出副会長］
④　基調講演　テーマ：「旅する視点で見るサービスの本質～おまけや値引きはサービスではない～」

講　師：ベルテンポ・トラベル・アンドコンサルタンツ 代表取締役　高萩　徳宗 様
◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：同上　約510名］

①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会 会長　北沢　利文 様（東京海上日動社 代表取締役）
②　ご当地ブランド紹介：熊本県代協（熊本復興支援のため、東海ブロックから変更）

◇11月５日（土）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館・ホテルジュラク他］
［坂東ゼミ］：「お客さまのニーズに向き合った損害保険契約と代理店の役割」

坂東　俊矢 様（京都産業大学大学院法務研究科 教授）
［中崎ゼミ］：「市場激変と保険代理店の近未来」

中崎　章夫 様（保険ジャーナリスト・日本代協アドバイザー）
［山中ゼミ］：「確実にお客さま満足度が高まる公的保険アプローチとは」

～売上と満足度の向上を両立させる新たな切り口～
山中　伸枝 様（一般社団法人 公的保険アドバイザー協会 理事）

［栗山ゼミ］：「InsurTechの時代に、保険の原点を考える」
栗山　泰史 様（丸紅セーフネット株式会社 常勤監査役・日本代協アドバイザー）

⑷　備考：

式典会場については、椅子の配置や演台の高さ等の改善を行ったが、全体の面積は変わらないため、手

狭な印象は拭えず、また、机がないので記録が取れない等の声もあったことから、次回に活かすこととした。
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■第７回コンベンション…『お客さまに必要とされる代理店を考える』
⑴　テーマ： 

今代理店に強く求められている「顧客本位の業務運営」を徹底し、お客さまと長くお付き合いしていく
ためのポイントはどこにあるのか、社員の活力を生み出し、お客さまをファンにし、社会と調和しながら
持続的に発展するためにはどうすればいいか、そうした経営上の課題を考える契機にするため、上記を
テーマに開催した。

⑵　日程・内容：

◇2017年11月２日（木）13：00～17：30　式典の部［グランドニッコー東京 台場（約430名）］
①　式典［来賓］

金融庁監督局保険課長　岡田　大 様・日本損害保険協会 専務理事　堀　政良 様
②　功労者表彰式

折橋　 久昭 様（宮城県代協）・赤羽　豊喜 様（長野県代協）・甲賀　伸郎 様（東京代協）
良知　 克彦 様（静岡県代協）・吉村　克己 様（奈良県代協）・橋本　英丸 様（大阪代協）
鈴木 美恵子 様（兵庫県代協）・大崎　二郎 様（岡山県代協）・冨永　紘一 様（福岡県代協）
中村 　勝弘 様（福岡県代協事務局）・上原　義弘 様（沖縄県代協）

③　代協会員懇談会［コーディネーター：小出副会長］
④　基調講演　テーマ：「人を大切にする五方良し経営」
　　　　　　　講　師：株式会社　さくら住宅 代表取締役　二宮　生憲 様

◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：同上　約510名］
①　来賓ご挨拶：日本損害保険協会 会長　原　典之 様（三井住友海上社代表取締役） 
②　ご当地ブランド紹介：東海ブロック（前年度予定の繰り延べ）

◇11月３日（金・祝日）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館・ホテルジュラク他］
［中﨑ゼミ］：「保険新局面におけるお客さまを守り切るプロ代理店の戦略」

中﨑　章夫 様（保険ジャーナリスト・日本代協アドバイザー）
［尾籠ゼミ］：「代理店成長モデル」～新たな営業の方向性を目指す～

尾籠　裕之 様（株式会社業務プロセス研究所 技術アドバイザー）
［鈴木ゼミ］：「代理店経営におけるコーチングの活用」

～顧客と社員の満足度向上に向けた「対話力」を学ぶ～
鈴木　義幸 様（株式会社コーチ・エイ 取締役社長）

［生島ゼミ］：「代理店経営に欠かせない経営理念・企業文化」
生島　秀一 様（株式会社ヒューマン＆アソシエイツ・株式会社保険プラザ　代表取締役）

⑶　備考：

プログラム全体を通して概ね高い評価を頂いた。ただし、分科会が選択方式のため、希望のゼミを複数
受講することができないことから、評価が高かった講師の複数年登板を検討することとした。

■第８回コンベンションの開催…�『変化の時代だからこそ、“変えるもの”と“変えないもの”を考
える』

⑴　テーマ： 

人口減少やAIの進展等に伴って社会基盤が大きく変化する激動の時代だからこそ、改めて保険代理業
の立ち位置＝何のために、誰のために存在しているのか＝確認することが重要になる。そのためには、変



―　144　―

えるべきものと変えないものをしっかりと認識する必要がるとの問題意識から、上記をテーマに開催した。
自分の何を変え、何を変えないのか、その理由を突き詰めることが、不確実性に満ちた未来に踏み出す一
歩となるのではないかと考えたものである。

⑵　日程・内容：

◇2018年11月30日（木）13：00～17：30　式典の部［グランドニッコー東京 台場（415名）］
①　式典［来賓］

金融庁監督局保険課長　横尾　光輔 様・日本損害保険協会 専務理事　岩崎　賢二 様
②　功労者表彰式
③　代協会員懇談会［コーディネーター：小平副会長］
④　基調講演　テーマ：「私の経営理念～人を活かす経営～」

　　　　　講　師：株式会社　ふくや 代表取締役会長　川原　正孝 様
◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：同上（526名）］

①　ご来賓挨拶：日本損害保険協会 会長　西澤　敬二 様（損保ジャパン日本興亜取締役社長）
②　ご当地ブランド紹介：北東北ブロック

◇11月３日（金・祝日）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館・ホテルジュラク］
［中﨑ゼミ］：�「保険代理店の個性化・多様化～デジタル社会のもとでの「人のネットワークビジネス」

の展望～」
中﨑　章夫 様（保険ジャーナリスト・日本代協アドバイザー）

［尾籠ゼミ］：「代理店成長モデルの構築～新たな営業の方向性を示す～」
尾籠　裕之 様（株式会社業務プロセス研究所 技術アドバイザー）

［岩崎ゼミ］：「21世紀の保険代理店を考えよう：事業の再定義とマーケティングの方向性」
岩崎　邦彦 様（静岡県立大学経営情報学部　教授・日本代協アドバイザー）

［栗山ゼミ］：「ついに始まる代理店同士の競争…「顧客本位の業務運営」の真の狙いとは」
栗山　泰史 様（日本代協アドバイザー）

（株式会社　保険システム研究所　シニア・フェロー）
⑶　備考：

式典の部は前年同規模の会場を確保し、快適空間を提供できた。懇親会の部における一部会員のマナー
（来賓挨拶中の私語）の問題は改善点として残った。分科会では、前年度特に好評であった尾籠ゼミを再
度開講した。

■第９回コンベンションの開催…『時代の変化に対応し、持続可能な代理店経営を考える』
⑴　テーマ： 

人口減少という大きな社会基盤の変化の中で、ITやAIが加速度的に進展して社会を変えていく激動の
時代だからこそ、改めて自らの事業のあり方を見つめ直し、組織として真の顧客本位の業務運営を実践・
定着させることで、持続的に成長していくための学びの場とすることを目的として、上記テーマを設定し、
開催する。

⑵　日程・内容：

◇2019年11月１日（金）13：00～17：30　式典の部［グランドニッコー東京 台場（約430名予定）］
①　式典［来賓］　金融庁監督局 保険課長 横尾　光輔 様・日本損害保険協会 専務理事 岩崎　賢二 様
②　功労者表彰式
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③　代協会員懇談会
④　基調講演　講師：中央大学法科大学院教授　弁護士　野村　修也 様

◇同　18：00～20：00　懇親会の部［於：同上　約500名予定］
①　来賓：日本損害保険協会 会長　金杉　恭三 様（あいおいニッセイ同和社　代表取締役社長）
②　ご当地ブランド紹介：九州北ブロック

◇11月２日（土）10：00～12：00　分科会の部［於：損保会館・ホテルジュラク］
［中﨑ゼミ］：中﨑　章夫 様（保険ジャーナリスト・日本代協アドバイザー）
［櫻井ゼミ］：櫻井　英裕 様（リブラス株式会社 代表取締役／北海道代協釧路支部所属　AIG代申）
［岩崎ゼミ］：岩崎　邦彦 様（静岡県立大学経営情報学部 教授・日本代協アドバイザー）〔再登板〕
［牧野ゼミ］：牧野　　司 様（東京大学大学院 非常勤講師）
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10 　代理店賠責の推進と代理店経営品質向上への取り組み

■代理店賠責創設の経緯
1999年４月、代協会員の要請を受けた米国大手損保のリバティ保険会社（その後、日本市場から撤退）が、

伊藤忠インシュアランス・ブローカーズを通じて損保代理店向けの賠償責任保険を開発したのが発端である。
これを受け、日本代協としての全国制度創設を検討したが、担保範囲が不明確で時期尚早との結論となり、
制度採用は各代協の判断に委ねることとなった。

その後、2000年５月に消費者契約法並びに金融商品販売法が成立し、代理店もコンプライアンスの徹底が
強く求められる時代になってきたこと、また、東京代協から度々検討要請を受けたこと等から、2001年６月
の日本代協理事会において、保険業法第283条第３項（当時・現４項）による「保険会社から代理店に対す
る求償への備え」として、改めて制度創設に向けた検討を行うことが決定し、企画環境委員会に諮問された。
同委員会で審議の結果、団体保険制度の創設を積極的に推進することとなり、2002年７月１日付で日本代協
としての団体契約の代理店賠償責任保険制度がスタートした。

■代理店賠責の一本化
一方、東京代協では、共済（休業見舞金などの補償）と保険（専門業務賠償責任保険）のハイブリッド型

となる「職業賠償共済」（保険部分の引受はAIU社）を独自に開発し、日本代協の制度創設に１年先行する
形で2001年５月から募集を開始させていた。このため、日本代協の制度がスタートした2002年７月以降は、
東京代協と日本代協の二本の制度が併進する状態となった。

こうした状況に対し、多くの代協会員から制度の一本化を望む声が上がり、2004年夏から一本化に向けた
検討が開始された。

検討の結果、両制度の利点を取り入れ、代協加盟代理店に更にメリットがある制度とすることで合意に達
し、2005年２月の理事会で東京代協職業賠償共済との一本化が承認され、同年７月１日よりアリアンツ火災
を元受保険会社とする団体契約「代理店賠責『新日本代協プラン』」がスタートすることとなった。（当時の
加入店数＝6,359店／加入率＝59.8％） 
「新日本代協プラン」は、東京代協の職業賠償共済で補償していた部分を取り入れた上で、新たに個人情

報漏えいに係る対応費用部分を補償範囲とし、更に補償限度額を２倍に引き上げ、2007年度には免責金額の
引き下げ（10万円から５万円）も実施された。これらの対応により、補償内容は大幅に拡充されるとともに、
保険料は低廉な水準のまま据え置かれたため、代協加盟代理店にとって更に魅力ある制度に生まれ変わるこ
ととなり、急速に普及していった。

■引受保険会社の変遷
⑴　アリアンツ火災引受けの経緯

同プランの引受先については、検討当初はリバティ保険会社を想定していたが、同社が米国における同
時多発テロの影響を受けて2002年３月に日本市場から撤退することとなったため、同社の推薦でアリアン
ツ火災が引き受けることとなり、2011年度契約分まで同社が元受保険会社となった。（2010年度契約まで
は始期日は７月１日であったが、2011年度契約以降は、事務ロードの平準化のため10月１日に変更してい
る。）
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⑵　エース保険（Chubb損害保険）への変更

2012年度の更新契約において、エース保険から１証券当たりのリミットアップ等、補償内容をより充実
させたプランの提案を受けたため、理事会で審議の結果、本プランの安定的な運営も鑑み、元受保険会社
を変更することとなり、名称も『日本代協新プラン』と変えて現在に至っている。

なお、エース保険は、買収に伴い2016年10月１日付けで「Chubb（チャブ）損害保険株式会社」に社名
変更を行ったため、同年度以降はチャブ損保の名前で募集を行っている。（存続会社はエース保険である
が、社名は米国で知名度が高いChubb（チャブ）を採用）

■本制度に対する基本的なスタンス
プロの保険代理店としては、不断の努力を積み重ねて自社の経営品質向上を図り、適切・的確な保険募集

の遂行並びに内部事務管理態勢の整備等により、契約者等とのトラブルを未然に防止することが最優先の取
り組み課題となる。

一方で、保険商品は消費者にとって理解が難しい面があり、また、加入時に全ての事象を理解して対応す
ることは簡単ではなく、契約者との間で認識が共有できず、トラブルになること事も想定される。こうした
万が一の事態に備え、自らの代理店としての行動が招いた結果に責任を負えるだけの賠償資力を確保するこ
とは、保険募集のプロとして当然のことである。また、保険契約の性格上、保険金の支払いを巡る巨額賠償
事案も想定されるため、全てのケースに代理店の内部留保で対応することは困難である。従って、各代協会
員は漏れなく『代理店経営のプロテクター』（注）となる本制度へ加入することが必要である。（注：本保険は
言い掛かり的な訴訟時の防御費用等も対象となる他、施設賠責や個人情報漏えい事故なども含めた代理店総
合賠償プランになっているため、代理店としての利用価値は極めて高い）

さらに言えば、高度な専門性が必要なプロの仕事だからこそ、保険という最後の備えが必要なのである。
医者や薬剤師、弁護士などと全く同じである。他人に“万が一の保険”を勧めるものが、自社の行為に起因
する賠償事故は起こらないと仮定しているのでは契約者に対する説得力に欠けることを認識する必要がある。

また、2016年５月施行の改正保険業法において、募集人に対して直接的に「意向把握・確認義務」、「情報
提供義務」が課され、代理店に対しても「体制整備義務」が課されたことから、顧客との賠償疑義事案にお
ける保険会社サイドの責任割合は縮減される方向に向かい、求償権を行使するケースが増加することが想定
される。今後は保険業法改正によって法定化された募集人の義務に関わる事故事案が発生する可能性もあり、
代理店賠償責任保険の重要性は極めて大きくなっている。

こうした環境も踏まえ、日本代協としては、別個登録店やAIG損保代理店会所属代理店の会員（AIG損保
による別制度有り）を除き、代協会員100％加入を方針としている。併せて、非会員の代理店に対し、広く
加入を促していく。

■本制度の健全な普及のための取り組み
①　未加入会員や非会員の代理店に対し、事故例集等を用いて情宣と加入案内を行う（各代協）
②　チャブ損保の協力の下、各地で「代理店賠責セミナー」を開催し、本制度の普及を図る（各代協）
③　全国の会長が集まる場で ｢経営品質向上委員会」を開催し、事故例等の分析結果をフィードバックす

ることによって、各代協会員の日常行動の改善に活かしてもらう。（日本代協）
④　学識経験者等（注）で構成される「代理店賠償責任保険審査会」を開催し、本制度の健全・公平な運営

を図る。（2008年７月以降、原則として上・下期年２回開催・昨年度は10月17日開催・テーマ＝個別複
雑事案の論議等）
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　〔日本代協、チャブ損保代表委員以外の有識者委員〕
　　座長：大塚　英明 氏 （早稲田大学法学学術院　教授）
　　委員：古笛　恵子 氏（コブエ法律事務所　弁護士）　（損保協会顧問弁護士）
　　　　　新　　有道 氏（あたらし法律事務所　弁護士）
　　　　　錦野　裕宗 氏（中央総合法律事務所　弁護士）（元金融庁監督局保険課在籍）
　　　　　栗山　泰史 氏（日本代協アドバイザー）
⑤　各保険会社の業務連絡会の場で時間をいただいてセミナーを開催し、本制度への理解を深める。（各

代協）セミナーの際は、「代理店賠責パワーポイント」（音声ナレーション入り・15分版 / 企画環境委
員会作成 / 日本代協HP掲載）を使用する。

⑥　保険会社の本社担当部門並びに営業担当社員に保険業法第283条（注）が「使用者賠償の特例」として定
められていることを正確に理解してもらい、保険会社に生じる責任と本制度採用の意味を認識してもら
う。（日本代協・各代協）

⑦　円滑な事故処理のため、チャブ損保と各保険会社担当部門との折衝ルートを構築する。（日本代協）
　　⇒　損保７社懇談会の場で情報提供を実施

（注 ）保険業法283条の趣旨
　　・保険会社は代理店が保険募集について保険契約者に加えた損害を賠償する責任を負う（１項）
　　☞　代理店が契約者に与えた保険募集上の損害に対する責任は、先ず保険会社が負う　　
　　・�保険会社が代理店の代理店の委託について相当の注意をなし、かつ、これらの者の行う保険募集

について契約者に加えた損害の発生の防止に努めたときには、保険会社は責任を免れることがで
きる（代理店が全ての責任を負う）（２項３号）

　　☞�　本条文の制定趣旨から考えると、実際には保険会社が上記を主張することは難しいとされてい
る（通説）

　　・�保険会社は、代理店の保険募集上のトラブルで賠償金を支払った場合は、代理店に求償すること
ができる。（４項）　☞　求償割合は事案によって異なる

■代理店賠責の概要（2019年度更新契約）
□　契約方式：日本代協を契約者とし、代協正会員を被保険者とする団体契約
□　補償内容：
＜基本補償プラン＞

①　代理店賠償・受託財物・施設賠償＝１事故１億円・期間中３億円（免責５万円＝フランチャイズ）
②　争訟費用＝１事故2,000万円・期間中6,000万円
③　個人情報漏えい見舞金＝１事故・期間中500万円（見舞金＠500円）等
※　�2017年度から他制度との差別化を図る目的で、募集人501人以上在籍の大型代理店に関し、以下の

通り保険料の逓減を行っている。
　　〇　募集人数501名～1,000名；最大約30％逓減（０％～23.3％）
　　〇　募集人数1,001名超　　  ；最大約50％逓減（26.2％～45.4％）
※　�遡及日あり（なお、遡及日の適用条件について本年度から募集パンフレットに詳細表記を行う）
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＜高額補償プラン（2015年度から新設）＞

①・②　代理店賠償・受託財物・施設賠償・争訟費用＝１事故・期間中合算３億円（免責100万円）
③　個人情報漏えい見舞金＝１事故・期間中500万円（見舞金＠500円）…基本補償に同じ
※　�基本補償と高額補償のレイヤー契約は不可・保険料は基本補償の平均約1.4倍の水準
　　なお、高額補償は大規模企業代理店等のニーズに応えるものであり、加入手続きは個別に行う。

□保険期間：2019年10月１日～１年間（毎年８月中旬から募集開始）
□保険料水準：2018年度契約と同じ（2009年度契約から同水準を維持）
□割 増 引：�団体割引・優良割引・損害保険トータルプランナー割引（８月末認定者ベース） 

先行行為補償特約10％割増
□�勤務型代理店等（注）の取り扱い：統括代理店の募集人にカウントし、統括代理店が保険加入手続きを行

う。当該勤務型代理店単独での加入はできない。
�（注：損保業界の標準ひな形では、教育・指導・管理を行う親代理店を「統括代理店」、統括代理店の下
で保険募集を行う個人代理店を「勤務型代理店」と呼称している。保険会社によっては「非統括代理
店」や「新設代理店」等と呼んでいるが、スキーム上の位置づけは同じである。）

□�別個登録店の取り扱い：本保険は法人単位の加入であり、別個登録店が個別加入する必要はない。
　　なお、契約取扱出先は代理店登録ではないので個別加入はできない。
□加入率：2019年３月末時点：10,319店／加入率＝85%（中途加入ができるため、毎月変動する）
□昨年度の事故事案の傾向（概要）：
　＜原因項目別＞

全体の傾向は例年変わらないが、件数は書面報告ベースで140件となり、例年よりも微増となった。
事案別では、重要事項の説明誤り・説明不足による保険事故が全体の約44％、新規・異動手続きのミス
等によるものが約26％、事故報告受付時の有無責に関するアドバイスミス、中途半端な取次ミス等の事
故が約14％となっている。その他、満期管理や保険料収受に関するものが発生している。

なお、相談事案は連日４～５件ペースで寄せられており、代理店の日常活動の中に潜在リスクが潜ん
でいることが伺える。高額訴訟や言いがかり的な訴訟も引き続き発生しており、現時点の訴訟進行事案
は８件となっている。

　＜原因種目別＞

自動車保険が44％を占めて最多ではあるが、取扱種目のウエイトから見て、火災・新種に係わる保険
事故（約46％）が多いのが特徴である。火災保険では、担保内容説明誤りや特約付帯に関するトラブル
が散見される。また、昨年度は大規模な自然災害が多発したこともあり、契約時の商品説明等のトラブ
ルが顕在化したことで事故件数が増えた点が特筆される。

新種保険では、消費者サイドの商品内容の理解が十分でないことを背景として、重要事項説明のトラ
ブルが圧倒的に多いのは例年通りである。また、契約条件が契約者ニーズから乖離していることでトラ
ブルになっているケースもあり、法定義務である意向把握が十分に行われていない契約が内在している
ことを示している。また、一般代理店には不慣れな賠責補償に係わるトラブルが多い傾向にあり、特に
施設賠責に関わる事故が相変わらず発生している。
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11 　実効性あるCSR活動の展開

A：基本的な対応方針 �
■CSR活動の取り組み意義
⑴　本業こそ最大の社会貢献

保険には公共性があり、地域の企業や人々の不安に応え、生活を支える機能を有しており、本業にしっ
かり取り組むことは社会課題の解決に貢献するCSR活動そのものと言える。従って、代理店としては、m
自らの専門性を高め、顧客対応力を磨きながら、本業を発展させていくことが何よりも重要である。
また、本会が行う社会貢献活動も、本業と関連するものを中心に着実に継続して取り組む方針としている。

⑵　その他の社会貢献活動

　①　地球環境保護

損害保険に携わるものとして、気候変動や異常気象の原因となる地球環境に関心を持ち、その保護に
関わる活動を行うことは意義がある。日本代協では1998年２月に地球環境問題研究会（現在のCSR委員
会）を立ち上げ、以降、組織としての社会的使命・責任を果たす一環と位置付け、活動を展開してきた。
現在は、各代協における独自の取り組みとして、植林や下草狩りなど様々な活動が行われている。

　②　地域社会貢献

地域密着の活動を通して社会に役立つ存在となることは代協会員にとって重要であり、各代協におい
て献血やチャリティ、介護施設清掃など様々な活動が行われている。

⑶　2019年度取り組みの基本方針

①�　日本代協として取り組む「統一活動（全国ベース・地域限定）」と各代協が自主的に取り組む「代協
独自活動」に整理し、主体性・実効性を高める。

②�　実施に当たっては、関係先に広く声をかけ、業界一体となって取り組む風土を作るとともに、各代協
の「恒例行事」を作る。

③�　CSR委員会において、各地の活動情報を収集・分析し、全国に情宣する。
【統一活動】

　〈全国ベースの取り組み〉

　・地震保険の啓発・普及促進
　・「ぼうさい探検隊」マップコンクールへの参画
　・「子ども110番の保険代理店」の推進
　・消費者団体との対話活動の推進
　・サイバーセキュリティ対策に関する啓発活動の推進
　〈地域限定の取り組み〉

　・無保険車追放運動
　・盗難防止キャンペーンへの参画

【代協独自活動】

　・各代協で自主的に取り組む様々な活動
　　（例）・ユニバーサルマナー検定の団体受講
　　　　・高校生に対する出前授業
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　　　　・自転車事故賠償に対する啓発活動
　　　　・車いす清掃活動　　他多数

Ｂ：取り組み目的別活動内容 �
■地震保険の啓発・普及促進（全国ベース）
⑴　基本認識と取り組み

世界有数の地震国日本において損害保険の普及に携わるものとして、住宅（家屋・家財）に対する地震
補償の必要性を広く消費者に周知し、自助としての地震保険の有用性をPRしていくことは極めて重要な
社会的責務である。政府も2006年度の税制改正において、「地震保険料控除制度」を新たに創設する等、
様々な地震対策を進めており、地震保険の普及は国家的課題の一つとなっている。
特に、2011年３月11日の東日本大震災、そして2016年４月14日の熊本大地震の発災を始め、その後も続

く地震災害を目の当りにした国民の間には、地震や津波、噴火に対する危機感が強まっている。また、日
本のどこでも地震が起こりうることを再認識させられ、地震保険に対する関心も急速に大きくなっている。
こうした社会的背景も踏まえ、日本代協としては、引き続き、地震保険の啓発・普及活動を強力に展開

し、万一の際の生活再建の備えとなる地震保険の普及を図っていく方針である。
具体的には、日頃の各会員による顧客への情報提供の他、統一行動として、2005年度から新潟県中越地

震が発生した10月（23日）を「地震保険の月」と定め、全代協で一斉街頭キャンペーンを実施している。
（情宣チラシ、ポスター等を全国で配布）
⑵　その他の取り組み

キャンペーン以外の近年の活動は以下の通りである。
◇　2014年度：�「国連防災世界会議」の仙台開催（３月）にあわせ、宮城・新潟・兵庫の３県で地震保険

啓発のための特別街頭キャンペーンを実施
◇　2015年度：�損保協会が指定した重点広報地域11か所で開催された「防災・地震フォーラム」に参画

し、各代協会長等がパネリストとして登壇し、地域住民に対して地震保険の仕組み・必
要性を講演（以後、毎年継続実施中）

◇　2016年度：�「地震保険制度創設50周年」を記念して９月に開催された式典において、岡部会長（当時）が
代理店の代表として地震保険の啓発と普及に向けた決意表明を実施（表明文は本章末掲載）

◇　2018年度：�日本災害復興学会創立10周年記念シンポジウム開催に当たり、丸山地域担当理事、井上
地域担当理事のサポートの下、岩手県代協の榊原社長（谷地保険）、宮城県代協の生駒社
長（東北安田）、熊本県代協の川口社長（グランディール総研）の協力を得て被災地情報
の提供を行い、映像資料作成に協力。11月にセミナー会場で上映された他、12月には東
京MXTVで放映された。

⑶　地震保険普及の実効性

地震保険の普及のために何よりも重要なことは、代理店自身の意識と行動であり、「この国の人たちを
自然災害から守るためには地震保険は必須の備え」との確信のもとで漏れなく情報提供を行い、お客さま
に優先度の高いリスクであることを認識してもらうことである。日々のお客様対応を通して地震被害への
自助の備えとしての地震保険の必要性を伝え、付帯率アップ（注）に率先して取り組むことが肝要である。
（注：〇 �2017年度末の住宅火災保険に対する地震保険加入割合（付帯率）：全国計63.0％［前年比＋0.9P］
　　 〇 �世帯単位の地震保険契約率（世帯加入率）：31.2％［前年比＋0.7P］…18,105件/58,007世帯
　　　�15.4％の長崎県から52.1％の宮城県まで分布（世帯加入率にはJA共済等の数字は含んでいない。
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従って、地震に備えて何らかの保険手配を行っている世帯比率は31.2％よりも多い。）

■交通安全への取り組み
⑴　無保険車追放キャンペーン（全国ベース）

毎年９月に実施される自賠責広報協議会主催の自賠責制度PRキャンペーンに合せ、2001年度～2006年
度の間は郵政省（郵便局）と共同で、2007年度は本会単独で、2008年度以降は国土交通省と共同で「無保
険車追放街頭キャンペーン」を実施している。
2018年度は無保険車比率が高いと想定される沖縄、鹿児島、宮崎などに集中して取り組むことを検討し

たが、国土交通省との協議の結果、従来通り全国ベースで実施することになり、継続している。
⑵　自動車盗難対策（地域限定）

損保協会では、毎年10月７日を「盗難防止の日」と定め、消費者に対する啓発活動を行っており、本会
も毎年協力を行っている。特に、2011年度に日本代協が「自動車盗難等の防止に関する官民合同PT」（警
察庁主管）の正式メンバーとして承認されたことから、主体的な参画が求められている。
例年、全国で街頭キャンペーンを行っていたが、2015年度以降は、損保協会が『特に取り組み強化が必

要な地域（注）』として指定する都道府県において協調活動を行っている。今後も損保協会と連携しながら
継続的に取り組む方針である。
（注：2018年度は次の14ヵ所…福島県、栃木県、群馬県、埼玉県、東京都、茨城県、千葉県、神奈川県、
愛知県、岐阜県、大阪府、兵庫県、福岡県、沖縄県）
⑶　高齢者の自動車事故並びに自転車事故軽減への取り組み（代協独自）

地域密着の代理店として、社会問題となっている高齢者の自動車事故等の発生を防ぐために、「老人会」
等の会合で、継続的な注意喚起や免許返納制度の説明等、事故防止に役立つ情報提供を行い、安心・安全
な社会作りに貢献することが求められる。
こうした取り組みは、事故そのものを削減して国民を守ると同時に、高ロス対策にもつながるため、損

保協会とも連携しながら推進する方針としている。
また、自転車事故対策に関しては、高額な賠償金を求められるケースが相次いでおり、保険の重要性が

再認識されている。プロ代理店としては既存契約への個賠特約付帯を進めることになるが、そうした契約
がない場合は、地方自治体の団体契約やネット加入等で備えることもできるので、社会貢献の観点から情
報提供を行うことが必要である。

■防災・減災、防犯への取り組み
⑴　｢ぼうさい探検隊」…防災マップ作成を通じた子どもたちへの防災・減災教育の実施

「ぼうさい探検隊」とは、損保協会が主催する「子どもたちが楽しみながらまちにある防災・防犯・交通安
全に関する施設や設備などを見て回り、マップにまとめて確認する実践的な安全教育プログラム」である。
日本代協では、2012年度から本活動への取り組みを強化しており、2018年度は本会関連で122団体292

マップ（前年度133団体・416マップ・入賞14マップ）の応募があった。表彰式では「キッズリスクアドバ
イザー賞（日本代協賞）」を香川県三豊市仁尾町児童館の『におっこ清掃探検隊』」に贈呈した。
なお、本会関連で活動に参加した児童2,207名に“ふうた”デザインの反射板を提供した。
東日本大震災の際、本活動を通じてマップ作成の体験をしていた小学生が、その経験を活かして難を逃

れ、下級生の避難誘導を行うことができた事例がある一方で、2018年６月に発生した大阪北部地震では、
通学路の見回りチェックを行っていれば防げたのではないかと思わざるを得ないブロック塀倒壊による痛
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ましい死亡事故も起きており、子どもたちに地域のリスクに気付いてもらう本取り組みは、地道ながらも
極めて大きな価値がある。
地域に根差したリスクマネージャーとして、地域の子どもたちの防災・減災に取り組むことは、本業を

活かした地域社会への貢献そのものである。２人以上の参加があればできるので、小学校だけではなく、
夏休みの自由研究や子ども会、学童保育、ガール・ボーイスカウト、少年消防団等の活動の一環として楽
しく取り組んでもらえるように広く呼び掛ける必要がある。また、代協会員がマップの作成指導にあたる
ことで、地域における「リスクの専門家」としての存在感を示すことにもつながるものと考える。
なお、2019年度は、こうした認識の下で、本取り組みが新たに「３冠王」の「代協独自取り組み項目」

の一つに位置づけられ、正会員数が500名を超える東京、大阪、北海道、福岡、愛知の５代協は最低５団
体、その他の代協は３団体の応募で「１冠」を確保できることになった。期間限定の比較的取り組みやす
い活動でもあるため、昨年度を大きく上回る応募が見込まれている。
⑵　｢子ども110番の家」の参画にむけた推進

子どもたちが犯罪や事件に巻き込まれるリスクを少しでもなくすため、2016年度から「子ども110番の
家」の認定を受けた代協会員を「子ども110番の保険代理店」として追認する取り組みを展開している。
追認を受けた代理店は、“ふうた”デザインのオリジナルステッカーを代理店事務所に掲示し、助けを

求める子どもを保護して行政機関等に連絡することとしている。
地域の子どもたちの安全を守る取り組み（注）として、実効性に留意しながら今後も追認店舗を増やして

いく方針である。（ステッカーを張ることで犯罪抑止の効果も期待できる。）
（注：）【日本代協・各都道府県代協における本取り組みの目的】

　全国での「子ども110番の家」の活動を通じ、将来を担う子ども達の安全確保に協力
　地域と共に活きる代協会員の社会貢献活動の支援・後押し
　日本代協としての統一ブランドでの展開による業界の認知度アップ・職業魅力の向上

「子ども110番の家」は、自治体や地域によって認定主体が異なるため、展開の難しさはあるが、各地で
工夫しながら徐々に活動の輪を広げているところである。特に、沖縄県代協においては、県警と独自の協
定を結び、警察と協力して地域の安全に貢献していく仕組みを構築した。他の模範となる取り組みである。

　＜「子ども110番の保険代理店」のスキーム・代協作成ステッカー（たて型）＞

　　

■グリーン基金の活用（寄付金）の活動終了
本会では、2000年度以降、地球環境保護や社会貢献活動を行う団体の支援を目的に「グリーン基金」を設
け、地道に寄付を行ってきた。（毎年会費の２％相当・約200万円）
しかしながら、近年は、応募数の増加や活動の多様性故の選考の難しさなどに加え、選考から落とした場



―　154　―

合の風評リスクなども顕在化していた。そのため、昨年度に本基金のあり方に関し、ゼロベースの検討を
行った結果、基金として目指した一定の役割は終えたと判断し、活動を終了することとした。なお、地元の
小さな団体の活動を支援するためには、各代協会員自ら活動に参加するとともに、代協から直接寄付を行う
ことも有効であり、今後は各代協の創意工夫に期待したい。

■消費者団体等との対話活動の推進
⑴　基本方針

消費者の声に耳を傾け、それを自らの資質向上に役立てるとともに、行政・損保協会等に伝え、より良
い保険制度の構築や分かりやすい保険商品の提供を実現し、消費者の利益に貢献することは本会の使命で
あり、引き続き積極的に推進する。

⑵　懇談会の開催

可能な限り全ブロックで定期的に懇談会を開催（注）することが望ましい。本部においても消費者団体、
消費者行政機関との関係強化に注力する方針である。（注：2018年度は２ブロック・11代協で計17回の開
催に止まった。）
なお、開催に当たっては、日本代協が賛助会員となっている「公益社団法人 日本消費生活相談員協会

（全相協）」の各支部との連携も有効である。
＜進め方の一例＞

◇ �代協から：身近な保険商品の解説、お客様からよく聞かれる項目の説明、お客さまとのやりとりを想
定したロープレの実施など

◇ �消費者団体から：消費者苦情の最近の動向や対応の状況、理解しにくい内容の洗い出しなど

■学校教育への取り組み
⑴　基本方針

保険制度に対する理解を深め、その必要性や代理店の役割を認識してもらうことにより、将来の賢い消
費者を生みだしていくために、学校教育への取り組みは重要である。損保協会も学校教育を事業の重要な
柱と位置付けて積極的に展開しており、連携できるところは連携して取り組む方針である。
日本代協では、毎年10月に講師候補者向けのプレゼン研修を実施しており、2017年度は新たに７名に

『日本代協認定講師』の名称を付与した。（通算 36名）

⑵　大学における保険教育

各大学で損保協会が開講している「損害保険講座」の中の「保険募集」のパートを本会が引き受け、日
本代協役員や各代協から選任されたメンバーが学生向けに講義を行っている。2018年度は国立の６大学で
講義を行った。代理店という職業の認知度向上や講師の資質向上にもつながる機会であり、今後も積極的
に協力する方針である。

⑶　高校生向け自動車リスク教育（自動車事故防止の取り組み）

富山代協を始め、北陸地区の代協が熱心に行っている高校生向けの教育（社会に出る高校３年生を対象
に、自動車運転に伴うリスクと責任を問いかけ、自覚を持ってもらう内容）は、代協独自の企画として全
国の模範となる事例（注）であり、他代協にも広がっていくことが望まれる。
なお、本項目は2019年度三冠王の取り組み課題の一つ（ミニマム表彰基準：５校実施）となっており、

昨年度以上の取り組みが期待される。（注：2018年度は、５代協・17校で5.223名の高校生に対して実施））
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■中小企業に対するサイバーセキュリティの情宣
⑴　基本方針

本会では、2019年度から“今そこにある危機”として対策が急務となっている「サイバーセキュリティ
（CS）対策」に取り組むこととした。
背景としては、中小企業におけるCS対策の徹底は、ウイルス攻撃の増加が想定される東京オリンピッ

クを前にして喫緊の課題となっており、国も重要リスクの一つと位置付けて取り組みを強化していること
がある。こうした危機感の下、現在、警視庁が先導する形で、他の自治体警察においても順次取り組み体
制の強化が進められているおり、日本代協としても企業顧客に対するリスクアドバイスと社会課題への貢
献の観点から、関係省庁や損保協会と連携し、CS対策の啓発活動を行うこととしたものである。

⑵　具体的取り組み

警視庁の指導・アドバイスを踏まえて、以下の取り組みを行う。

①　代協会員自身がCS対策の必要性や具体的対応を学び、自社の対策を進めるとともに、企業顧客の
対策をサポートし、安心を提供…対策が不十分な代理店は、本節末に参考資料として添付した「損
保クラウド」の活用を検討

②　対策の専門知識習得のため、管区警察の担当者を講師（無料）とするセミナーを開催（理事会、
総会、支部会等の場での会員向けセミナー、中小企業向けオープンセミナーの開催　等）

③　企業顧客に対するリスクアドバイスとサイバー保険の提案（保険会社の方針に沿って対応）

⑶　サイバー犯罪に遭わないための基本的対応（警視庁資料）

　 基本的なセキュリティ対策

・普段使わない出張用のPCを含め、常に基本（OS）ソフト、ウイルス対策ソフトを最新の状態で使うよ

うにしよう！自動設定の確認をしよう！

・最近流行りのサイバー攻撃も社内教養に取り入れて、情報を社内で共有しよう！

・社内でルールを定め（CRIST設置等）、社員全員でサイバーセキュリティに取り組もう！

・一人で悩まないようにしよう！（東京の場合）気軽にTcyss相談窓口〈03-5320-4773〉に電話しよう！

　 ウイルス感染対策

・社内で、取引先のメールアドレスを徹底管理し、怪しいメールの添付ファイルやURLをクリックしない

ようにしよう！（それでも迷ったら、直接、メールの送信者に確認しよう！）

・会社では、仕事用のUSBメモリーを使おう！私物のスマホも会社のPCに繋ぐのは止めよう！

・スマホやアプリやフリーソフトウエアは、公式サイトなどの信頼のおけるサイトからダウンロードしよう！

　 パスワードの対策

・パスワードは複雑にしよう！（簡単な数字の羅列（生年月日等）は使わないようにしよう！

・同じパスワードを使いまわさないようにしよう！二要素認証を利用しよう！

その他各種対策

・IoT機器を使う際は、変更できるパスワードは複雑なものに変えて使用するなど、購入時の初期設定の

ままでは使わないようにしよう！

・暗号化処理されないWi-Fi（公衆無線LAN）は、できるだけ使わないようにして、クレジット番号や暗

証番号など、いわゆる個人情報を入力する際は最新の注意を払おう！

・不測の事態に備えて、定期的なバックアップ、ログの定期確認、管理、保管をしよう！
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■防災経済コンソーシアムへの参画
⑴　概要

近年の災害の激甚化、切迫する大規模地震等を踏まえれば、公助には一定の限界があり、自助の促進に
よる社会全体の災害マネジメント力を向上させることが極めて重要である。
特に、地域経済の維持や早期復興という観点からは、事業者が事業活動の中で、災害に対して経済的な

観点からも事前に備えることが不可欠であることはいうまでもない。
事業者による災害への備えを促進するためには、取引先・金融機関・税理士・経済団体等の事業者の事

業運営に関係する多様な主体が、共通の理念の下に、面的かつ継続的に働きかけることが効果的であると
考えられる。
こうしたアプローチの実現に向けて、関係団体が自律的なネットワークを形成し、官民一体で活動する

枠組みとして2018年３月23日に本会を含めた関係団体と内閣府の官民で構成される「防災経済コンソーシ
アム」が設立（注）された。
日本代協は、防災・減災に関する地道な取り組みや中小企業のリスク対策に果たす役割が評価され、内

閣府の要請で創設メンバーに名を連ねることとなり、組織として一定の存在感を示す形になった。
（注：これに先立ち、2017年９月から計４回設立準備会が開催され、立ち上げに向けた論議が行われたが、
本会はこのメンバーにも加わり、そのまま創設メンバーとなった。）
また、「防災経済コンソーシアム」の設立と併せて、コンソーシアムのメンバーが尊重すべき共通の理

念として「防災経済行動原則（後掲）」が策定された。

⑵　コンソーシアム設立メンバー（経済13団体）

外国損害保険協会・日本損害保険協会・日本損害保険代理業協会・日本保険仲立人協会

経済同友会・日本経済団体連合会・日本商工会議所・全国商工会連合会・全国中小企業団体中央会

全国銀行協会・全国信用金庫協会・全国信用組合中央協会・日本税理士連合会

⑶　コンソーシアムの目的・理念

【目的】

自助・共助の観点から、事業者が自然災害に対して災害リスクマネジメントを実施して事前の備えを充
実させることを、コンソーシアムを通じて面的・継続的に促進し、結果として社会全体の災害リスクマネ
ジメント力向上により防災力が高まることを目的としている。
【基本理念】

事業者の災害リスクマネジメント力が向上し、結果として社会全体の防災力が高まるように、コンソー
シアムメンバーが尊重すべきものとして「防災経済行動原則（後掲）」を策定する。
【取組体制】

〇　�事業者が事業活動の中で事前の備えを行うことを目指し、国と民間団体（官民）が一体となって取り
組む

〇　�メンバーの代表である幹事と内閣府が連携して事務局を務める（初年度の事務部会幹事は損保協会が
務めることとなった）

【コンソーシアムが行うこと】

〇　メンバー間の情報共有
〇　�実務担当者で構成される事務部会等による各メンバーの活動内容の報告等
　　�（2018年５月に開催された第１回事務部会では、日本代協の取り組みを紹介した）
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【コンソーシアムメンバーが行うこと】

〇　「行動原則」を事業者に対して普及・啓発する
〇　�「事業者が行うことが重要な４つの事前の備え（後掲行動原則前文）」を促進するため、各団体の判断により、
メンバーの特性に応じて必要な推進を図る

⑷　今後の展開

各メンバーは、それぞれの情報伝達ルートで、可能な限り「行動原則」の普及・啓発に努めながら、事
務部会等における各メンバーの活動状況の報告等を通じて、自助促進の好取組事例等を共有し、普及・啓
発の課題等について検討を行うことになる。論議の成果については適宜フィードバックを行い、代協会員
の中小企業のリスク対策に活かしていくこととする。

【後掲参考資料】

『防災経済行動原則（2018年３月23日採択）』
　【　前　文　】

我が国は、その自然的条件から災害が発生しやすい特性を有している。このため事業者は、災害
リスクマネジメントが事業経営上の根幹をなすことを認識して意思決定等の行動を行うことが重要
である。特に大規模災害時には公助に一定の限界があることから、事業者は、自助・共助による以
下⑴～⑷の事前の備えを行うことが重要である。

⑴　事業者は、自らの災害リスクを適切に認識・把握する。
⑵　事業者は、認識・把握した自らの災害リスクに応じて、リスクコントロール（耐震補強、BCP
対策等）とリスクファイナンス（保険加入、融資、現金保有等）の組み合わせによる効果的な
災害リスクマネジメントによって、防災対策を実施する。

⑶　事業者は、自らが主体的に行動するため、自らの役職員への防災教育の充実により意識を向上
させる。

⑷　事業者は、自らの事業経営に不可欠な取引先、金融機関、事業者団体等の関係機関等と連携・
コミュニケーションを図り、自助・共助の防災対策を実施する。　
防災行動原則は、事業者が自助・共助による事前の備えを行うことによって、結果として社会全
体の災害リスクマネジメント力が高まるように、防災経済コンソーシアムのメンバーの活動上尊重
されるべきものである。

　【 防災経済行動原則 】

１．防災経済コンソーシアムのメンバーは、【前文】⑴～⑷の実現を図るために必要な推進を図る。
２．防災経済コンソーシアムのメンバーは、防災経済コンソーシアムへの情報提供や事業者へ
の還元など、得られた知見は可能な限り共有し、社会全体の災害リスクマネジメント力向
上を図る。

３．防災経済コンソーシアムのメンバーは、メンバーが属する業界の特性に応じた創意工夫に
より、事業者の災害リスクマネジメント力向上のための普及・啓発を図る。
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参考：「地震保険制度創設50周年記念フォーラム」岡部会長決意表明 
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（2016年９月５日東京・内幸町「イイノホール」にて：財務省、金融庁、有識者、損保協会、各保険会社、
代理店等参加者約500名）



12 　大規模災害への対応

■事業継続と代理店の価値
我が国が世界有数の地震国であることは誰もが知っており、多くの人が危機管理に関して特段の知見や助
言がなくてもそれなりの災害対策を講じているのが実態である。ただ、それはあくまで「それなり」であり、
家族との連絡（安否確認）・待ち合わせをはじめとして、災害を想定した『発災後の行動計画』を具体的に
立てている人は意外に少ないのではないかと思われる。
個人・法人を問わず、お客様のリスクマネジメントに関する相談に対応し、保険商品を活用することで損
害の軽減を支援する保険会社・代理店にとって、2011年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震（東日本
大震災）は、「損害保険」という目に見えない商品・サービスの真価を問うものであった。
史上初めて損保協会に設置された中央対策本部をHQにして、損害保険会社各社と代理店とが一丸となっ
て取り組んだ結果、極めて迅速に保険金をお支払いすることができ（注）、社会の信任に応えることができた。
（注：発災から３か月後の４月２日時点で771,403件・１兆2241億円の地震保険金を支払い、被災契約者の生
活再建に貢献した）
今後は、東日本大震災時の対応を上回る対応が期待されていることを念頭におけば、日本のどこかで必ず
起こる巨大地震を「今そこにある危機」と捉えて更なる対策を進める必要がある。（注：東日本大震災以降
も震度６以上の大きな地震が頻発しており、近い将来の発生が予測されている南海トラフ巨大地震並びに首
都直下地震という未曽有の大災害に備える必要がある。）
保険会社や代理店の仕事は、むやみにお客さまの危機意識を呷って保険を売りこむことではない。お客さ
まに自らを取り巻くリスクについて正しく認知してもらい、リスクの回避・軽減につながる行動を促した上
で、それでも解消できない被害に対し、保険商品を提供して損害の軽減を支援することである。
事故に遭われたお客様から報告を受ける局面は、お客様が本当に困っている状態であり、この時こそ、迅
速かつ丁寧で人間味のあるサービスの提供が重要になる。実際に東日本大震災や熊本大地震の際には、地域
のこと、お客さまのことを良く知る被災地の代理店が厳しい環境の中で被災契約者のために奔走し、地震保
険金の早期支払いに尽力した功績は内外から高く評価されたところである。
しかし、交通事故や火災事故など、１件１件が独立しているような事故であれば、代理店も余裕を持って
対応できるが、地震や洪水などの大規模災害の場合には代理店自身も被災している可能性がある上に、多数
のお客さまが同時に被害に遭われるため、業界としても十分な対応・サービスが提供できないことも想定さ
れる。
代理店は、事故対応については基本的なノウハウを有している。加えて、地域の情報を持ち、お客さまの
顔と名前も知っている貴重な存在であり、これは代理店の地域における価値の源である。それ故に、大規模
災害時の混乱の中においても最良のサービスを迅速に提供する責任があり、平時においてはリスク対策の提
案と必要な保険手配をアドバイスするとともに、厳しい環境の中でも重責を果たすことができる態勢整備
（人的・物理的体制の構築と“いざ”という時に稼働できる仕組みつくり）を行っておく必要がある。

■今後待ち受ける危機
代理店経営の持続を考えるとき、巨大災害を引き起こす地震、噴火、津波を始めとして、外部的な要因に
よって発生する様々な危機について理解をしておくことは重要である。主なものは以下の通り。
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地震災害

　　◆　南海トラフ巨大地震
　・�駿河湾から九州にかけて続く水深4,000mほどの深い溝である「南海トラフ」での発生が想定される
地震。過去、100年～150年周期でM８クラスの地震が発生しており、向こう30年以内にM８から９ク
ラスの巨大地震が発生する確率は60％～70％とされている。被害想定は以下の通り。

　・�震度６弱想定…21府県・292市町村 / 震度６強想定…21府県・239市町村
　　震度７想定…10県・151市町村 / 津波による浸水面積…1,015km2（東日本大震災の２倍）
　・�死者・行方不明者数…33万人 / 建物全壊…239万棟（東日本大震災の15倍以上）

　　◆　首都直下地震
　・�首都圏ではM８クラスの巨大地震が200年～300年の周期で発生しており、向こう30年以内にM７クラ
スの巨大地震が発生する確率は70％程度と想定されている。東京湾沿岸を中心に広範囲で震度６以上
の揺れが生じる。

　・想定死者数最大２万３千人 / 建物全壊61万棟　
　　直接被害47兆円 / 生産・サービス低下による損害48兆円（合計95兆円）
大規模水害

　・�近年世界各地で大規模な水害が発生している。日本国内でも台風や集中豪雨などによる水害は毎年の
ように発生しており、激甚災害（注１）に指定された水害も数多い。（注１：地震や風雨などによる著し
い災害のうち、被災地域や被災者に助成や財政援助を特に必要とするもの。激甚災害法［1962年成
立］に基づき政令で指定される。）

　・�特に近年は、１時間降雨量50mm以上（注２）を観測する回数も増加しており、今後も風水災による大規
模な災害の発生が懸念される。（注２：１時間降雨量30mmを超えると災害の危険性が一気に高まる。
50mm以上になれば滝のようにゴーゴーと激しく降り、土石流の危険性が高まって車の運転もできな
くなる。）

　・�内閣府中央防災会議の「大規模水害対策に関する専門調査会」は、利根川・荒川氾濫時の浸水想定を
公表するとともに、国内では初めて洪水氾濫による死者数・孤立者数の人的被害想定や地下鉄等の浸
水想定を公表している。これによれば、利根川首都圏広域氾濫の場合、死者数最大2,600人、孤立者
数最大110万人以上と想定されている。

パンデミック（新型インフルエンザ）

　・�地震や津波、洪水等とは異なり、物理的な被害をもたらすことはないが、新型インフルエンザによる
パンデミックもまた事業の継続を脅かす危機の一つと言える。

　・�新型インフルエンザは例年流行を繰り返すインフルエンザとは対応の違うウイルスが出現するもので、
10年～40年の周期で発生している。多くの人が免疫を持っていないため、世界的な大流行（pandemic）
によって社会に大きな影響が出ることが想定される。2009年４月にメキシコで確認された新型インフ
ルエンザA（H1N1）型は、日本にも広がって2,000万人が罹患し、203名が亡くなっている。

　・�2013年６月に内閣官房が発表した「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」によれば、人口の25％
が罹患したと想定した場合、医療機関を受診する患者数は1,300万人から2,500万人、重度の場合は致
死率2.0％として入院患者200万人、死者数64万人と推計されている。

　・�また、社会的な影響としては、国民の25％が８週間にわたって順に罹患し、罹患者は７日から10日程
度の欠勤になると想定されている。流行の中心となる２週間に従業員が発症して欠勤する割合は５％
程度とされているが、家族の看護などのために出勤できないケースも出てくるため、最大で40％程度
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の欠勤が想定されている。
　・�新型インフルエンザは、ある瞬間にあらゆるものが寸断される形態の危機ではないし、インフラその
ものは基本的に使用できるため、地震等の災害の場合とは対応レベルも異なるが、順に多くの従業員
の欠勤と、顧客等との対面の抑制がもたらされるため、通常の仕事とは異なる業務プロセスや営業活
動が求められる。

　・�代理店としては、業務代替ができるようマニュアル化を進める、いざという時に従業員の対応力をつ
けるため早めの行動をスタンダードにしておく、平時において業務を見直して削減できるものは削減
し、無駄・重複・非効率な業務の改善を行い、代理店業務全体を軽くしておく等の対策が必要である。

その他の危機

　・�上記以外にも代理店経営を取り巻く危機は数多く存在している。自然災害に限定しても竜巻、土砂崩
れ、猛暑など様々である。また、大規模な交通災害や情報通信システム障害、あるいはテロやサイ
バー攻撃なども事業継続を脅かす危機と言える。

　・�これらの危機が現実のものとなった時に迅速・適切に対処できるよう、想定される様々な危機が代理
店経営上どのような被害をもたらすのか、平時において考えておくことは重要である。

　・�また、少なくとも業務プロセスのマニュアル化、顧客情報の共有、社員間の連絡体制の強化、お客さ
まのメールアドレスの取得など、危機対応の際にベースとして必要になることは平時から計画的に進
めておく必要がある。

■事業継続計画（BCP）
⑴　事業継続計画とは

大規模な地震災害や洪水災害などの自然災害の発生や、インフルエンザなどの感染症の蔓延によって、
ライフラインや交通インフラの停止などをはじめとした社会機能の支障・混乱あるいは社屋や従業員等の
被災により、日常業務の継続に支障をきたすことが想像される。局所的な事故としては、自らの事務所が
火災や爆発を起こす可能性もあり得る。
そのような状況下でも、重要な業務を中断させることなく、また、中断させたとしても可能な限り短期間
で復旧させるための方針や体制、手順等を示した計画のことを『事業継続計画』（BCP：Business Continuity 

Plan）と言う。
事業継続計画は、会社の事業の中核となる業務の操業度を、会社の存続や社会的使命から考えられる有

事の際でも継続を死守すべき水準〈操業度の許容限界〉以上で継続させ、また、復旧を必要とする時間
〈時間軸の許容限界〉内に復旧させる計画である。
許容される限界となる時間は「最大許容停止時間」（MTPD：Maximum Tolerable Period of Disruption）
と呼ばれ、業務やサービス内容により異なる。また、事業継続計画において、重要な業務・サービスにつ
いて最大許容停止時間を踏まえながら設定する時間は「目標復旧時間」（RTO：Recovery Time Objective）
と呼ばれる。事業継続計画の検討においては、最大許容停止時間よりも目標復旧時間を短く設定し、それ
を実現する方法を考えることが重要となる。
また、事業継続計画を策定するにあたり、大規模な地震災害や洪水災害、テロなど、突発的な被害をも

たらす事象を想定するだけでは十分とは言えない。例えば、前記の通り、新型インフルエンザなどの感染
症などによって長期間にわたって段階的あるいは徐々に被害が拡大する性質のものもあり、このような事
象に対処する事業継続計画は、必ずしも地震等の事業継続計画と同様というわけではない。
代理店は、幾つもの業務を同時に行っているが、有事の際の厳しい環境下では、業務に優先順位をつけ
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て絞り込み、更に、それらの業務の継続や早期の復旧という視点を踏まえて、全ての従業員等を巻き込ん
で検討を行うことが、従来の防災対策と異なる事業継続計画の特徴と言える。
また、事業継続計画はその名称の通り「計画」であり、有事の際にはその通りに行動できるようにする

ためには、机上の計画に留まらず、平時から大災害の発生を想定した定期的な教育や訓練が必要であり、
計画を機能させるための体制を整えておくことが重要となる。
なお、単に事業継続計画を策定するだけではなく、実際に行動できるようにするための訓練や準備など

の一連の対策・対応を含めたものを「事業継続管理」（BCM：Business Continuity Management）と言う。
事業継続計画と事業継続管理の区別があいまいに取り扱われている場合もあるが、整理すれば、重要業

務を継続させる計画が事業継続計画であり、平時から有事を想定した被害の軽減に努めることと、有事の
際に事業継続計画に則った行動ができるように体制を整えることが事業継続管理である。

⑵　代理店の事業継続計画

「損害保険代理店」という職業は、災害時にこそ平時と変わらない品質、あるいはそれ以上の品質で
サービスを提供する必要がある仕事である。しかし、そのような場合には代理店の経営者や従業員自身も
被災者の一人になっている可能性が高いため、事前の対策と計画の策定は必須であり、それがまさに「事
業継続計画」である。
ただ、事業継続計画で想定した通りの災害が発生し、想定通りに被災するわけでもない。更には、状況

は様々で刻々と変化するため、計画通りに行動できるわけでもない。従って、事業継続計画の策定にあ
たっては、“文書化と計画書の従業員への配布”を目的とするのではなく、従業員全員がその策定に携わ
り、事業継続計画書の行間に隠れた考え方や思い、すなわち、『代理店としての判断の座標軸』をきちん
と理解・共有する必要がある。なお、計画を策定する場合は、代理店の日常業務を振り返る良い機会にな
るので、従業員全員で丁寧にかつ前広に議論を行うことが望まれる。

⑶　計画書策定の手順

国内外に様々な事業継続計画策定のためのガイドライン等が存在するが、基本的な手順は概ね同じであ
り、整理すると以下の通りである。

　１．被災シナリオに基づく被害…①　想定リスクの選定

　　　　　　　　　　　　　　　　…②　災害シナリオの設定

　　　　　　　　　　　　　　　　…③　被災シナリオの評価

　２．事業継続目標　　　　　　…①　重要業務の選定

　　　　　　　　　　　　　　　　…②　復旧目標の決定

　３．目標と現状のギャップ

　４．ボトルネックの特定

　５．ボトルネックを解消する具体的対応策の検討

上記手順に沿った検討の手順は次の通りである。これは、2013年に東京代協の正副会長と野村総研、日
本代協でプロジェクトチームを組み、論議を行ったBCP策定作業の手順の記録である。
地域の小規模代理店向けの参考事例として提示するものであるが、あくまでも一例に過ぎず、代理店の

実態に応じて検討を進めることが大事である。
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〈事業継続計画の策定手順の記録【参考事例】〉

　〈事業継続計画策定の方針〉

事業継続の究極の目的は、企業の存続を確保し、代理店としての持続的成長を可能にすることにある。
これは、代理店経営の本質的な目的と意義であり、事業継続の方針を検討する際には、代理店自身の経営
理念や経営戦略などの経営方針を踏まえたものでなければ意味がない。
従って、答えは一つではないが、ここでは、何よりも従業員やその家族の安否と安心して生活できる環

境を確保することを最優先に考えた上で、リスクマネジメントの専門家としても、また、保険金の請求や
支払いをサポートする立場にある代理店としても、地域の被災者や契約者のために活動することを目的と
して方針策定を行った。

　〈事業継続計画策定の推進体制〉

事業継続計画は、大企業が先行して策定を進めており、書店に並んでいる本の多くには、「事業継続計
画の策定には経営陣も参加することが重要」や「全社横断型のプロジェクト」といった文言が記されてい
る。これは「経営企画部門や総務部門が中心となって策定し、文書化して従業員に配布すればよいという
わけではない」ことを言いたいわけだが、一般的な地域の代理店の場合、多くは企業として小規模な組織
体である。そこで、この検討においては、社員７名～10名程度（社長、役員１名、営業担当３名、事務２
名程度）の規模の代理店をモデルとした。
また、大企業の場合には組織の再構築なども事業継続計画の重要な要素になるが、一般的な地域の代理

店は、全ての問題に全員で立ち向かうことができる（立ち向かわざるを得ない）シンプルな組織であるた
め、事業継続計画策定の推進体制は社長を含めて全従業員で行い、有事の際の「災害対策本部」も全従業
員で運営する前提とした。

　〈想定リスクの選定〉

事業継続計画の対象とするリスクとしては、巨大地震や巨大台風・集中豪雨、洪水、火災、停電、疫
病・感染症、テロなど様々なものが考えられる。本来であれば事業継続計画はあらゆるリスクを想定して、
それらに共通して耐え得るものである必要がある。なぜなら対象とするリスクの入れ替えは、災害シナリ
オや被災シナリオとその対策・対応に違いが生じるだけで、重要業務や復旧目標に違いをもたらすもので
はないからである。
一人の頭の中で作り上げられる事業継続計画であれば、それらの災害を矛盾のないものとしてまとめる

ことができるかもしれないが、事業継続計画の趣旨に立ち返って考えると、従業員全員で意識を共有しな
がら策定することが重要であることは言うまでもない。その場合、事業継続計画は“様々なリスクに耐え
得るものである”と頭の隅で意識しながらも、何かひとつのリスクを選定し、そのリスクを対象に事業継
続計画について検討や議論を進める方が分かりやすい。
そうした観点から、事例では、リスクを「大規模震災」と想定して検討を行った。ただ、その大規模震

災が「南海トラフ巨大地震」なのか「首都直下地震」なのかといった特定は行わず、発生確率なども考慮
しないで『東京で大規模な地震が発生したら』といった具合に、やや曖昧なままで検討を行った。絞り込
めば絞り込むほどリスクと対策がマッチするが、逆に他のリスク対応の際には不適合な部分も出てくるお
それもあるため、地域代理店においては、上記のような少し大括りの想定が妥当ではないかと考える。
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　〈災害シナリオの設定・被災シナリオの評価〉

　「災害シナリオ」と「被災シナリオ」とは、言葉が似ているが、整理すれば以下の通り。
・�「災害シナリオ」…想定するリスクの選定で、例えば「南海トラフ巨大地震」や「首都直下地震」とし
た場合の地域の震度分布や死者数・建物倒壊数、交通寸断、電気・ガス・水道といったライフラインの
被害状況などである。代表的な災害については内閣府中央防災会議で取り上げられて被害想定の作成や
対策について検討が行われており、多くの情報がウェブサイト上に公開されている。また、地方公共団
体でも地域のリスクについて情報を整理して公開したり、ハザードマップを作成したりしているため、
災害シナリオの設定には、それらを参考にすることができる。

・�「被災シナリオ」…設定した災害シナリオが発生した場合に、その結果として代理店がどのような状況
になっているかを描いたものである。特に、重要業務（後述）を遂行するのに必要なリソースがどのよう
な状態になっているのかがポイントであり、事前の対策の必要性や優先順位付けの検討に必要となる。

　〈業務の洗い出しと『重要業務』の選定〉

事業継続計画の策定に際しては、『重要業務』という言葉が使われる。「重要業務の選定」というと、代
理店の日常業務の中には「重要な業務」と「重要ではない業務」があるようにも思えるが、事業継続計画
でいう重要業務とは、“災害時の制約が多い環境下で企業の存続のために最低限やらなくてはならない業
務”を指している。そのため、業務の選定の前には「業務の洗い出し」という作業を実施する必要がある。
「業務の洗い出し」とは、通常重要な業務か重要ではない業務か、代理店の固有の業務かそうではない
業務かなどといった特別な優劣を付けることなく、日常行っている全ての業務の棚卸しをすることである。
その結果、「保険料の精算業務」が重要業務であると位置づけられた場合には、その業務の実施に必要な
システム環境や経理担当者のことを、『重要な業務を遂行するのに必要なリソース』という。
今回の論議で業務洗い出しに用いた組織体系は以下の通りである。（これも一例であり、代理店の規模

等に応じて考えることが必要。体系を構成しないこともあり得る。）

　　　　　　
経　営

＜　管　理　＞
企画・広報
人事・総務
システム

経理・会計

＜　営　業　＞
営業総務

募集・保全
保険経理

＜損害サービス＞

次に、その部門ごとに業務分掌を作成し、業務項目を洗い出す。更に、洗い出した業務をもとに、重要
業務の選定を行う。重要業務の選定にあたって、この事例では代理店の業務に「許容限界以上のレベルで
事業を継続させる」必要がある業務はないと整理し、全ての業務を一旦完全に停止させ、その後に、如何
に早く復旧させる必要があるかで重要業務の選定を行っている。その結果、「発災から２週間以内に復旧
を要する業務を重要業務として整理」を行った。

　〈復旧目標の検討〉

本来であれば重要業務を選定した後に、その業務について、「いつまでに、どの程度まで復旧させるか」
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という「復旧目標の設定」を行う。復旧目標の設定の段階で検討すべき項目には、いつまでに復旧を果た
すのかという「目標復旧時間」と、どのレベルまで復旧させるのかという「目標復旧レベル」の２つの概
念がある。この“重要業務をいつまでにどのレベルまで復旧させるのかを考えること”、すなわち復旧目
標の検討・設定を行うことこそが、まさに事業継続計画の本質であると言える。この復旧目標の設定に
よって、各代理店がどの程度の対策を取り、体制を整えるのかの方針を明確にするものだからである。
ただし、東京代協で行った検討の想定は、７名～14名規模の代理店であり、従業員の何パーセントが出

社できる・できないといったことを想定して復旧レベルを問うことは本質的な議論から遠ざかる可能性が
高いため、いつまでに復旧を果たすのかという「目標復旧時間」のみで検討を行っている。
更に、目標復旧時間の設定は、「３日以内」「１週間以内」「２週間以内」「それ以上」など、多少の猶予

を持たせて検討を進めるのが一般的であるが、ここでは、「今日」「明日」「明後日」のように、敢えてよ
り具体的に日を刻んで検討を行った。

　〈有事の際にのみ発生する業務〉

代理店業に限らず、大規模災害などの際にのみ発生する業務もある。先の重要業務の選定に際し、業務
の洗い出しを行った後で絞り込む作業を行ったのは、重要業務を見落とさないようにするという目的が
あったが、この方法では有事の際にのみ発生する業務は抽出できていない。
そこで、ここでは、小規模でありながらも敢えて「災害対策本部」を設置する体制を考えて、有事の際

にのみ発生する業務を考えてみた。しかしながら、大企業のように「○○班」や「○△班」といったもの
がたくさん作れるわけではないので、災害対策本部という意思決定等を行う機能と、「従業員のために」
「契約者等のために」という機能に整理して検討を行っている。その結果が以下の整理である。
なお、有事の際にのみ発生する業務は往々にして重要業務の前工程である場合があるので、これらの業

務の目標復旧時間も重要な指標になる。

＜有事の際にのみ発生する業務と目標復旧時間＞

部門 業務項目 目標復旧時間

【災害対策本部】 災害対策本部の設置 当日

災害情報の収集・把握 翌日

災害状況の収集・把握（自社） 翌日

行動方針の決定 翌日

出退勤の指示 翌日

保険会社・業界関係者への連絡 翌々日

【従業員等のために】 安否確認（家族や居住環境を含む） 当日

従業員等の出退勤可否の確認 翌日

社長メッセージの発信 翌々日

負傷者の応急救護 当日

必要物資の購入 当日

備品の管理・配布 当日

被災した従業員等への対応 当日

【契約者等のために】 異動・解約申込書等の保険会社持ち込み 翌々日

能動的な事故受付活動（電話ローラー） 翌々日
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　〈重要な要素の抽出〉

重要業務（有事の際にのみ発生する業務を含む）を実施する上で必要となる経営資源（人・物・金・情
報など）を重要な要素として認識しておく必要がある。そして、重要業務が受ける被害の想定（被災シナ
リオ）から復旧に要する期間を算出し、目標復旧時間との乖離を分析することで、ボトルネックを特定し
て事前の対策や事後の対応を合理的に検討することが必要である。
今回の検討においては対象とする災害をやや曖昧に設定しているため、被災シナリオがきちんと設定・

共有できていない。また、一般的な代理店の事業規模から考えた場合、電気・ガス・水道などのライフラ
インについては、基本的に公の復旧に依存せざるを得ないと考えられる。ただ、それが重要な要素の抽出
を不要とするものではないため、重要業務のそれぞれについて重要な要素を抽出する必要がある。
例えば「災害対策本部の設置」については、まず、計画書に設置基準を明記し、ある条件（発動基準）

に達した場合には、自動的に災害対策本部が立ち上がるようにすることで、実施にあたって特段の要素
（リソース）を必要としないように工夫できる。
一方、災害対策本部において「災害情報の収集・把握」を行うには、その業務を実施する「人」が必要

であり、他にも情報収集の手段としてのテレビやラジオ、その情報を整理・記載・掲示するためのホワイ
トボードなども必要となる。
また、代理店の本業として、事故受付や保険の対象の滅失による解約の受付なども発生するが、その事

前の準備として、一昔前の方法に立ち返って、手書きでの異動・解約を受け付けることができるように帳
票類の在庫を持っておくことも対応策の一つになる。
その他に、手拭いや軍手が入った「お見舞いセット」、カップ麺、使い捨てカイロなどを準備しておけ

ば損害調査を実施する際のお見舞品にもなるし、被災者が代理店の店舗に相談に来られた際にもお渡しで
きる。

　〈事前の対策、事後の対応〉

事業継続計画を策定する方法のひとつには、事業継続計画の策定に精通した者が、穴埋め方式の事業継
続計画書（雛型）を提供して、代理店はそれを埋めるだけという方法がある。確かに文書化することで事
業継続計画書が完成するのも事実である。
しかしながら、この時点で完成する事業継続計画書は、有事の際の行動や業務を整理しているに過ぎず、

災害に対して組織が本質的に強くなっているとは言えない状態にとどまっている。事業継続計画の文書化
に入る前に、事業継続管理（BCM）の一工程として、有事を想定した被害の軽減と、有事の際に事業継
続計画に則った行動ができるように、事前の対策と事後の対応について考えることが重要である。
事前の対策は代理店の現況に応じて無数に考えることができる。代協メンバーにおいても様々な対策が

取られているので、先ずは情報収集から始めることも事業継続計画策定の一歩になるものと考える。

　〈文書化と関係者間での共有〉

事業継続計画について検討し、幾つかの事前の対策を講じて実行性を確保した上で、文書化を行う必要
がある。文書化することで、発災時の緊急対応力の強化はもちろんのこと、対応方針の確認・周知を通じ
た意識の共有や、人材育成、その他の面でも新たな価値の創造に繋がると考えられる。
なお、文書化を前提に検討を進めてくると、手元には大量の「素材」が集まることになる。例えば、参

加者全員が事業継続計画を理解・共有するために準備した資料や、重要業務の選定のために作成した業務
項目一覧などであるが、これら全てを１冊に綴ると大部な冊子になってしまう。ここで大事なことは、こ
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れらの資料を単純に１冊にまとめるのではなく、「発災時に必要な情報（事業継続計画）」と、「『発災時に
必要な情報（事業継続計画）』の検討や見直しのために必要な情報」とにわけてまとめておくことである。
なお、重要業務の内容によっては、目標復旧時間内に復旧できるように手順書（復旧マニュアル）を整

理しておくことが計画を実際に機能させるためには重要である。
また、検討の過程をまとめた資料は代理店にとって重要な財産となる。事業継続計画は「作ったらおし

まい」という代物ではない。１年に１回・２回など、定期的に教育や訓練を実施し、より実行性の高いも
のに改善していく必要がある。また、少しずつでも被害の軽減に資する対策を講じる必要がある。こうし
た継続的な検討・改善のためにも事業継続計画の検討の過程をまとめた資料は極めて重要な財産と言える。
なお、厳しい環境の中で、最終的に従業員全員が手にする事業継続計画は、出来る限りシンプルな内

容・体裁のものが望ましい。小規模な組織において重厚な計画書を作成しても機能しない。ただし、その
前提として、計画書の検討段階から従業員全員が参画し、出来上がった計画書には記されていない行間に
隠れた考え方などをメンバー全員で共有することが何よりも大事なポイントになる（注）。この点が徹底で
きていれば、想定外の事象に遭遇しても、従業員一人ひとりが現場で適切に判断し、保険代理店として適
切な行動を取ることができるのである。

�（注：こうした事例の一つとして、東日本大震災の際に東京ディズニーランド（TDR）のキャスト（アル
バイト）達が取った行動を上げることができる。当日約７万人の来園者（ゲスト）がいたが、キャストは
常に冷静に行動して全ゲストの安全を確保し、内外から高く評価された。それはTDRで働く全員が『会

社として大切にするべきことと優先順位』＝全社員・キャストの行動規準＝を共有していたからだと言わ
れている。この行動基準はSCSE（エス・シー・エス・イー）と呼ばれる。「Safety（安全）」「Courtesy（礼
儀正しさ）」「Show（ショー）」、「Efficiency（効率）」の４つである。「効率」は上記３つを心掛けてチーム
ワークを発揮することで、お客様が楽しむための効率を高めるといった意味で使われている。（人手をか
けず利益を上げろという意味での効率ではない）
行動規準の４項目は、その順番に意味があり、優先すべき順位を表している。TDRといえば、一般的

にはショーのイメージが強いが、彼らが最も大切にしていることはゲストの安全だ。２番目が礼儀正しさ
で、３番目がショー。安全確保で精一杯なら、礼儀正しさやショーが後回しになってもいい。ただし安全
が確保できたら、ゲスト一人ひとりの『夢の王国』実現に向けて、それ以外もどんどん実践していこうと
されている。当日、来場者の安全を守るため、キャストたちが売り場の商品のぬいぐるみを渡したり、
クッキーを配ったりしたが、これは事前に会社から、お客様の安全確保のためには園内の使えるものは何
でも使ってよいと聞いており、それを全員で共有していたからである。

TDRにも立派なマニュアルはあるが、現場の状況もゲストのニーズも刻々と変化する。直面している
のは未曽有の大震災であり、マニュアルですべてをカバーすることなど不可能だし、マニュアルから似た
ケースを選んでも適切とは限らない。だからこそ“行動規準＝判断の座標軸＝”が必要なのである。「会社
として大切にするべきこととその優先順位」にさえ沿っていれば、現場の一人ひとりに判断を任せている
ことが重要なポイントである。現場はチームで動いているので、もしも個人の判断が明らかに間違ってい
れば、同じ理念を共有している仲間や先輩が修正してくれる。判断が不安なら、その時は、先輩や上司に
相談すればアドバイスをくれる。そしてもう一つ大切なことがある。それは、行動規準に沿った判断、行
動である限り、上司から叱責されることはないということだ。むしろそれがゲストのためになることであ
れば褒めてもらえる。だからこそ、新人であってもアルバイトであっても積極的に自分で考え行動するこ
とができるのである。往々にして組織においては上司が自分の威厳を保つために、「勝手に判断するな、
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上司の承認を取れ」と言っていたり、「これは何だ、俺は聞いていない」といって怒ったり、「この程度の
発想しかなかったのか、もっと頭を使え」とどなったりするケースがあるが、こうした上司がいる企業で
は社員は自立しないし、社員の自立を阻害しているような企業は、万が一の時に顧客を守ることもできな
いので結果的に淘汰されていくのである。）
〈出典：日経ビジネスオンライン　2011年５月16日　武田斉紀氏記事〉

■代理店に期待される機能
⑴　代理店の役割

代理店の仕事とは、顧客にリスクを正しく認知して頂き、リスクの回避・軽減に資する行動を促したう
えで、それでも解消ができない被害に対し、保険商品を提供して損害の軽減を支援することである。しか
し、実はそれでも不十分で、「ケンカをしてでも地震保険の加入を勧めるべき」なのかもしれない。少な
くとも代理店は、顧客のリスク実態をみて、適切に、粘り強く提案する努力が求められる。
一方、お客さまに適切な保険に加入して頂いた以上、代理店には保険事故が発生した場合に迅速かつ適

切な対応が求められる（期待されている）。震災や津波のような大規模災害の場合は、代理店も被災者の
１人になっている可能性が高いと思われる。それでも、こういう時だからこそ、最良のサービスの提供が
求められているということを認識し、自社の体制整備を含め、日ごろから考え準備しておく必要がある。

⑵　地域のリスクマネージャーとして

代理店の仕事は、有事の際に機能することを社会から期待される業務であり、その備えとして本章では
事業継続計画の策定に取り組むことを提案している。ただ、本章記載の通り、安易な穴埋め方式の計画書
の策定を提案しているわけではない。あえて言えば、文書化よりも従業員全員参加の検討のプロセスの重
要性を唱えているものである。
この検討は事業継続計画の策定だけではなく、業務の見直しにも繋がり、また、それ以上に危機に対す

る対策を考え、また、危機に遭遇した場合の行動を突き詰めて考えることによって、従業員一人ひとりの
リスクマネジメントのノウハウ向上につながることになる。
地域で生き、地域に活かされる損害保険代理店の仕事は「地域のリスクマネージャー」であり、代理店

自身が事業継続計画の策定で得たリスクマネジメントのノウハウを地域の方々に還元し、社会全体として
防災力の底上げを実現していくことが重要な役割の一つであると考える。

⑶　災害時にこそ役割発揮

災害大国・地震大国日本において、大規模な災害から逃れることは現実には難しい。従って、代理店は
組織一体となった事業継続計画の策定にトライするとともに、それを作文に終わらせないよう定期的な教
育や訓練を怠ることなく実施し、万が一の災害時にこそ、その役割を発揮でき、地域に必要な代理店とし
て認められる存在になることが肝要である。保険事故に遭遇し、困っている時に最良のサービスを提供し
てくれる代理店の存在は救いの神であり、本当に困っている時に神様のように見えた代理店には地域住民
の口コミ評価も加わり、この先多くの契約・契約者が集まってくるかもしれない。
一方、困っている契約者に十分なサービスが提供できなかった代理店からは、少しずつ契約が離れてい

くかもしれない。勿論、業容拡大を目的として事業継続計画を考えるのは少し筋がずれているが、代理店
という仕事の本質を突き詰めると、社会からは災害時にこそ活躍が期待されている重要な機能であること
を再認識し、今後の経営に活かすことが重要である。
（参考：「私たち損害保険代理店の事業継続計画」2014年３月10日発刊　新日本保険新聞社）
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■代理店経営サポートデスク等による支援策
⑴　小規模代理店向け策定ツールの提供

検討の手順（考え方）の事例は上記の通りであるが、実際に計画書を策定するためには相応のロードを
要する。保険会社や中小企業庁も様々なツールを提供しており、策定のための研修も行っているが、総じ
て想定されている企業の規模感が大きいため、規模が小さな地域の代理店にとっては皮袋が大きめな印象
がある。
そこで、その穴を埋めるため、本年度創設した代理店経営サポートデスクにおいて、小規模代理店向け

のBCP策定ツール「みんなで作るBCP」の提供を行う予定である。
本ツールは、「現状チェックリスト」、「社員論議シート」、「（A３判１枚の）シンプルなBCP策定シー

ト」、「簡単な解説書」から成り立っており、小規模代理店においても最低限必要な計画書を作成すること
ができるものを想定している。（本ツールはあくまでミニマム想定であり、これ以上の計画を作る場合は、
保険会社が提供している各種支援策の活用を前提としている。）

⑵　好取組事例紹介

教育委員会において、BCPの好取組事例を収集し、日本代協アカデミーにおいて配信を行う予定である。

■大規模災害時の代理店の有効活用の検討
今後、大規模な災害が広範囲で発生した場合には、被災契約者対応の要員問題が大きくクローズアップさ
れることになる。これまでの災害の場合は、首都圏から保険会社の多くの社員が被災地に駆け付け、代理店
とともに迅速な被災状況の調査を行うことができた。しかしながら、首都直下地震など首都圏自体が被災地
になってしまう場合は、保険会社の社員の多くも被災しているおそれがあり、これまでのような形の応援を
期待することは難しくなることも想定される（注）。さらには、首都圏の場合、極めて多くの「損壊」事案が
発生することが想定され、損害区分の細分化と相まって、その確認業務には多大なロード、要員を要するも
のと思われる。（注：保険会社の社員の多くは首都圏在住である。）
大規模災害は損保業界の真価が問われる局面であり、総力戦で対応に当たる必要があるが、そのためには、
地域と業務に精通している代理店の有効活用策の検討は業界にとって喫緊の課題であると考える。
以下の２つはビジョン委員会の検討項目であるが、本会としては、実現可能性と実効性の観点から、⑵の
方向で損保協会に提案を行う方針である。

⑴　鑑定補助的な資格制度の創設の検討

被災範囲を限定して鑑定業務を補佐する鑑定補助の資格制度を設け、認定取得者を保険会社が活用でき
る制度案を検討する。保険会社社員、鑑定人、アジャスターなどのOBなどを中心に、広く受験できる
オープンな仕組みをつくり、意欲の高い代理店も受験可能とすることで、代理店にも資格取得の道を拓く。

⑵　代理店のサポート範囲の拡大

地震・噴火・津波災害時に現在認められている「代理店による『一部損の契約者自己申告』のサポート
制度」を拡充し、大半損・小半損請求のサポートにも適用できるようにして被災対応の迅速化を図る。
（全損判定は保険会社のみとする）事前の講習と認定試験合格を条件とし、募集人単位で資格を付与する。
また、活用の判断は保険会社が行うことで、質の高い募集人の差異化にもつながり、業界全体のレベル向
上も期待できる。既にいくつかの保険会社では導入の動きがあるが、全社対応を求めて損保協会に対し提
案を行う。（これらの業務はフィーの支払い対象になるが、その額は各保険会社の判断となる。）
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13 　広報活動の推進

A：対外的広報活動 �

■広報活動に対する基本的考え方
損害保険商品を日用品と考えて保険料選好を強める消費者も増えつつある中で、プロの損害保険代理業者
の一般的な認知度は総じて低く、その役割や機能に対する理解は薄いのが実態である。日本代協としては、
そうした現実を踏まえた上で、消費者は勿論のこと、官公庁、政財界、学者、弁護士等の有識者、業界紙等
に対し、広く広報活動を行う必要がある。
認知度向上の鍵は、個々の代理店・募集人が、様々な情報提供を行いながらリスクのプロとして本業に
しっかり取り組み、草の根で評価を高めていくことにあることは言うまでもない。組織としては、こうした
代理店の取り組みを支援する観点からも、広く社会に保険代理店（特にプロの代理店）の存在や役割、並び
に、本会の消費者保護活動等の取り組みを伝えていくことが必要である。

■ホームページの活用
⑴　日本代協ホームページ（HP）の全面改定

デジタル化が急速に進む社会において、対外的広報活動を展開していくためには、「社会に開かれた組
織の窓」であるHPの活用が重要であり、内容の充実に取り組むとともに、常時更新を行って最新情報を
掲載していく必要がある。
日本代協では、1999年11年10月にHPを開設して以来、ディスクロージャーの充実やリニューアルを実

施しながら改善を図ってきたが、現状では時代遅れの感が否めないのも事実である。そのため、スマホや
タブレットで検索する最近の傾向を考慮し、より見易く、使い勝手の良いもの（動画の活用、バナー配置
の工夫、簡単検索機能の搭載など）にリニューアルすることが喫緊の課題と考え、2018年度広報委員会の
諮問事項とし、2019年度内のカットオーバーに向けて検討を進めた。対応業者のBIDから始め、サーバー
の持ち方や画面デザイン、コンテンツの確認など順次詰めており、2019年11月のコンベンション会場にて
公開できるよう取り組んでいる。
⑵　都道府県代協におけるHPの活用

現状HP自体は全代協で開設されているが、見るべきコンテンツがない、更新頻度が極端に少ないなど、
組織外に向けた情報発信が不十分な代協も見受けられる。こうした現状を受けて広報委員会（注）において
HPのパトロールを実施しており、今後は下記２点の定着を図る方針である。（注：2019年度からは組織委
員会と連携）
①　｢損害保険大学課程」、「日本代協アカデミー」、「代理店賠責」の詳細説明は日本代協HPにリンク
②　｢各代協の新着情報」は「更新日の記載・月１回以上の更新」を推奨
　�　特に、企画が決まり次第、｢行事予定案内（information）｣ に掲載、開催した後には速やかに「行
事実施報告（Activity Report）」に掲載するよう注力する。

HPは現代社会における重要な情報提供・入手の手段となっており、また、HPであれば小さな組織でも
活用できるため、各代協・各会員にとって有用性は高い。こうした認識のもとで、全ての代協・各会員に
おいて、HPや各種SNSなどを有効に活用し、広く社会に対する情宣活動を行っていくことが重要である。
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■顧客向け情報紙「みなさまの保険情報」の活用
1998年度から有料提供を始めた「みなさまの保険情報」は、各会員の消費者対応力強化、付加価値提供の
ためのツールとして企画され、年４回発行している。2004年度からは電子メール（PDF）による提供も始
めている。2010年には斡旋価格の引下げを実現し、広報委員会でも積極的に活用推進を図っているが、利用
会員の拡大につながっていない状況である。（2019年６月末の利用者数 523会員・64,410部）
ダイレクト販売等の進展に対応し、プロ代理店は自らの価値を高めながら、顧客の身近なところで困った
ら頼りにされる存在になる必要がある。一方で、消費者からは「保険の更新の時しか来ない、電話だけで更
新の時すら来ない、代理店の顔が見えず誰に相談していいか分からない」との声があることも事実である。
既契約者への継続的な情報提供（注）による接点強化は、他代理店との比較優位を図るためにも有効であり、
「みなさまの保険情報」の積極的な活用が望まれる。（注：継続的な情報提供を自主的に実施していれば問題
ないが、この種の企画を、充実した内容で定期的に発刊し続けることは現実的には難しい面があり、本施策
は代理店にとって手軽に利用できる安価なツールとして大いに価値がある。）

■メディアの活用
「消費者のための代協の存在」と「代理店は消費者・契約者のリスク・コンサルタントである」ことのPR、
「損保業界最高峰の募集人認定資格である『損害保険トータルプランナー』の存在」、さらには、「保険を選
ぶ前に代理店を選ぶ」という考え方を普及させるために、本会や各代協において、業界紙や地方紙、地元
TV局等のメディアと良好な関係を築き、記事掲載等を通じて社会にアピールする機会を作りだすことが重
要である。
また、「社会に貢献する代協」の存在をPRするため、ボランティア活動の際には、損保協会や保険会社へ
も呼びかけて恒例行事となるよう取り組むとともに、地元紙への記事掲載を働きかける必要がある。

⑴　広報委員会における取り組み

広報委員会においては、日本代協の認知度向上、『保険を選ぶ前に代理店を選ぶ、という考え方』の普
及、代協における消費者団体との懇談会の側面支援等を目的にメディアの活用を図っている。
また、毎年９月に発刊される週刊東洋経済・臨時増刊号において、会長インタビュー記事と「損害保険

トータルプランナー」のPR広告を掲載しており、今後も継続する。

⑵　業界紙との懇談会の開催

2010年度から、年１回、業界紙（※）の記者と日本代協役員との懇談会を実施し、本会の活動に対する理
解を深めてもらう取り組みを進めている。今後も継続的に開催する。
［※業界紙３紙］保険研究所（インシュアランス）、保険毎日新聞社、新日本保険新聞社

⑶　業界紙掲載の活用

2014年12月から、業界紙に掲載された代協活動の記事を活用するため、新日本保険新聞社と協議の上、
該当の掲載記事を毎月日本代協に提供いただき、それを日本代協サイドで翌月初めにHPに掲載し、各代
協で利用してもらう取り組みを始めている。これにより、各代協のHPへのリンクや広報活動・会議等で
の二次利用（コピーの配布、WEBページへの掲載等）が可能になる。
また、各代協の活動は、各業界紙に掲載（注）される可能性もあるため、自発的な投稿が有効である。

（注：新日本新聞の場合、活動日から１週間以内に日本代協宛に記事原稿・写真を送付。事務局にて確認
の後、同社に送付。なお、あくまでも先方の編集方針によるため、掲載が確約されるわけではない。）
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⑷　TV媒体の活用

TV媒体は2009年度から活用を始めた。各年度の内容は以下の通りである。
①　2009年度：�BSジャパンにて、日本代協並びに認定保険代理士の活動ぶりを紹介する30分の特別番

組を放映（BS放送を初めて活用）
②　2010年度：�日本代協並びに認定保険代理士に関する情宣活動として、年末・年始のBS放送にて

TVCMを初めて実施（「Mr.D,現る。」）
③　2011年度：�BSフジにて、東日本大震災時の被災地代理店の奮闘ぶりや契約者・消費者のために

日々活動を続けている代理店（認定保険代理士）の紹介番組を放映（30分）
④　2012年度：�BSフジにて、認定保険代理士を主人公にした３分間のドラマと岡部会長が認定保険代

理士をアピールする２分間の情報を組み込んだ広告のセットを４週にわたり放映
⑤　2013年度：�BSフジにて、タレントの松尾貴史氏他と３名の認定保険代理士が損害保険に関する素

朴な疑問に答える情報バラエティ番組を放映（30分）
⑥　2014年度：�BSフジにて、松尾貴史氏とフリーアナウンサーの三田佐代子氏の損害保険に関する身

近な疑問に対し、２名の代協会員がアドバイスする情報バラエティ番組を放映（日本代
協の活動並びに損保大学課程・損保トータルプランナー」の意義について解説）

⑦　2015年度：�BSフジにて、「損害保険トータルプランナー」を第三者から見た印象でまとめ、メッ
セージ性のある内容で伝えるドキュメンタリー番組を放映（番組名『安心の鍵お持ちで
すか？』30分）

⑧　2016年度：�各代協会長等へのアンケート結果やスマートフォン等の急激な普及の現状を踏まえ、従
来のBS放送からWEBを活用した広報活動を展開することとし、下記２本のメッセージ
性の高いショートムービーを制作し、2017年１月１日から配信（YouTube）

　　　　　　　　〇　｢歩んできた道、歩んでいく道｣（４分26秒）親子の絆を描いた短編物語
　　　　　　　　〇　｢二度と後悔はしたくない」（18分24秒）震災体験ドキュメンタリー番組
⑨　2017年度：�広報の目的（①日本代協の認知度向上、②損保トータルプランナーの名称の認知と役割

理解の浸透）を明確にし、一般消費者、特に今後の保険加入者となる若い世代に対する
アプローチを第一に考え、以下の２本立てのムービーを制作し、YouTubeにて配信を
行った。

　　　　　　　　〇　�「繋がり」（３分55秒・かけがえのない絆で結ばれている若者達の感動動画）
　　　　　　　　〇　�「トータルプランナーのいる街」（４分20秒・身近な損保トータルプランナーアニメ

（ふうた）番組（再生完了数は42万回を数えた）
⑩　2018年度：�代理店の“地域親密性”をキーワードに、消費者に身近な相談者であることをPRした

「47都道府県代協ごとのショートムービー」を制作し、YouTube配信した。（動画は永
久利用可能）　また、YouTubeチャンネルを整備して、検索・視聴対策と動画のアーカ
イブ化も行った。（再生回数は、代協によりバラツキがあるが、2019年６月時点の合計
で９万回を超えている） 47代協毎に、地元女子アナウンサーを起用した動画制作は対外
広報として新しい発想であり、各代協関係者の出演も各代協によるPRの機会促進、組
織活性化につながった。

⑪　2019年度：�＜広告代理店＞　BIDの結果、千葉テレビ放送に決定
　　　　　　　　�＜コンセプト＞　基本的な目的は昨年度と同じであり、代理店の地域親密性と豊かな知

識と経験をキーワードに、消費者に身近な相談者（コンサルタント）であることをPR
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　　　　　　　　�＜映像コンテンツ＞　47代協をリレー形式でつなぐ動画「言葉でつなぐ信頼のリレー」
を制作。基礎的な保険用語の解説による保険情報の啓発に加え、ストーリーにも連続性
を持たせた内容で構成。ブロック別の女子アナウンサーがサポーターとして代協をPR。

　　　　　　　　�＜情宣＞　SNSによる拡散プロモーションを行うとともに、動画制作配信講習を千葉テ
レビ放送がサポートする。

　　　　　　　　�＜スケジュール＞　2019年９月～10月撮影　/　11月～12月中旬映像編集、ナレーショ
ン収録、情宣チラシ作成��/��2020年１月～順次配信　

映像媒体の活用には相応の費用はかかるが、ビジュアルな情報は効果的な情報伝達手段であり、本会と
しても「身の丈」の範囲内で、費用対効果（注）を見極めながら、今後も有効活用を図っていく方針である。
（注：2016年度から、BS放送等ではなくYouTubeを活用している。2018年度に制作した日本代協
YouTubeチャンネルはしっかり稼働しており、「損害保険」の検索上位50本のなかに14本がランクインし、
チャンネルでは１位表示となっている。損保会社の公式動画やチャンネルを上回る検索結果となっており、
継続的に効果が期待できるプロモーションであると考えられる。）

■イメージキャラクター“ふうた”の誕生と活用
日本代協では、かねてからイメージキャラクターの製作を模索していたが、2016年度のPR広告企画の中
で、ふくろうをモチーフにした『森の賢者“ふうた”』の提案があり、採用することにした。次頁の５ポー
ズは各代協・代協会員であれば自由に使用することができるので、広く活用が望まれる。
（商標登録第6019722号：2018年２月16日登録済）

　＜ふうたのプロフィール＞

名　前 ・森の賢者　ふうた

性　別 ・オス

年　齢 ・不明

性　格
・正義感が強く勉強熱心
・周りに困っている人を見るとほっとけない

使　命
・消費者のみなさんに保険の大切さを知ってもらうこと
・代理店のみなさんのさらなる資質向上に努めること

好きな言葉 ・安心・安全

B：代協会員向け情報提供活動
■代協会員向け情報提供の基本的な考え方
人口減少や高齢者の増加、デジタルの加速度的進化等、社会環境の大きな変化とともに、商品や代手の相
次ぐ改定、ダイレクト保険会社の浸透、銀行窓販やショップ店の拡大、異業種の参入、代理店の統廃合の進
展、改正保険業法の施行と行政による顧客本位の業務運営の要請等、業界を取り巻く環境の変化は早く、激
しい。今後の代理店経営を考える際に、正確な情報をタイムリーに得ることは非常に重要であり、日本代協
としては、幅広い情報収集に努め、代理店経営の参考材料となるよう情報発信を続けていく必要がある。ま
た、代理店としても保険会社経由の情報だけではなく、業界紙の定期購読やセミナーへの参加等により、自
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らコストをかけて「情報を取りにいく」姿勢も求められる。また、代協には保険会社をまたがる多様で正確
な情報があり、各地で開催されている様々な会合は「集い、語らう」代協の価値が発揮される場面でもある
ため、こうした機会を最大限活用した活発な情報交換が望まれる。

■日本代協ニュースの配信
日本代協ニュースは、本会の活動を伝える情報伝達手段であり、下記の通り配信している。個々の会員に
配信できない情報は、代協事務局経由で各会員に伝達（配信）してもらうよう依頼している。
①　｢日本代協ニュース（定期版）」➡ タブロイド版年２回・定期メール配信年８回（計10回）
②　｢参考情報」➡ 各代協宛メールにより随時配信

■｢代協活動の現状と課題」の作成・配布
表題の内容をまとめた200頁程の本冊子である。毎年９月中を目途に全代協会員に直接配布し、日本代協
HPにも全文を掲載している。本会の活動状況や課題に対する見解を、対外的にもオープンにして透明性を
高めるとともに、現下の課題に対する提言や意見を盛り込み、業界関係者に対し制度改善を促している。
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14 　代協会員向け経営支援策

■代協会員向け経営支援活動
代理店である代協会員自体に対する経営支援策の提供に関しては、業法改正対応のセミナー開催やツール
提供、代理店賠責の斡旋、活力研における継続論議、日本代協アカデミーの展開など、様々な取り組みが行
われてきたが、更なる強化が必要な分野であり、本会の課題の一つとなっている。
2019年度は、ビジョン委員会、企画環境委員会、教育委員会を中心に、以下の取り組みを進める計画であ
る。活用できる施策がまとまり次第、順次展開していく。

✧　ビジョン委員会：�代理店の体質強化に向けた支援策の検討
✧　企画環境委員会：�チャネル間競争力強化策、並びに、消費者・契約者に代理店の価値を伝える施策の

検討、提示
✧　教育委員会：本業の成長に直結する好取組事例（ベスト・プラクティス）の収集、提示

■「代理店経営サポートデスク」（2019年度新施策）
⑴　『代理店経営サポートデスク』の創設・・・常駐者を配置

・代協会員の代理店経営を支援するため、2019年度新施策として、日本代協事務局内に『代理店経営サ
ポートデスク』を設置した。（スペースは年金基金事務局ブースを活用）

・初代室長には、日本代協アドバイザーで株式会社粕谷企画代表取締役の粕谷 智氏が就任（業務委託）。
原則として毎週火曜日～木曜日は事務局に常駐し、本会事務局と打ち合わせながら、新たな支援策の企
画や具体的な支援ツールの作りこみを行う。

・第一弾として、喫緊の課題である①小規模代理店向けBCP策定ツール「みんなで作るBCP」の提供

（チェックリスト、社員論議シート、BCP策定シート、解説書）・②「代理店の戦略的事業承継支援策」

（事前調査用各種資料の提供）を行い、以後、順次拡大していく。
⑵　『代理店経営相談コーナー』の設置・・・毎週水曜日10時～16時

・毎週水曜日10時～16時の間、粕谷室長が窓口となって、代協会員から直接電話による経営相談を受け付
ける。採用、育成、教育、労務管理、給与、評価、合併、後継者問題、生産性向上、成長性確保等につ
いて、本会事務局とも連携の上で相談に対応し、必要に応じて他の専門家と連係しながら、代理店経営
者のサポートを行う。（※メールによる相談は随時受け付け中）

　◇　代理店経営相談コーナー〈　直通電話　〉　：　03-6268-0788　　（毎週水曜日10時～16時）

　◇　同〈　専用メール　〉　：　agsupport@nihondaikyo.or.jp　（随時）

⑶　活動内容の分析と活用・・・ビジョン委員会との連携と理事会への報告

・上記取り組みについては、施策の展開状況や個別相談内容の集計・分析の上、ビジョン委員会にて共有
し、新たな施策提供や他代協会員への注意喚起につなげていく。

・理事会へも四半期に一回報告を行い、情報共有を行うとともに、各代協会長にも情報提供を行う。

■各専門業者との提携
⑴　 JCM（注）　＜マイカー買取り・下取り/カーリースサービス＞

JCMとの提携による「マイカー買取り・下取りサービス」は、顧客の車の下取り・廃車・輸送・名義
変更代行を専門業者であるJCMに紹介するものであり、成約すれば代協会員並びに代協事務局に、所定
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の紹介手数料が支払われる。現在、多くの代協が提携を行い、成約台数も年々増加している。
提携の可否は各代協の判断となるが、JCMは企業・団体提携を販売チャネルとしており、個々の代協

会員が個別に同社のサービスを利用することはできないため、代協という法人の利用価値がある。
また、本サービスは、クルマのバリューチェーンの中に保険を組み込んでいるディーラーへの対抗策と

しても有効なため、各代協会員における積極的な取り組みが期待される。
�（注：JCMは、一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会（JU中販連）とメガバンク、メガ損保等が
出資者となっているJU中販連のグループ会社。防衛省、医師会、税理士会等が主要提携先となってお
り、信頼と実績ある事業者である。）

⑵　 ハウス・デポ・パートナーズ 　＜住宅ローン取次店制度＞

三井物産のグループ会社ハウス・デポ・パートナーズ（HDP）の「住宅ローン取次店」制度は、顧客
に住宅の新築・借換時に住宅ローンのニーズがある場合に、HDPに取り次ぎ、顧客の資金ニーズに応え
るとともに、火災保険や生命保険の既存契約の見直しにつなげ、顧客拡大や収益向上策の一つにするもの
である。また、住宅ローンが成約した場合には、所定の手数料が支払われる。
本制度は、貸金業の資格取得や登録の必要がなく、登録費用やランニングコストも不要なため、一般代

理店でも活用しやすい仕組みになっている。（一定量の事務処理は発生する。また、貸金業並みの体制は
不要であるが、それに応じて紹介手数料も低い。）
なお、本制度は、代協との提携の必要はなく、代理店個々に利用できるものであるが、日本代協とHDP
との合意により、代協会員には以下の特典が用意されている。
○　�業務を受託する際に必要となる「研修会」は、一般向けには東京・大阪開催であるが、代協会員の
場合は、一定の人数を集めることができれば、それぞれの地域での開催が可能（ただし、参加者20
名以上で会場手配は各代協で行う必要がある。）

○　�代協会員には、通常有料斡旋となっている販促グッズ（10,000円相当）を無償で提供

⑶　 日本M&Aセンター 　＜M&Aコーディネーター（CDN）制度＞

　①　背景

2018年１月、経済産業省が提示したシナリオによれば、日本の企業数の99.7％を占める中小企業の３
社に１社、127万社が2025年に廃業危機を迎える予備軍となっている。70歳以上の経営者245万人のうち、
約60％が後継者未定の状態であり、このまま廃業問題を放置すると雇用650万人・GDP22兆円が消失し
てしまい、極めて深刻な事態を迎えるという。（日本では年間約４万社が休廃業・解散する一方で、開
業率が米英の10％程度に比べて５％程度にとどまっていることも国力衰退の課題となっている。）
東京商工リサーチによれば、廃業する企業の約半数が経常黒字であり、優良企業が大量に退出してゆ

く姿は異様にも映る。事業がジリ貧になっているわけではなく、後を受け継ぐ者がいないため、仕方な
く廃業を選ぶ経営者が増えているという。

　②　国の支援策

国は、こうした中小企業の休廃業の増加に歯止めをかけるため、事業承継の足かせとなっている自社
株扱いの税負担を軽減するとともに、「後継者探しの手助け」の動きを加速させている。このような環
境の中、地域のリスクマネージャーを標榜する代理店としても、「地域経済を支える中小企業を守る」
ために果たしていく役割がある。
また、代理店経営の面からみても、中小企業の事業承継が代理店に与える影響は大きい。経営者が代
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わると保険契約の決定権者も代わる蓋然性が高いため、親族内承継だけでなく、M&Aについても知っ
ておく必要がある。さらにM&Aは、売る側の企業としては“後継者探し”であるが、買い手側の企業
は成長戦略の一つとしているため、代理店が積極的に関わることで、既存契約の防衛、法人新規契約の
拡大、地域における社会的価値の向上にもつながることになる。

　③　従来のM&A CDN制度の概要…日本M&Aセンターの“＆Biz”（アンドビズ）事業部と提携

１．100分間セミナー受講＋15分Webテスト（30問試験）　⇒　合格
２．合格者に、登録情報システム利用のためのID/PWを交付⇒システム利用が可能となる
３．CDNは、売買確定後に＆Biz経由でアドバイザー成功報酬の約定割合分を受け取る
４．�シニアコーディネーター（SDN）は、Webテスト合格＋「きんざいM&Aエキスパート認定試験合格」
者で約定割合分を受け取る（2018年６月末現在代協会員のCDN111名・SCDN０名）

　④　組織改編と新サービスの提供…Batonz

127万社が廃業の危機を迎える大廃業時代を前に、小規模企業のM&Aの実現は社会的急務である。
日本M&Aセンターは、支援体制の充実を図るため、＆Biz事業部を分社化し、小規模企業向けの新
サービス「Batonz」（バトンズ）（注）としてM&Aマッチングサイトを運営することとなった。
なお、現時点では代協会員のCDN資格取得者は100名程度の少数に止まっており、地元の金融機関等

に先を越されて顧客企業そのものを失うことのないよう、更なる活用が期待される。

＜注：新Batonz認定コーディネーター制度の概要＞

・実際の研修の他に、Webによるセミナーを提供
・従来のCDN制度と同様、30問試験合格を認定要件とする
・CDN制度で認定を受けた111名の代協会員は､「Batonz認定CDN」と読み替える
・合格者にはBatonzロゴデータ提供（会社案内、名刺、ホームページ等への掲載可能）
・紹介料の仕組みは下記の通り。（2018年10月１日より）
〇売りたい事業者の情報を紹介した時点：紹介料が支払われる
　 前提 ：①�売主事業者のBatonz掲載許諾（ノンネーム情報…業種や地域、今後の見込み利益額など

のポイントに絞った情報のみを公開）
　　　　　②事業者名、売主連絡先が分かること　
〇�買いたい方（経営者に限らず）を紹介し、その方がBatonzに会員登録し、会員として課金された時
点：紹介料が支払われる

【参考１：小規模M&Aマーケットの現状と方向性】

・年商10億円超の大企業や年商３億円超の中規模企業のM&Aは、大手金融機関、地域金融機関、M&A
仲介業者が担ってきているが、年商３億円以下の小規模企業のM&Aの担い手は少なく、国の「事業引
継ぎ支援センター」が大きなプレゼンスを占めている。

・立て直しを急ぐ国は、この事業引継ぎ支援センターのデータベースをオープンにすることで、顧客先を
マッチングできる税理士・会計士等の参画を促進している。2018年６月以降は、地域金融機関も体制を
立て直し、積極的に小規模企業のM&Aに取り組んでいる。
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【参考２：事業承継税制の改定】

・経営者が後継者に引き継ぐ自社株の扱いについて、今後10年間に限り、後継者が受け取る株式にかかる
税金を全額免除し、承継に伴う相続税や贈与税などの税負担を軽減する。

・既に、後継者が引き継ぐ株式の３分の２を上限に、80％まで納税を猶予する制度はあるが、フル活用し
ても税額全体の53％までしか猶予されず（66.6％×0.8＝53％）、中途半端感があった。

・そこで政府は2019年度から、納税猶予の対象株式を「全株」に、納税猶予の割合を「100％」に拡充し、
承継時点の税負担をゼロにすることにした。新制度を使えるのは今後10年以内に実際に会社を引き継ぐ
人のみであり、承継の決断を早める狙いがあるとされている。

【参考３：地方に移住して中小企業を継承すると500万円交付】

・経産省は地方移住者が後継者不足に悩む中小企業の経営を引き継いだ場合に、優先して補助金を交付す
る方針。

・大都市から地方へ１～３年の間住民票と生活拠点を移して働く総務省の「地域おこし協力隊」の若者が
事業を承継した場合、経産省が最大500万円を交付する。

・2018年７月から経産省が公募する事業承継関連の補助金について、協力隊の若者を優先する。経営を引
き継ぐと200万円、事業や設備の統廃合を進めると300万円が加算される。

・また、これとは別に、総務省で最大100万円の補助金交付を検討している。条件次第では両省から補助
金を得られる事例もある見込み。

・2018年夏から、国が協力隊の参加者と後継者がいない中小企業をマッチングする仕組みを作る予定。

【参考４：中小承継　起業家へ橋渡し（2019年２月27日日経）】

・中小企業庁によれば、親族や従業員以外の第三者による承継が30年以上前は４％程度であったが、ここ
５年間では約40％と上昇。従来は企業によるM&Aが主体であったが、近年は起業家が承継するケース
が増加している。（特に薬局）

・顧客や設備を引き継ぐため、事業を軌道に乗せやすく、起業率の底上げにつながると期待されている。
・帝国データバンクの調査では、2018年度現在の後継者不在率は全国平均で66.4％。沖縄県が83.5％で最
も高く、次いで山口県の75％となっている。都市部の起業家が地方の中小企業を引き継げば、地域間格
差を埋める可能性がある。

・山口FG（山口銀行系）では、都会の人材を後継者難の中小事業者に紹介する事業を開始。10億円の
ファンドを通じて起業準備資金として１千万～２千万円を用意。中小企業の社長に就任してもらい、
ファンドを通じて株式の過半数を取得する。
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15 　「全国損害保険代理業国民年金基金」の運営

■「全国損害保険代理業国民年金基金」の業務運営の終了
国民年金基金は、加入員・受給者の利便性の向上や事業運営基盤の安定等を図るため、2019年４月１日、

全国47都道府県の地域型国民年金基金と22の職能型国民年金基金が合併し、「全国国民年金基金（注１）」を発足
させた。1992年９月１日創設した「全国損害保険代理業国民年金基金（注２）」も合併の道を選択し、26年７か
月行ってきた基金業務を閉じ、「全国基金」に合流した。これにより本会自体は基金運営業務から撤退した。

なお、職員は全国基金に継続雇用となり、本部業務部事務処理センターにて業務に就いている。
（注１）「全国国民年金基金」　所在地　：　〒107-0052 東京都港区赤坂8-1-22　NMF青山一丁目ビル９階
　　　　　　　　　　　　　 電話番号：　03-6804-2202

（注２）「全国損害保険代理業国民年金基金」
本基金は日本代協が設立母体となり、募集、運営の責任を負うことを約し、1992年９月１日に

厚生省（当時）の認可を受けて創設した損害保険代理業者向けの唯一の職能型年金基金（※）で
あった。豊かな老後の生活を保障する優れた年金制度であることは現時点においても変わらない。

（※：国内には医師・弁護士などを対象にした25の職能型年金基金があり、本基金もその一つで
あった。他に、都道府県毎に地域型と呼ばれる47の年金基金があった。）

■本基金の近年の運営状況
１）加入者募集の取り組みと合併前の現状

代理店総数が年々減少するとともに本基金の対象となる個人代理店（国民年金加入者）が減少し、既加
入者も高齢化して加入者から受給者へと移っていた。併せて、保険代理業の法人化・組織化が進むにつれ
て、本基金から厚生年金へ移行する加入者も数多く出ており、本基金を取り巻く環境は極めて厳しい状況
であった。しかしながら、個人事業主の従業員、その家族並びに既存加入者の増口、更には代協未加盟の
個人代理店等、本基金の加入対象者は数多く残されていた。これら対象者への情報提供と加入促進を継続
して図ることが重要であるとの認識のもとで、2008年度以降は、加入者募集の推進を組織委員会の主管業
務に位置付け、日本代協本体における組織的な取り組みを展開した。

また、2014年度からは、「会員増強」・「損害保険コンサルティングコース受講者募集」・「国民年金基金
加入者募集」の３つの目標を達成した代協・地区を「三冠王」として表彰し、盛り上げを図ってきた。
2018年度は基金運営の有終の美を飾るべく、2018年10月～11月の２カ月間、「全国一斉『国民年金基金加
入推進キャンペーン』」を展開し、対象者に対する情報提供と加入促進を実施した。

こうした取り組みの結果、京都・奈良・熊本（６年連続）、山梨（５年連続）、滋賀（３年連続）、三重
（２年連続）、神奈川・静岡・福井・大阪・福岡の各代協が目標を達成した。しかしながら、全体としては、
毎年加入者目標は未達（注）のまま受給者は増え続け、基金の現状はじり貧状態になっていて事務局運営

（業務経理）は厳しい状況が続いていたのが実態である。
（注：新規・増口加入：新規22ポイント、増口11ポイント[22名]、合計33ポイント[目標 120ポイント]）

２）運営費削減の取り組み

本会としては、本基金の運営経費削減のため、基金事務局の管理費・運営費は最低限の費用で抑えるべ
く努力を重ねてきた。2009年11月には本基金の常務理事を日本代協常務理事と兼任（無報酬）とし、人件
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費の削減を図った。また、2010年５月には、基金事務局を日本代協事務局のスペースに移転し（賃料負担
なし）、管理コストの削減を図っている。更に、2014年３月には事務局職員を削減して担当者１名の体制
とし、ギリギリの状態で運営を行いながら、我々の先輩である受給者への年金支払業務に注力してきた。

可能な限りコスト削減を図ることは当然であったが、頼みの綱の加入者増は厳しい状況が続き、これ以
上の削減は物理的にも難しい環境になっていた。

■「全国基金」への合流の決断
上記のような状況の中で、国としても産業構造の変化や加入者・受給者の利便性向上の観点から、2016年

５月に「改正国民年金法」を成立させた。これにより、従来不可能であった年金基金同士の合併が実現でき
ることとなった。

本改正を受けて、本会としても本基金の理事会・代議員会および母体である日本代協の理事会において審
議の結果、全国47都道府県の「地域型」基金と22の「職能型」基金が合併して2019年４月に創設される『全
国基金』に完全合流し、本会自体は基金事業から撤退する（注）決断を行った。（注：その後、2017年９月22日
の基金代議員会で最終決定を行い、同年10月１日付けで正式に合併の調印を行った。なお、合併に際して加
入員の掛け金や受給者の年金を維持することは法改正の大前提となっており、加入者・受給者ともに不利益
はないことを確認している）
【全国基金に合流する職能型基金】22団体：

①　全国基金の支部に転換：医師・土地家屋調査士
②　本体が全国基金の業務委託を受けて募集を継続：農業みどり・貨物軽自動車協会・漁業者・建設技能

者・電気工事業・公認会計士・歯科技工士・自動車整備
③　全国基金に全面移管し撤退：社会保険労務士・薬剤師・柔道整復師・個人タクシー・左官業・板金

業・損害保険代理業・クリーニング業・麺類飲食業・鍼灸マッサージ師・税理士

【合併せず独立運営を続ける職能型基金】３団体：歯科医師・司法書士・弁護士

■今後の「国民年金基金」に関する取り組み
職能型基金であった「全国損害保険代理業国民年金基金」においては、募集対象が「損害保険代理業に従

事する者およびその家族」に限られていたが、「全国国民年金基金」では、国民年金に加入している者すべ
てが基金加入の対象となる。

そのため、代協会員が、本業におけるお客さまのニーズに応えて年金基金を案内したいという場合に、基
金制度の紹介ができるよう、年金基金連合会や全国国民年金基金と紹介スキームの構築に関する交渉を続け
てきた。

その結果、「加入希望者紹介」に関する制度が創設され、各代協と全国基金の各地の支部との間で契約書
を締結し、代協会員が加入希望者の紹介を行い、紹介を受けた全国基金職員が募集を行うことにより、ニー
ズのあるお客さまに年金基金が提供できるようになった。代理店の武器の一つとしてお客さまに提供できる
有益な施策を得たわけであり、更なる顧客本位の業務運営の推進のために活用することが期待される。
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16 　全国損害保険代理業政治連盟（政治連盟）

Ⅰ  政治連盟の意義・活動成果
■政治連盟の意義

日本代協の事業活動を進めるにあたり、保険代理業に係る法制や税制等について政治的な課題が生じるこ
とがあるが、日本代協は定款上、政治団体（注）としての活動はできない。（注：日本代協は、旧民法34条に基
づいて旧大蔵省の認可を受けて設立された公益法人であり、政治団体としての活動は制限されていた。）

このため、日本代協の事業遂行に必要な政治団体としての活動を行うために、政治資金規正法の適用を受
ける個人加入の政治団体として、1995年に「全国損害保険代理業政治連盟（以下、政治連盟）」を設立、東
京都選挙管理委員会に届出し、組織的かつ継続的に活動を行っている。（同選管に毎年会計報告を行ってい
る。）日本代協の事業遂行に必要な政治団体としての活動を担う組織が政治連盟であり、政治活動の部分に
関しては日本代協と政治連盟は表裏一体の関係にあるといえる。

（注）＜政治団体とは？＞

政治資金規正法においては、下記の活動を本来の目的とする団体及び下記の活動を主たる活動とし
て組織的かつ継続的に行う団体を政治団体としている。

⑴　政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し、又はこれに反対すること
⑵　特定の公職の候補者を推薦し、支持し、又はこれに反対すること
　また、下記に該当する団体については、政治資金規正法上、政治団体とみなされる。
⑴　政治上の主義又は施策を研究する目的を有する団体で、国会議員が主宰するもの又はその主要

な構成員が国会議員であるもの（いわゆる政策研究団体）
⑵　政治資金団体
⑶　特定パーティー開催団体（政治団体以外の者が特定パーティー（政治資金パーティーのうち収

入の金額が1,000万円以上のもの）になると見込まれる政治資金パーティーを開催する場合には、
当該政治団体以外の者を政治団体とみなして政治資金規正法の規定の一部が適用される。）

＜政治団体の種類＞

政治団体には、①政党、②政治資金団体、③政党、政治資金団体以外の団体の３種類がある。
本政治連盟は、③の団体（推薦団体）に位置づけられる。

＜政治団体の届出＞

政治団体は、その組織の日、または政治団体となった日から７日以内に、郵便によることなく文書
で、組織等された旨、当該政治団体の目的、名称、主たる事務所の所在地及び主としてその活動を行
う区域、代表者・会計責任者・会計責任者の職務代行者の氏名、住所、生年月日及び選任年月日等に
ついて、都道府県の選挙管理委員会又は総務大臣に届け出る義務がある。本連盟は東京都の選挙管理
委員会に届出を行っている。

日本代協の政治連盟は、特定の政党や集団、イデオロギーや主義主張に与するものではなく、党派を超え
人物本位の支援を行う団体である（注）。政治連盟の主活動は、損害保険代理業の活性化に向けて、国に対し
法改正や税制改正を働きかけることにある。そのためには、当業界に対する支援が期待できる国会議員の地
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元選挙区における関係構築が重要であり、各代協の日頃の取り組みが東京における政治連盟の活動に反映す
る関係にある。（注：政策実現のためには政権与党の影響力が必要となるため、時の与党中心の活動になる
のが実態である。）

なお、企業・団体の場合は、寄付ができるのは、政治資金規正法第21条の定めにより政党（資金管理団体
等）のみであるが、本会の政治連盟は個人加入であるため、他の政治団体や政治家個人への寄付も認められ
ている。（年間1,000万円の総枠の中で一人につき年間150万円まで可能）

■政治連盟の会員
政治連盟の会員は、政連規約第５条に基づき「通常会員」と「協賛会員」によって構成されている。

「通常会員」は、損害保険代理業に携わる「個人」であり、法人代理店の場合には、一般的に法人の代表
者が個人（注）で会員となっている。（注：会費も個人負担）（2019年６月末現在通常会員数：8,097名）
「協賛会員」は、通常会員以外で本連盟の目的、事業に賛同する「個人」であり、日本代協事務局メン

バー、同アドバイザーなどが会員となっている。

■政治連盟の役員・委員
　＜役員＞

2019年７月時点の構成は以下の通りである。（敬称略）
　会　長　　小平　髙義　（日本代協副会長）
　副会長　　高梨　重勝　（日本代協相談役）
　専務理事　野元　敏昭　（日本代協専務理事）　・　常務理事　小見　隆彦　（日本代協常務理事）
　理　事　　雨宮　豊　　（選挙対策委員長）　　・　理　事　　山本　高久　（日本代協企画部長）
＜名誉会長＞

　　佐藤　貞一郎
　＜顧問＞

　　荻野　明廣
　　岡部　繁樹
　　金子　智明
　＜幹事＞

　　杉本　恭三
　　渡辺　眞一
　＜選挙対策委員会＞

　委員長　　雨宮　豊　　（神奈川県代協）
　委　員（北海道担当）　赤山　登　（北海道代協）　・（北東北担当）　春日　靖　（秋田県代協）
　　　　（南東北担当）　中野　伸二（やまがた代協）・（上信越担当）　薊　　仁　（群馬県代協）
　　　　（東関東担当）　町田　安弘（埼玉県代協）　・（南関東担当）　廣瀬　章　（神奈川県代協）
　　　　（東京担当）　　窪田　卓　（東京代協）　　・（東海担当）　　安江　誠省（岐阜県代協）
　　　　（北陸担当）　　水野　文紀（福井県代協）　・（近畿担当）　　谷口　功　（奈良県代協）
　　　　（阪神担当）　　順西　能成（大阪代協）　　・（東中国担当）　片山　彰造（岡山県代協）

　　　　（西中国担当）　㫖山　忠秀（広島県代協）　・（四国担当）　　稲澤　眞一（愛媛県代協）
　　　　（九州北担当）　大塚　昭彦（福岡県代協）　・（九州南担当）　黒田　福史郎（宮崎県代協）
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　＜政連顧問＞

　　藤井　裕久　氏（元財務大臣　近現代史研究会座長）　　石原　伸晃　氏（衆議院議員）
　＜政連アドバイザー＞

　　鈴木　馨祐　氏（財務副大臣）

■日常活動
各支援議員との関係構築のため、全国で開催されるセミナーやパーティーへの参加が主な活動となる。

（※昨年度は年間で約100回参加（東京開催＝44回・地方開催＝60回他））。併せて、特に関係の深い支援議員
との個別懇談会等の実施や、各代協の総会・新年会への招致などの活動を重ね、いざという時に力になって
くれるよう関係強化に努めている。

■政治連盟の活動成果
政治連盟では、40年近くにわたり日本代協の事業遂行に必要な政治活動を行っている。「銀行窓販の弊害

防止への対応」、「税制改正要望」、「郵政民営化に伴う民業圧迫への対応」等の問題解決のためには、理解あ
る国会議員の支援・協力が不可欠であり、政連顧問や保険制度改善推進議員連盟（保険議連）を中心とした
支援議員には、自民党税調、衆参の財政・金融・財務の各委員会、各関係官庁等への働きかけをサポートい
ただいている。こうした取り組みによる近年の主な成果は以下の通りである。

・2006年度：「地震保険料控除制度の創設」の実現
・2007年度：銀行窓販に関する「監督指針への『公取ガイドラインへの留意』規定」の実現
・2009年度：「医療・介護・年金等の社会保障制度を補完する商品に係る保険料控除制度」の創設
　　　　　　�「中小企業庁の景気対応緊急保証制度（セーフティネット保証）適用対象業種への保険代理

業の追認」の実現
・2010年度：国土交通省「政府保障事業の支払い迅速化による目標処理期間の設定」の取付け
・2012年度：「銀行窓販弊害防止措置の存置と新たな監督上の措置の追加」の実現
・2013年度：（平成26年度税制）消費税簡易課税制度の「みなし仕入率」引下げ時期の繰り延べ実現
・2018年度：火災保険に係る異常危険準備金積立率の引き上げを実現（現行の５％から６％へ）

Ⅱ  損害保険に関する税制改正要望
■基本方針

業界団体にとって関連税制の動向に留意することは極めて重要であり、日本代協としても継続的に情報収
集に努めるとともに、損害保険の普及によって安心・安全な社会を創り上げていくために必要な税制並びに
代理店経営上必要な税制があれば、引き続き行政や与党に対して改正要望を行う。

なお、税制は政治の最重要課題の一つであり、損保協会との連携と合せて、政連顧問や税制担当の支援議
員を通じた活動を展開する。近年の主な取り組みは、以下の通りである。

■地震保険料控除制度（2006年度）
本会は、1997年以降、「地震保険料控除制度」の創設を求めて長年にわたり要望を行ってきたが、2006年

度の税制改正において、ようやく制度創設が認められた。（所得税５万円限度）
政府も地震保険料の控除制度を創設することが加入率の向上につながり、地震災害に対する国民の自助努

力による個人資産の保全（注）を促進すると判断をしたものであり、本会並びに損保協会の長年にわたる要望
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活動が実ったものである。（注：地震保険は生活再建のための「自助努力」の一つである）
但し、2006年度の税制改正では、所得税等の定率減税廃止や企業向け減税の縮小など、個人・大企業とも

に負担増となる内容となった。これに合せ、政府・与党は、厳しい国家財政の中で、各種控除制度は極力減
らす方針とし、地震保険料控除制度を創設する見返りに損害保険料控除制度を廃止（注）することになり、地
震保険料控除制度はこの代替策となった。（注：保険の普及が進み、税制の後押は不要との判断）

■社会保障制度を補完する商品の保険料控除制度（2009年度）
⑴　2007年度の取り組み

超高齢社会の到来を受けて、社会保障制度を補完する商品の保険料控除制度が必要な社会環境であると
の認識から、同制度（控除限度額100,000円・地方税50,000円）創設を求める要望書を金融庁他関係省庁、
各政党に提出し、2007年10月には自民党の税制改正に関する財務金融部会、関係団体委員会合同会議に出
席するなどして要望活動を行った。

結果的には本件は先送りとなったが、与党の税制改正大綱に「生損保の保険料控除については抜本的な
見直しを行う」ことが記載され、実現に含みを持たせることができた。

⑵　2009年度の税制改正

上記を受け、引き続き本会要望の実現に向け、損保協会とともに取り組みを行った。
その結果、2009年の税制改正において、本会・損保協会の共同要望であった「社会保障制度を補完する

商品に係る保険料控除制度の創設」が認められ、金額等の一部修正のうえ、2012年１月１日以降締結され
た契約から後記内容の新制度が適用されることとなった。こうして、「地震保険料控除制度」とともに新
たな「高齢化対応の保険料控除制度」の創設が実現した。従前の損害保険料控除制度は廃止になったが、
地震多発国であり、また、超高齢社会を迎える我が国に相応しい税制となったものと考える。

＜新保険料控除制度の概要＞

　◇　制度全体の所得控除限度額：所得税12万円・地方税 ７万円
　　①　遺族のカテゴリー ………… 所得税 ４万円・地方税 2.8万円　　（一般生命保険料）
　　②　医療・介護のカテゴリー … 所得税 ４万円・地方税 2.8万円　　（介護医療保険料）
　　③　年金のカテゴリー ………… 所得税 ４万円・地方税 2.8万円　　（個人年金保険料）

■消費税簡易課税制度の「みなし仕入率」引き下げ時期の繰り延べの実現（2013年12月）
⑴　背景

消費税制の「みなし仕入率」は、中小事業者の税務事務に係る負担軽減の観点から業種別に設けられて
いる特例措置であるが、全国の税務署の調査で、簡易課税を選択している保険代理業者に益税が発生して
いることが明らかになり、消費税の引き上げに合せて消費税法の規定により見直し対象（注）とされた。

（注：本件は税制改正ではなく、消費税法に基づく既定の対応である。これまでも代理店に適用される
「みなし仕入率」は、消費税創設時の80％から1991年10月には60％に引き下げられており、今回それを
50％に引き下げる案が示されたもの。なお、保険代理業以外では不動産業の益税が問題視された。）

⑵　本会の対応と結果

益税発生は税務当局の全国調査で判明しており、また、益税は消費税に対する国民の信頼を裏切るもの
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であるため、見直しは避けられない状態であった。しかしながら、引き下げ対策をとる猶予期間もないま
ま直ちに次年度（2014年度）から適用となると、代理店の経営に影響が出るため、本会としては、「適用
期間の繰り延べ」要望が妥当と判断し、陳情活動を行った。与党税調には本件動向の注視を要望、併せて、
政連顧問、支援議員、金融庁にもサポートを依頼した結果、「2014年度から適用」という当初案が、「2015
年４月１日以降に開始する課税期間に繰り延べ」されることとなった。期間限定の適用ではあるが、本会
要望が具体的に実現したものである。

■火災保険等に係る異常危険準備金制度の充実…現行の５％を６％に引き上げ（2018年12月）
⑴　要望の背景

損保会社は発生の時期・規模の予測が困難な巨大災害に対しても、確実に保険金を支払い、その社会的
使命を果たすため、平時から保険料の一定割合を異常危険準備金に積み立てることにより保険金支払原資
の確保に努めている。この異常危険準備金については、平成16年度の多額の保険金支払いと異常危険準備
金の取り崩しを受けて、平成17年度以降、火災保険について伊勢湾台風規模の損害を基準として早期・計
画的に積み増しを行う制度が導入された。税制面では、平成17年度税制改正により４％（うち２％は経過
措置）、平成25年度税制改正により５％（うち３％は経過措置）に引き上げられている。

しかしながら、平成23年度には東日本大震災、タイ洪水、多くの台風の襲来や集中豪雨の発生、平成26
年度には首都圏を襲った大雪、平成30年には大阪北部地震、豪雨と巨大災害の頻発など、巨大自然災害が
次々に我が国に襲いかかっている。こうした厳しい環境の中、大幅に減少した残高の増加は喫緊の課題と
なっており、巨大自然災害に対して確実に保険金を支払うため、積立率の更なる引き上げが必要であった。

⑵　結果

損保協会は、平成31年度税制改正要望の重点項目として「火災保険等に係る異常危険準備金制度の充
実」を掲げ、①積立率を現行の５％から６％に引き上げること、②洗替保証率（注）を現行の30％から40％
に引き上げることを要望した。政治連盟としても業界の社会的責任を果たすために全面的なサポートを
行ってきたが、平成30年12月14日に「与党税制改正大綱」が決定され、①については、火災保険などに係
る特例積立率を６％に引き上げた上、その適用期限を３年延長することとされて業界要望が実現した。一
方、②は30％への引き上げは見送られたものの、現行の30％は継続することが決まった。（注：異常危険
準備金の積立残高の上限値のこと）

Ⅲ  政治連盟の主要取り組み課題（2019年３月通常代議員会にて承認）
【制度案件への対応】
⑴　2019年度の主要取り組み課題

１．銀行窓販の弊害防止措置の存続
２．郵便局の保険販売における取扱種目拡大の阻止（既得権配慮）
３．ゆうちょ銀行の損害保険募集業務認可の阻止
４．税制改正要望の検討（必要な税制改正があれば）

⑵　今後の取り組み

税と社会保障の一体改革の中で今後様々な税制の見直しが予想されるため、情報収集に努める。特に、
消費税に関しては、税率引き上げに伴い増加する保険会社の負担軽減が結果的に代理店経営の安定化にも
つながるため、損保協会と連携し動向を注視する。
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損害保険代理業にとって必要な法制・税制関連事項については、社会的に見て要望に妥当性ありと判断
される事案があれば要望を上げる方針である。

また、税制・法制以外の代理店経営上の課題については、基本的に民民の問題となる事案がほとんどで
あると思われる。従って、安易な政治案件化は会の信頼性を損ない、今後の活動を阻害するおそれもある
ため、慎重に判断して対応する。

【制度案件以外の事業計画上の具体的な活動方針】
⑴　支援議員の地元での活動の強化

　〇支援議員が地元で開催するセミナー、会合等への参加と接点強化

支援議員が真の「支援議員」になるためには、各選挙区で行うセミナー、会合等への参加の他、様々
な機会を捉えて接点を持ち、本会の活動への理解を深めてもらうことが重要である。

このため、本年度も地方開催のセミナー、会合等への積極的な参加を進めるとともに、単に会費を払
うだけにならないよう、代協総会や新年賀詞交歓会等への出席を要請するなどの取り組みを進める。

こうした日常的な活動を通して支援議員との関係構築を図り、代協の存在を認知してもらうとともに、
フリーな論議ができる環境を整える。

⑵　組織課題への対応

　①　京都方式の導入推進と会員拡大

政連会費の納入に当たっては、京都方式（注）の導入を進め、会員拡大を図る。（2018年２月末現在で12
代協が未導入）導入に当たっての個別課題に対しては、政連役員並びに日本代協地域担当理事が連携し
て各代議員の支援に当たる。（注：京都方式…代協正会員個人の原則全員加入方式。加入しない場合は
通知により除外）

　②　会費未納代協への対応支援

過去の様々な経緯等から会費未納が残っている代協があるが、事情はそれぞれ異なるため、該当代議
員（代協会長）とともに政連役員並びに日本代協地域担当理事が連携して課題の把握と対応策の協議を
行い、未納対策を進める。（2019年２月末時点で12代協に未納金額あり）

　③　会員資格と経費処理ルールに関する正確な理解の促進

政連は個人加入の団体であり、一代理店で複数名加入したり、合併等で他代理店に合流した場合でも
個人加入の資格が失われるわけではない。また、政連は東京都選挙管理委員会届出の正規の団体であり、
経費も本部で一括管理する必要がある。このため、合併時の加入確認の徹底や会費・経費等の適正な処
理（法人と個人との経費の区分け、本部への速やかな送金手続き等）を進める。

　④　日本代協の事業方針の把握と認識の共有化

政連は日本代協とは別個の独立した主体であるが、日本代協の事業推進に必要な政治活動を行う組織
であり、日本代協と表裏一体の関係にある。従って、政連の取り組みを進めるに当たっては、日本代協
の事業計画・事業方針を正確に把握することが必要なため、日本代協理事会との緊密な連携を図るとと
もに、必要に応じて日本代協役員との意見交換を行う。
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17 　日本代協79年の歴史と発展

■創　成　期	（昭和15年〜昭和25年）
昭和15年10月　　東京火保代理業懇話会設立→職業代理店の再確認と公平な手数料率制定に取り組む
昭和18年12月　　同懇話会を発展させ、東京損害保険代理業協会を設立
昭和23年２月　　全国損害保険代理業協会連絡協議会設立→東京、函館、小樽、東海、関西が参加
昭和25年５月　　同協議会を発展させ、全国損害保険代理業協会連合会（全代連）を設立

■成　長　期	（昭和26年〜昭和39年）
昭和27年７月　　火災保険代理店格付制度創設→全代連はこの制定に大きな役割を果たす
昭和39年12月　　社団法人全国損害保険代理業協会連合会設立→大蔵省より法人格を認可される

■改　革　期	（昭和40年〜昭和55年）
昭和46年６月　　｢保険募集の取締に関する法律の改正について」請願書を大蔵大臣に提出
昭和48年４月　　ノンマリン代理店制度の制定→前記請願書が導火線となる
昭和53年２月　　国民金融公庫の代理店向融資実現
　　　　10月　　大蔵メモ受領→保険募集制度及び手数料問題に係る８項目
昭和54年２月　　｢損害保険ノンマリン代理店制度における諸問題に関する答申」→大蔵省に提出
　　　　７月　　第１回太平洋損害保険代理店米国研修（PIAS）の実施
昭和55年４月　　全代連を発展させ、社団法人日本損害保険代理業協会に改組
　　　　10月　　新ノンマリン代理店制度実施→日本代協の意見が反映される

■発　展　期	（昭和56年〜平成12年）
昭和57年１月　　損害保険代理店学校の開校
　　　　４月　　住宅金融公庫契約取扱の改善がはかられる
　　　　７月　　中小企業金融公庫の代理店向融資実現
昭和58年４月　　保険料預貯金種類へ定期預金の導入実現
昭和60年７月　　中小企業信用保険法保証対象業種指定実現
昭和61年４月　　代理店登録手続の改善
　　　　７月　　損害保険料ローン制度「おおぞら」の開発実施
昭和63年８月　　オートリースシステム「かがやき」の開発実施
平成２年６月　　代協創始50周年・日本代協移行10周年記念行事実行
平成３年10月　　日本代協会長が保険審議会の臨時委員に委嘱される
平成４年３月　　中小企業新技術体化投資促進税制適用業種指定
　　　　９月　　全国損害保険代理業国民年金基金の設立
平成５年11月　　日本損害保険代理業振興基金の創設
平成６年10月　　大蔵省・保険ブローカー制度懇談会へ参加
平成７年３月　　大蔵省・地震保険制度懇談会へ日本代協会長が参加
平成９年３月　　保険審議会・基本問題部会において日本代協会長が意見陳述
　　　　10月　　ヨーロッパ損害保険代理店研修（EIAS）の実施
　　　　　　　　募集規範の制定
平成10年10月　　日本代協保険大学校の開講
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平成11年２月　　新しい資格制度の提言
　　　　12月　　新しい代理店制度・代理店手数料に係る要望書の提出
平成12年４月　　地球環境問題への取り組みの開始

■第Ⅱの創成期（平成13年〜平成19年）
平成13年１月　　日本代協認定保険代理士　１期生　1,163名の誕生
　　　　３月　　ノンマリン代理店制度（種別・資格）の廃止
　　　　４月　　各社別の代理店制度・代理店手数料体系の導入（自由化）
　　　　10月　　21世紀委員会の答申・日本代協の組織の見直しの議論始まる
平成14年６月　　日本代協総会において保険代理士の国家資格昇格を目指すことを決議
　　　　７月　　代理店賠責・日本代協プランの導入
平成15年４月　　代理店手数料の完全自由化
　　　　７月　　日本代協認定保険代理士の更新研修開始
平成16年２月　　理事会において「保険代理士の国家資格昇格のための調査研究」採択
　　　　３月　　�損保協会販売調査委員会に対し、損害保険募集人（保険代理士を含む）の国家資格化の

共同検討を申入れ、共同検討が始まる
　　　　８月～　銀行窓販の全面解禁に対する反対運動を展開
平成17年２月　　�理事会において代理店賠責・日本代協プランと東京代協職業賠償共済の一本化が承認
　　　　　　　　理事会において収益事業研究会の答申を採択
　　　　３月　　�金融庁「保険商品の販売勧誘の在り方に関する検討チーム」へ荻野副会長参画
　　　　６月　　理事会において企画環境委員会の答申「個人情報保護に関する研究」を採択
　　　　10月　　理事会において代協法人化に関する「フォローアップ委員会」の答申を採択
　　　　12月　　銀行窓販第３次解禁、モニタリングの開始
平成18年２月　　｢募集環境問題ハンドブック」・兵庫代協の「阪神・淡路大震災の教訓」採択
　　　　６月　　�理事会において代協法人化に関する標準定款・マニュアルについての「フォローアップ

小委員会」答申を採択
　　　　　　　　金融庁「保険商品の販売勧誘の在り方に関する検討チーム」最終答申
　　　　10月　　�理事会において「保険会社の行政処分により消費者が受けた影響の調査」を採択し、金

融庁保険課に提出
　　　　　　　　第11回郵政民営化委員会において日本代協会長が「実施計画」について意見陳述
平成19年２月　　�企画環境委員会から「公正な募集環境を維持するための研究（中間答申）」および「損

害保険の保険金支払いに関するガイドラインについて」を答申
　　　　　　　　第20回郵政民営化委員会において日本代協会長が意見陳述
　　　　３月　　損保協会の「消費者の声」諮問会議に日本代協会長が出席
　　５～６月　　�全国11場所において損保協会とブロック・各代協役員がコンプライアンスガイドおよび

適合性原則への対応（意向確認書、契約確認書）について意見交換
　　　　８月　　活力ある代理店制度等研究会の設置
　　　　10月　　郵政民営化
　　　　　　　　金融審議会保険WGにおいて日本代協会長が銀行窓販に関して意見陳述
　　　　12月　　銀行窓販の全面解禁
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■第Ⅱの改革期（平成20年〜）
平成20年２月　　理事会において金融庁監督局保険課長が講演
　　　　４月　　活力ある代理店制度等研究会・平成19年度報告を金融庁に提出
　　　　　　　　損保協会の「損害保険募集人試験更新制度」スタート（認定保険代理士は免除）
　　４～６月　　各代協の通常総会において一般社団法人化の決議
　　　　６月　　理事会において法人化推進特別委員会（小委員会）答申を採択
　　　　７月　　保険大学第11期募集において受講者が累計10,000人を突破
　　　　10月　　郵便局株式会社において自動車保険取扱郵便局が303局となり、全国展開開始
　　　　　　　　金融庁保険課長との意見交換会開催
12月～翌１月　　各代協で一般社団法人の認可取得
平成21年２月　　�理事会において「教育プログラム再構築」・「日本代協認定代理店制度」・「ビジョン委員

会答申・答申への追記」・「公正・公平な募集環境整備に向けて」（中間報告）・並びに地
震保険キャンペーンの主管変更を承認（組織委員会→CSR委員会）

　　　　　　　　会員増強のために「全国一斉１支部１店入会運動」実施
　　　　３月　　第50回金融審議会「保険の基本問題に関するWG」において、荻野会長が意見陳述
　　　　４月　　認定保険代理士の認定基準改定
　　　　　　　　①保険会社社員への資格開放　②募集実務経験を２年間に短縮
　　　　　　　　｢活力ある代理店制度等研究会・平成20年度報告」を金融庁に報告
　　　　６月　　日本代協HPの全面リニューアル実施（「認定保険代理士のいる店」検索等）
　　　　　　　　通常総会において、会員資格変更の定款変更を承認
　　　　７月　　郵便局株式会社において自動車保険の取扱局が600局に拡大
　　　　８月　　金融庁に定款変更の認可申請書提出（正会員資格等）し定款変更認可取得（25日）
　　10月15日　　臨時総会において公益認定申請を決議
　　　　10月　　国民年金基金加入見込み者550名達成キャンペーン実施
　　　　　　　　グリーン基金寄付先公募をHP上で実施
　　10月20日　　内閣府公益認定等委員会に対し、公益認定申請を実施（電子申請）
　　　　12月　　保険大学の名称を「保険大学校」に変更
平成22年２月１日～12日　　全国一斉１支部２店入会運動実施
　　　　２月　　政府「景気対応緊急保証」の対象業種に「損害保険代理業」の追加指定実現
　　２月28日　　�BSジャパンにおいて、認定保険代理士の活動を紹介する特別番組を放映、日経全国版

に10段広告実施（「どう選ぶ？損害保険」）
　　３月12日　　臨時総会において、平成22年度事業計画、同予算を承認
　　　　３月　　公益認定申請を一旦取下げ
　　　　４月　　保険法施行
　　　　　　　　｢活力ある代理店制度研究会・平成21年度報告」を金融庁保険課長に報告
　　　　　　　　第30次記念PIAS実施
　４月～６月　　募集人の認定制度に関する損保協会との合同研究会開催（６月答申）
　　５月10日　　理事数削減（30名～60名 ⇒ 15名～30名）の定款変更認可取得
　　　　５月　　�理事会において、「公益認定申請の一旦取下げ・再申請方針」、「ビジョン委員会第二次

答申」、地球環境・社会貢献委員会の名称変更（「CSR委員会」）を承認
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　　５月31日　　国民年金基金事務局移転（本郷から日本代協事務局内へ）
　５月～６月　　代協正会員実態調査実施
　　６月16日　　正会員資格変更後初の通常総会開催・役員改選・金融庁保険課長が講演
　　　　７月　　琉球大学において「損害保険の募集」に関し岡部副会長が講義（損保協会と合同）
　　７月28日　　募集人の認定制度に関する損保協会との合同部会スタート
　　　　８月　　公正取引委員会に優越的地位の濫用に関するパブコメ提出
　　　　10月　　損保業界の裁判外紛争解決機関である「そんぽADRセンター」開設
12月～翌３月　　BSジャパンにて日本代協TVCM「Mr.D、現る」放映
平成23年２月　　全国一斉「代協正会員250店入会キャンペーン」実施
　　３月11日　　臨時総会・東日本大震災発生
　　　　５月　　損保協会から「損害保険大学課程」創設のニュースリリース
　　　　　　　　銀行窓販に関する副大臣ヒアリングにて岡部会長が意見陳述
　　　　７月　　銀行窓販に関する弊害防止措置見直し内容公表
８月７日～10日　　正副会長による東日本大震災被災地代協訪問
　　　　11月　　全国一斉国民年金基金キャンペーン月間
11月18日～19日　　第１回日本代協コンベンション開催（ヤクルトホール他）
平成24年１月１日　　｢社会保障を補完する商品に係る保険料控除制度」適用開始
　　　　１月　　｢自動車盗難等の防止に関する官民合同PT」メンバーに新規承認
　　　　２月　　全国一斉代協正会員２月入会キャンペーン実施
　　　　　　　　金融庁検査入検
　　　　　　　　BSフジにて認定保険代理士の活動に密着した特別番組放映
　　３月９日　　臨時総会・全国会長懇談会開催
　　　　３月　　｢損害保険大学課程」教育プログラムの教育機関に指定
　　　　　　　　東日本大震災発生から１年に合せ、損保業界合同で防災啓発活動実施
　　　　　　　　東日本大震災特別企画講演会を保険毎日新聞、損保総研と共催で開催
　　　　　　　　野村総研に協賛して「中国自動車保険セミナー」開催
　　　　４月　　振興基金全件償還終了
　　４月１日　　平成23年度見直し後の銀行窓販弊害防止措置施行
　４月～５月　　岡部会長　各保険会社社長訪問実施
　　６月７日　　金融審議会「保険の基本問題に関するWG」第１回会合開催（以後16回開催）
６月14日～22日　　第32次PIAS（太平洋保険学校）実施
　　６月19日　　通常総会・全国会長懇談会開催
　　　　　　　　・公益法人制度改革に関し、一旦一般社団法人へ移行することを承認
　　　　　　　　・代理店賠責の引受保険会社変更を承認（アリアンツ火災→エース損保）
　　　　７月　　損保８社・損保協会担当部長との懇談会開催
　　　　　　　　業界紙各紙との懇談会開催
　　　　８月　　郵便局の自動車保険取扱局が1,241局に拡大
　　　　９月　　損保協会「よりわかりやすい募集文書・説明のあり方に関するタスクフォース」開催
　　　　　　　　（日本代協小平理事・企画環境委員長がメンバーとして参画）
　　　　　　　　損保協会に83項目の「共通化・標準化」に関する具体的な要望・提言書を提出
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　　　　９月　　大同火災・上間社長様の被災地視察を設営（気仙沼・大船渡等視察に事務局同行）
　　　　　　　　�内閣府に対しゆうちょ銀行の損害保険募集業務認可申請の差し止めを求める意見書提出

金融庁小野参事官との意見交換会実施（名誉会長、事務局出席）
　　　　10月　　�内閣府第86回郵政民営化委員会に岡部会長出席。ゆうちょ銀行の損害保険募集業務認可

申請に対して「断固反対」の意見表明
　　　　　　　　�一般社団法人への移行認可申請書提出（電子申請）エース損保引受初年度となる代理店

賠責「日本代協新プラン」スタート
　　　　　　　　損害保険大学課程「専門コース」第１回教育プログラム開講
11月16日～17日　　第２回日本代協コンベンション開催（ヤクルトホール他）
　　　　　　　　　日本代協ニュース新年号用特別企画「女性代理店座談会」開催
　　　　　　　　　大同火災役員会にて専業代理店政策の現状と課題をプレゼン（事務局）
　　　　　　　　　国民年金基金加入推進キャンペーン実施
　　　　12月　　損保協会タスクフォース中間報告書とりまとめ（重説プロトタイプ作成）
平成25年１月　　金融審議会第９回保険WGに損保協会タスクフォース中間報告書提出
　　　　　　　　損保８社・損保協会担当部長との定期懇談会開催
　　　　　　　　第13期認定保険代理士誕生（752名）
　　　　２月　　会員増強キャンペーン実施
　２月～３月　　BSフジにて認定保険代理士のPRドラマを放映（４パターンのコント仕立て）
　　　　３月　　臨時総会開催（15日）　
　　　　　　　　一般社団法人への移行認可証受領（４月１日付）

■第Ⅱの発展期（平成25年〜令和元年７月）
　　　　４月　　一般社団法人の移行登記完了
　　　　　　　　損害保険大学課程「コンサルティングコース」第１回教育プログラム開講
　　　　５月　　公益社団法人日本消費生活アドバイザー協会賛助会員として承認
　　　　　　　　岡部会長　各保険会社社長訪問実施（～６月）
　　　　　　　　損害保険大学課程に関する損保協会との合同運営会議スタート
　　　　６月　　金融審議会第16回保険WG開催・報告書とりまとめ
　　　　　　　　第33次PIAS（太平洋保険学校）実施（13日～21日）
　　　　　　　　RINGの会オープンセミナーに代理店賠責のブース出展
　　　　　　　　平成25年度通常総会開催（18日）
　　　　　　　　早稲田大学「保険規制問題研究所」シンポジウム共催開催（岡部会長プレゼン）
　　　　７月　　損保８社・損保協会担当部長との懇談会開催
　　　　　　　　業界紙３紙との懇談会開催
　　　　　　　　金財主催「代理店ビジネスの新潮流」セミナーにて基調講演（事務局）
　　　　　　　　新日本保険新聞社主催「保険関係団体懇談会」に岡部会長出席（日本代協にて）
　　　　８月　　金融庁保険課との意見交換実施
　　　　10月　　結心会パネルディスカッションに岡部会長出席
　　　　　　　　金融財政事情座談会に荻野名誉会長、栗山アドバイザー出席（日本代協にて開催）
　　　　11月　　金融庁保企室・保険課との意見交換実施（荻野名誉会長、岡部会長）
　　　　　　　　第３回コンベンション開催（15日～16日・ヤクルトホール他）
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　　　　12月　　金融庁保険課との意見交換実施
平成26年１月　　金融庁から「保険募集に関する再委託の禁止について」文書交付
　　　　　　　　消費税の簡易課税に関する「みなし仕入率」引き下げの繰り延べを実現
　　　　２月　　BSフジにおいて、代理店の役割、価値の情宣を図る情報バラエティ番組放映
　　　　３月　　平成25年度臨時総会開催（７日）
　　　　　　　　�｢東日本大震災から３年」講演会において宮城県代協・小林副会長が「代理店の使命と

役割」について講演（保毎主催）
　　　　　　　　代理店向けBCP策定ガイドブック「私たち損害保険代理店の事業継続計画」発刊
　　　　６月　　平成26年度通常総会開催（17日）
　　　　　　　　第34次PIAS実施（19日～27日）
　　　　　　　　金融庁保険課との意見交換実施
　　　　　　　　早稲田大学産業研究所アカデミックフォーラムにて栗山アドバイザー講演
　　　　７月　　｢損害保険トータルプランナー」認定者誕生
　　　　　　　　損保８社・損保協会担当部長との懇談会開催（９日）
　　　　　　　　業界紙３紙との懇談会開催（10日）
　　　　　　　　｢事務局職員研修」実施（18日）
　　　　　　　　韓国保険代理店協会　孫副会長他訪日団幹部との会談（24日）
　　　　８月　　理事会合宿初開催（８日～９日）
　　　　９月　　JC保険部会主催「国際保険流通会議」に岡部会長出席（20日）
　　　　　　　　早稲田大学「保険規制問題研究所」シンポジウム共催（26日）
　　　　10月　　阪神ブロックコンベンション開催（８日）
　　　　　　　　損保３社直資代理店出向者による座談会開催（10日）
　　　　　　　　自民党税調ヒアリング出席（28日）
　　　　　　　　保険毎日新聞社主催「代理店が今なすべきことを考える」パネルに岡部会長出席（31日）
　　　　11月　　財務省・秋田県主催「秋田防災塾」を日本代協・秋田県代協後援（８日）
　　　　　　　　第４回日本代協コンベンション開催（14日～15日）
　　　　12月　　第１回損害保険トータルプランナー認定授与式（イイノホール）
平成27年２月　　平成26年度活力研開催（12日）
　　　　　　　　BSフジにて「暮らしに効き目！かしこい損害保険の選び方教えます！２」放映（28日）
　　　　３月　　平成26年度臨時総会開催（６日）
　　　　　　　　国連防災世界会議開催（仙台／14日～15日）
　　　　　　　　ぼうさい探検隊マップコンクール表彰式（日本代協賞「キッズリスクアドバイザー」賞）
　　　　４月　　安倍首相主催「桜を見る会」に日本代協・政連両会長出席（18日招待）
　　　　６月　　平成27年度通常総会開催（16日）
　　　　　　　　第35次PIAS実施（18日～26日）
　　　　７月　　損保７社・損保協会担当部長との懇談会実施（８日）
　　　　　　　　業界紙３紙との懇談会実施（９日）
　　　　　　　　平成27年度第１回活力研開催（22日）
　　　　８月　　損保労連との初めての意見交換会開催（３日）
　　　　　　　　｢東日本大震災による損害保険代理店経営の影響に関する調査」報告書公表
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　　　　10月　　代理店賠責審査会開催
　　　　　　　　金融庁保険課井上課長との意見交換
　　　　　　　　損保協会「防災・地震フォーラム」開催（札幌他全国11地域）
　　　　　　　　JC保険部会主催「国際保険流通会議」に岡部会長出席（24日）
　　　　11月　　第５回コンベンション開催（３日～４日）
　　　　　　　　自民党税調ヒアリング出席
　　　　　　　　慶應義塾大学保険学会にて東日本大震災における損保代理店経営への影響度調査報告
　　　　12月　　第２回損害保険トータルプランナー認定授与式（イイノホール）
　　　　　　　　金融庁保険課井上課長　代協会員視察・日本代協事務所来会（７日）
平成28年１月　　損保総研主催「損保講座」において栗山アドバイザー・野元専務理事講演
　　　　　　　　ぼうさい探検隊表彰式開催（あいおいニッセイ同和本社）
　　　　　　　　九州大学経済学部において野元専務理事講義（旧７帝大で初）
　　　　　　　　BSフジにて損害保険トータルプランナーならびにプロ代理店に関するPR番組放映
　　　　２月　　平成27年度第２回活力研開催（17日）
　　　　　　　　平成27年度臨時総会開催（４日）
　　　　３月　　損保協会主催「もっと！防災　東日本大震災５年シンポジウム」開催（朝日ホール）
　　　　４月　　安倍首相主催「桜を見る会」に日本代協会長出席（９日招待）
　　　　　　　　熊本地震発生（震度７）（14日）
　　　　５月　　改正保険業法施行（29日）
　　　　６月　　関東財務局との意見交換（８日）
　　　　　　　　平成28年度通常総会（14日）・新任会長オリエンテーション（15日）開催
　　　　７月　　損保７社・損保協会担当部長との懇談会開催（７日）
　　　　　　　　業界紙３紙との懇談会開催（15日）
　　　　　　　　平成28年度第１回活力研開催（20日）
　　　　　　　　代理店賠責審査会開催（27日）
　　　　８月　　損保労連との意見交換会開催（３日）
　　　　　　　　熊本県代協被災会員座談会開催（26日）
　　　　９月　　地震保険制度創設50周年記念フォーラム開催（岡部会長決意表明）（５日）
　　　　　　　　日本代協阪神ブロックコンベンション開催（30日）
　　　　10月　　Chubb損害保険誕生（エース保険合併・商号変更）（１日）
　　　　　　　　金融庁代理店ヒアリング実施（体制整備状況等・100代理店）（10月～11月）
　　　　　　　　日本代協認定講師養成プレゼン研修開催（11日）
　　　　　　　　日本代協・公益目的支出計画変更認可取得（12日）
　　　　　　　　自民党団体総局・予算税制政策懇談会出席（27日）
　　　　11月　　第６回日本代協コンベンション開催（４日～５日）
　　　　　　　　福岡県代協「ユニバーサルマナー検定」研修会・団体開催（８日）
　　　　　　　　JC主催国際流通会議・岡部会長パネラーとして参加（19日）
　　　　12月　　損害保険大学課程「コンサルティングコース」受講者募集開始（１日～２月17日）
　　　　　　　　損保協会・損害保険トータルプランナー認定証授与式（９日）
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平成29年１月　　金融庁代理店ヒアリング実施（経営理念・顧客本位等・５店）（10日～30日）
　　　　　　　　平成28年度「ぼうさい探検隊」表彰式（21日）
　　　　２月　　グリーン基金選考委員会開催（３日）
　　　　　　　　第２回活力研開催（９日）
　　　　　　　　秋の金融庁ヒアリング結果公表（16日）
　　　　３月　　臨時総会開催（３日）
　　　　　　　　損保労連創立50周年記念パーティ開催（岡部会長出席・８日）
　　　　　　　　代理店賠責審査会開催（15日）
　　　　４月　　安倍首相主催「桜を見る会」に岡部会長・大藪政連会長出席（15日・招待）
　　　　５月　　損保労連との意見交換会開催（11日）
　　　　　　　　金融庁代理店ヒアリング実施（代理店手数料体系・９店）（29日～６月９日）
　　　　６月　　第36次PIAS実施（２日～９日）
　　　　　　　　金融庁代理店ヒアリング実施（代理店手数料体系・乗合制度等・４店+α）
　　　　　　　　日本代協通常総会開催（16日）
　　　　　　　　日本代協会長に副会長の金子智明氏就任（16日総会終了後）
　　　　　　　　日本代協・公益目的支出計画完了報告（内閣府）（30日）
　　　　　　　　代協事務局経験交流会開催（30日）
　　　　７月　　損保協会・原（新）協会長来会（金子会長挨拶）（３日）
　　　　　　　　損保７社・損保協会との懇談会開催（６日）
　　　　　　　　静岡県代協・会員増強取組ヒアリング実施（機関紙編集室・11日）
　　　　　　　　業界紙懇談会開催（14日）
　　　　　　　　第１回活力研開催（19日）
　　　　　　　　ほけんの窓口グループ・キックオフミーティングに金子会長参加・挨拶（26日・招待）
　　　　８月　　代理店賠責審査会開催（７日）
　　　　　　　　リングの会創立20周年記念セミナー・金子会長参加（25日・招待）
　　　　　　　　防災経済コンソーシアム参加表明（31日）
　　　　９月　　代理店賠責審査会開催（19日）
　　　　　　　　金融庁に「現状と課題」説明（21日）
　　　　　　　　国民年金基金代議員会開催・平成31年創設予定の全国基金への合併を決議
　　　　10月　　阪神ブロックコンベンション開催（４日）
　　　　　　　　国民年金基金合併調印式（５日）
　　　　　　　　望月広愛氏アドバイザー就任（13日）
　　　　　　　　David Blakesley アドバイザー来日（10月30日～11月11日）
　　　　11月　　第７回コンベンション開催（２日～３日）
　　　　　　　　損保協会創立100周年記念大会開催（６日）
　　　　　　　　JC国際流通会議開催（金子会長パネラー・18日）
　　　　12月　　損保協会・損害保険トータルプランナー認定授与式（１日）
平成30年１月　　AIG損保誕生（１日）
　　　　　　　　ぼうさいマップコンクール表彰式（損保会館・27日）
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　　　　３月　　臨時総会開催（９日）
　　　　　　　　代理店賠責審査会開催（19日）
　　　　　　　　「防災経済コンソーシアム」設立総会開催（金子会長・23日）
　　　　４月　　内閣府「総理と桜を観る会」に金子会長出席（21日）
　　　　５月　　損保労連との意見交換会開催（10日）
　　　　　　　　防災経済コンソーシアム事務部会において日本代協の活動内容をプレゼン（25日）
　　　　６月　　第37次PIAS実施（１日～８日）参加者14名
　　　　　　　　通常総会開催（14日）
　　　　　　　　RINGの会オープンセミナーに野元専務理事パネラーとして出席（23日）
　　　　７月　　業界３団体（日本代協・全保連・JC保険部会）「明るい未来の会」勉強会開催（18日）
　　　　　　　　ほけんの窓口グループ社員大会に金子会長参加（来賓・京都国際ホテル・19日）
　　　　　　　　活力ある代理店制度研究会開催（25日）
　　　　　　　　代協事務局職員研修会開催（損保会館・27日）
　　　　８月　　関東財務局理財部との面談（17日）
　　　　９月　　金融庁保険課長と面談（25日）
　　　　10月　　代理店賠償責任保険審査会開催（17日）
　　　　　　　　金融庁保険課長と面談（22日）
　　　　11月　　自民党税制懇談会に出席（８日）
　　　　　　　　JC国際保険流通会議のパネラーとして金子会長登壇（10日）
　　　　　　　　全保連創立20周年記念式典に金子会長他参加（挨拶・16日）
　　　　　　　　関東財務局理財部との面談（22日）
　　　　　　　　第８回コンベンション開催（30日～１日）
　　　　12月　　損保協会・損害保険トータルプランナー認定授与式（14日）
平成31年１月　　金融庁保険課長との面談（７日）
　　　　　　　　関東財務局長との面談（９日）
　　　　　　　　ぼうさいマップコンクール表彰式（26日）
　　　　２月　　東京代協創立75周年記念式典（京王プラザホテル・13日）
　　　　　　　　福岡県代協創立70周年記念式典（ホテルオークラ福岡・15日）
　　　　　　　　第２回活力研開催（27日）
　　　　　　　　損害保険代理業国民年金基金加入者募集最終締め切り（28日）
　　　　　　　　（1992年の創設以来、27年間にわたる自主運営の歴史に幕を閉じる）
　　　　３月　　「日本代協アカデミー」トライアルスタート（４日）
　　　　　　　　臨時総会開催（８日）
　　　　　　　　金融庁保険課打ち合わせ（７日・14日・27日）
　　　　　　　　防災経済コンソーシアム総会開催（22日）
　　　　４月　　損害保険代理業国民年金基金・全国国民年金基金へ合流（１日）
　　　　　　　　代理店賠償責任保険審査会開催（24日）
令和元年５月　　令和元年スタート（１日）
　　　　　　　　関東財務局理財部打ち合わせ（17日）
　　　　　　　　自民党金融関連団体協議会出席（30日）
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　　　　　　　　第38回PIAS（太平洋保険学校）実施（31日～６月７日）
　　　　６月　　通常総会開催（14日）
　　　　７月　　関東財務局理財部本会事務局へ来訪（５日）
　　　　　　　　７社懇談会（11日）・業界紙懇談会（19日）・第１回活力研（24日）開催
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参 考 資 料 編

注：�‌本参考資料編は、日本代協アドバイザーである栗山泰史様に、私たちを取り巻く様々
な変化を読み解くカギを提示いただいたものです。（関係媒体の承認取付け済み）�
代協会員の皆さまの今後のビジョンや経営戦略を考える上で参考になると思いますの
で、是非ともお目通し下さい。

Ⅰ　これからの代理店経営、あるいは乗合代理店とは何か

　プロローグ

　１．これからの代理店経営
　　　・起点としての1948年
　　　・制度的には無風の50年
　　　・保険会社経営が激変した20年
　　　・20年間、先送りされた募集制度
　　　・比較推奨販売を行う乗合代理店への規制
　　　・体制整備義務がもたらす代理店の集約化
　　　・「顧客本位の業務運営」による競争促進
　　　・代理店の経営改革における軸

　２．乗合代理店とは何か
　　　・減少し続ける代理店数
　　　・数値で見る乗合代理店
　　　・乗合代理店の二つの区分
　　　・プロ代理店の位置づけ
　　　・乗合代理店を巡る競争
　　　・「第三分野」とは
　　　・一社専属性の特例
　　　・思わぬ展開
　　　・保険の「比較」は禁止
　　　・監督指針による解釈
　　　・乗合代理店の「認知」
　　　・保険仲立人と乗合代理店
　　　・「保険仲立人の機能」への規制

　エピローグ
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Ⅱ　令和元年「四方山（よもやま）話」

　１．「保険代理店4.0」に至る道程
　　　・「保険代理店1.0」
　　　・「保険代理店2.0」
　　　・「保険代理店3.0」
　　　・「保険代理店4.0」とその後

　２．「一日保険」にみる代理店のイノベーション

　３．デジタル革命の下での保険料算定
　　　・デジタル革命の下での保険
　　　・保険料の算定とリスク区分
　　　・デジタル革命の下での保険料算定

　４．Cross Subsidization（内部補助）
　　　・「総合的収支管理」の是非
　　　・アメリカの保険危機
　　　・Cross Subsidization（内部補助）

　５．「火災保険の陳腐化」という現実
　　　・総合保険の成り立ち
　　　・火災保険の陳腐化

　６．「保険料保険」と「等級プロテクト」
　　　・航空保険における「保険料保険」
　　　・自由化後の「等級プロテクト」
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これからの代理店経営、あるいは乗合代理店とは何か

プロローグ

かつて会社にタイピストという職種があった。和文タイピストが一つひとつ丁寧に活字を拾っては紙に打
ち込んでいく。その姿にはゆっくりとしたリズムがあり、穏やかな心の充足を覚えた。
初めてワープロに出会ったのは昭和も終わりに近い頃だ。当初は値段が高く、機能も劣悪なものだった。
それがあれよあれよという間に高度化し、会社からは手書きの資料が消えてしまった。
このワープロの時代もまたあっという間に終わりを迎えることになった。パソコンの登場である。今では
誰もが使っているワードだが、その前に一太郎と花子というソフトがあったことはもう忘れられたかもしれ
ない。ワードを生み出したマイクロソフトが全世界を席巻するのにほんの数年しかかからなかった。
パソコンと並行して生じたのが通信の変化だ。電話機しかなかったところにポケベルの時代が到来した。
しばらくして持ち運びに難があるほど大きな携帯電話が登場したかと思うと、ガラ携からスマホへと技術的
に革命ともいえる大きな変化が生じた。
かつてイギリスで起こった産業革命は1970年代から80年代にかけて、70年間にわたり生じ続けた変化の総
称である。70年経って振り返ると、手で漕いでいた船が蒸気で動き、職人による手作りの製品が工場で生産
されるようになったのである。
今、デジタル革命という文字通り大革命の只中に我々は生きている。ワープロ以来の変化はその一端であ
る。今後、その流れは加速度的に早まるだろう。しかし、生活の時間の流れにいると、こうした大きな変化
は見えにくい。変化は歴史の時間の流れにあるからだ。今が歴史の大きな変化の只中であるとの認識、すな
わち「歴史意識」こそがあらゆる人と企業の成否を左右するキーワードになるだろう。

１．これからの代理店経営

これからの代理店経営のあり方を考える場合、今一度、法制度の歴史を振り返ることが必要である。制度
的変遷として保険業法の改正があり、そこに「顧客本位の業務運営」という新たな枠組みが重なり合おうと
している。2019年という今は、後世において大きな歴史的転換のあった年として記録されるであろう。

起点としての1948年

わが国の保険の歴史を紐解くと、1900年（明治33年）の「保険業法」制定が保険を制度としてみる場合の
始まりと考えてよいであろう。これは、1939年（昭和14年）に大々的に改正されるが、以後、この時の「改
正法」は、1996年（平成８年）までの58年間、保険制度の柱として君臨し続けた。1996年は、自由化・規制
緩和の大きなうねりの中で保険業法が抜本的に改正された年である。カタカナで表記された昭和14年制定の
古臭い法律が制度の柱としてのステイタスを確保できたのは行政の力による。長く続いた裁量行政の下、時
代の流れの中で否応なく出てくる法律の隙間を、保険を担当する行政官が埋め続けたのである。むしろ、当
時の行政においては隙間が多い方が力の発揮につながったのかもしれない。
しかし、そうはいっても58年は長すぎる。実際、「改正法」以降において、保険会社の破滅的な競争と不
適切な乗換契約に代表される募集の乱れが目立つようになっていた。これを受けて、「損害保険料率算出団
体に関する法律（料団法）」と「保険募集の取締に関する法律（募取法）」が制定されている。いずれも、
1948年（昭和23年）のことだ。1939年の改正保険業法に1948年の料団法と募取法が重なり合って、「損保に
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おける商品・料率規制」と「生保における募集規制」という骨太の制度的枠組みが完成したことになる。

制度的には無風の50年

筆者は、1975年に当時の安田火災海上に入社した。モータリゼーションの中で自動車保険を巡る競争が激
化し、自動車ディーラーを中心とした兼業代理店にスポットライトが当たるようになった時期である。また、
それよりも前、1968年には積立型の火災保険である長期総合保険が発売されている。この保険は、「取って
10年、取られて10年」といわれ、各社の競争の激化に一役買っていた。
1980年代になって、積立保険を巡る競争が激しくなるが、これは1974年に発売された積立ファミリー交通
事故傷害保険に大手損保が参入してからである。バブル経済が始まる前夜、それまで「限界金融機関」と称
されていた損保業界が金融事業への進出を真剣に考え始めたのは積立保険の隆盛があったからである。毎年
のトップの年頭の辞では、必ず「今年は激動の時代」との表現で社員や代理店を鼓舞するのが通例となった。
しかし、制度的にみると様相は相当異なってくる。自由化・規制緩和の流れが生じ、これが銀行・証券・
保険三位一体の大改革の動きとして表れてきたのは1980年代の末である。保険においては、そうした国内の
動きに日米保険協議が拍車をかける結果となった。そして、1996年に保険業法がついに改正された。さらに、
金融ビッグバンの掛け声の下で、1998年に金融システム改革法が成立した。制度的には、1948年の料団法と
募取法の成立以降、1998年までのなんと50年間の長きにわたり、「激動の時代」からは程遠いほとんど無風
の状態が続いていたのである。

保険会社経営が激変した20年

保険の自由化によって、保険会社の経営は根本から変わることになった。損保でいえば、直接的な制度改
革の効果として、生保事業への進出、商品・料率における競争が本格的に始まった。間接的には新しい事業
環境に立ち向かうための合併・統合の動きが大々的に生じ、第一火災や大成火災のように破綻する会社も出
てきた。
さらに、経済のグローバル化の中で、それまでの「和を以て貴しと為す」や「本音と建前」といった日本
的な価値観が、コーポレートガバナンス、コンプライアンス、アカウンタビリティといった横文字表記され
るものに代わっていった。これもまた、それまでの保険会社経営の在り方を根本から変える大きな要因と
なった。
そして、保険自由化から20年を経た今、保険会社は20年前とは全く異なる地平にいる。損保は３メガ態勢
になり、AIG損保という外資がそれに競争を仕掛けている。かつてのような保険会社が親会社になるという
構図は崩れ、持株会社の下で資本の配分が行われている。海外事業や介護事業等他事業への進出も活発であ
る。経営が適切に行われているかどうかはERMによって検証されている。「勘と度胸」による経営は今やど
こにもみることはできない。
20年前、今の状態を予想できた人は、おそらく一人もいない。逆に今の時点で20年前を振り返れば、「な
んと牧歌的な時代だったのだろう」と誰もが感じるだろう。20年前の制度改革によって保険会社の経営はこ
こまで大きく変わったのである。

20年間、先送りされた募集制度

保険業法の柱は、保険会社経営の健全性維持と保険募集人による保険募集の適正化である。つまり、保険
会社と代理店が消費者に迷惑をかけないよう、法律の下でしっかりと監督することである。20年前の制度改
革の際、実は保険募集に関しても様々な議論がなされた。損保協会に専門の委員会が置かれてもいた。しか
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し、最終的に、保険募集に関する制度改革は、保険仲立人制度の創設を除いてはすべて先送りされることに
なった。政策的に、制度改革による募集の現代化よりも旧来型の募集による保険の普及が優先されたからだ。
多くの議論の成果は、段ボール箱に詰め込まれて倉庫に送られ、「Ｇ（義理）Ｎ（人情）Ｐ（プレゼント）」
と揶揄される募集が変わることなく続いた。
それから10年を経た2005年、「保険金支払い漏れ事件」が世の中を騒がせることになった。損保の場合、
かつての料団法の時代であれば、全社の主要商品が全く同一内容、同一価格であるから商品内容に関して消
費者は理解する必要がない。しかし、自由化によって保険商品は複雑化・多様化した。それにも拘らず、旧
来型の募集の下では、消費者は自分が付けている保険の内容を知る由もなかった。旧来型の募集には、消費
者保護の観点で大きな問題があることを、保険金支払い漏れ事件が白日の下にさらしたのである。
そして、これを契機に金融審議会等での議論が繰り広げられ、2016年に保険募集制度改革を目的とした保
険業法の改正がなされた。保険会社の経営改革に係る1996年の保険業法改正から20年の時が過ぎている。さ
らに歴史を辿れば、募取法が制定された1948年以降、70年近くもの間、保険募集は同じ制度の下に置かれて
きた。その内容は、「生保代理店の一社専属制」と圧力募集の禁止等の「行為規制」である。制度的にみれ
ば、2016年の保険業法改正は70年間変わることのなかった保険募集制度の抜本的改革として位置付けられる
のである。

比較推奨販売を行う乗合代理店への規制

70年の時を経た募集制度改革の目玉は、比較推奨販売を行う乗合代理店への規制である。明治以来、保険
募集において典型的に規制すべき行為としてスポットライトを浴び続けたのは不適切な乗換契約であり、こ
れを引き起こすのは乗合代理店である。そこで、戦前は業界の自主規制でこれを規制した。しかし、自主規
制では乱れは収まらず、1948年に募取法が制定され「生保代理店の一社専属制」が法定された。さらに、行
為規制として「比較の原則禁止」が定められ、保険自由化までの50年間、これが続くことになる。
ちなみに、損保において乗合代理店が認められたのは料団法の存在の故である。募取法と同時に制定され
た料団法が３年後の1951年（昭和26年）に改正され、主要商品に関する約款と料率の完全な統一化が実現し
たからである。すべての損保会社の商品が全く同一という状況においては、乗合代理店を容認しても「不適
切な乗換契約」が生じる可能性はゼロである。あえていえば、当時の大蔵省の下で「一社専属」が実現して
いたのである。個々の保険会社は所が変わっても同じ商品を販売する「支店」のようなものである。また、
特に大企業において、持株比率による保険契約の配分や共同保険によるリスク分散のためにも乗合代理店が
求められたのである。
自由化以降に生じた消費者の「比較して保険に加入したい」というニーズの高まりを受けて、保険業法は
受け皿となる乗合代理店を生保においても正式に認知することになった。法的な定義は「二以上の所属保険
会社を有する保険募集人」である。乗合代理店は長い歴史の教訓として排除すべき異端の存在であった。こ
れを法的に認知するわけだから厳しいルールが設けられるのは当然である。消費者のために規制緩和が行わ
れる時、それとセットで事業者に対して規制強化が行われるのである。監督指針に定められた比較推奨販売
を行う乗合代理店に対する規制は、まさにそれを体現している。
比較推奨販売を行う乗合代理店であり続けるためには、厳しいルールに耐える体制整備義務を果たすこと
が必須になる。また、複数の商品を消費者に示す労力をかけても保険会社が支払う契約１件当たりの代理店
手数料は増えるわけではない。あえていえば、比較推奨販売を行う乗合代理店は薄利多売のビジネスモデル
なのである。現在の損保系の乗合代理店の中に、明治に始まり戦後の募取法を経て現在に至る歴史的経緯と
比較推奨販売に伴うコストの問題を理解しているものがどれだけいるであろうか。



―　207　――　207　―

体制整備義務がもたらす代理店の集約化

募集制度改革には、もう一つ目玉がある。体制整備義務の法定である。体制整備義務はコーポレートガバ
ナンス、コンプライアンスを初めとする義務で、内部監査態勢を含み、一定の企業規模を想定するものであ
る。現在の代理店の多くは体制整備義務という言葉が「似合う」存在ではない。体制整備義務は、現在の代
理店の多くに、「もっと組織として大きく、かつ立派になれ」と求めているのである。
実際、金融庁は2017年９月21日の損保協会との意見交換の場で、「代理店として一定の規模（たとえば、
社員が店主を含め３名、収入保険料１億円）以上であることが、BCP対応や事務ミス・不正防止や相互牽制
を通じた安定的な顧客対応等につながる面があり、そうした点は業務品質として評価していく余地もあるよ
うに伺えた。」との認識を示している。「３名・１億円」は固定的なものではない。おそらく指数関数的に拡
大していくであろう。そして、保険会社はこれを受け、代理店手数料ポイント制度の活用等を通じて、量と
質の両面で代理店の組織的な成長を促すことになるだろう。
この結果として生じるのは、現在の代理店の数の激減である。全体としての保険料のパイは増加するわけ
ではないから、生き残る代理店への集約化が進む以外に道はない。保険業法に定める体制整備義務とこれを
受けた保険会社のルールによって自ずと代理店の数は絞り込まれていく。これは好きとか嫌いとか、嬉しい
とか悲しいとかといった感情の問題ではなく、論理がもたらす必然的結果である。戦後に築かれた募集制度
が70年の時を経て改革されることの重さと深さを正確に理解することが必要なのである。

「顧客本位の業務運営」による競争促進

体制整備義務や保険会社が定めるルールは所詮ルールでしかない。ルールを守っている限り、どんな代理
店でも仕事を続けることができる。しかし、消費者に見捨てられる時、ついにその代理店は廃業するしかな
い。もし、消費者の期待するサービスの水準を巡る代理店同士の激しい競争が起これば、それは代理店の淘
汰につながる。
金融庁が2017年３月に示した「顧客本位の業務運営の原則」は、直接的な狙いとして投信販売等に関する
金融機関の行動の是正を視野に入れている。保険会社や代理店のことを意識したものとはとても思えない。
しかし、保険の側から、「顧客本位の業務運営」の持つ意味を捉え返せば、これは代理店同士の激しい競争
を実現するための仕掛けになっている。
「顧客本位の業務運営」はプリンシプルベースの下で、事業者にベストプラクティスを競い合わせるもの
である。分かりやすい例として、ミシュランの星の認定を考えるとよい。「星印レストラン」が消費者に提
供するのは「美味しいメニュー」である。これが消費者に評価される結果、ミシュランは星を認定する。レ
ストランを「代理店」に、メニューを「施策」に置き換え、レストランと同様に、代理店も「星印」の認定
を目指さなければならない状態に置かれれば何が起こるだろうか。レストランの「美味しいメニュー」も代
理店の「施策」もともにベストプラクティスなのである。
「顧客本位の業務運営」の下で始まる代理店同士の競争は、消費者の支持を得るためのベストプラクティ
スの競い合いの形で行われる。今の時代、ネットによる検索によって「星印」の事業者は、どんな産業でも
簡単に見つけ出すことができる。努力した代理店だけが報われるのである。2016年の保険業法の改正による
体制整備義務の法定と2017年の「顧客本位の業務運営の原則」が重なり合うことで代理店経営は劇的に変化
していく。20年前の保険会社のように、今度は代理店が経営改革を実現しなければ生き残りは難しい。

代理店の経営改革における軸

制度をベースにみていくと、代理店は二つの軸の中で、今後の経営改革のグランドデザインを描くことが
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必要になる。縦軸は、代理店としての規模である。横軸は、比較推奨販売を行うか否かである。乗合代理店
であっても比較推奨販売を行わない場合は専属に区分する。この結果、代理店は４つの象限に区分できる
（図参照）。

生き残りの競争は、下の象限から上に移行する形で生じる。図の①または②に入らない限り脱落していく。
③または④に区分される代理店は、図に示す矢印の経路を辿って、①または②に移行することが必須なので
ある。
①に入るための規模は、現状では金融庁が例示する「３名・１億円」ということになるのかもしれない。
しかし、このバーは次第に社員１名当たりの生産性の向上を加味しながら上昇していくだろう。「５名・３
億円」「10名・10億円」というように。
一方、②は薄利多売のビジネスモデルであるために、①よりも規模のバーが相当大きなものになるだろう。
しかも、②におけるライバルは、ほけんの窓口や日本生命や住友生命が出資する超大型の乗合代理店である。
1948年以来、50年続いた保険制度は、1998年に保険会社の経営を根本から変える方向で改革された。それ
から20年。すっかり様変わりした保険会社経営の一方で、代理店は、制度的な改革の見送りによって、70年
間、同じ制度の下に置かれ続けた。それが今、大きな変化の時を迎えようとしている。時計の針は、保険業
法改正の2016年と顧客本位の業務運営の2017年という二つの時を起点として、既に動き始めているのである。

２．乗合代理店とは何か

ここまで、保険制度の歴史的展開に沿って、これからの代理店経営のあり方について述べた。今回は、代
理店の中でも乗合代理店に焦点を絞って、今後のあり方について述べてみたい。

減少し続ける代理店数

日本損害保険協会の統計（ファクトブック2018日本の損害保険）によれば、2017年度末の損害保険代理店
数は186,733店で、2016年度末の196,043店から9310店減少している。最大時は、1996年度末の623,741店であ
るが、これは生保営業職員による損保代理店の登録数が増えた結果であり、事実上のピークは、1995年度末
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の476,217店といってよい。1996年に保険業法が改正されたわけだから、保険自由化を契機に代理店の数が
減少の一途をたどり始めたことが明らかである。
保険自由化時に保険募集制度改革が先送りされたにも拘わらず、代理店経営に影響が及んだのは保険会社
の政策転換のためである。保険会社にとっては、競争の激化を前にローコストオペレーションに舵を切るこ
とが課題となった。その中で、「二重構造問題（非自立の代理店の場合、営業社員が二重に顧客対応を行わ
ねばならないという非効率が生じる）」の解消は最も重要な課題の一つであった。
特に小規模代理店がターゲットになり、手数料ポイント制度による代理店の選別が行われた。手数料が減
少した代理店は、今では禁止された委託型代理店として他の代理店の傘下に入る道を選ぶか、または廃業の
道を選んだ。476,217店から186,733店への大幅な減少は、この20年の代理店の足跡を如実に示す数字である。
大幅に減少したものの、現状でも代理店の数は多いといわざるを得ない。アメリカに比べれば単位当たり
18倍の多さである。もちろん、多いこと自体がすなわち悪いということにはならない。しかし、今後、代理
店の体制整備義務の法定と「顧客本位の業務運営」の下での代理店同士の競争の中で生き残るために、代理
店は一定以上の量と質を備えることが必須になる。あえて言えば、保険募集人から保険販売事業者に成長、
発展していくことが求められる。この過程で、代理店の数は、指数関数的にさらに大きく減少していくであ
ろう。

数値でみる乗合代理店

2017年の代理店総数186,733店のうち、専属が142,969店、乗合が43,764店である。店数では全体の76.6%
を専属が占めているが、扱保険料（火災保険、自動車保険および傷害保険の合計額）では、逆に乗合の方が
多く65.1%を占めている。
10年遡って2008年との比較でみると、店数では、絶対数で専属、乗合ともに減少しているが、割合はそれ
ほど大きくは変化していない。扱保険料では、乗合のウエイトが2008年の57.9%から2017年の65.1%へと大
きく増加している。代理店一店当たりの扱保険料も、乗合が65.75百万円から91.13百万円に大きく増加して
いる一方で、専属は15.38百万円から14.93百万円に減少している。さらに、募集人一人当たりの扱保険料で
みても、乗合が2.37百万円から2.76百万円に増加している一方で、専属は3.68百万円から3.40百万円に減少
している。これらの数字は、消費者の比較ニーズの増大によって乗合が優勢との傾向を示しているように思
える。
しかし、専属中心のプロ代理店だけに着目すると異なる状態が見えてくる。プロ代理店は、2017年度にお
ける代理店総数186,733店（専属142,969店）のうち35,283店と全体の18.9%に過ぎないが、扱保険料では全
体の39%を占めている。代理店一店当たりの扱保険料は67.60百万円と乗合の全体平均91.13百万円を下回っ
ているものの、専属全体が減少する中で逆に2008年度の55.63百万円から増加している。しかも、募集人一
人当たりの扱保険料をみれば、19.25百万円と乗合の平均2.76百万円を大きく上回っており、かつ、2008年度
の18.28百万円から増加している。専属中心のプロ代理店が、特に生産性の面で健闘していることがわかる。

乗合代理店の二つの区分

ここで一つの疑問が生じるかもしれない。プロ代理店は本当に専属が中心なのかという疑問である。残念
ながらこれに関する全体統計はない。しかし、全代理店の76.6%を専属が占めている中で、プロ代理店の専
属のウエイトがこの数字を上回っていると自信を持って主張できる人はほとんどいないと思われる。むしろ、
プロ代理店においては全体平均以上に乗合が多いといえるのではないだろうか。国会でも問題となった「代
理店乗合問題」をみてもそのことが理解できるだろう。
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それにも拘わらず筆者は、プロ代理店は「事実上の専属」中心であると考えている。その最大の理由は、
2016年の保険業法の改正によって「専属」「乗合」の位置付けがそれまでとは大きく変わったからである。
業法改正によって、保険募集制度は歴史的転換を迎えたが、その柱の一つが乗合代理店に対する規制強化で
ある。
保険業法第294条の３は代理店の体制整備義務に関する定めである。この中の「二以上の所属保険会社等
を有する場合における当該所属保険会社等が引き受ける保険に係る一の保険契約の契約内容につき当該保険
に係る他の保険契約の契約内容と比較した事項の提供」という箇所は「比較推奨販売を行う乗合代理店の追
加的体制整備義務」と称される。乗合代理店であっても比較推奨販売を行わない代理店はこの義務を履行す
る必要はない。
すなわち、体制整備義務という点で重要な分岐点は、比較推奨販売を行うかどうかであって、専属か乗合
かではない。この点に関し、金融庁が改正保険業法の説明のために作成した文書の中で、乗合でも比較推奨
販売を行わない代理店は、専属と同じく「従来型の保険募集人」との表現で、従来通りの保険会社の管理・
指導を前提とした体制整備義務を容認している。保険業法の改正以降、代理店は、「従来型の代理店（専属
および比較推奨販売を行わない乗合代理店）」と「比較推奨販売を行う乗合代理店」に大きく区分されるこ
とになったのである。

プロ代理店の位置付け

この流れでプロ代理店を見ればどのように見えるであろうか。プロ代理店の多くが保険会社の研修生制度
を経て独立、開業している。従って、元々は専属から発し、そのままずっと専属であるか、または相当の規
模になるまでは専属のままでいたものがほとんどである。
途中で乗合に転じたものは、特定の顧客が別の保険会社との契約を強く望んだり、元の保険会社との間で
何らかのトラブルが生じたりすることなどが契機となっている。しかし、長年、一つの保険会社の商品（約
款・料率・諸規定）、事務システム、昔からの人間関係などに慣れ親しんで仕事をしてきたものが、ある時
に乗合したからといって、新たな保険会社に乗り替わることは決して簡単なことではない。結果として、乗
合したとはいえ限定的な範囲に留まるしかない。
この点は金融庁としても理解しているところであり、乗合代理店であっても比較推奨販売を行わないこと
を望む場合には、「その基準や理由等（特定の保険会社との資本関係やその他の事務手続き・経営方針上の
理由を含む）を説明」（監督指針Ⅱ-4-2-9-（5）③）すれば比較推奨販売を行う乗合代理店としての体制整備義
務を果たす必要はないとしている。つまり、「自分はＡ社の研修生から代理店を始めたので、今は乗合だが、
比較推奨販売は行わず、顧客が望まない限りはＡ社の商品を販売する」という説明が許されているのである。
こうしたルールに従っているかどうかは別にして、プロ代理店の場合、乗合であっても事実上は「比較推
奨販売を行わない乗合代理店」に該当する場合が多いだろう。従って、プロ代理店の多くは「事実上の専
属」という位置付けで把握すべき存在なのである。

乗合代理店を巡る競争

長い間、損保会社は乗合代理店を巡って激しい競争を続けてきた。損保会社と限定するのは生保会社の場
合は異なる状況にあるからだ。生保においては、特に大手生保の場合、社員である営業職員チャネルが募集
の柱であり、乗合とは無縁の存在である。今では大きく変化したが、代理店チャネルにおいても生保代理店
は一社専属であった。生保会社の募集チャネルが専属である一方で、損保会社においては、専属代理店と並
んで乗合代理店が大きな柱となってきた。
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損保会社にとっては乗合代理店こそが他社との競争の主戦場であった。一人ひとりの消費者を巡って競争
するのではなく、個々の乗合代理店におけるシェアを巡る競争に打ち勝つことこそが会社全体のシェアを拡
大する上で最も効率的な施策であった。自動車ディーラーにおける拠点を巡る競争、企業における保険担当
部署を巡る攻防がその顕著な現れである。
さらにそれだけではない。かつて自動車保険が大きく増収していた時代、各社は研修生を大量に採用し、
専属のプロ代理店の育成に尽力していた。しかし、その伸びに陰りが見え始めたころから、専属代理店の世
界にも乗合代理店を巡る競争が及ぶようになった。他社の専属代理店に乗合を仕掛けるという「他社プロ乗
合」という形での競争である。これもまた、乗合代理店を巡る競争の一類型に位置付けることができるだろう。

「第三分野」とは

代理店の乗合に関する流れに大きな変化が生じたのは、1996年の保険業法改正に伴う「生損保の相互参入」
の時である。当時、損保代理店の中には、損保商品に類似する第三分野商品の販売のために外資系生保の委
託を受けているものが多くいた。もちろん、生保代理店の一社専属制の下で生保の委託は一社のみである。
その頃、大蔵省は、外資系生保の育成のために第三分野商品の販売を奨励し、形の上では国内生保が自主
的に商品認可を取得しないというやり方でそれが実現していた。外資系生保の主要な募集チャネルは損保代
理店であり、特に企業代理店が職域募集において発揮した力には特筆すべきものがあった。生保における構
成員契約規制によって生保（第一分野）商品の募集が禁止される中、企業代理店は第三分野商品の募集に活
路を見出したのである。また、地域の損保代理店の中にも、外資系生保からの働きかけによって生保代理店
を兼営するものが相当数存在した。
ちなみに、現在、生保商品を「第一分野」、損保商品を「第二分野」と称しており、金融庁の文書の中に
もこの表現がみられる。しかし、元々は、「生保でも損保でもない第三の分野」という位置付けで使われる
ようになったのが「第三分野」という言葉である。生保業界と損保業界の保険の定義を巡る争いを受け、
1965年（昭和40年）に、大蔵省保険部によって行われた「40年裁定」と称される分野調整の結果生じた定義
である。
これが「生保＝第一分野」、「損保＝第二分野」となったのはアメリカの「誤解」によるものである。1990
年代に生じた日米保険協議における様々なやり取りの中で、当時の大蔵省銀行局保険部における組織が生保
を担当する「保険第一課」と損保を担当する「保険第二課」であることと「第三分野」の「三」を混同して、
次第に一般的に使われるようになったのが「第一分野」「第二分野」である。当時の動きに深く関わった筆
者としては、使うことに大きな躊躇いがある言葉なのである。

一社専属制の特例

ともあれ、損保会社が生保事業に進出する場合、子生保のチャネルとして想定するのは損保代理店である。
それが既に外資系生保の委託を受けていれば、一社専属制の下では子生保はそれに委託することができず、
なすすべを奪われてしまう。生保代理店を兼営する損保代理店に関して子生保の乗合を認めることが、損保
の生保進出における必須条件になったのである。
保険業法の改正時に、募取法は単行法ではなく保険業法に組み込まれることとなった。そして、一社専属
を規定する改正保険業法第282条（生命保険募集人に係る制限）に第三項が新設され、「保険契約者等の保護
に欠けるおそれがない」場合に限り「生命保険募集人が二以上の所属保険会社等を有する」ことが例外的に
認められたのである。
「保険契約者等の保護に欠けるおそれがない」の解釈として損保代理店への子生保の乗合が認定され、加
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えて複数の使用人がいる生保代理店も乗合が容認された。複数いれば、それぞれが担当の会社を持つことに
よって募集人単位では一社専属が維持されるという理屈が背景にあった。前者を「クロス特例」、後者を
「複数使用人特例」と称するが、この時点では、「クロス特例」のみが念頭にあり、「複数使用人特例」は生
損保間の利害調整の色彩を消すため、あえて消費者を意識して設けられた規定であったように記憶している。

思わぬ展開

法律の変遷をみる限り、生保において乗合代理店が法的に登場するのは改正保険業法第282条第三項が最
初である。しかも、登場の仕方は「保険契約者等の保護に欠けるおそれがない」場合に限ったものであり、
いかにも異端の存在という位置付けである。
しかし、この時に設けられた「複数使用人特例」こそが、当時の思惑からは想像できないほどの大きなエ
ネルギーを発揮し始めることになる。ほけんの窓口のような大型の来店型保険ショップや窓販を行う銀行は、
これを根拠として本格的に乗合を行い、生保代理店というよりも保険販売事業者としての大きなプレゼンス
を確保したといってよいのである。まさに、「製販分離」の起爆剤となったのが「複数使用人特例」であっ
た。そして、この後、本格的に乗合代理店がプレゼンスを発揮することになるのである。　

保険の「比較」は禁止

ここで、保険の比較を巡る経緯について記しておこう。旧募取法において、比較は「一部比較の禁止」と
いう行為規制として定められていた。「全部比較」は許されることになるが、約款等の複雑な内容の全てを
比較することは不可能であるから比較は実態的に一切禁止ということになる。
これが1996年の保険業法の改正時に「誤解させるおそれのある比較の禁止」という内容に改正された。改
正前の規定が全部か一部かという客観的な事実をベースに定められているのに対し、この規定は主観的であ
る。なぜなら、「誤解させるおそれのない比較」は容認されるからである。
1996年の法改正によって実現した商品・料率の自由化の下で、消費者の「比較して保険に入りたい」とい
うニーズはどんどん高まっていった。日米保険協議の結果、リスク細分型自動車保険が登場することによっ
て、ダイレクト販売を行う外国系保険会社が大幅な保険料の割引を打ち出したことも消費者の比較ニーズを
大いに喚起することになった。来店型保険ショップや銀行窓販による生保販売においても消費者の比較ニー
ズの高まりが業績向上のエネルギーであった。

監督指針による解釈

このような状況の中で、金融庁は2007年に法改正ではなく、監督指針の改正によって条件付きで比較販売
を容認する方針を打ち出すことになった（監督指針Ⅱ-4-2-2（9）②）。この内容は事の重要性の割には意外に
知られていないので、全文を別紙のとおり掲載する。ここでは、「（禁止に）抵触する行為には以下の事項が
考えられる」という形で、「誤解させるおそれのある比較」に関する解釈を示している。さらに、それに続
いて、「以下の各要件が全て充足されている場合には、保険契約の契約内容について、正確な判断を行うに
必要な事項を包括的に示したものと考えられる。」という形で、「誤解させるおそれのない比較」に関しても
具体的な中身を示している。
この監督指針の改正こそが、乗合代理店における比較推奨販売を事実上解禁することになったといってよ
いであろう。ちなみに、日本損害保険協会が「自動車保険商品の比較サイト http://hikaku.sonpo.or.jp/」を
作成し、ホームページに掲載するようになったのも、消費者の比較ニーズを喚起する行政の動向に呼応する
ものであった。
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（別紙）
法第300 条第１項第６号　　誤解させるおそれのある比較の禁止
監督指針Ⅱ-4-2-2（9）②
比較表示に関し、法第300条第１項第６号に抵触する行為には以下の事項が考えられる。
ア．客観的事実に基づかない事項又は数値を表示すること。
イ．保険契約の契約内容について、正確な判断を行うに必要な事項を包括的に示さず一部のみを表示する
こと。

（注１：�「契約概要」を用いた比較表示（それぞれの「契約概要」を並べる方法により行う場合や、「契約
概要」の記載内容の全部を表形式にまとめ表示する場合等）を行う場合は、保険契約の契約内容
について、正確な判断を行うに必要な事項を包括的に示したものと考えられる。）

（注２：�比較表示（その記載内容を表形式にまとめ表示する場合を含む。）を行うに際し、以下の各要件が
全て充足されている場合には、保険契約の契約内容について、正確な判断を行うに必要な事項を
包括的に示したものと考えられる。）
ア　比較表示の対象とした全ての保険商品について、比較表示を受けた顧客が「契約概要」を入
手したいと希望したときに、その「契約概要」を速やかに入手できるような措置が講じられて
いること。

　　例えば、
ａ．比較表示の対象とした全ての保険商品について、比較表示と同時に「契約概要」が提供さ
れること、又は、

ｂ．比較表示の対象とした全ての保険商品について、インターネットのホームページ上に「契
約概要」を表示できるようにすること、あるいは顧客からの要望があれば遅滞なく郵送等で
要望のあった「契約概要」を交付できるようにすること等の体制を整備したうえで、これを
顧客に周知すること等が考えられる。

イ　比較表示に関し、以下のような注意喚起文言が記載されていること。
ａ．比較表には、保険商品の内容の全てが記載されているものではなく、あくまで参考情報と
して利用する必要があること。

ｂ．比較表に記載された保険商品の内容については、必ず「契約概要」やパンフレットにおい
て全般的に確認する必要があること。

乗合代理店の「認知」

「比較推奨販売」という行為は「比較説明」と「推奨販売」という二つの行為によって構成される。この
うち、「比較説明」に関しては、2007年の監督指針の改定によって事実上解禁された。しかし、その内容で
は十分に対応できない事態が生じるようになった。典型は消費者を代理店手数料の高い契約に誘導するとい
う行為である。また、商品キャンペーンの際の対象商品への誘導も同様に問題のある行為である。これらの
行為はいずれも「推奨販売」に区分される。
先の監督指針では比較説明のやり方を示したものの、推奨販売に関してはサイレントに近い状態であった。
比較説明に関する解釈規定である監督指針によって推奨販売を含めて規制するには限界が生じるのである。
そこで、長く異端の存在であった乗合代理店を、保険業法上、積極的に「認知」した上で、それに見合う
厳しい規制を課すという対応がとられることになった。小手先の対応ではなく、まさに真正面から比較説明
と推奨販売の両方の行為を規制するというわけである。改正保険業法第294条の３（業務運営に関する措置）
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において「二以上の所属保険会社等を有する場合」の体制整備義務、すなわち、「比較推奨販売を行う乗合
代理店の体制整備義務」が規定され、監督指針（Ⅱ-4-2-9）において「比較説明」と「推奨販売」に関する
詳細なルールを定めることで、ついに乗合代理店は法的に「認知」されることになったのである。

保険仲立人と乗合代理店

このような動きの背景には、さらに大きなうねりが絡んでいる。金融審議会の「我が国金融業の中長期的
な在り方に関するワーキンググループ」は、2012年５月28日に「我が国金融業の中長期的な在り方について
（現状と展望）」というレポートを公表した。ここで、個人金融サービスのあり方について次のように記して
いる。「金融業が商品開発・販売態勢を強化していくためには、その前提として、顧客が自己のニーズを明
確に認識し、十分な情報と豊富な選択肢を基に購入判断ができるような環境を整備する必要がある。こうし
た観点からは、健全性や信頼性を確保しながら、独立系の投資運用業者を育成していくことや、保険仲立人
の機能が適切に発揮される環境の整備が必要である。」
「保険仲立人の機能」とは、保険会社の側に立つのではなく、消費者の側に立って保険を販売するという
機能である。ここでは多くを記さないが、現在の「顧客本位の業務運営」に通じるものである。
保険仲立人、すなわち保険ブローカーは顧客のために保険会社を探してくるのだが、仮に全ての保険会社
に乗り合っている代理店がいるとすれば、それは保険ブローカーに近い存在になる。近いというのは、代理
店である限り、ベスト・アドバイス義務のような保険ブローカーに固有の義務を負っていないからだ。そこ
で、乗合代理店に保険ブローカーに類する義務を負わせることによって、実態的に保険ブローカーと同じよ
うなルールの下に置こうとしたのが、比較推奨販売を行う乗合代理店に課せられた体制整備義務と捉えるべ
きである。
2016年の保険業法改正によって、比較推奨販売を行う乗合代理店に対する大幅な規制強化が図られる一方
で、保険ブローカーに関しては一部の規制が逆に緩和されている。このことは、両者の法的位置付けの近似
化として捉えることができる。金融庁としては、比較推奨販売を行う乗合代理店を法的に認知する一方、保
険ブローカーの育成にも配慮することで「保険仲立人の機能」の一層の充実を図ろうとしているのではない
だろうか。

「保険仲立人の機能」への規制

実際、わが国において保険ブローカーはまだまだ数が少ない（2018年10月現在の保険仲立人協会正会員数
44社）。収入保険料も代理店扱いが８兆5348億円であるのに対し2017年度末で519億円（損保協会「ファクト
ブック2018」）である。しかも、その多くが企業分野を対象とした保険になっている。
生保において、代理店は歴史的に一社専属であることを求められてきた。戦後、これがさらに徹底され、
大手生保会社を中心に保険会社ごとの営業職員（職員であるから当然に専属）が募集の主力となっていった。
一方、損保においては、料率算定会制度の反射的効果として乗合代理店が認められた。この乗合代理店が保
険自由化を経て生保に浸み出したことで、ほけんの窓口のような巨大な比較推奨販売を行う乗合代理店が登
場することになったのである。
ほけんの窓口に代表される大型の来店型保険ショップや窓販を行う銀行は多くの保険会社の委託を受ける
ことで、事実上、「保険仲立人の機能」を有している。しかも、そのマーケットは個人分野である。比較推
奨販売を行う乗合代理店が保険ブローカーと同等の規制の下に置かれるのは必然のことであったと総括すべ
きであろう。
従来、代理店は、専属か乗合かで大きく区分されてきた。しかし、このようにみていくと、保険業法改正
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以降は「保険仲立人の機能」の有無で区分すべきなのである。乗合代理店であっても比較推奨販売を行わな
い乗合代理店（監督指針Ⅱ-4-2-9（5）③）は「保険仲立人の機能」を有さない点で専属と同様の位置付けを
与えられるべき存在である。

エピローグ

ある大型乗合代理店の社長から聞いた話を紹介しよう。
「いまだに保険会社の営業担当からゴルフや宴席の誘いを受ける。狙いは、当社におけるその保険会社の
シェアの拡大だ。新しい保険募集ルールの下では全くの見当外れというしかない。当社における保険会社の
シェアを決めるのは我々ではなく消費者だ。」
昔ながらの乗合代理店は、消費者の利益よりも保険会社と自分自身の利益の確保に注力してきたのではな
いだろうか。比較推奨販売を行う限り、乗合代理店は、顧客の代理人である保険ブローカーと同じ位置付け
にある。保険業法の改正を経て、今や乗合代理店は消費者のための存在に変わったとの認識が必要である。
そして、そうであるがゆえに厳しい規制に耐える覚悟が求められるのである。

日本損害保険代理業協会アドバイザー
栗山泰史

本稿は、インシュアランス損保版に連載している「保険事業の今を読む」において、2018年９月６日号（第
50回）、10月４日号（第51回）、11月１日号（第52回）、12月６日号（第53回）の４回に分けて掲載したもの
を再編集し、加筆したものである。



―　216　――　216　―

令和元年「四方山（よもやま）話」

１．「保険代理店4.0」に至る道程

昔であればリーダーの名前を先頭において「○○チーム」といっていたようなケースで「チーム○○」の
ように先頭に「チーム」を置くことが流行っている。これと似たようなテーストを感じるのだが、最近は、
結節点となる新たな動きに関し、小数点入りの数字を使って表記することが多い。筆者が最初に目にしたの
はドイツの「インダストリー4.0」である。昔なら「第４次産業革命」と訳したであろう。最近では、安倍
首相が政策の目玉にする「ソサエティ5.0」も同じ流れの表現だ。ちなみに、「ソサエティ5.0」は、「狩猟社
会（Society 1. 0）、農耕社会（Society 2. 0）、工業社会（Society 3. 0）、情報社会（Society 4. 0）に続く、新
たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の姿（内閣府ＨＰ）」
と説明されている。

「保険代理店1.0」

では、保険代理店の場合はどうだろう。「保険代理店1.0」は、やはり、明治になってこの国に近代的な保
険が登場した頃の保険代理店なのではないだろうか。保険という新たなサービスを誰もが知らなかったとき、
「無名」の保険会社に代わって保険を販売することができた「有名」な人たち、すなわち海上保険における
「商社」、企業向けの保険における「銀行」、個人向けの保険における「地域の名士」といったような人たち
である。実際、明治12年に営業を開始した東京海上保険（現在の東京海上日動）の第一号代理店は今の三井
物産である。また、同じく明治20年の東京火災保険（現在の損保ジャパン日本興亜）の代理店は地域の名士
たちであった。今の時代であれば、「圧力募集の禁止」に触れそうな面々である（笑）。

「保険代理店2.0」

「保険代理店2.0」はどうだろう。昭和23年、「保険募集の取締に関する法律（募取法）」制定前の保険代理
店が該当するのではないか。法律で「取締」という言葉が使われるのは銃とか麻薬とかといった犯罪に関わ
るような場合だ。その言葉が保険に使われるほど募集に問題のある保険代理店が多かったということだ。
問題行為の代表格が「不適切な乗換募集」である。これを行うのは乗合代理店であるから「募取法制定前
の乗合代理店」が「保険代理店2.0」に値するのではないだろうか。マイナスの位置付けではあるが、新法
による規制が必要な程、大きな存在感を示していたのである。そして、募取法の制定によって生保代理店に
関しては一社専属が法定されることになった。

「保険代理店3.0」

次に「保険代理店3.0」である。これには生保の「営業職員」が該当するように思える。この最大の特徴
は、「保険代理店2.0」である「募取法制定前の乗合代理店」の対極にある究極の専属であることだ。しかし、
営業職員は保険代理店ではない。そのように考えれば、損保の「研修生出身代理店」の多くが専属であるか
ら、これこそが「保険代理店3.0」にふさわしい存在といってよい。そして、これがモータリゼーションの
中で自動車保険を中心に損保事業の飛躍的な躍進に貢献したのである。
企業代理店や自動車ディーラー代理店などの損保の乗合代理店は「保険代理店3.5」なのか、時代を遡る

「保険代理店2.5」なのか、そこは読者の皆さまのご判断に委ねたい。
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「保険代理店4.0」とその後・・・

そして現在、「保険代理店4.0」の時代が到来しようとしている。保険業法改正による新しい保険募集ルー
ルの登場、金融行政の抜本改革の流れに位置付けられる「顧客本位の業務運営」もあって「保険流通革命」
といってよい状況が到来している。このような中で、保険代理店同士の競争が本格的に始まる。地域のプロ
代理店、企業代理店、自動車ディーラー代理店、来店型代理店、銀行窓販、イオン、NTTドコモ、ニトリ
などの新規参入の大資本系列代理店、これらがそれぞれ入り乱れながらの競争である。勝つのは「顧客に寄
り添う代理店」であることは間違いない。そして、何年かかるか予想は難しいが、結果として代理店の数は
激減するだろう。生き残った保険代理店こそが「保険代理店4.0」である。
最後に一つ補足がある。「保険代理店4.0」の後に何が来るのだろう。「破壊的革新（Disruption）」と表現さ
れるデジタル社会の進展の中で、次第にInsurTechの波が生じ始めている。果たして「保険代理店5.0」があ
るのかどうか、訳の分からない言い方だが、「答えは風に吹かれている（ボブ・ディラン）」と感じるのである。

２．「一日保険」にみる代理店のイノベーション

InsurTechの動きを代理店はどう評価するべきなのだろうか。デジタル化の波はいよいよ大きくなってい
る。デジタライゼーション、デジタルイノベーション、デジタルトランスフォーメーション、デジタイゼー
ションなど、どこに違いがあるのかよく分からないような英語が当たり一面に満ち溢れている。これらにつ
いては、次回以降の連載のどこかで焦点を当てるが、ともかく、とんでもない大変化が起ころうとしている。
代理店にとってこの動きをどう捉えるべきかを考えるとき、まずは、代理店が保険会社とは異なる立ち位
置にいることを認識しなければならない。既存の保険会社への不満の裏返しとして、InsurTechの下での新
しい保険会社設立の動きを歓迎する向きもあるかもしれない。しかし、それは全くの見当外れである。既存
の保険会社に代わって代理店が期待する新たな保険会社が登場するというのであれば、保険会社と代理店の
立ち位置はこれまでと全く変わっていない。この時の代理店の立ち位置は、代申会社への不満から他の保険
会社への乗合を考えるというのと全く同じである。
今の動きはそんなものでは全くない。目に見える範囲でいえば、多くが代理店の存在そのものを否定する
動きといってよいのではないだろうか。例えば、一日保険である。昔は、こんな保険が登場することなど考
えられなかった。なぜなら、純保険料に比べて付加保険料が過大なものになるからだ。保険には代理店の介
在が絶対に必要であり、保険会社も申込書や保険証券を紙で提供するのが当然という時代であれば、一日保
険の保険料の内訳は、代理店手数料と保険会社の社費でほとんどを占められることになることは確実だ。
それにも拘わらず、今では当たり前のように一日保険が周りに満ちている。その背景にはデジタル社会の
進展がある。保険会社はネットをフルに活用することで社費を極小化することに成功した。そして、保険会
社によるダイレクト販売が一般化してきたわけだ。一方で、代理店の場合はどうだろう。昔ながらの代理店
のビジネスモデルは対面販売だから、とても元が取れる手数料にはならない。だから、一日保険に多くの代
理店は手を出さない。
ところが、先進的な代理店の中にいち早くこれに注目し、一日保険に大きな存在感を示している代理店が
いる。華々しいInsurTechの動きとは関係のない動きとして認識されているかもしれないが、筆者はこの代
理店にデジタル革命の中での先駆的なイノベーターとしての賛辞を送りたい。
この代理店のビジネスモデルは何か。まず、代理店として対面販売は端からやるはずがない。ネットで完
結する募集を行うことになる。消費者が検索する際に自然な形での自社サイトへの誘導が行われる。その件
数が多ければ多いほど、益々多くの消費者が集まってくることになる。そこから先は、「総取り」というの
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は言い過ぎだろうか。
一日保険に見られることを振り返ると、デジタル社会における代理店の今後が垣間見える。要は、昔なが
らの対面販売の代理店は排除される。そして、ごく一部の、もしかするとGAFA（グーグル、アップル、
フェイスブック、アマゾン）のように、たった一つの代理店だけが生き残るのかもしれない。生き残る代理
店は、これまでとは全く異なるデジタル社会に即応した代理店ビジネスモデルを創造したのである。

３．デジタル革命の下での保険料算定

ジュネーブ協会という団体がある。1973年に設立され、保険およびリスク・マネジメントの調査・分析を
業務にする国際的なシンクタンクだ。これが、2018年９月に「デジタル時代における保険（Insurance in 
the Digital Age）」と題するレポートを公表している。

デジタル革命の下での保険

レポートでは、デジタル革命の下でリスクにどのような変化が生じるか、そして、保険の役割がどのよう
に拡大し、どのような課題が生じるかについて述べている。
まず、リスクの変化に関して、「デジタル革命は、リスクの性質および範囲に関し、抜本的な変化を社会
にもたらす」とした上で「相互接続性の増加によって今日のシステムに存在する多くのリスクは確実に緩和
されるが、オープンで接続されたデジタルな環境が発展することによって、新たな脆弱性やより予測不能な
結果が生ずる可能性が創出される」という。
デジタル革命の下でのキーワードは、「IoT」、「ビッグデータ」、「AI」である。「IoT」によって蓄積され
た「ビッグデータ」を「AI」が解析することによってリスクの質と量は緩和の方向に向かう。しかしその
一方で、今までにはなかった新たなリスクが生まれると捉えればよいのであろう。
保険の役割の拡大に関しては、 「デジタル革命の下で、保険の役割は、損害の補償から、リスクの予防・

緩和・管理の助言等のより幅広いサービス提供へと拡大する」という。ただし、課題として 「個別化の範囲
が拡大し、完全に個別リスクに応じた保険となれば、リスクの高い人々は付保を拒まれたり、または法外に
高い保険料に直面したりすることになるかもしれない」との懸念を示している。

保険料の算定とリスク区分

保険料率の算定に携わった経験がある人であれば、リスクを細分化する場合の問題点に関して容易に理解
できるであろう。一言でいえば、リスクの低い人の保険料を安くすれば、その分、リスクの高い人の保険料
を高くせねばならないのである。その典型例が、自動車保険のリスク区分としての「地域」である。リスク
をそのまま保険料に反映させると保険料が今より下がる地域が出てくる一方で、保険料が高くなりすぎて保
険に加入できない地域が出てきてしまう。そこで、地域を大括りすることで格差を平均化し、実質的には、
「リスクの高い地域の人に対して低い地域の人が保険料を補助する」料率体系になっている。
これを実現するための「装置」がリスク区分である。リスク区分を細分化すればするほど個別のリスクに
対応した保険料になる。リスクを大括りにすればするほど相互扶助の面が強くなり、保険の公共性が前に出
てくる。自賠責保険の保険料が大括りの区分になっているのは、それだけ公共性が高いからである。
しかし、細分化しようが大括りにしようが自動車保険として対象とするリスクが一定であれば全体として
の保険料は同じである。要は、どのように配分するかということに過ぎない。そして、時代は公共性を理由
とした「相互扶助」に距離を置く方向に向かっている。多くの人が自賠責保険は仕方ないとしても任意の自
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動車保険に関しては自分のリスクに応じた保険料しか払いたくないと感じるようになっているのではないだ
ろうか。テレマティクス自動車保険の登場は、そうした時代背景にマッチしているのである。

デジタル革命の下での保険料算定

しかし、ここで、「リスクの低い人の保険料を下げた場合、高い人の保険料は上がる」というのは事実な
のか疑ってみる必要がある。
自動車保険のように長い歴史を持つ保険の場合、保険料の改定はロスレシオによって行う。そのために、
まずはリスク区分ごとに保険料と保険金を把握する。リスク区分を細分化する場合は、それに応じてそれぞ
れを細分化する。つまり、総額としての保険料と保険金は変わらない。変わるのはロスレシオである。一つの
値であったロスレシオが複数のリスク区分に分割されることによって複数の値になる。そして、料率も複数に
なる。しかし、元々の全体の数値は不変であるから、新しく作ったリスク区分のどこかを下げれば別のリスク
区分のどこかを上げることが必要になる。ただし、その数値は過去のデータに基づくものであるから、将来的
なトレンドをベースに一定の調整が施されるので、完全にプラス・マイナスが一致するというわけではない。
しかし、デジタル革命の下での大変化を前にすれば、本当に「リスクの低い人の保険料を下げた場合、高い
人の保険料は上がる」のだろうかという疑問が沸き起こる。仮に、完全に個々のリスクが把握されるようにな
ればどうだろう。「IoT」、「ビッグデータ」、「AI」によって最初から個々のリスクに応じた保険料を算定するの
である。それは大数の法則等、従来からある保険の原理原則をベースとした料率算定とは異なる手法である。
どんなに細分化されても、リスク区分を設定する限りは大数の法則等をベースとした料率算定であり、ロ
スレシオを算出するための保険料と保険金という全体としての数値を必要とする。全体としての数値をベー
スにする限り、どこかを上げればどこかを下げることになってしまう。個別のリスクを直視して保険料を決
定するのであれば、総額としての保険料も保険金もともに結果としての数値に過ぎず、保険料算定に用いる
ことはない。従って、どこかを上げればどこかを下げることにはならない。
振り返れば、特殊な企業物件の保険料算定は大数の法則に基づいて行ったりはしない。だからこそ、高い
専門性に裏付けされたアンダーライターは貴重な存在なのである。しかし、このアンダーライターこそ、
AIの登場によって消えていく職業とされている。貴重な存在であったものがどこにでも存在するありふれ
たAIに変わっていく。
ジュネーブ協会のレポートが指摘する「個別化の範囲が拡大し、完全に個別リスクに応じた保険となれば、
リスクの高い人々は付保を拒まれたり、または法外に高い保険料に直面したりすることになるかもしれな
い」との懸念を否定するつもりはない。しかし、その背景にあるものは現時点での理解とは大きく異なるで
あろう。そして、予防等の保険の新たな側面によって圧倒的に多くの人が保険料の低廉化という好ましい結
果を享受するのかもしれない。
今日は、エイプリルフールの日だ。しかし、デジタル革命の下で生じる新しい世界は、嘘や夢としてまと
もに相手にされなかったことが実現する世界である。その進展とともに、これまで保険事業に携わるものが
当たり前のことと考えてきたことがいとも簡単になくなってしまうのかもしれない。

４．Cross Subsidization（内部補助）

企業代理店にとっては親会社やグループ会社の「管財物件」は収入の点はもちろんのこと、保険代理店と
してのステータスを誇示する上でも非常に重要な位置付けになっているだろう。
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「総合的収支管理」の是非

管財物件に関する損害保険の中には、保険金の支払いが多く発生し、いわゆるロスレシオ（損害率）が悪
化している契約が存在するかもしれない。特に新種分野の特殊な保険にそうした現象がみられる傾向がある
のではないだろうか。一方、火災保険や自動車保険のような普通の保険の場合には、時にロスレシオの悪化
はあるとしても、全体としては安定的に推移しているのが一般的であろう。　
そこで、代理店としては、一部のロスレシオが悪い契約に関し、「管財物件全体でみれば、保険会社が儲
かっているわけだから、保険料の値上げは受け入れることはできない」という論理で保険会社と折衝するこ
とになる。保険会社の方も「総合的収支管理」というような考え方でそれを受け入れることが多い。しかし、
こうしたやり方は理に適っているのだろうか。

アメリカの保険危機

筆者が賠償責任保険のアンダーライティングに従事していた1980年代の半ばにアメリカで「保険危機
（Insurance Crisis）」という大変な出来事が起こった。PLや医療過誤を中心に賠償金の支払いがうなぎ上り
に増加することで保険会社は大幅な赤字に陥った。そして、保険会社が賠償責任保険の引き受けを拒否し、
または保険料の大幅な値上げを要求したことで社会的な大混乱が生じたのである。具体的には、保険を付け
ることができなくなったメーカーは製品の製造そのものを中止し、自治体は公園等の施設を立ち入り禁止に
し、医者はリスクの高い患者の診察を断るといった事態が生じた。こうした中、世界中の再保険者もアメリ
カの保険会社と同じく「北アメリカの賠償リスク（exposure of north America : Expona Riskと称された）」
を恐れ、引き受けを禁止した。
わが国において、この余波の直撃を受けたのが、日本からアメリカへの輸出製品に関する「PL保険」で
あった。再保険カバーを閉ざされた日本の保険会社は一斉にこれの引き受けを拒否し、またはてん補限度額
の大幅な引き下げを契約者に要求せざるを得ない状況になった。

Cross Subsidization（内部補助）

しかし、保険会社にとっては並み居る重要得意先であるから、事はそう簡単にはいかない。何とか再保険
を確保するため、日本の保険会社は、必死に海外の再保険会社の説得にあたった。その時の理屈が「火災保
険や自動車保険で大いに儲けているではないか」というものであった。当時の料率算定会制度の下で、自動
車保険や火災保険は極めて安定的なロスレシオを維持していたため、再保険会社にとってそれらは「ドル
箱」であったからである。
筆者も、ドイツに行き、ある大手再保険会社の賠償責任保険のアンダーライターとの折衝に当たったが、
その際に先方の口から出たのが「Cross Subsidization（内部補助）」という言葉である。彼は「アンダーラ
イターにとって、内部補助はタブーだ」といったのである。正直にいって、筆者はその言葉が何を意味する
か、全く分からなかった。いずれにしても、「ロスレシオの低い保険による収支の穴埋めは絶対に許される
ものではない」という一言で、以降の折衝が一切不可能になったのである。
ホテルに戻って、辞書を引きながらたどり着いた結論は「確かにその通りだ。異なる保険種類間での収支のバ

ランスを認めることは保険の根本的原理に反する」というものだった。保険種類があり、その下に保険種目があり、
それぞれの保険の中にリスク区分が設けられるのは、保険がよって立つ最も重要な論理であり倫理である。火災
保険のロスレシオが不適切に良すぎるのであれば火災保険のアンダーライターが料率を下げるべきなのである。
料率算定会制度の下で、対象となっていた保険の利益を温存する結果、本来、料率を上げて是正すべき賠
償責任保険のロスレシオが高いまま放置されるのである。当時の保険会社にとって、料率算定会制度はまさ
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に屋台骨であった。しかし、「Cross Subsidization（内部補助）」という一つの言葉は、筆者が、それに大き
な疑問を抱く契機になったのである。

５．「火災保険の陳腐化」という現実

損害サービス部門で長く活躍してきたある方から、とても興味深いお話を聴く機会があった。その方は、
「この間の自然災害の多発に火災保険の陳腐化を感じた。」というのである。

総合保険の成り立ち

保険商品を作る場合、「原因」「事故」「損害」に着目する。「原因」は突き詰めると「神の行為（Act of 
God））」「自分自身の故意・過失」「第三者の加害行為」の３つしかない。物保険は「神の行為」と「自分自
身の故意・過失」に着目し、賠償責任保険は「第三者への加害行為」に着目して作られる大きな保険のカテ
ゴリーだ。「損害」は、身体障害、財物損壊、経済損失の３つに区分される。利益・費用保険は経済損失と
いう「損害」に着目して作られる保険である。
現実に販売されている保険商品に即してみると、多くの場合、保険は３つの要素のうち「事故」に着目し
て作られていることが分かる。消費者の理解のためにはそれが最も簡便だからだ。古くをいえば、海上保険、
火災保険、盗難保険、硝子保険等、多くの保険がある。
では、総合保険は何に着目した保険なのだろうか。いうまでもなく、これも「事故」である。物保険であ
れば、ある保険の目的に生じる可能性のある「事故」を特定のものに限定することなく、総合的に捉えるこ
とで総合保険は成立している。

火災保険の陳腐化

火災保険の歴史は、火災という単一の事故を対象とした保険が、総合的な事故を対象とするようになった
という事実に彩られている。火災保険は総合保険へと進化し続けたのである。特に、水災、風災（別途カ
バーする地震を含めて）といった自然災害をカバーする形での進化は、国民や企業からリスクを委ねられた
損保業界が大いに自負するところであろう。
しかし、火災保険が総合保険に進化しても、もはや「陳腐化」しているというのである。その理由は「保
険の目的」の捉え方にある。今の総合保険は火災保険から発展したために火災による「損害」の延長線上で
構成されている。このため、水災の場合、門や塀等の付属設備の扱いに関して契約時の取り決めによるトラ
ブルが生じることが多い。ましてや、水災で建物や家財とともに地面そのものが流されてしまったときに損
害の全体をカバーすることができない。総合保険として、水災をカバーするためには、そもそもの「保険の
目的」を根本から見直すことが必要になる。

火災保険の進化

保険会社のアンダーライティングを考えると、保険の目的の見直しは簡単に実現可能なことではない。し
かし、保険の進化を考えるとき、そうした引受困難なリスクの処理のために免責金額の設定やフランチャイ
ズ、縮小てん補等の保険技術が活用されてきた。巨大災害に関して、昔ながらの再保険に加えてキャットボ
ンド等の新しいリスクヘッジも出てきている。
世界の中でもとりわけ自然災害による被害の頻度も損害額も大きい日本の損保業界にとって、「火災保険
の進化」は、目の前にある大きな課題であるように感じられてならない。
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６．「保険料保険」と「等級プロテクト」

今は昔、1980年代の終わりころまでの十数年間、現在でいう企業商品業務部に在籍していた。担当は賠償
責任保険である。当時は、日本企業も今でいう「グローバル化」には程遠く、製品の輸出入を中心とした「国
際化」の域に留まっていた。そこで、最も重要な課題となっていたのは輸出製品に関するPL保険であった。

航空保険における「保険料保険」

ある時、航空機の海外輸出の案件が出てきた。当初は、PL保険の枠組みでの引き受けを検討していたの
だが、途中である人が「航空機のリスクなので航空保険なのではないか」と言い出した。調べてみるとそう
なのである。そこで、航空保険に関して、自分として初めて深く調べる機会ができた。
おそらく今はもっと進化しており、内容も変化しているのだろうが、これがなかなか面白いのである。例
えば、タイヤ一つとっても、航空機用タイヤとなるとPLリスクをカバーする場合、特殊な条項が付くのだ。
航空機用タイヤに何らかの欠陥が見つかった場合、時には全世界の同じタイヤを装着した航空機が空を飛ぶ
ことなく地上で待機することになる。それに伴う損失も特約で補償するのである。記憶に間違いがなければ
「Grounding Liability Clause」という名称の条項だった。
中でも面白いと思ったのが「Premium Insurance（保険料保険）」である。エアラインが付ける保険は、
毎年の事故状況や再保険のキャパシティによって、保険料が大きく変動する。下がればよいのだが上がった
場合には不測の支出を余儀なくされる。それに保険を付けて備えるのである。保険の目的は保険料の増加額
なのだ。航空保険のダイナミックな一面を感じるとともに、リスク・マネジメントの重要性と複雑性を改め
て認識させられた。

自由化後の「等級プロテクト」

1998年の金融ビッグバンによる保険商品・料率の自由化によって、特に自動車保険の特約は多種多様に
なった。それが、後に保険金支払い漏れ事件につながっていくのだが、保険会社は価格競争を避けるために
も特約による補償の競争を選んだ。
このような状況の中で登場したのが「等級プロテクト」という特約であった。追加保険料を支払うことに
よって、事故による等級の悪化を食い止めるというのが、この特約の補償内容である。この特約が登場した
際に「これは、保険料保険ではないか！」と大いに感心した。事故による保険料の増大分を「等級」に代え
て保険化しているのである。企業分野においても特殊な保険である保険料保険を「個人分野に、それも自動
車保険に持ち込むとは」というのが率直な驚きの理由である。新商品開発は、様々な形で行われるが、こう
したいわば「置換法」の重要性を改めて感じさせられたのである。
ただ、残念なことに、その後、「等級プロテクト」は損害率の悪化によって消えていくことになった。こ
の辺りは、相対によって成り立つプロ同士の取引である企業契約とは大きく異なる個人契約の難しさといっ
てよいだろう。ここにも、保険商品開発の難しさを垣間見ることができるのである。

＊本稿は、インスウオッチの「保険一歩ずつ」とアイエスネットワークの「保険の虫眼鏡」に掲載したもの
を再構成したものです。
アイエスネットワークは、保険代理店システムの開発を行う会社です。メルマガ配信（無料）は、アイエス
ネットワークのHPより受付け中ですので、ご関心のある方は、以下にアクセスください。
https://www.isnetwork.co.jp/mailmagagine 



Ⅲ　今後の代理店経営を考える

～「今」を積み重ねて「未来」を変えよう～

2019年８月 Ver.
一般社団法人 日本損害保険代理業協会

代理店向けセミナー
（参考資料）

ポイント
 本当の変化は見えないところに起こっている ☛ 目覚めて変化する
 市場のあり方は「消費者が決める」 ☛ 真の「顧客本位」の定着あるのみ
 「デジタル」は社会を変える ☛ 変化に対応しながら「人」の価値を強化する
 自社の基軸を再確認する ☛ 「顧客本位」「従業員満足」「独自力」「社会調和」
 事業の定義を再確認する ☛ 保険代理業から「安心提供業・不安解消業」への転換
 10年先をイメージしながら、「目の前のこと」「今できること」に取り組む
 変化に応じてシナリオは書き換え、「未来」を変える ☛ 「台風の進路」と同じ

2

テーマ
Ⅰ 金融行政の動向 … 金融当局による３つの仕掛け
Ⅱ ITの進化と市場環境の変化 … 非連続で変化する環境への対応
Ⅲ 今後の代理店経営を考える … 「顧客にとっての価値」の向上
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Ⅰ 金融行政の動向

3

金融庁の仕掛け＝その１ 【業法改正】
 業法改正の２つの基本柱

 募集人に対する積極的な顧客対応の要請
 意向把握・確認義務、情報提供義務 … 保険募集プロセスの均質化・標準化

 代理店に対する組織的な経営スタイルへの転換の要請
 体制整備義務 … 家業から企業への転換

⇒ 事業者側の義務は「消費者の権利」に変わる
 自らの意向を把握・確認して対応してもらう権利
 適切な保険を分かりやすく説明してもらえる権利
 PDCAサイクルが機能する代理店から保険を買う権利

4

 時間の経過とともに消費者
は自らの権利に目覚める

 義務違反は権利侵害に

顧客との丁寧な「対話」の要請

組織としてPDCAサイクルが
機能する質と量が伴った企
業的な代理店の要請
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 金融行政方針（2017年度）
 ５つの基本柱 ＝ プリンシプル・ベースへの転換
 代理店の取り組みの  
 「顧客本位の業務運営」の確立と定着
 取り組みの開示の促進と「当局による公表・表彰」
 ビジネスモデルの「持続性」の検証
 「サイバーセキュリティ」の強化

⇒ 良質な商品・サービスの提供に向けて競い合わせる競争戦略

… 日本代協的には「競い合う」→「高め合う」
5

顧客本位の下で創意工夫を競
い合い、優れた代理店を消費
者に選択させるための仕掛け

ルールを守っているだけでは革新
は起きない。基本的な理念＝
「プリンシプル」＝として「顧客本
位の業務運営」を求める。

業界内の生き残りを
市場原理に委ねる

金融庁の仕掛け＝その２ 【顧客本位の確立】

「見える化」⇔消費者が評価  

 「顧客本位の業務運営の原則」 7カ条 （2017年1月19日FSA公表）

1. 顧客本位の業務運営に係る方針等の策定・公表の要請
顧客の最善の利益の追求
3.利益相反の適切な管理
4.手数料の明確化
5.重要な情報の分かりやすい提供
6.顧客に相応しいサービスの提供

7. 従業員に対する適切な動機付けの枠組み
 組織に浸透させ、消費者に判断材料を与えるためのKPI（重要業績成果指標）
の設定を要請 （P７・８参照） 6

 プリンシプルに基づく要請であ
り受諾しなくても罰則はなし

 採用する場合も具体的な取
り組みに落とし込むことが重要
であり、しっかりとした検討と組
織への浸透が必要で大変・・・
But・・・

「顧客本位の業務運営の原則」の策定・公表要請

2.
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 KPIの参考例と各指標の意味合い ・・・ 〇 多いほうがよい ▼ 少ないほうがよい
 「商品ラインナップ・取扱商品数」（〇）：顧客に提示できる選択肢が増える
 「顧客向けセミナーの開催数・参加者数」（〇）：接点強化、積極的な情報提供
 「相談受付件数」（〇）：上記同
 「契約者数・契約件数」（〇）：顧客の信頼の現れ
 「専門資格保有者数」（〇）：業務品質の向上に向けた取り組みに熱心
 「募集実務研修・商品研修の実施回数」（〇）：同上
 「契約事務の日数」（▼）：顧客により早く安心を届けることができる
 「早期解約・失効の件数」（▼）：質の高い募集を行い、顧客の納得を得ている

KPIの設定例（１）

7

計測は重要だが、目で見える部分だけを装飾したくなる誘惑があ
ることを認識しておく必要あり。大事なことは『実態』！

 KPIの参考例と各指標の意味合い ・・・ 〇 多いほうがよい ▼ 少ないほうがよい
 「継続率・更新率」（〇）：質の高い募集を行い、顧客の信頼を得ている
 「お客様の声の件数・改善件数」（〇）：お客様の声を業務改善に活かしている
 「顧客満足度調査・お客様アンケートの結果」：同上
 「社内規定の整備状況」：態勢整備の取り組み状況を示す
 「コンプライアンス研修実施件数」（〇）：同上
 「自主点検・内部監査・外部監査の実施回数と改善件数」（〇）：PDCAの実施状況

〈参考〉 ほけんの窓口グループ株式会社 の対応
・ 「原則」も「KPI」も保険業界で最初に公表
・ 契約商品数、３＋①実施率、外部覆面調査結果などの独自指標

KPIの設定例（２）

8

代理店の仕事は、不確実性に満ちた「計測できない世界」に
向き合っていることも真実。一方で、達成状況の把握も重要・・・
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原則を公表しない場合
 内容を理解した上で、公表しない理由を整理しておく
 必要に応じて幹部会などの場での検討が必要
 放置するのではなく、原則を踏まえて「自社の顧客本位の態勢」を見直す機会に！

9

原則を公表する場合
 コンプライ（遵守）＆ エクスプレイン（説明）が必要
 理念、スローガンではない
 形式ではなく実質・具体的な取り組みが必要
 取り組み状況（指標等）を定期的（最低年1回）に公表し、方針も見直し
 手段を目的化しないこと

金融庁の仕掛け＝その３ 【内部監査】
 内部監査に対する金融当局の考え方

 必ずしも独立した部門が求められるわけではないが、代理店の規模・特性に応じ、
十分に合理的で、実効性のあるものである必要

 ビジネスモデル、経営戦略、企業文化とコンプライアンスは表裏一体であり、経営目線
の内部管理体制が必要

 重要な問題に焦点を当てたリスク・ベースのモニタリングの実施が重要

 内部監査の「３つの防衛線」
 第一線：自律的統制機能（営業分野）
 第二線：管理部門による牽制（自主点検）と保険会社の業務監査

☛ 多くの代理店はここが重要
 第三線：内部監査（経営陣に対する指摘・是正要請・助言・提言） 10
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内部監査の留意点・・・PDCAのカギとなる『C』
 代理店の現状

 経営者の認識度によって内部監査に対する代理店のあり方に大きなバラつき
 自主点検と内部監査の違いが理解されていない
 自主点検が形式的 ⇒ 全部「〇」？ 判断材料は？ 時間は？ 改善は？

 ポイント
 経営者の収益至上主義的な姿勢が問題発生の根本原因になっている場合、
そこに厳しくメスを入れて、経営者をけん制できるか？ ☚ 経営のチェックが鍵

 問題事象の背景、原因を多角的に分析できる企業文化があるか
 自分の不正行為を正当化させない組織風土・企業倫理の定着に努力しているか
多くの代理店にとって内部監査はハードルが高く、自主点検が重要
保険会社の業務監査、外部専門機関（日本創倫・弁護士）の活用も

11

金融モニタリングの目線 ・・・ 『D』の重要性
 各階層において顧客本位の企業理念が浸透し、顧客本位の企業文化が具体的行動
として実践されているか？ ・・・ ロープレ検証

 組織としてのPDCAが有効に機能し、経営改善につながっているか？
• 意向把握、比較推奨の適切性を細かく確認

 募集リスクに優先度をつけて対応できているか？
• 高齢者募集、満期時の保険会社切り替え
• キャンペーン・インセンティブ期間中の募集
• 苦情、早期解約・早期失効 など

 証跡・判断根拠があるか？ … 記録・管理が必ず必要 ⇔ 「やってます」では不可
 顧客に継続してサービス提供できる体制か（後継者は？事業承継は？持続性は？）

12

リスクの優先度が高い案件は、実効性
のある検証を確実に行うことが必要
☛ その契約、直ぐに抜き出せますか？
☛ サンプリング・チェックしてますか？
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関東財務局 代理店モニタリングの開始

13

＜保険代理店との「対話」の新たな在り方について＞

・実施時期： 2019年10月～12月（予定）
・実施概要： 対象とする保険代理店に対し、事前に質問票を当局が作成の上、アンケート調査実施

アンケート調査の回答を基に、実際に各保険代理店に赴いて対話を行う保険代理店を
当局において選定のうえ、体制整備状況（主に研修（D)・監査（C）並びに不祥事件を
防止する策 等）の検証などを行う。

・実施主体： 関東財務局理財部金融監督第四課（生保募集、損保募集 計４名）
関東財務局理財部金融検査官

・実施対象先：管内保険代理店 約６０社（※ アンケート調査先は約１００社程度を想定）
・対話内容：・ 保険募集人（保険代理店）に求められる法２９４条の３に対する対応状況等（主に

体制整備の実効性を調査するため、監査（内部・外部）、教育を重点に聴取予定）
・その他： ・ アンケート調査については、保険会社及び保険代理店の業界団体等と連携をしながら実

施する。

14

代理店のレベルに応じた当局の対応方針
1. 最低基準を満たしていない者 ⇒ 是正措置

2. リスク顕在時に、最低基準抵触の蓋然性が高い者
⇒ 改善に向けた監督・対話

３．収益・ビジネスモデルの持続可能性に問題があり、今後、最低基準抵触
の蓋然性がある者 ⇒ 上記に同じ

*************************************************

４．収益・ビジネスモデルに持続可能性がある者
⇒ ベスト・プラクティス（好取組）の追求に向けた探求型対話

自社の実態を厳しく見れ
ば、１，２，３のレベル
に留まっているものも多い
のではないか？
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金融庁の方針転換の真意
 守るべき基本（プリンシプル）を示し、後は競争原理に持ち込むが、国民のために
「顧客本位」の枠を設け、その枠内で自立・自律した代理店による 創意工夫
（best practice）の発揮と高いレベルの競争を促す

 金融庁自体の検査・監督のあり方も根本的に改革 ・・・ 検査マニュアル廃止

 中途半端な代理店・募集人は ・・・ 保険業法で排除
 自分本位の企業文化から抜けられない代理店は ・・・ 消費者が排除
 消費者から選ばれる代理店のみが活躍する市場になる

☛ 消費者は保険業界を信頼し、保険制度を資産保全や新たなチャンレンジのため
に有効活用 ☛ 社会課題の解決

15

金融業界を本気で「顧客本位」にする

16

その他の留意点・・・損保協会と当局の意見交換
 BCP対応・事務ミス防止・不正防止・相互けん制の確保による安定的な顧客対応を確保
するため最低限の体制は必要ではないか？
⇒ 「上記の体制を確保するためには、店主を含め募集人3人以上は必要だと感じた。

その場合、損保で言えば、1億円以上の収保は必要になるのではないか。すなわち、
一定の規模は「量」ではなく「品質」ではないか。

☛ 「量は質に転嫁する」＝「量質転嫁の法則」

 社会変化に応じた提案・正確で迅速な業務遂行の観点から、高齢・小規模代理店への
対応を進める必要があるように感じた。

⇒ “リタイアメント・プラン”の提示を示唆 ☛ 大事なことは“ハッピー・リタイアメント・プラン”
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Ⅱ ITの進化と市場環境の変化

17

環境変化 ・・・ 人口減少

18

 経営がうまくいかない理由を人口減や
外的要因に押し付けるのは筋違い

 変化を前提にしたモデル構築が必要
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環境変化・・・事故を起こさない自動車の登場
 テレマティクス

 先は未知数だが、等級制度がある限り割引の要素（20％程度）
 自動運転 ☚ ４Gの100倍のスピードの５Gの登場で世界は一変
 既存の車と自動運転車が混在する期間が一定期間続く前提で、当面は自賠責・自動車
保険が残る ⇒ 保険会社からメーカーへの求償の仕組みを構築

ハッキングは政府保証事業で対処
 事故率低減、所有から使用への変化等で2030年には自動車保険収保▲25％
 地域の代理店としては…

 既存の自動車保険を核にしながら、リスク全体に対応する
 中小企業のエコノミックロス・人保険のウエイト拡大
 運転行動データに基づく事故防止・削減のアドバイス

19

自動車保険は依然として
核になるが、成長過程で種
目構成割合を変えていく必
要あり・・・「超保険」

 28年ハイパーループ
実証実験 「ハルト」

 トヨタ車で死亡する
人をゼロにする

環境変化・・・ITの進化に伴う消費者の変化
 InsurTech IoT ⇒ ビッグデータ ⇒ AI

 お客さまにとっての使いやすさ、快適さに着目した低コストで便利な革新的サービスが登場し、
disruption（破壊的革新）が起こる可能性 ・・・「行かない革命」・・・保険の概念が変わる

 近年の事例
 P2P（Peer=仲間）Lemonade：ネットでつながった任意の保険グループの誕生
 引受方法の革新：One to Oneのプログラム提供 ・ スマホによる時間単位の引受
 全ての手続き・業務プロセスをITで瞬時に：AIが写真で判断し、数秒で保険金支払

 地域の代理店としては…
 デジタルの変化についていく＋人がやるより優れているものはデジタルに委ねる
 デジタル基盤により営業・業務のプロセスを標準化・均質化する（スタンダード構築）
 代理店だけが持っている「生の顧客データ」とデジタルデータを統合し、顧客プラットフォームを構築

20

”メールアドレス"
がKeyに！

―　232　―



環境変化・・・人リスクを巡る顧客獲得競争
 「製販分離型」大型乗合代理店の出現 …   生保分野のブローカー的存在

 大手異業種、生保系代理店のM&A等による組織力・資金力・ブランド力のある
大規模・組織型・乗合代理店が次々に登場 ⇒ 20代、30代の契約者に浸透

 国内大手生保の乗合代理店ビジネス参入 ⇒ 生保の専門家との競争
 医療・ITの進化による生保のあり方の変化

 DNA診断による大数の法則の”崩壊” ・ 標準死亡率引下げ・ 医療保険引上げ
 ウエアラブルで「保険に入って健康になる時代」 …  ”予防への貢献”が評価される

 地域の代理店としては…
 中途半端な対応力（単品の商品売り）では生保のプロに負ける
 顧客のライフサイクルに応じた「長期的なコンサルティング力と提案力」が必要
 お客さまにとっては生保も損保も「保険」 …  生損フルコンサル体制の構築がカギ

21

環境変化・・・保険会社の営業体制の大転換
 国内市場の縮小に伴う国内体制の効率化

 海外展開の加速・拡大、介護事業等への進出
 AI活用による社員の業務削減・役割の高度化
 中核・直資代理店の体制強化に伴う拠点機能の集約

 販売基盤の再構築・・・数を集約しながら、経営力・顧客対応力を強化する
 募集チャネルの二重構造解消 ＝ 代理店の”自立・自律・組織化”の要請
 地域総代理店的な機能の要請（大都市除く）☚ 営業店の集約・BCPの拠点

 地域の代理店としては…
 企業としての経営マネジメントが確立された代理店 ⇒ 地域の仲間の受け皿
 一定の顧客基盤・収益基盤を有する代理店 ⇒ 地域で持続する企業
 独自の強さを持ち、地域社会に貢献する代理店 ⇒ 地域ブランドの構築 22

 代理店の統合・M&Aの増加
 兼業代理店との提携拡大
 代理店の事業承継の増加

―　233　―



環境変化・・・新しいマーケットへの対応
環境変化に伴い拡大する市場
 医療・介護・年金分野（1.6兆円）
 自然災害リスク（気候変動に伴う巨大災害の恒常的発生)
 中小企業の新種 ・ エコノミックロス分野 ・ 海外進出分野
 農業の企業化対応 (6次産業化・・・生産・加工・流通を有する”企業”としての農業法人）
 観光客増・国内定住者増に伴うインバウンド需要

 ITの進展に伴い拡大する市場
 サイバーセキュリティ ・ シェアリングエコノミー
 AI / IOT / データ/ロボット分野

 構造変化に伴い拡大する市場
 中小企業の事業承継分野（127万社が廃業の危機・GDP22兆円・650万人の雇用喪失）

23

元々国内生保市場は損保の4倍
（36兆円）の巨大マーケット

生保の巨大マーケット・銀行が積極的取り組み
先手を打たないと地域の顧客そのものを失う
☛ 日本代協“Batonz”の活用

Ⅲ 今後の代理店経営を考える

24
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代理店経営上の課題（１）
 仕事のやり方が属人的で非効率 ・・・ 個人の集合体

 業務プロセスが標準化されておらず、IT活用も限定的で非効率
 営業の「型」がなく、募集プロセスが均質化していない
 時間に余裕がなく、組織として新たな取り組みができない

 代理店独自の社員教育の計画や記録、仕組みがない
 募集人の継続的・計画的教育の仕組みが不十分 ☚ 「日本代協アカデミー」

 マーケティング（Pull Sell) が不十分で、Push Sellになっている
 自動車保険の契約ウエイトが高く、潜在マーケットや深耕の機会を逃している
 単品販売中心で、顧客のリスクを取り込めていない
 顧客情報・対応履歴の蓄積が組織的ではなく、データが活用できていない
 顧客セグメントがあいまいで、重要顧客のコンサルティングに時間を割けていない

25

募集人の品質にバラつきあり

代理店経営上の課題（２）
 顧客対応が属人的で、組織の力が活かせない

 ルール・役割の明確化、情報共有、企業としての一元的対応、要員代替ができていない
年齢構成が上に偏り、顧客の世代交代に対応できない
• 店主・募集人の年齢が高い ・・・ 実態調査：60歳以上 40％・50歳以上 70％

要員・規模ともに限定的で成長余力がない
 要員が少ない ・・・ 5人未満：64.8％（全体の8割以上が10人未満）平均6.9人
 損保収保：＠約7,000万円

 成長戦略が見えない
 代理店の強み（他にはない独自の力）や地域戦略が見えない
 ビジョン、将来展望がはっきりしない

26
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代理店経営上の課題（３）

27

 一人当たりの生産性が低い
 役割分担、業務プロセス、業務の標準化ができていない
 生保、企業開拓、リスク全体の取り込みが不十分

 経営力が不十分
 経営理念が言葉だけで、組織の判断軸があいまい
 将来ビジョンが不明確で、成長戦略があいまい
 具体的な実行計画と振り返りがない
 ヒト・モノ・カネ投入の選択と集中が不十分
 後継者が決まっていない 〈経営の持続性への不安〉
 経営をやりたいのか、募集を続けたいのか、はっきりしない

＠1,000万円の生産性（収
益性）確保が第一ステップ

 経営がうまくいかない理由の
ほとんどは外部的要因では
なく、内部的要因

 その最も大きな原因は
経営者の「能力と人間力」

 顧客と社員を守るために
「経営か募集か」の選択も
必要

保険会社のチャネル戦略上の課題
 求める品質のレベル感

 募集品質 ⇒ 顧客対応力（ミニマム水準＋独自改善＋模範となるベスト・プラクテイス）
 業務品質 ⇒ 事務処理力（正確・迅速・無駄がない）
 経営品質 ⇒ 経営管理レベル（体制整備＋企業としての経営力）

 規模・体制イメージ
 品質＋規模・要員・組織・生産性 ⇒ 品質を伴った収益性
 後継者対策 ⇒ 持続性 / サイバーセキュリティは必須 ＝ 『損保クラウド』

 専属・乗合 / 比較推奨
 代理店経営の選択肢 ⇔ 乗合は『二種免許』・・・体制強化が大前提
 保険会社の対応方針 ⇒ 専属強化

 地域の代理店に求める機能
 拠点代替 ⇒ 地域総代理店的機能・構造改革の受け皿
 成長戦略の担い手 ⇔ 顧客本位の接点強化

28

大事なことは
将来ビジョンを踏まえ
保険会社よりも先に
自社の展望を描くこと
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将来にわたってお客さま・社員を守る

代理店という企業の社会的使命

29

どんな時もお客さま・社員を守る

お客さまに
安心を提供する

最適な保険提案や事故対応
を通じ、お客さまに最高の
安心と満足を提供する

接点の募集品質
事故対応力
人間力向上

体制整備
BCP

組織化

経営戦略
成長戦略
事業承継

「経営力」が決め手
となる時代に

地域代理店に必要なこと（１）
 顧客が困った時に顔が浮かぶ身近な相談相手になる

 顧客情報を集め、データ化し、分類する ＝ 顧客毎のリスクマップの作成
 商品販売 から顧客不安の解消（リスクマネジメント的発想）への転換（Ｐ33）
 相談して満足される専門性を全員が身に着ける ☛ 日本代協アカデミーの活用
 迅速な対応を可能とする組織・要員の体制にする
 専門性を補う専門家のネットワーク ・ 地域社会の人脈を作る
 顧客接点の頻度と質を向上させる ⇔ デジタルの活用・社員全員の対応力向上
 地域では知られた企業になる ☛ 本業を通じた地域社会への貢献

30

リスクを減らす 頼られる能力を
身に着ける顧客を知る 様々な相談に応える
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地域代理店に必要なこと（２）
 組織の力で顧客の期待に応える

 属人的対応から組織対応に転換する
 経験・情報・対応履歴を共有し、代理店全体で顧客に対応する
 顧客対応のスタンダードをつくり、均質な顧客対応を提供する
 オフィス（事務所）で基本的な顧客対応を行う体制にする

 働く環境を整える ⇔ 顧客本位は社員満足とセット ＝ 働きたくなる代理店作り
 ビジョン・理念・目標・計画の共有 ⇔ 組織そのものへの共感
 給与・評価制度 等の制度の整備
 休日、時間管理、時間外対応 等の環境整備
 社員を知る ・・・ 「傾聴」「質問」「続ける」
 与え、任せ、支援する ・・・ 「期待と信頼の連鎖」

31

お客様と募集人の関係
から・・・会社とお客様の
関係に転換
１＋１が３や４になる

活き活きと働く社員だけが
人のために行動できる

成長のポイントは
「経営と募集の分離」

地域代理店に必要なこと（３）
 自社の強みを明確にし、強化する

 弱いところは捨てて強みを磨く

 生産性と顧客接点の温かさを同時に高める
 社員の仕事に余裕を持たせる ☚ プロセスの点検が必要
重複排除、中断削減、ルールの徹底、整理整頓、IT活用

 事務のマニュアル化 ・ 対応スクリプトを共有する
 営業スタンダード（特に更新業務）を共有する
 デジタルのフル活用とリアルデータのデジタル化
 デジタルと対面を組み合わせて顧客接点の頻度と濃度を上げる
 “自社の顧客は誰か”、を明らかにし、対応ウエイトを上げる

32

 他と同じなら規模の差に負ける
 他に負けない独自の強みは
小さな企業の存在価値の要

家業から企業ではなく
“家業の良さを保った
地域の企業”
人の温かさを伝えられる
地域代理店の強みを活
かし、限られた社員の力
を最大限発揮できる態
勢をつくる
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代理業から リスク・マネジメント 業への転換

33

お客様を取り巻くリスクの総体

リスク回避 リスク保有リスク軽減 リスク転嫁

防 災 減 災・縮 災 保 険
デリバティブ

内部留保
キャプティブ

顧客企業の
財務分析

商品単品売りから
リスクベースの

アプローチへの転換

今からできること
 環境変化の中で、持続的なお客さま対応が可能か、検証する
 10年後をイメージし、自社の向かうべき途（選択肢）を考え、向かう方向を定める
 ステップを刻んだ計画を立て、「今できること」に取り組む ・ 変化があれば書き直す
 定められたルール（ミニマム基準）を確実に履行できるようにする
 快適で迅速なサービス提供のため、顧客の視点で「業務全体を再点検」する
 「業務プロセスと営業（特に更新）の標準化」を図り、代理店としてのバラつきを無くす
 「組織」でお客さまを支える態勢をつくる（人・役割・能力・情報・時間・相性）
 「お客さまの声」を集め、分析し、改善に活かす
 「顧客情報」を集め、データ化する（先ずは「メールアドレス」を集める）
 中小企業のエコノミックロス、人リスクに対するコンサルティング力をつける

34
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35

☆ 未来は今我々が何をなすかにかかっている ☆
日々の少しの努力が実を結ぶ ・・・ 1.01の365乗と0.99の365乗
自社の何を変え、何を変えないのか、その理由をつきつめることが、

不確実性に満ちた未来に踏み出す第一歩となる

皆さまの事業のご発展を祈念します！ ♪♪ 有難うございました ♪♪

☆ 顧客にとって必要不可欠な存在になれば企業は存続する ☆
顧客が本当は何を必要とし、何を評価して選択してくれるのか、
顧客にとっての自社の存在価値を考える ＝ ”事業の再定義”

保険代理業者・手続代行業者から 「安心提供業」・「不安解消業」 への転換
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都道府県損害保険代理業協会　事務局一覧表

2019年8月1日

代協名 会長名 事 務 局 所 在 地 電 話

北 海 道 佐々木　雅　之 〒064-0807 北海道札幌市中央区南七条西2－1 
リバーサイドMS208号 011-518-1195

青 森 県 五　戸　安　行 〒038-0011 青森県青森市篠田3－24－30－1F 017-718-7115

岩 手 県 遠　藤　真喜男 〒020-0025 岩手県盛岡市大沢川原3－1－2　
盛岡浴友会館2F 019-613-7979

秋 田 県 塩　田　　　聡 〒010-0951 秋田県秋田市山王7－7－20　AQUA 山王201 018-867-1888

宮 城 県 小　林　良　昭 〒984-0015 宮城県仙台市若林区卸町1－6－15 
卸町セントラルビルディング6F 022-385-5810

や ま が た 中　野　伸　二 〒990-0035 山形県山形市小荷駄町8－7 
やまびこハイツB－102 023-673-0306

福 島 県 古谷野　進　介 〒963-8862 福島県郡山市菜根1－9－19 024-953-6877

新 潟 県 西　　　勝　弘 〒950-0916 新潟県新潟市中央区米山10－8
日生不動産米山ビル2F 025-288-6663

長 野 県 荒　井　英　和 〒390-0826 長野県松本市出川町18－15 0263-88-3140

群 馬 県 阪　本　善　彦 〒379-2165 群馬県前橋市上長磯町313－1 027-290-2355

栃 木 県 二　十　二　修 〒320-0072 栃木県宇都宮市若草4－19－10 028-650-5517

茨 城 県 島　根　昌　明 〒300-4104 茨城県土浦市沢辺787 029-829-3522

埼 玉 県 清　水　克　俊 〒338-0002 埼玉県さいたま市中央区下落合5－10－5 
アステリVIP 211号 048-755-9261

千 葉 県 小　口　泰　伸 〒260-0003 千葉県千葉市中央区鶴沢町20－16 
ユニバース千葉ビル6F 043-307-8220

神 奈 川 県 雨　宮　　　豊 〒231-0058 神奈川県横浜市中区弥生町2－15－1 
ストークタワー大通公園Ⅲ801A 045-341-0411

山 梨 県 小　野　嘉一郎 〒400-0822 山梨県甲府市里吉1－9－8 055-267-6770

東 京 磯　　　利　二 〒101-0063 東京都千代田区神田淡路町1－19－5 
お茶の水ビジネスビル4F 03-3253-8291

静 岡 県 菊　地　勝　男 〒420-0025 静岡県静岡市葵区金座町47－1　金座ビル3F 054-253-3055

愛 知 県 金　子　紀代志 〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄1－13－4 
みその大林ビル6階C号 052-203-8722

岐 阜 県 畦　地　正　治 〒501-0204 岐阜県瑞穂市馬場春雨町1－50－2 
司不動産ビル2F 058-329-0050

三 重 県 田　中　義　彦 〒514-0009 三重県津市羽所町345　第一ビル2階 5A 059-213-8882

富 山 県 高　木　正　博 〒939-8272 富山県富山市太郎丸本町1－9－20 
ダイイチハイツ1F 076-493-2456

石 川 県 浜　上　洋　之 〒920-8203 石川県金沢市鞍月2－2　石川県繊維会館1階 076-214-8544



―　242　―

代協名 会長名 事 務 局 所 在 地 電 話

福 井 県 下　村　文　則 〒918-8202 福井県福井市大東2－1－20　レコルタフォー202 0776-57-1665

滋 賀 県 西　　　智　弘 〒524-0037 滋賀県守山市梅田町5－6　平和堂守山店4階 077-514-0109

京 都 小　橋　信　彦 〒604-8187 京都府京都市中京区御池通烏丸東入笹屋町436 
永和御池ビル601 075-257-3633

奈 良 県 服　部　典　正 〒636-0342 奈良県磯城郡田原町本町三笠10－8 
井関ビル2F（株）きんき保険サービス内 0744-33-9588

大 阪 山　中　　　尚 〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田1－2－2－1400 
大阪駅前第2ビル14階1－2 06-6341-6085

兵 庫 県 塩　谷　広　志 〒650-0023 兵庫県神戸市中央区栄町通2－2－2
　和栄ビル502 078-333-6547

和 歌 山 県 中　村　利　雄 〒641-0051 和歌山県和歌山市西高松2－9－4－2F 073-460-4761

岡 山 県 歳　森　　　宏 〒703-8235 岡山県岡山市中区原尾島859－10 086-270-7861

鳥 取 県 重　親　弘　志 〒683-0802 鳥取県米子市東福原6－2－37
（有）オフィスアームス 内 0859-30-2369

島 根 県 佐々木　常　人 〒690-0015 島根県松江市上乃木9－14－15－202 0852-28-7122

広 島 県 川　向　満　典 〒739-1734 広島県広島市安佐北区口田2－2－21
（有）C&C安田 内 082-841-3101

山 口 県 中　村　俊　明 〒742-0031 山口県柳井市南町5－3－16 
東澄ビル2F（有）ヤナイ保険サービス 内 0820-25-1565

徳 島 県 山　本　高　弘 〒770-0846 徳島県徳島市南内町2－6－3　東ビル3 088-677-9002

香 川 県 樫　原　貴　仁 〒761-0301 香川県高松市林町2537－15
（有）保険ネットワークセンター 内 087-802-7320

愛 媛 県 齋　藤　隆　宏 〒790-0066 愛媛県松山市宮田町106－2
　カサブランカ駅前201 089-932-7828

高 知 県 西　村　方　志 〒780-8011 高知県高知市梅ノ辻1－1　みつわビルⅡ301号 088-802-7335

福 岡 県 北　島　香代子 〒812-0011 福岡県福岡市博多区博多駅前1－15－20 
NMF博多駅前ビル907 092-481-3424

大 分 県 町　田　直　子 〒870-0933 大分県大分市花津留1－1－23　河野ビル2F 097-529-7841

佐 賀 県 吉　岡　勝　美 〒849-0923 佐賀県佐賀市日の出1－13－24 
サンライズハイツ1F 0952-37-8431

長 崎 県 甲　山　智　親 〒850-0056 長崎県長崎市恵美須町4－2　平野ビル3F 095-816-3021

宮 崎 県 中　原　公　一 〒880-0806 宮崎県宮崎市広島2－5－30　
ルポ宮崎駅前ビル205 0985-23-0468

熊 本 県 中　村　文　治 〒861-4101 熊本県熊本市南区近見7－8－45 096-288-1512

鹿 児 島 県 庄　司　教　克 〒890-0046 鹿児島県鹿児島市西田2－20－8
　山野ビル2F－D 099-297-4641

沖 縄 県 藤　川　尚　久 〒900-0026 沖縄県那覇市奥武山町26－24 
奥武山マンションビル202 098-858-7192

一般社団法人 日本損害保険代理業協会　　Tel 03（3201）2745 ・ Fax 03（3201）4639
〒100-0006 東京都千代田区有楽町1－12－1　新有楽町ビル３階321区 
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